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１．はじめに 

 

平成21年1月、国立研究開発法人日本原子力研究開発機構（以下「原子力機構」

という。）は、高速増殖原型炉もんじゅ（以下「もんじゅ」という。）において、

保全プログラムを導入したが、高速増殖原型炉であるもんじゅに見合った保全

プログラムとするための検討が十分でなく、また、適用して保全を実施する過

程において所要の点検や手続、点検実績を踏まえた保全計画の改正等が遅れ、

平成24年11月には点検計画において定めた点検期限を超過する機器が多数発生

していることを確認し、公表した。原子力機構は、この報告を受けた原子力規

制委員会（以下「規制委員会」という。）から、平成24年12月、点検時期を超過

している未点検機器の点検及び保全計画の見直しについての保安措置命令等を

受けた。原子力機構は、これに対し、平成25年1月、保安措置命令への対応結果

等を規制委員会に報告したが、それらを不十分であるとした規制委員会から、

平成25年5月、再び保安措置命令を受けた。 

原子力機構は、平成25年10月以降、「もんじゅ」改革の下で根本原因分析等に

基づく保安措置命令等への対応を行い、その結果を平成26年12月に報告したが、

その後の保安検査における確認の過程において、規制委員会から「保守管理体

制及び品質保証体制に係る問題点を改めて認識の上、そこに立ち戻って、再検

討を行い、現況に応じた実効性ある対策を図る必要がある。」とされ、平成27年

9月には、安全機能の重要度分類に関して規制委員会の報告徴収を受けた。 

これらを受け、原子力機構は、保安措置命令への対応の在り方を根本的に見

直し、保守管理及び品質保証に関して潜在する問題点や課題を改めて抽出する

ために平成27年12月からオールジャパン体制（短期集中チーム）によるプロセ

ス総合チェック等を行い、また、新たな指摘等についての根本原因分析を行い、

改善を進めてきた。 

 

 

１．１ 保安措置命令への対応等の経緯 

 

もんじゅにおいて、性能試験の第一段階である炉心確認試験を終了して平成

22年7月23日から供用前第2保全サイクルを開始したところ、炉内中継装置落下

等のトラブルや東日本大震災の影響によって数次にわたってプラント工程を変

更した際に点検工程への影響を十分に検討しなかった。これらのこと等が要因

となって保全計画に定めた点検時期を超過する機器が多数発生し、また、これ

らの点検時期の超過に対して必要な手続である不適合管理が適切に行われなか

った（以下「保守管理上の不備」という。）。 
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この保守管理上の不備を発端とする保安措置命令の内容と、原子力機構とし

ての対応は、以下のとおり。 

 

【平成21年1月】 

原子力機構は、もんじゅに保全プログラムを導入した。 

 

【平成24年11月27日】 

原子力機構は、保守管理上の不備について、点検期限の超過に対する不適合

処置を開始し、原子力規制庁に報告するとともに公表した。 

 

【平成24年12月12日】 

原子力機構は、規制委員会から「核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制

に関する法律第36条（現第43条の3の23）第1項の規定に基づく保安のために必

要な措置命令について（原管Ｐ発第121207001号）」（以下「平成24年12月の命令」

という。）を受け、下記の保安のために必要な措置を講じ、その結果を平成25年

1月31日までに報告することを命ぜられた。 

記 

（１）点検時期を超過している未点検機器について、原子炉施設の安全性への

影響に留意しつつ、早急に点検を行うこと。 

（２）保安規定に基づく原子炉施設の保全の有効性評価を行い、その結果を踏

まえ、点検計画表を含む保全計画の見直しを行うこと。 

 

また、原子力機構は、「核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法

律第67条第1項の規定に基づく報告の徴収について（原管Ｐ発第121207002号）」

（以下「平成24年の報告徴収」という。）を受け、保守管理上の不備に関する下

記の事項について、平成25年1月31日までに報告することを求められた。 

記 

（１）今般の保守管理上の不備に係る事実関係の調査結果 

（２）今般の保守管理上の不備が発生するに至った原因究明、再発防止対策に

関する検討結果 

（３）組織的要因（責任の所在を含む）・企業風土の問題等の根本原因分析結

果及び当該結果を踏まえた再発防止対策 

 

【平成25年1月31日】 

原子力機構は、規制委員会に対し、「「核原料物質、核燃料物質及び原子炉の

規制に関する法律第36条（現第43条の3の23）第1項の規定に基づく保安のため
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に必要な措置命令について（平成24年12月12日 原管Ｐ発第121207001号）」に

対する結果報告」（以下「平成25年1月の結果報告」という。）及び「「核原料物

質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律第67条第1項の規定に基づく報告

の徴収について（平成24年12月12日 原管Ｐ発第121207002号）」に対する報告」

を提出した。 

 

【平成25年5月22日】 

規制委員会において、「高速増殖原型炉もんじゅにおける点検時期超過事案に

関する評価及び今後の対応について」が決定され、平成25年1月の結果報告等に

ついて次の認識が示された。 

７．１ 事実認定 

（３）これまでの命令等に対する対応 

①平成24年12月の報告徴収命令に対する事実関係の調査結果、組織的要因

等根本原因分析結果及び再発防止対策について、虚偽の報告は認められ

ないものの対応が不十分。また、規制当局の指摘を受けるまで、自ら点

検先送りを認識し改善に取り組むことができなかったことから、ＪＡＥ

Ａ（注：「原子力機構」のこと。）の組織には、安全文化の劣化が認めら

れる。 

②平成24年12月の保安措置命令に係る対応については、適切に実施されて

いるものと評価するが、未点検機器の点検、保全計画の見直しについて

は、原子炉施設への安全性への影響に留意しつつ計画的に行っているた

め作業が完了しておらず、いまだ法令違反状態は是正されていない。し

たがって、現在のＪＡＥＡには、もんじゅの安全確保を十分行い得る体

制が整っていないと判断する。 

 

【平成25年5月29日】 

原子力機構は、規制委員会から「核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制

に関する法律第36条（現第43条の3の23）第1項の規定に基づく保安のために必

要な措置命令について（原管Ｐ発第1305293号）」（以下、平成24年12月の命令と

併せて「保安措置命令」という。）を受け、下記の措置を行うことを命ぜられた。 

記 

１ 以下の事項を含め、保守管理体制及び品質保証体制を再構築すること。 

・経営層は、もんじゅの保守管理業務が確実に実施でき、かつ、新たに点

検時期の超過を発生させないよう人材、設備等及び予算を適切に配分す

るとともに、保守管理業務を担当する職員を組織内で適正に評価するこ

と。 
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・組織として、保全計画の対象となる全ての機器の点検状況を正確に把握

し、管理できるシステムを構築すること。 

２ 平成24年12月12日の命令に対し、貴機構が平成25年1月31日の結果報告を提

出した時点において、措置が完了していないものについて、同命令に従い、

引き続き、必要な措置を講ずること。 

３ 上記１及び２について、貴機構の措置が完了した後、対応結果について当

委員会へ報告すること。 

４ 上記３に関する当委員会の確認が完了するまでの間、保安の確保に必要な

点検等を除き、原子炉等規制法第28条（注：現第43条の3の11）第1項に基

づく使用前検査（原子炉施設の性能に関する事項に限る。）を進めるための

活動を行わないこと。 

 

また、原子力機構は、併せて、規制委員会から、次の内容の「核原料物質、

核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律第37条第3項の規定に基づく保安規

定の変更命令について（原管Ｐ発第1305294号）」（以下「保安規定変更命令」と

いう。）を受けた。 

（前略）安全文化の劣化等に対し、組織的要因の問題等の根本原因分析をや

り直し、再発防止対策の見直しを行うとともに、組織内における役割分担並び

に責任及び権限を確認した上で、下記を踏まえ、保安規定の変更を命ずる。（後

略） 

記 

１ 経営層は、もんじゅの運営に当たり、安全を 優先とすることを改めて認

識した上で活動方針を定め、組織内に周知し、当該方針に基づく活動を実

施させること。 

２ コンプライアンスを徹底し、安全文化醸成活動の取組を強化すること。 

３ 経営層及び発電所幹部の責任を明確にし、その履行状況の確認を強化する

こと。 

４ 経営層から現場に至るまで意識の共有化を図ることができる組織を構築す

ること。 

 

【平成25年5月31日】 

原子力機構は、平成25年1月の結果報告に示した直接要因に対する再発防止対

策等を「「もんじゅ」の取組み」として取りまとめた。 

 

【平成25年9月26日】 
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原子力機構は、規制委員会からの指摘、根本原因分析等を踏まえ、「「もんじ

ゅ」の取組み」を取り込み、「もんじゅ」改革を含む「日本原子力研究開発機構

の改革計画」を定めた。 

原子力機構は、これに基づき、平成25年10月からの一年間を集中改革期間と

して「もんじゅ」改革の取組を開始した。 

 

【平成25年9月30日】 

原子力機構は、平成24年12月の命令のうち「点検時期を超過している未点検

機器について、原子炉施設の安全性への影響に留意しつつ、早急に点検を行う

こと。」への対応について、「「核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関す

る法律第36条（現第43条の3の23）第1項の規定に基づく保安のために必要な措

置命令について（平成25年5月29日 原管Ｐ発第1305293号）」に対する結果報告

（その1）」（以下「平成25年9月の結果報告」という。）を規制委員会に提出した。 

 

【平成25年11月19日】 

原子力機構は、保安措置命令のうち「保守管理体制及び品質保証体制を再構

築すること。」及び平成24年12月の命令における「保全の有効性評価を行い、そ

の結果を踏まえ、点検計画表を含む保全計画の見直しを行うこと。」への対応に

ついて、「「核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律第36条（現

第43条の3の23）第1項の規定に基づく保安のために必要な措置命令について（平

成25年5月29日 原管Ｐ発第1305293号）」に対する結果報告（その2）」（以下「平

成25年11月の結果報告」という。）を規制委員会に提出した。 

 

【平成26年4月16日】 

規制委員会において、平成25年度第4四半期の保安検査の結果として、次の認

識が報告された。 

今回の保安検査で確認した内容は、機構が昨年11月19日に完了したとする保

守管理体制及び品質保証体制の再構築並びに保全計画の見直しが未だ途上で

あることを示すものである。検査で確認された保守管理の改善に向けた事例に

ついては、もんじゅ全体に浸透させるとともに、引き続き、保守管理体制及び

品質保証体制の再構築、保全計画の見直しに係る委員会からの命令に関し、適

切に対応し、改善されることが必要である。 

 

【平成26年6月5日】 

原子力機構は、原子力規制庁に対し、点検が十分でなかった機器の抽出と再

点検の実施、保全計画の問題点解消と再点検結果の反映による保全計画の見直
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し、保守管理体制に関して点検要領書の標準化の計画的実施等の対策の追加及

び品質保証体制に関して品質保証を実施する組織の独立性強化等の対策の追加

を行った上で、保安措置命令に対する報告の改訂版を提出すること等を報告し

た。 

 

【平成26年8月4日】 

原子力機構は、もんじゅの組織を、理事長直轄とし、また、保守管理上の不

備への対応とプラント維持管理に専念できる組織とするための保安規定変更を

申請した。 

その後、原子力機構は、この保安規定変更について、平成26年9月24日に認可

を受け、平成26年10月1日に組織改正を行った。 

 

【平成26年9月30日】 

原子力機構は、当初一年間としていた「もんじゅ」改革の集中改革期間につ

いて、「一定の成果を確認したものの、大目標である運転再開へ向けての保安措

置命令解除のための課題及び一層の改善・向上を目指した活動が依然として残

り、今回の改革成果の定着及び劣化防止の狙いも含め、更に改革の取り組みを

重ねることが必要と判断される。」として、平成26年度末までの半年間継続する

こととした。 

 

【平成26年12月22日】 

原子力機構は、規制委員会に対し、平成25年1月の結果報告、平成25年9月の

結果報告及び平成25年11月の結果報告を合わせて全面的に改訂し、「「核原料物

質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律第36条（現第43条の3の23）第1

項の規定に基づく保安のために必要な措置命令について（平成25年5月29日 原

管Ｐ発第1305293号）」に対する対応結果報告」（以下「平成26年12月の結果報告」

という。）を提出した。 

また、原子力機構は、「高速増殖原型炉もんじゅにおける点検間隔等の変更に

係る保守管理上の不備に関する根本原因分析結果の報告書」（以下「根本原因分

析報告書」という。）を別添として、それまでの保守管理上の不備に関する根本

原因分析の結果と対策の実施状況の報告書を提出し、合わせて保安規定変更命

令に対する保安規定の変更申請を行った。 

 

【平成27年2月2日】 
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原子力機構は、平成26年12月の結果報告に記載した機器数等に集計誤りがあ

ることを確認したことから、平成26年12月の結果報告を補正し、規制委員会に

提出した。 

 

【平成27年3月4日】 

規制委員会において、平成26年12月の結果報告の確認等に関し、次のとおり

とされた。 

・根本原因分析報告書及び保安措置命令報告書について、【中略】、引き続きヒ

アリングによりその妥当性を確認していく。また、現場において、保安検査

等を通じ点検の実施状況、特別採用及び保全計画の適切性、保守管理業務支

援システムの整備状況等について確認していく。これらの確認結果を踏ま

え、保安措置命令報告書の内容を確認した上で、中間的な取りまとめを行い、

規制委員会に報告する。 

・根本原因分析を踏まえた再発防止対策の妥当性を確認した後、保安規定変更

認可申請書に係る審査を行い、当該対策が保安規定に規定されていること等

を確認し、その審査結果を規制委員会に報告する。 

・中間的な取りまとめにおいて根本原因分析報告書及び保安措置命令報告書の

妥当性が確認された場合は、特別採用とした機器に対する点検の実施状況、

再構築した保守管理体制及び品質保証体制の定着状況等について、保安規定

変更後の保安検査等を通じて確認していく。 

 

【平成27年3月31日】 

原子力機構は、「もんじゅ」改革の集中改革期間を終了した。原子力機構は、

「「もんじゅ」集中改革の報告書」（平成27年3月23日）をとりまとめ、対策を立

案して改革を進めていく「集中改革フェーズ」から、改革を組織文化として定

着していくとともに、より高い安全・安心を目指した新規制基準対応を行って

いく「定着と再生フェーズ」に移行した。 

 

【平成27年5月13日】 

平成26年度第4四半期の保安検査の結果について、規制委員会において、「「安

全機能の重要度区分の設定不備」：措置命令等に対する再発防止対策の未実施」、

「「保守管理の不備」：安全上重要な配管の肉厚測定未実施、安全上重要な配管

等の外観検査の不備（クラス1機器の未点検他）」及び「未点検機器を特別採用

する際の技術評価の不備」について保安規定違反の判定がなされ、次の認識が

示された。 

保安規定第3条（品質保証）及び第103条（建設段階における保守管理計画）
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に違反しており、これまでの違反、監視事項に対する改善が未だ途上であるこ

とを示している。【中略】 

本件は、保安措置命令の一つである保全計画の見直し作業が不十分であった

ことを示すものであり、原子力規制委員会からの命令に対する報告書の信頼性

に疑問を抱かせるものである。原子力機構は、当該報告書の措置状況等につい

て保安検査における指摘事項を踏まえ早急に確認し、必要な改善を行う必要が

ある。 

 

【平成27年7月】 

原子力機構は、平成26年12月に提出した根本原因分析報告書について、原子

力規制庁による確認結果を踏まえて改訂した（以下「改訂根本原因分析報告書」

という。）。 

 

【平成27年8月5日】 

規制委員会において、平成27年度第1四半期の保安検査の結果について、「保

守管理不備（保修票他の運用、管理不備）」について保安規定違反の判定がなさ

れ、次の認識が示された。 

「保守管理体制及び品質保証体制の再構築が完了した。」とする平成26年12

月の機構報告の提出以降にも、保安規定（第3条（品質保証）及び第103条（建

設段階における保守管理計画）等）の不履行が認められる状況にある。機構は

保安規定の不履行（これまでの指摘事項を含む）に係る改善を早期に図るべき

ことはもとより、再構築が完了したとする保守管理体制及び品質保証体制に係

る問題点を改めて認識の上、そこに立ち戻って再検討を行い、現況に応じた実

効性ある対策を図る必要があると考える。 

 

【平成27年9月30日】 

原子力機構は、規制委員会から、以下の事項について、平成27年10月21日ま

でに報告することを求める「核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関す

る法律第67条第1項の規定に基づく報告の徴収について（原規規発第1509301号）」

（以下「平成27年の報告徴収」という。）を受けた。 

（１）重要度分類が適切に設定されていなかった機器及び当該機器の重要度分

類一覧 

（２）（１）の一覧に掲げられた機器について、重要度分類が適切に設定され

ていなかったそれぞれの原因 

（３）重要度分類が適切に設定されていなかった機器があることを把握した時

点から本報告までの間の、品質マネジメントシステムに基づく対応等の
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状況 

 

【平成27年10月21日】 

原子力機構は、「「核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律第

67条第1項の規定に基づく報告の徴収について」（原規規発第1509301号、平成27

年9月30日）に対する報告」（以下「平成27年の報告徴収に対する報告」という。）

を提出した。 

 

【平成27年11月2日】 

原子力機構は、規制委員会において、オールジャパン体制による根本的課題

への取組（「３．２．３ オールジャパン体制（短期集中チーム）による取組」

において後述する。）を行っていくことを表明した。 

 

【平成27年11月4日】 

規制委員会において、平成27年の報告徴収に対する報告の内容に基づいて「多

数の機器について安全機能の重要度分類が適切に設定されていない不備」につ

いて、また、「調達管理の不備」について保安規定違反の判定がなされ、次の認

識が示された。 

こうした状況は「保守管理体制及び品質保証体制の再構築が完了した。」と

する平成26年12月に機構が提出した保安措置命令等に対する対応報告の信頼

性を更に欠くものであり、前回保安検査報告書にも示したとおり、機構は指摘

事項に係る改善を早期に図るべきことはもとより、再構築が完了したとする保

守管理体制及び品質保証体制に係る問題点を改めて認識の上、そこに立ち戻っ

て再検討を行い、現況に応じた実効性ある対策を図る必要があると考える。 

 

【平成27年11月13日】 

規制委員会から文部科学大臣に対し、「現時点で、使用前検査を進める前提と

なる保安措置命令についての対応結果の確認を行える状況にはない。」等の評価

が示された上で、 

「機構に代わってもんじゅの出力運転を安全に行う能力を有すると認められ

る者を具体的に特定すること。」 

等を内容とする勧告が発出された。 

 

【平成27年12月1日】 

原子力機構は、平成27年11月2日に表明したオールジャパン体制による取組を

開始した。 
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【平成27年12月2日】 

規制委員会において、今後のもんじゅの保安検査について次のとおりとされ

た。 

今後の保安検査において、従前どおり「報告書で記載された措置が適切に実

施されているかどうかに的を絞った保安検査」を行うことは適当ではない。一

方、もんじゅの現況において必要な保安活動（例：炉心燃料、ナトリウムの取

扱い管理、放射線管理、非常時の措置等）は機構により適切に実施される必要

があることから、今後の保安検査においては、もんじゅの安全機能を適切に維

持・管理する上で必要な活動が保安規定に基づき実施されていることを確認す

ることが適当である。 

 

【平成28年6月30日】 

原子力機構は、オールジャパン体制（短期集中チーム）による取組を終了し、

以降の取組（本報告の作成作業を除く。）を通常のライン組織に引き継いだ。 
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１．２ 本報告の位置づけ 

 

本報告は、平成25年1月の結果報告、平成25年9月の結果報告、平成25年11月

の結果報告及び平成26年12月の結果報告（補正後）を併せて全面的に改訂した

ものであり、原子力機構による保安措置命令への対応結果及び今後の改善の進

め方を報告するものである。 
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２．点検時期を超過している未点検機器の点検及び保全計画の見直し 

 

２．１ 保安措置命令の内容 

 

点検時期を超過している未点検機器の点検及び保全計画の見直しについては、

平成24年12月の命令において、下記の保安のために必要な措置を講じ、その結

果を平成25年1月31日までに報告することを命ぜられた。 

記 

（１）点検時期を超過している未点検機器について、原子炉施設の安全性への

影響に留意しつつ、早急に点検を行うこと。 

（２）保安規定に基づく原子炉施設の保全の有効性評価を行い、その結果を踏

まえ、点検計画表を含む保全計画の見直しを行うこと。 

 

 また、平成25年5月29日に受けた保安措置命令において、「平成24年12月12日

の命令に対し、貴機構が平成25年1月31日の報告を提出した時点において、措置

が完了していないものについて、同命令に従い、引き続き、必要な措置を講ず

ること。」とされた。 

なお、平成24年12月の命令の発出に先立ち、平成24年12月12日に規制委員会

において諮られた「もんじゅにおける保安規定遵守義務違反等について」にお

いて、以下のとおり記載されている。 

２．本件の原子炉等規制法上の位置付け 

事業者は、保安規定において、機器等の保守管理のために保全計画を定める

こと、また、保全計画に従って点検・補修等の保全を実施する等としており、

今回、保全計画に定めた通りの保守点検がなされていないことから、原子炉等

規制法第37条第4項に定める保安規定遵守義務違反及び第35条第1項に定める

保安措置義務違反に該当する。 

 

３．今後の対応 

これまで確認された事実から、本件については、 

●保全計画に従った保守点検が行われず点検時期超過となった機器があ

ること 

●点検時期を超過した機器には、安全上重要度の高いクラス1機器も含ま

れていること 

から、原子炉等規制法第35条第1項及び第37条第4項に違反するものであり、原

子炉の保全が適切に実施されていないものと判断する。 
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２．２ 対応の進め方等 

 

点検時期を超過している未点検機器の点検を行うとともに、各機器が所定の

機能を発揮し得るために必要な点検を保全計画に定め、それらを確実に行うこ

とができるよう、次の取組を行った。 

 

 

２．２．１ 平成26年12月の結果報告までの取組 

 

（１）平成24年度第3四半期の保安検査等において、もんじゅの保全計画に対し、

点検時期が記載されていないこと、保全の有効性評価を実施せず複数回に

わたり点検を先送りしたこと、点検時期を超過した場合でも不適合管理と

しないとする保全計画等の改正を行ったこと等が指摘された。これらの指

摘を受け、点検期限を超過していた機器について平成25年9月までに所要の

点検を行うとともに、平成25年10月までに点検間隔／頻度等の考え方や次

回点検期限を記載する等の保全計画の見直しを行った。 

 

（２）その後、保全計画に記載している保全方式や点検実績等に多くの誤記を

確認した。また、平成25年度第3四半期及び第4四半期の保安検査において、

点検方法が保全計画と現場の要領書で一致していない事例、点検要領書及

び点検成績書において個々の機器の点検実績が特定できない事例、保全の

有効性評価の内容が不十分と思われる事例等が指摘された。このため、平

成25年10月に見直した保全計画について、点検計画に記載している全機器

（安全機能の重要度分類がクラス1、クラス2及びクラス3以下の全ての機器）

に対する点検実績、保全の有効性評価の記録等の技術的妥当性等について

確認する作業（以下「保全計画の全面的な確認作業」という。）を行った。 

保全計画の全面的な確認作業の結果は、次のとおり。 

①設計資料との照合による機器名称・機器番号等の確認及び点検記録等

との照合による点検実績の確認 

機器名称、機器番号、点検項目、点検内容等についての多数の適切

でない記載及び直近の点検が十分でなかった2,446機器を特定した。 

②保全の有効性評価の技術的妥当性の確認 

平成22年7月から平成26年4月までに行った303件の保全の有効性評

価のうち技術的に十分でなかった243件及び同評価を無効とすると点

検期限を超過する2,479機器を特定した。 

③保全方式の確認 
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保全方式について、事後保全又は状態基準保全から時間基準保全に

変更することが適切な675機器や時間基準保全等から事後保全に変更

することが適切な3機器を特定した。 

④課間・チーム間で重複して記載している機器の確認 

異なる課又はチームの間で重複して保全計画に記載している211機

器を特定した。 

⑤保全計画に追加する機器の特定 

保全計画に追加する1,456機器を特定した。 

⑥特別な保全計画に移行した機器の確認 

特別な保全計画へ移行したことが明確になっていない25機器及びそ

のうち点検計画のとおりに点検されていなかった2機器を特定した。 

⑦補修、取替え及び改造計画の確認 

補修、取替え及び改造計画と、補修、取替え及び改造を行う場合に

作成する設計計画書との整合性について確認した結果、416機器につい

て補修、取替え及び改造計画を見直す必要があることを確認し、また、

ナトリウム漏えい監視用ＩＴＶ設備（以下「ＩＴＶ設備」という。）及

び原子炉容器室内配管予熱用温度検出器について、補修、取替え及び

改造計画を策定する必要があること等を確認した。 

 

（３）（２）において前述した保全計画の全面的な確認作業において特定した直

近の点検が十分でなかった機器等について不適合の処置として点検又は特

別採用を行った。また、保全計画の全面的な確認作業の結果や、保全計画を

より科学的・合理的なものにしていくために保安規定において低温停止時に

機能要求がある機器について、技術根拠を整備し、その結果等を反映して保

全計画の見直しを行った。そして、平成26年12月、これらを規制委員会に報

告した。 

 

 

２．２．２ 平成26年12月の結果報告以降の取組 

 

（１）「２．２．１（３）」において特別採用を行った機器について、平成28年4

月までに所要の点検を行った。 

 

（２）平成26年度第4四半期の保安検査において「「安全機能の重要度区分の設

定不備」：措置命令等に係る再発防止対策の未実施」及び「「保守管理の不

備」：安全上重要な配管の肉厚測定未実施、安全上重要な配管等の外観検査
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の不備」について保安規定違反の判定を受けた。これらを踏まえ、保守管

理上の不備へ本質的な対応を行うためには、その根本と考えられる保全計

画について、体系的な見直しを行う必要があると考え、安全機能の重要度

分類がクラス1及びクラス2の機器について安全機能の重要度分類の再整理、

その結果等に基づく保全計画の見直しを行い、また、技術根拠の整備及び

現場照合を行い、それらの結果に基づく保全計画の見直しを行うとともに

点検内容に係る標準仕様を整備した。 
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２．３ 点検時期を超過している未点検機器の点検 

 

点検時期を超過している機器の点検については、平成24年12月の命令を受け

た後、平成25年9月までに点検期限を超過していた機器について所要の点検を行

った。さらに、その後、保安検査の結果を踏まえて点検が十分でなかった機器

等を特定して平成26年12月までに点検又は特別採用を行った上で、その際に特

別採用とした機器について所要の点検を行った。 

これらの取組を次に示す。 

 

（１）平成25年9月以前の点検 

平成24年12月の命令を受け、平成25年9月までの間に点検期限を超過してい

た7,355機器について、平成25年9月までに所要の点検を行った。 

 

（２）平成25年10月以降、平成26年12月までの点検 

平成25年度第3四半期の保安検査において「点検方法等が保全計画と現場の

要領書で一致していない事例」並びに平成25年度第4四半期の保安検査におい

て「点検等の不備」及び「機構が実施した未点検機器の不適切な確認作業」

について保安規定違反の判定を受けたことを踏まえ、「２．２．１（２）」に

おいて前述した保全計画の全面的な確認作業において特定した次の①から④

の機器について、不適合の処置として、点検又は特別採用を行った。 

そして、これらを平成26年12月の結果報告（補正後）において、規制委員

会に報告した。 

①直近の点検が十分でなかった機器 

「２．２．１（２）①設計資料との照合による機器名称・機器番号等

の確認及び点検記録等との照合による点検実績の確認」において特定し

た直近の点検が十分でなかった2,446機器について、平成26年12月10日ま

でに1,131機器の点検のやり直し等を行い、平成26年12月19日までに残る

1,315機器の特別採用を行った。 

②十分でない保全の有効性評価を無効にして点検期限を超過した機器 

「２．２．１（２）②保全の有効性評価の技術的妥当性の確認」にお

いて特定した、過去の十分でなかった保全の有効性評価を無効にして点

検間隔／頻度の延伸が従前に戻ること等によって点検期限を超過した

2,479機器について、平成26年12月10日までに396機器の点検を行い、平

成26年12月19日までに残る2,083機器の特別採用を行った。 

③保全方式を事後保全又は状態基準保全から時間基準保全に変更した機器 
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「２．２．１（２）③保全方式の確認」において特定した、保全方式

を事後保全又は状態基準保全から時間基準保全に変更した675機器につ

いて、平成26年12月10日までに148機器の点検を行い、平成26年12月19日

までに残る527機器の特別採用を行った。 

④保全計画に追加する機器 

「２．２．１（２）⑤保全計画に追加する機器の特定」において特定

した、保全計画に追加する1,456機器について、平成26年12月10日までに

331機器の点検を行い、平成26年12月19日までに残る1,125機器の特別採

用を行った。 

 

（３）平成26年12月以降の点検 

平成26年12月の結果報告（補正後）において4,967機器（重複があるため、

「２．３（２）平成25年10月以降、平成26年12月までの点検」において前述

した①～④の合計とは一致しない。）と報告した特別採用とした機器に関し、

平成26年度第4四半期の保安検査において「未点検機器を特別採用する際の技

術評価の不備」について保安規定違反の判定を受けたことを踏まえ、これら

の機器数の集計の基とした特別採用に関する不適合報告書について次の改訂

を行った。 

①特別採用とした時点で既に所要の点検を行っていた458機器を特別採用

とした機器から除外した。 

②点検に長期間を要することから計画的に点検を進める制御棒駆動機構等

の55機器について、低温停止状態で機能要求がないことから、不適合の

処置方法として特別採用ではなく「引き渡し後の不適合の処置」に変更

した。 

これらの結果、平成26年12月の結果報告（補正後）において4,967機器と報

告した特別採用とした機器については、 終的に4,454機器となった。 

この4,454機器についての所要の点検を、平成28年4月までに行った。 

また、前述の平成26年度第4四半期の保安検査における保安規定違反の判定

を踏まえ、適切でなかった特別採用について、「点検間隔／頻度を超える場合

の不適合管理対応手順」を改正して周知教育を行った上で、再点検を行う期

間まで健全性を評価するための技術評価のやり直しを行った。 
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２．４ 保全計画の見直し 

 

各機器が所定の機能を発揮し得るために必要な点検を保全計画に確実に定め

るよう、保安検査の結果等を踏まえ、次の（１）及び（２）の保全計画の見直

しを行った。さらに、保守管理上の不備へ本質的な対応を行うためには、その

根本と考えられる保全計画について、保安規定の条項に規定した保守管理業務

の各プロセスに沿った体系的な見直しを行う必要があると考えたことから、次

の（３）のとおり、安全機能の重要度分類がクラス1及びクラス2の機器につい

て、安全機能の重要度分類の再整理に加え、技術根拠の整備等を行って保全計

画を改正した。 

今後、積み重ねていく点検実績等を反映して継続的に保全計画を見直してい

くとともに、次の（４）のとおり、安全機能の重要度分類がクラス3以下の機器

についても計画的に必要な技術根拠の整備等を行い、保守管理のＰＤＣＡサイ

クルを回して保全プログラムの継続的な改善を行っていく。 

 

（１）平成25年10月以前の保全計画の見直し 

平成24年度第4四半期の保安検査の結果等を踏まえ、平成25年10月までに、

保全の有効性評価を行い、次の保全計画の見直しを行った。 

①点検計画における点検間隔／頻度について、次回点検期限を確実に管理

できるよう原則月単位とし、点検計画表に点検実績と次回点検期限を明

記 

②保全計画本文に点検間隔／頻度の単位、点検終了日及び次回点検期限の

考え方を記載 

③平成25年9月までの点検期限を超過していた機器の調査・点検において明

らかになった点検計画の適切でない記載を適正化 

 

（２）平成25年11月以降、平成26年12月までの保全計画の見直し 

「２．４（１）平成25年10月以前の保全計画の見直し」について、その後、

多数の誤記等を確認したことに加え、規制委員会から「保全計画の見直しは

未だ途上にある」とされたことを踏まえ、「２．２．１（２）」において前述

した保全計画の全面的な確認作業を行い、また、点検計画と特別な保全計画

との関係の整理及び個別機器についての保全の有効性評価による保全方式や

点検間隔／頻度の変更等も行い、保全活動から得られた情報を用いて保全計

画全般についての保全の有効性評価を行った。さらに、保安規定において低

温停止時に機能要求がある機器の技術根拠の整備も行った。 
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そして、平成26年11月及び12月、これらの結果を反映し、保全計画の見直

しを行った。 

また、併せて、点検・補修等の結果の確認・評価シート、保修票、不適合

報告書、他プラントのトラブル情報等の保全活動から得られた情報を用いて

保全計画全般についての保全の有効性評価を行った結果、点検間隔／頻度等

を見直すものがないことを確認した。 

 

①保全計画の全面的な確認作業の結果を反映した保全計画の見直し 

「２．２．１（２）」において前述した保全計画の全面的な確認作業の

結果に基づき、次の点について、保全計画の見直しを行った。 

ⅰ．記載の適正化 

「２．２．１（２）①設計資料との照合による機器名称・機器番

号等の確認及び点検記録等との照合による点検実績の確認」におい

て特定した、多数の適切でない記載を適正化した。 

ⅱ．個別機器の保全の有効性評価を無効としたことによる変更 

「２．２．１（２）②保全の有効性評価の技術的妥当性の確認」

において特定した、技術的に十分でなかった243件の保全の有効性評

価について、これらを無効とし、保全の有効性評価を行う以前の点

検間隔／頻度等に変更した。 

ⅲ．保全方式の変更 

「２．２．１（２）③保全方式の確認」において特定した、事後

保全又は状態基準保全から時間基準保全に変更することが適切な

675機器及び時間基準保全等から事後保全に変更することが適切な3

機器について、保全方式を変更した。 

ⅳ．課間・チーム間で重複して記載している機器の整理 

「２．２．１（２）④課間・チーム間で重複して記載している機

器の確認」において特定した、重複して記載していた211機器につい

て、原則として、所管するチームを一元化した。 

ⅴ．機器の追加 

「２．２．１（２）⑤保全計画に追加する機器の特定」において

特定した1,456機器を保全計画に追加した。 

ⅵ．特別な保全計画へ移行したとしていた機器の記載の適正化 

「２．２．１（２）⑥特別な保全計画に移行した機器の確認」に

おいて特定した特別な保全計画へ移行したことが明確になっていな

い25機器について、記載を適正化した。 

ⅶ．補修、取替え及び改造計画の見直し 
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「２．２．１（２）⑦補修、取替え及び改造計画の確認」におい

て特定した416機器について、補修、取替え及び改造計画を見直した。

また、ＩＴＶ設備及び原子炉容器室内配管予熱用温度検出器につい

て、補修、取替え及び改造計画を策定した。 

 

②点検計画と特別な保全計画との関係の整理による保全計画の見直し 

平成26年12月までの保全計画においては、低温停止状態と供用後（定

格出力運転）で運転状態が異なる機器について、休止中あるいは保管中

の設備を「特別な保全計画」において、稼働設備を「点検計画」におい

て管理していた。 

これらのうち稼働設備に関する「点検計画」と「特別な保全計画」と

の関係を次のとおり、整理し直した。 

ⅰ．低温停止状態と供用後（定格出力運転）で運転状態が同じ機器（例

えば、非常用ディーゼル発電機、気体／液体廃棄物処理設備、275ｋ

Ｖ特高開閉所等）については、「点検計画」において管理する。 

ⅱ．低温停止状態と供用後（定格出力運転）で運転状態が異なる機器

（例えば、1次・2次主冷却系、制御棒駆動機構、線源領域中性子計

装等）については、「特別な保全計画」において管理する。 

その結果として、4,401機器を点検計画から特別な保全計画に移行した。 

 

なお、その後、保全プログラムを導入したときから休止中の設備とし

て特別な保全計画において管理してきた「固体廃棄物処理設備」に関し、

そのうち燃料池水冷却浄化装置等からの廃樹脂の受入先となるタンク5

機器及びそれらの周辺機器が供用後（定格出力運転）と同じ運転条件及

び環境にあることを確認し、平成28年6月に不適合管理を行った。また、

固体廃棄物処理設備については、休止中の設備として特別な保全計画に

おいて管理している期間が長期に及んでいることから、設備全体の運用

方法について検討している。さらに、水平展開として、固体廃棄物処理

設備と同様に休止中あるいは保管中の設備として特別な保全計画におい

て管理している機器について確認したところ、保管中の設備として特別

な保全計画において管理している「水・蒸気系設備」に関し、そのうち

補助蒸気ヘッダ、補給水タンク及びそれらの周辺機器が供用後（定格出

力運転）と同じ運転条件及び環境にあることを確認し、平成28年7月に不

適合管理を行った。これらの機器については、今後、「２．４（４）今後

の継続的な保全計画の見直し」において後述する安全機能の重要度分類
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がクラス3以下の機器について保全計画の改善を行っていく中で特に優

先度を上げて対応していく。 

 

③保安規定において低温停止時に機能要求がある機器に関する技術根拠の

整備に基づく保全計画の見直し 

もんじゅの保全計画については、供用開始に向け、運転や保守管理の

経験や実績、劣化及び故障事例等のデータの蓄積を継続しつつ、日本原

子力学会の知見等を活用した技術根拠の整備を進めることにより、原子

炉施設の状態に応じて段階的に、より科学的・合理的な保守管理を行え

るものに見直していく必要がある。また、平成25年度第4四半期の保安検

査において、配管支持構造物に関して「所定の機能を発揮しうるかの観

点からの点検が行われていない」ことについて保安規定違反の判定を受

けた。 

これらを踏まえ、平成26年10月に「保全プログラムの長期改善計画書」

を制定し、第一段階として、保安規定において低温停止時に機能要求が

ある3,790機器を抽出し、型式や材料等の仕様が同じものをグループ化し

た上で、グループごとに機器を構成する部位ごとの劣化事象及びそれを

確認する点検内容を整理して整備した技術根拠に基づいて点検内容の充

足性を確認した。 

この結果、技術根拠を整備した3,790機器のうち3,745機器について、

点検項目、点検内容、点検間隔／頻度等を変更した。 

 

（３）体系的な保全計画の見直し 

「２．４（２）平成25年11月以降、平成26年12月までの保全計画の見直し」

について、平成26年度第4四半期の保安検査において「「安全機能の重要度区

分の設定不備」：措置命令等に係る再発防止対策の未実施」として安全機能の

重要度分類について「機構報告（注：平成25年1月の結果報告のことを指す。）

において、保全計画の見直し作業の第一段階として「保安規定における低温

停止時に機能要求がある機器を 優先として技術根拠を整備した。」としてい

るが、保全計画を策定するために行った保全重要度の見直しに用いた技術根

拠資料は品質保証上必要な技術的なレビューがなされておらず、作成途中段

階のものであり、保全重要度分類が適切に行われていないことを確認した。

また、機構は保全重要度分類の技術的根拠の整備を中長期的に実施すること

としていたが、実施計画が策定されておらず、整備作業が実施されたことも

確認できなかった。」等とされた。 
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また、平成25年度第4四半期の保安検査における配管支持構造物に関する

「所定の機能を発揮しうるという観点からの点検が実施されていない」との

保安規定違反の判定に続き、平成26年度第4四半期の保安検査において「「保

守管理の不備」：安全上重要な配管の肉厚測定未実施、安全上重要な配管等の

外観検査の不備」に関する保安規定違反の判定を受けた。 

これらの保安規定違反の判定を受けたことを踏まえ、保守管理上の不備へ

本質的に対応するため、その根本である保全計画について、体系的な見直し

を行うこととした。 

具体的には、この不適合事象について不適合管理を行い、機器ごとの安全

機能の重要度分類について、指摘を受けた手続や計画の策定の不備への対応

にとどまらず、実際の再整理作業を行った上で、その結果によっては、それ

に基づいて保全重要度の再設定、さらには保全計画の見直しを行うこととし

た。 

また、「２．４（２）③保安規定において低温停止時に機能要求がある機器

に関する技術根拠の整備に基づく保全計画の見直し」に続くその他の機器に

関する技術根拠の整備や、点検対象の機器の視認不可部を特定するため等の

現場照合を行い、それらの結果に基づく保全計画の見直しを進め、科学的・

合理的な根拠に基づく保全への改善を一層進めていくこととした。そのため、

平成27年12月、オールジャパン体制で短期集中チームを組織して「保全プロ

グラムの長期改善計画書」を改正し、取組を加速した。 

次の①及び②に、これらの取組を示す。 

 

①安全機能の重要度分類の再整理の結果等に基づく保全計画の見直し 

安全機能の重要度分類がクラス1及びクラス2の機器について、安全機能

の重要度分類の再整理を行った結果、平成27年の報告徴収に対する報告に

おいて記載したとおり、一部の機器について、機器ごとの安全機能の重要

度分類を見直すこととなった。その結果に基づき、次のⅰ．及びⅱ．のと

おり、保全重要度の再設定を行い、その結果等を保全計画に反映した。な

お、保全計画の改正前に、この保全重要度の再設定によって原子炉施設の

安全に影響がないことの評価も行った。 

ⅰ．保全重要度の再設定 

安全機能の重要度分類の変更に伴い、「保全計画検討要領」の保全重要

度設定フローのとおり、保全重要度を再設定した。この改正において保

全重要度を変更した全ての機器数を別表１－１に示す。 

保全重要度をＢからＡに変更した771機器に関しては、保全方式につい

ては時間基準保全のまま変更がなく、保全タスクや点検項目についても
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機器の劣化に着目した保全を行っていたことを確認した。また、保全重

要度をＣからＡに変更した86機器に関しては、これまでに行ってきた保

全が十分でなかったことから、不適合管理し、技術評価によって点検ま

での間の健全性を確認して特別採用を行った上で点検を行った。 

また、別表１－１に示した機器数のうち、平成27年の報告徴収に対す

る報告において報告した安全機能の重要度分類を変更した1,387機器に

ついての保全重要度を変更した機器数を別表１－２に示す。 

ⅱ．保全計画の改正 

「ⅰ．保全重要度の再設定」において前述した保全重要度及び保全方

式の変更を反映し、平成28年3月3日に保全計画を改正した。 

また、この改正においては、次の内容等についても改正も行った。 

➢機器の削除 

予備機として点検計画に記載していたが不要となった機器等を削

除した。 

➢設備更新 

設備更新に伴い、旧機器を点検計画から削除し、新規の機器を追

加して保全項目、点検間隔／頻度等を設定した。 

なお、平成26年12月の報告提出以降、安全機能の重要度分類の再整理

の結果等に基づく保全計画の見直しまでの間に保全計画の見直し等に伴

って速やかな実施が必要となった所要の点検を行った。 

②技術根拠の整備及び現場照合に基づく保全計画の見直し 

安全機能の重要度分類がクラス1及びクラス2の機器並びに保安規定にお

いて低温停止時に機能要求がある機器（以下「安全機能の重要度分類がク

ラス1及びクラス2の機器等」という。）について、次のⅰ．及びⅱ．のとお

り、技術根拠の整備等を行い、それらの結果に基づく保全計画の見直し等

を行った。 

ⅰ．技術根拠の整備に基づく保全計画の見直し 

保全重要度が高く、保全方式を予防保全とするべき安全機能の重要度

分類がクラス1及びクラス2の機器等について、型式や材料等の仕様が同

じものをグループ化した上で技術根拠の整備を行った結果に基づいて保

全の有効性評価を行い、平成28年6月に保全計画を改正した。 

また、安全機能の重要度分類がクラス1及びクラス2の機器等について、

設備・機器ごとの点検における要求事項を明確にし、技術根拠に基づい

て点検等を確実に行っていくため、点検内容に係る標準仕様の整備を行

った。 

ⅱ．現場照合の結果に基づく保全計画の見直し 
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保全対象範囲の策定の確認、視認不可部の特定等のため、安全機能の

重要度分類がクラス1及びクラス2の機器について、「現場照合等作業要領

書」に基づき、現場照合を行って点検計画との照合を行い、点検計画に

反映すべき不整合がないことを確認した。 

また、現場照合において特定した視認不可部等については、技術根拠

の整備に反映した。 

 

（４）今後の継続的な保全計画の見直し 

これまでに整備した技術根拠については、今後積み重ねていく点検の結果、

科学的な 新知見等を踏まえた検討を継続し、保全の有効性評価によって保

全計画の見直し・改善を図っていく。 

これと並行して、安全機能の重要度分類がクラス3以下の機器については、

今後、計画的に、安全機能の重要度分類がクラス3の機器とクラス外の機器と

の分類を行った上で、保全計画の改善を行っていく。 

保全重要度の設定を行う際には、もんじゅが研究開発段階の発電用原子炉

であることを踏まえた上で、機器の安全機能の重要度を踏まえた保全重要度

が高い機器の設定と同時に、保全重要度が低い機器において予防保全を採用

する場合の考え方を整理することが重要である。このため、ＪＥＡＧ

4210-2007の設定プロセスの例を参照してもんじゅが研究開発段階の発電用

原子炉であるとの特徴を踏まえて安全確保に必要な機器を特定する視点を整

理し、関連する品質マネジメントシステム（以下「ＱＭＳ」という。）文書で

ある「保全計画検討要領」の改正案を作成したところであり、今後、安全機

能の重要度分類がクラス3の機器を明確にした上で保全重要度の見直しを行

い、計画的に保全計画への反映を図っていく。 
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３．保守管理体制及び品質保証体制の再構築 

 

３．１ 保安措置命令の内容等 

 

保守管理体制及び品質保証体制の再構築については、「１．１ 保安措置命令

への対応等の経緯」において前述したとおり、保安措置命令において下記の措

置を行うことを命ぜられた。 

記 

１ 以下の事項を含め、保守管理体制及び品質保証体制を再構築すること。 

・経営層は、もんじゅの保守管理業務が確実に実施でき、かつ、新たに点

検時期の超過を発生させないよう人材、設備等及び予算を適切に配分す

るとともに、保守管理業務を担当する職員を組織内で適正に評価するこ

と。 

・組織として、保全計画の対象となる全ての機器の点検状況を正確に把握

し、管理できるシステムを構築すること。 

 

なお、保安措置命令の発出に先立ち、平成25年5月22日に規制委員会において

決定された「高速増殖原型炉もんじゅにおける点検時期超過事案に関する評価

及び今後の対応について」において、以下の事実認定がなされている。 

７．原子力規制委員会としての判断と対応 

7.1 事実認定 

当委員会として、もんじゅの点検先送り事案に関しては、これまでの確認結

果から、以下の法令違反等の事実を認定する。 

（１）原子炉等規制法第35条（注：現第43条の3の22）第1項の保安措置義務違

反15  

①約1万の機器について保全計画に定めた点検間隔での点検を行わなかっ

た。 

（２）同第37条（注：現第43条の3の23）第4項の保安規定遵守義務違反16  

①点検時期が記載されておらず、自ら定めた点検間隔で点検が実施される

ことを管理できない点検計画を作成した。また、当該点検計画の妥当性

及び工程全体に及ぼす影響等について十分な検討を行わないまま保全

計画を決定した。（保安規定第3条 品質保証 7.1業務の計画） 

②保全の有効性評価を実施せず複数回にわたり点検を先送りした。（同第

103条 建設段階における保守管理計画 10.保全の有効性評価） 

・点検間隔の変更 

・複数回にわたる一時的な点検時期の延長 
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③点検の実施状況を確認する仕組みにおいて、前回の点検日及び点検間隔

を確認していなかったため、点検先送りをチェックできず、また、組織

内の各種会議体によるチェック機能が働かなかった。（同第3条8.2.3プ

ロセスの監視及び測定） 

④点検時期を超過した場合でも不適合管理としないとする保全計画等の

改正を行った。（同第3条8.3不適合管理） 

⑤点検間隔の延長の検討を行った際記録を残さなかった。（同第118条 記

録等） 

⑥保安活動を実施するに当たり、関係法令及び保安規定の順守が確実に行

われるようにしなかった。（同第2条の2  関係法令及び規定の順守） 

⑦理事長が、必要な資源を確保し、原子力安全を 優先に業務が遂行され

ることを確実にしなかった。（同第3条5.経営者の責任 5.1経営者のコ

ミットメント、5.2原子力安全の重視） 

（３）これまでの命令等に対する対応 

①平成24年12月の報告徴収命令に対する事実関係の調査結果、組織的要因

等根本原因分析結果及び再発防止対策について、虚偽の報告は認められ

ないものの対応が不十分。また、規制当局の指摘を受けるまで、自ら点

検先送りを認識し改善に取り組むことができなかったことから、JAEA

の組織には、安全文化の劣化が認められる。 

②平成24年12月の保安措置命令に係る対応については、適切に実施されて

いるものと評価するが、未点検機器の点検、保全計画の見直しについて

は、原子炉施設への安全性への影響に留意しつつ計画的に行っているた

め作業が完了しておらず、未だ法令違反状態は是正されていない。した

がって、現在のJAEAには、もんじゅの安全確保を十分行い得る体制が整

っていないと判断する。 

 

15 「研究開発段階にある発電の用に供する原子炉の設置、運転等に関する

規則」（以下、「研究炉則」という。）第26条の2（品質保証）、第26条の2 

の4～7（品質保証の実施に係る組織、保安活動の計画、実施、評価、改

善）、第26条の3（作業手順書等の遵守）、第30条（原子炉施設の保守管

理）に違反。 

16 7.1(2)①～④は、原子炉等規制法第35条第1項（研究炉則第26条の2（品

質保証）、第26条の2の4～7、第26条の3）にも違反。 
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３．２ 対応の進め方等 

 

３．２．１ 根本原因分析に基づく取組 

 

（１） 根本原因分析に関する経緯 

原子力機構は、保守管理上の不備に対し、原因究明に係る分析、再発防止

対策に関する検討等を行うため、分析の主体となるリーダー及びメンバーを

もんじゅ以外の部署から人選し、また、もんじゅ内の情報収集等を行うため

に事象発生部署以外から中立的な立場で活動が行えるもんじゅの職員を加え

た「もんじゅ点検間隔等の変更に係る保守管理上の不備に関する根本原因分

析チーム」（以下「根本原因分析チーム」という。）を平成24年12月11日に設

置し、平成25年1月に根本原因分析の結果を規制委員会に報告した。しかしな

がら、分析結果についてトップマネジメント、コンプライアンス等の分析が

不十分である、また、過去からの組織的背景要因が未だに解決されず残って

いると指摘を受けたこと及び電気・計測制御設備以外でも点検期限を超過し

たものがあったことが確認されたことから、より深い分析を行い、平成26年

11月に根本原因分析の結果として根本原因分析報告書を取りまとめた。 

その後、根本原因分析報告書について、原子力規制庁による確認を受けた

結果を踏まえ、平成27年7月、対策の提言の追加等を行い、改訂根本原因分析

報告書を作成した。 

次にその経緯を示す。 

①平成24年11月27日：保守管理上の不備を規制委員会に報告し、公表 

②平成24年12月11日：根本原因分析チームを設置 

③平成24年12月12日：平成24年の報告徴収を受領 

④平成25年 1月  ：根本原因分析結果を取りまとめ 

⑤平成25年 1月31日：平成24年の報告徴収に対する報告に根本原因分析結

果を添付し、規制委員会に提出 

⑥平成25年 5月22日：規制委員会において原子力規制庁から、根本原因分

析が不十分との報告 

⑦平成25年 5月29日：保安規定変更命令を受領 

⑧平成25年 5月31日：平成24年の報告徴収に対する報告に基づく対策を

「「もんじゅ」の取組み」として取りまとめ 

⑨平成25年 8月  ：根本原因分析の結果を拡充した結果について取りま

とめて報告書を改訂 
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⑩平成25年 9月26日：上記⑨の根本原因分析等を踏まえ、「「もんじゅ」の

取組み」を取り込み、「もんじゅ」改革を含む「日本

原子力研究開発機構の改革計画」を策定 

⑪平成25年12月26日：保安規定変更命令に対する保安規定の変更認可申請

に根本原因分析結果を添付し、規制委員会に提出 

⑫平成26年 3月19日：上記⑪の保安規定の変更認可申請を取下げ 

⑬平成26年 9月  ：平成25年度第4四半期の保安検査において保安規定違

反の判定を受けた不適合事象の分析を追加した根本

原因分析の中間報告 

⑭平成26年11月  ：⑬において前述した中間報告を踏まえて根本原因分

析の結果を更新し、根本原因分析報告書を作成 

⑮平成26年12月22日：平成26年12月の結果報告の提出及び保安規定の変更

認可申請等と合わせ、根本原因分析報告書を規制委

員会に提出 

⑯平成27年 7月  ：根本原因分析報告書について、原子力規制庁による

確認を受けた結果を踏まえて対策の提言の追加等を

行い、改訂根本原因分析報告書を作成 

 

（２）改訂根本原因分析報告書の概要 

平成27年7月に作成した改訂根本原因分析報告書においては、保守管理上の

不備に係る次の4つの発生事象ごとに時系列を整理した。 

事象Ａ：保全を担当するプラント保全部において、保全計画（点検計画）

に定めた点検期限を超過、あるいは手続をしないで点検頻度を変

更した 

事象Ｂ：保守管理上の不備に係る調査が不十分で何度も繰り返した 

事象Ｃ：保守管理の不適合が適切に管理されなかった 

事象Ｄ：マネジメントレビュー等で品質方針等が見直されなかった 

 

これらの4つの事象を再発防止すべき頂上事象として分析を行った。分析の結

果、問題を引き起こしたと考えられる101項目の直接要因を抽出した上で、これ

らの直接要因の背後に潜む要因を分析し、分析結果ともんじゅにおける過去の

トラブルに関する根本原因分析等の調査結果から関連性のある要因も加え、「組

織要因の候補」をまとめた上で、同類のものを集約して次の4項目の組織要因と

した。 

①組織要因その1（管理機能が不足） 
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管理者の所掌範囲が過大であるにも関わらず、管理者自らが一担当者（プ

レーヤー)となりマネージャーとしての意識が不足していたため、保全計画

の制改定、点検期限調査等の業務の段取りに係る整備状況や担当者の保守

管理業務の実施状況の確認を自ら行っておらず、保守管理における管理機

能が十分に発揮されていなかった。 

②組織要因その2（チェック（横串）機能が不足） 

組織としてルール遵守意識が不足しており、これを是正すべき品質保証

室等によるチェック（横串）機能が十分に働いていなかった。また、保全

プログラム開発等への計画的な取組のための調整、管理機能やサポート体

制が不足していた。 

③組織要因その3（保全に係る技術基盤の整備が不足） 

保全計画や点検管理システムが構築途上にあるにも関わらず、頻発する

トラブル対応に傾注し、保守管理に係る課題に対して本質的な対応（保守

管理に係る要領類や保全計画の見直し、点検要領標準化への取組、ＱＭＳ

理解への取組等）が十分でなく、また、これらを実践する要員、体制が不

十分であった。 

④組織要因その4（安全 優先の意識と取組が不足） 

点検期限超過等の保守管理状況の実態把握が不足して、現場の安全を

優先とする意識や資源確保等への取組みが不足していた。また、過去のＲ

ＣＡ（注：根本原因分析のこと。）の対策取組みへのフォローアップも不足

していた。 

 

また、改訂根本原因分析報告書においては、これらの組織要因に対して49項

目（うち、2項目は電力会社で発生した類似事象からの改善策）の対策の提言を

行った。 

 

（３）対策の決定と実施 

原子力機構においては、改訂根本原因分析報告書の対策の提言等を踏まえ、

組織要因への対策（79項目）等を決定し、不適合事象に対する是正処置計画

書に反映して行ってきた。 

これらの改訂根本原因分析報告書に基づく組織要因への対策を別表２に示

す。 

これらの改訂根本原因分析報告書に基づく対策については、改訂根本原因

分析報告書において分析の対象とした保安規定違反の判定を受けた不適合事

象等に関する22件の是正処置計画書に反映し、これら22件の是正処置計画書
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のうち、対策として点検内容に係る標準仕様の整備（別表２の48）を含む6件

を除く16件について是正処置報告書の承認によって対策の完了を確認した。 

点検内容に係る標準仕様については、「２．４（３）②技術根拠の整備及び

現場照合に基づく保全計画の見直し」において前述したとおり安全機能の重

要度分類がクラス1及びクラス2の機器等について点検内容に係る標準仕様の

整備を行ったところであり、今後、安全機能の重要度分類がクラス3以下の時

間基準保全の対象となる機器についても点検内容に係る標準仕様の整備を計

画的に行っていく。 

また、今後、これらの是正処置計画書を関係部署に展開し、予防処置に取

り組んでいく。 

なお、改訂根本原因分析報告書において分析の対象とした21件の不適合事

象については、全て不適合の処置の完了を確認した。 

 

（４）追加根本原因分析報告書に基づく対策 

平成26年度第1四半期までの保安検査における保安規定違反（監視を除く。）

に関する不適合事象等に対しては、改訂根本原因分析報告書に基づく対策を

行ってきたが、その後も、平成26年12月の結果報告に記載した機器数等に集

計誤りを確認し、また、保安検査等において保守管理上の不備に関して次の

保安規定違反の判定を受けた。 

➢ナトリウム漏えい監視用ＩＴＶ設備の保守管理等の不備 

➢「保守管理の不備」：安全上重要な配管の肉厚測定未実施、安全上重要な

配管等の外観検査の不備 

➢「安全機能の重要度区分の設定不備」：措置命令等に係る再発防止対策の

未実施 

➢未点検機器を特別採用する際の技術評価の不備 

➢保守管理不備（保修票他の運用、管理不備） 

➢多数の機器について安全機能の重要度分類が適切に設定されていない不

備 

➢調達管理の不備 

これらの不適合事象に対しても、根本原因分析を行って次の①～⑦の報告

書（以下「追加根本原因分析報告書」という。）を作成した。 

①ナトリウム漏えい監視用ＩＴＶ設備の保守管理の不備等に係る根本原因

分析の報告書 

②「もんじゅ」に係る保安措置命令に対する報告書の不適合処置を実施し

た機器の集計誤りに関する根本原因分析の報告書 
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③点検計画の実績部の十分でない確認作業（配管外観検査の視認不可部の

不適切な識別等）に関する根本原因分析の報告書 

④高速増殖原型炉もんじゅにおける安全機能の重要度分類に係る不適合に

関する根本原因分析の報告書 

⑤高速増殖原型炉もんじゅにおける未点検機器を特別採用する際の技術評

価の不備に関する根本原因分析の報告書 

⑥高速増殖原型炉もんじゅにおける保修票等の処理手順の不履行に関する

根本原因分析の報告書 

⑦高速増殖原型炉もんじゅ非常用ディーゼル発電機Ｂ号機シリンダヘッド

インジケータコックの変形に関する根本原因分析の報告書 

追加根本原因分析報告書に基づく組織要因への対策を別表３に示す。 

これらの追加根本原因分析報告書に基づく対策についても、53件の是正処

置計画書に反映した。これらの是正処置計画書のうち、「「もんじゅ」に係る

保安措置命令に対する報告書の不適合処置を実施した機器の集計誤りに関す

る根本原因分析の報告書」に基づく対策を反映した1件について是正処置報告

書の承認によって対策の完了を確認したところであり、その他の是正処置計

画についても着実に進めていく。 

また、今後、これらの是正処置計画書を関係部署に展開し、予防処置に取

り組んでいく。 

なお、追加根本原因分析報告書において分析の対象とした48件の不適合事

象については、うち46件について不適合の処置の完了を確認した。残る2件の

うちの1件については、外観点検における視認不可部の健全性評価に関する不

適合事象であり、不適合の処置として、「２．４（３）②ⅱ．現場照合の結果

に基づく保全計画の見直し」において前述した安全機能の重要度分類がクラ

ス1及びクラス2の機器の現場照合に続き、安全機能の重要度分類がクラス3以

下の時間基準保全の対象となる機器の現場照合を計画的に行っていく。他方

の1件については、調達管理に関する不適合事象であり、不適合の処置として

平成27年7月に「もんじゅ物品等調達管理要領」第44次改正を施行するまでの

調達契約に関して調達先の再評価を行っていなかった影響評価等に取り組ん

でいる。 

 

３．２．２ 「もんじゅ」改革による取組 

「もんじゅ」改革の集中改革期間（平成25年10月から平成27年3月まで）にお

いては、根本原因分析報告書に基づく対策を改革の計画に取り込んで集中的に

行うとともに、「もんじゅ」改革独自の取組としてメーカー・協力会社との連携

強化等の対策に取り組んだ。 
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３．２．３ オールジャパン体制（短期集中チーム）による取組 

平成26年12月の結果報告を提出した後の保安検査等においても、複数の新

たな保安規定違反の判定を受けたことを重く受け止め、保守管理不備の問題

へのこれまでの対応を抜本的に見直し、もんじゅの業務プロセス中に潜在す

る課題を抽出するとともに、保守管理のＰＤＣＡサイクルを有効に機能させ

るための業務基盤整備を加速することとした。このため、平成27年12月、も

んじゅの設計・建設に携わったメーカーの協力を得るとともに、原子力機構

に出向している電力会社からの支援者の協力を得つつ、さらに原子力機構内

から異動による増員を図ってオールジャパン体制で100名規模の短期集中チ

ームを組織し、平成28年6月までに、次の（１）～（３）の取組を行った。 

 

（１）プロセス総合チェック 

保安規定第103条に規定した保守管理業務のうち重点的に対応してきた「６．

保全計画の策定」、「７．保全の実施」等以外の業務も含めて顕在化している

課題以外に課題がないかを保安規定に沿って確認するため、オールジャパン

体制で短期集中チームとして「チームＡ」を品質保証室に組織し、次の①～

⑥のとおり、プロセス総合チェック及び自主内部監査の計画書の案の作成を

行った。 

 

①プロセス総合チェックの経緯 

平成27年8月、保守管理のＰＤＣＡサイクルが適切に運用できる体制と

するため、プラント保全部において、保安規定とＱＭＳ文書との整合性

の確認（ＱＭＳ文書の合規性確認）及び保守管理業務における要領、マ

ニュアル等の順守状況確認（プロセス・記録の合規性確認）に必要な作

業の検討を開始した。 

その後、範囲を拡大し、保守管理業務に加え、保安規定の全条項につ

いて、ＱＭＳ文書の合規性確認を行うこととした。 

これに伴い、平成27年11月5日、品質保証室がＱＭＳ文書の合規性確認

に関して「原子炉施設保安規定の要求事項に対するＱＭＳ文書の合規性

確認計画書」（以下「合規性確認計画書」という。）を定めた。 

さらに、保守管理業務の実施状況を確認するため、保守管理業務の要

領、マニュアル等の順守状況確認に関わる検討結果を踏まえ、保守管理

業務についてプロセス・記録の合規性確認を追加することとし、平成27

年12月9日、合規性確認計画書を改正した。 
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その後、さらに範囲を拡大し、保守管理を含めて全ての保安規定条文

に対してプロセス・記録の合規性確認を行うこととし、平成28年2月3日、

合規性確認計画書を改正した。 

 

②プロセス総合チェックの作業 

プロセス総合チェックにおいては、ＱＭＳ文書の合規性確認及びプロ

セス・記録の合規性確認を次のとおり行うこととした。 

ⅰ．ＱＭＳ文書の合規性確認 

・保安規定とＱＭＳ文書の関連性の整理 

・保安規定とＱＭＳ文書の内容の充足性の確認 

・課題の抽出と対応策の検討 

ⅱ．プロセス・記録の合規性確認 

・ＱＭＳ文書の合規性確認結果を踏まえたチェックシートの作成 

・チェックシートに沿ったプロセス・記録の確認 

・課題の抽出 

・抽出した課題への対応方針の検討 

・対応方針の確認 

 

「プロセス・記録の合規性確認」においては、業務の４Ｗ１Ｈ（Who、

What、When、Where及びHow）に着目した確認項目を設定したチェックシ

ートを作成し、記録の確認作業を行うこととした。 

また、記録については、保安規定の「第11章 記録及び報告」に定め

た保存期間まで適切に保存していることを確認することとした。 

なお、文書・記録の内容については作成・審議・承認の過程において

確認されていることを前提として、それらの作成・審議・承認の過程が

定められた手順に従って行われていることを確認することとした。また、

プロセスを確認するために用いる記録については、現在の状況を確認す

るために必要な直近のものとし、チェックシートには確認した記録の範

囲を記載することとした。 

 

これまでのところ、保安規定の「第3章 保安管理体制」を除くＱＭＳ

文書の合規性確認及び保安規定の「第8章 保守管理」のプロセス・記録

の合規性確認を行い、加えて保安規定の「第2章 品質保証」のプロセス・

記録の合規性確認のうち、品質保証室の業務中でもんじゅ全体の品質保

証の基盤となる経営者のコミットメント、品質方針、品質目標、マネジ

メントレビュー、内部監査等の項目を対象とした確認を行った。今後、
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残るＱＭＳ文書の合規性確認及びプロセス・記録の合規性確認を進めて

いく。 

 

③保守管理業務のプロセス総合チェックによる課題の抽出 

保守管理業務のプロセス総合チェックについては、保安規定の「第8章 

保守管理」のうち、現在のもんじゅに適用している「第103条（建設段階

における保守管理計画）」並びに「第103条の2（溶接事業者検査及び定期

事業者検査の実施体制）」のうち定期事業者検査に関する第3項を除く第1

項及び第2項の条文に沿って、具体的には別表４に示す文書・記録を対象

として、潜在する課題の抽出を行った。 

保守管理業務のプロセス総合チェックにおいてＱＭＳ文書の合規性確

認及びプロセス・記録の合規性確認を行った結果、図１のとおり、5件の

不適合事象（類似事象を含む。）を含む79件の改善事項を抽出した。これ

らの保守管理業務に関する不適合事象を含む改善事項を別表５に示す。 

なお、不適合事象との判断については、「もんじゅ品質マネジメントシ

ステム及び機器設備に係る要求事項を満足しないこと」（「もんじゅ不適

合管理要領」第3条）に該当するか否かをもって行い、5件の不適合事象

の類似事象をまとめて次の3件を不適合事象とし、不適合の処置に取り組

んでいる。 

➢プラント保全部及びプラント管理部の「部の保守管理目標」の設定

前に、プラント保全部各課の「課の保守管理目標」が設定されてい

る。 

➢保全計画検討要領の文書・記録一覧表に記載漏れがある。 

➢「点検計画」、「補修、取替え及び改造計画」、「特別な保全計画」の

機器個数の内訳が不明確なものがある。（「一式」と表示等） 

 

また、要求事項を満足しているが、管理を容易にするための改善や説

明性を向上させるための表現の適正化又は内容の補足等についても、改

善事項として抽出し、対応方針を検討した。 

現在、対応方針に基づく対策を進めており、短期集中チームの取組を

引き継いだ通常のライン組織において、そのフォローを自主内部監査と

して行っていく。 

 

④品質保証業務のプロセス総合チェックによる課題の抽出状況 

短期集中チームによる取組においては、保安規定の「第2章 品質保証」

の条文に対して同様の手順でＱＭＳ文書の合規性確認を行うとともに、
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プロセス・記録の合規性確認のうち、もんじゅの品質保証活動について

もんじゅ内各部課室に確認・指導・助言を行う品質保証室の業務におい

てもんじゅ全体の品質保証の基盤となる項目を対象とした確認、具体的

には別表６に示す文書・記録を対象として潜在する課題の抽出を行った。 

これらの結果、これまでに2件の不適合事象を含む10件の改善事項を抽

出し、改善事項への対応方針を検討した。これらの改善事項及び対応方

針を別表７に示す。 

平成28年6月末に短期集中チームによる取組を終了した後、その取組を

引き継いだ通常のライン組織が、各課において実施している品質保証活

動についてプロセス・記録の合規性確認を継続しており、これらについ

ても改善事項を抽出した場合には必要な対策を実施していく。 

また、現在、対応方針に基づく対策を進めており、短期集中チームの

取組を引き継いだ通常のライン組織において、そのフォローを自主内部

監査として行っていく。 

 

⑤保守管理業務及び品質保証業務以外への展開 

短期集中チームによる取組においては、保守管理業務及び品質保証業

務以外のプロセス総合チェックについても、これまでに保安規定の「第3

章 保安管理体制」を除いてＱＭＳ文書の合規性確認を行った。また、

プロセス・記録の合規性確認を行っている。 

これまでに抽出した不適合事象は、ＱＭＳ文書の合規性確認において

抽出した文書間での不整合が5件、プロセス及び記録の合規性確認におい

て抽出したＱＭＳ文書で規定した業務の不履行が4件である。抽出した不

適合事象については、不適合管理を行い、不適合の処置に取り組んでい

る。これらの詳細を別表８に示す。 

短期集中チームによる取組を終了した後、その取組を引き継いだ通常

のライン組織がプロセス・記録の合規性確認を継続して行っており、こ

れらについても改善事項を抽出した場合には必要な対策を行っていく。 

 

⑥自主内部監査の計画 

③～⑤において抽出した改善事項に対する取組状況の確認や継続的な

改善のため、各種記録からプロセス間のつながりに着目し、保安規定の

「第2章 品質保証」の要求事項に照らして業務の適切性を確認する自主

内部監査の計画書の案を作成した。その後、短期集中チームによる取組

を引き継いだ通常のライン組織が、この計画書の案を基に今後、自主内

部監査を行っていく。 
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（２）保全計画の見直しの加速等 

平成26年度第4四半期の保安検査において「「保守管理の不備」：安全上重要

な配管の肉厚測定未実施、安全上重要な配管等の外観検査の不備」について

保安規定違反の判定を受け、「本件は、平成25年度第4回保安検査における視

認不可部を有する配管支持構造物が未点検であることの指摘に対して機構が

行ったとする対策の保全計画改善作業計画による類似事案の調査及び対応が

不十分であることを示している。」とされた。 

これらの外観点検に関する不適合事象の水平展開としても、技術根拠の整

備、現場照合等に基づく保全計画の見直し及び点検内容に係る標準仕様の整

備を加速する必要があると考え、オールジャパン体制で短期集中チームとし

て「チームＢＣ」を保全計画課に組織し、「２．４（３）体系的な保全計画の

見直し」において前述した保全計画の見直しに関する取組を加速した。 

今後、短期集中チームによる取組を引き継いだ通常のライン組織が「２．

４（４）今後の継続的な保全計画の見直し」において前述した取組を行って

いく。 

 

（３）保守管理業務のＩＴ化・システム化の推進 

平成27年度第1四半期の保安検査において「保守管理不備（保修票他の運用、

管理不備）」について保安規定違反の判定を受けた。 

それまで保守管理上の不備への対策として保全計画に記載した全ての情報

を管理する保守管理業務支援システムの整備を行ってきたところであるが、

これに加えて、保守管理業務の標準化・効率化を狙いとして、ＩＴ化により、

保守管理業務に係る計算機システムの連携化を検討していく必要があると考

え、オールジャパン体制で短期集中チームとして「チームＤ」を技術総括課

に組織し、検討を行った。 

検討については、システム導入可能性調査のため、外部からシステムコン

サルティングを受け、次の手順で行った。 

➢ステップ1 現場の課題・意見の集約 

・各課室へのヒアリングを行い、現場の課題・意見を集約 

・規制委員会等、外部指摘による課題も合わせて整理 

➢ステップ2 課題の分析・評価、対策の検討 

・課題の性質を分類し、各課題への対策を検討 

➢ステップ3 システム導入の方向性検討 

・システム導入の対応範囲を検討 
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ステップ1においては、保守管理の現場においてシステム間の連携の不足や

手作業による業務管理に時間を要している等について、具体的には次の課題

等が挙げられた。 

➢保守管理業務支援システムと他のシステムとの連携やチェック機能が不

足している 

➢複数の課が同一設備の点検を行う際に、課間における情報共有が不足し

ている 

➢不適合に関する手続を紙処理で、それらの台帳を表計算ソフト「Excel」

で管理している 

ステップ2においては、課題への対策のうちＩＴ化に関する項目として、次

のとおり情報の一元管理、進捗管理、電子承認等の必要機能を抽出した。 

➢業務システム間でのデータ連携・同期機能の実現（例として、設備デー

タの同期、保修票と不適合データの連携） 

➢電子承認の導入 

➢点検等の結果を保全計画担当者に伝達するシステム機能の実現 

ステップ3においては、保守管理の現場のヒアリング及び外部コンサルティ

ングの評価を基に、不適合を管理するシステム、機器のデータベース等を優

先的に整備するべきシステムの候補として抽出した。 

今後、短期集中チームによる取組を引き継いだ通常のライン組織が整備す

るべきシステム仕様の具体化を推進していく。 
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３．３ 保守管理体制の再構築 

 

原子力機構は、「３．２．１ 根本原因分析に基づく取組」において前述した

とおり、根本原因分析報告書に基づく対策を「もんじゅ」改革に取り込んで実

行に移した。しかしながら、その後の保安検査等において新たな問題が顕在化

する等したため、追加根本原因分析報告書に基づく取組を開始するとともに、

保守管理業務の原点に立ち返り潜在する課題を抽出して対応することとした。

このため、オールジャパン体制（短期集中チーム）による取組において保守管

理業務全般についてチェックを行って潜在する課題を抽出し、保全計画の見直

しを含めた対策と改善を集中的に行った。 

「もんじゅ」改革における対策を含め、これまで原子力機構が保守管理業務

の改善のために行ってきた主な取組の概要を次に示す。 

 

３．３．１ 保守管理のＰＤＣＡサイクルへの横断的な対策 

保守管理体制の再構築におけるＰＤＣＡサイクルへの横断的な対策として、

もんじゅを理事長直轄組織とすることによってガバナンスを強化し、職員の異

動、採用等による人材の確保及び点検予算の確保を行った。また、保全計画に

記載した全ての情報を管理する保守管理業務支援システムの整備等を行い、複

数年契約によるメーカー等の協力体制の整備、教育による人材の育成等にも取

り組んできた。 

 

（１）理事長直轄組織による保守管理のガバナンス強化 

①課題 

改訂根本原因分析報告書において、次の旨の要因を抽出した。 

➢経営層、敦賀本部（現敦賀事業本部及びもんじゅ運営計画・研究開

発センター（以下「センター」という。））における経営支援組織や

もんじゅ幹部は、組織及び会議体の相互関係における責任と権限が

明確でなく、保守管理のガバナンスが十分に機能していなかった。 

②改訂根本原因分析報告書に基づく取組（別表２の63及び64を参照。） 

改訂根本原因分析報告書において抽出した要因に対し、次の取組を行

った。 

➢理事長によるガバナンスの強化を制度化するため、平成26年10月1日

に組織改正を行い、もんじゅを理事長直轄組織とした。 

➢会議体の規則に責任、権限、審議事項及び結果の処置を明記し、ラ

イン組織の責任と権限との違いを明確にした。 
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（２）支援組織の整備によるもんじゅを運転・保守業務に専念する組織への改

組 

①課題 

改訂根本原因分析報告書において、次の旨の要因を抽出した。 

➢もんじゅにおいて、トラブル対応に追われ、管理者の過大な業務範

囲を適正化するフォローアップがなされていなかった。 

②改訂根本原因分析報告書に基づく取組（別表２の15、37、39及び65を参

照。） 

改訂根本原因分析報告書において抽出した要因に対し、次の取組を行

った。 

➢平成26年10月1日に行った組織改正においては、もんじゅを運転・保

守業務に専念する組織とするため、もんじゅを支援する組織として、

センターを新設し、設置変更許可対応や外部対応、性能試験工程の

策定、将来計画の検討等の業務をもんじゅからセンターに移管した。 

➢もんじゅとセンターが円滑に連携できるようにするために、会議体

として「もんじゅ計画推進調整会議」を設置し、共通する保安活動

に関する調整事項を把握して適切な処置を検討することとした。 

 

（３）保守管理に係る人材の強化 

①課題 

改訂根本原因分析報告書において、次の旨の要因を抽出した。 

➢プラント保全部では、長期的観点に立ったプロパー職員の配置がな

されていなかったため、豊富な経験を有する保守管理技術者が不足

していた。 

また、追加根本原因分析報告書においては、次の旨の要因を抽出した。 

➢もんじゅにおいては、プラントの長期停止のために保全の経験が十

分でない状態を踏まえ、保全に関わる人材の適正配置を行うべきで

あった。 

②改訂根本原因分析報告書に基づく取組（別表２の43を参照。） 

改訂根本原因分析報告書において抽出した要因に対し、次の取組を行

った。 

➢プラント保全部の電気保修課及び機械保修課を中心に保守管理に従

事するプロパー職員を増員することによって人材を確保するととも

に、電力会社からの技術的指導を担う支援者を配置し、長期の人材

育成の基盤作りに取り組んだ。また、プラント保全部の管理体制を

強化した。これらの対策により、プラント保全部では、平成26年11
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月時点で平成24年11月に比べて32名（うち、プロパー職員19名）を

増員した。 

具体的には、次の取組を行った。 

・他拠点からのプロパー職員の異動 

平成25年10月から平成26年4月までに、原子力機構内の他拠点等

からの異動によって管理職から一般職までの幅広い人材を電気保

修課や機械保修課を始めとするプラント保全部を中心にもんじゅ

及び関連部署に40名を配置した。 

・実務経験者の採用 

平成25年11月から平成26年4月までに、即戦力となる原子力施設

における実務経験者22名をプロパー職員として採用して順次もん

じゅ組織等に配置した。 

・電力会社からの支援 

平成25年10月に電気事業連合会へ「もんじゅ」改革の支援要請

を行い、所長代理クラスから課長代理クラスまでの電力支援者14

名を平成25年12月から順次受け入れて平成26年4月までに、もんじ

ゅ幹部、プラント保全部、運営管理室、品質保証室等のもんじゅ

及び関連部署に配置した。特に、保全計画の見直し作業において

は、電力支援者が技術的専門家として参画し、電力会社における

経験に基づく有益な指導・助言を受けた。これらの指導・助言は、

業務の改善に有効に機能した。 

③オールジャパン体制（短期集中チーム）による取組 

「３．２．３ オールジャパン体制（短期集中チーム）による取組」

において前述したとおり、平成27年12月、センター等から職員を異動さ

せて原則として専従させ、また、もんじゅの設計・建設に携わったメー

カーの協力を得て、オールジャパン体制で100名規模の短期集中チームを

組織した。 

これらの人材の確保により、点検等の保守管理業務を行いつつ、並行

して「３．３．２ 計画（Ｐ）段階における対策」の保全計画の確認作

業や保全計画の見直し等を行うことができた。 

④追加根本原因分析報告書に基づく取組（別表３の４－Ｅを参照） 

追加根本原因分析報告書において抽出した要因に対し、次の取組を行

う。 

➢もんじゅにおいては、引き続き、技能職員の異動、キャリア採用、

電力・メーカー等からの派遣受け入れと保守の要員計画に基づく計

画的人材育成等により、経験を有する保守員を継続的に確保する。 
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（４）点検等の予算の確保 

①課題 

一部の設備の点検予算を十分に確保できず、点検を行わなかった。 

②改訂根本原因分析報告書に基づく取組 

「（５）保守管理業務支援システムの導入及び運用」において後述する

保守管理業務支援システムの導入により、各月に行う点検を確実に抽出

できるようになった。それによって必要な予算の額と時期を算定し、予

算上の課題を明確にすることが可能となったことから、直接要因への対

策として、点検計画に基づく予算案の作成手順を「工事計画作成マニュ

アル」に規定した。 

特に、期中に追加の予算措置が必要な場合、もんじゅ内において予算

の優先度や工程の変更等の調整及び課題の整理を行い、原子力機構全体

で措置してきた。 

 

（５）保守管理業務支援システムの導入及び運用 

①課題 

改訂根本原因分析報告書において、次の旨の要因を抽出した。 

➢点検数量が膨大である設備の点検管理のために人的資源や管理方式

を整えるべきであった。 

 ➢保全計画のマスターファイルを容易に変更できないようにアクセス 

制限を設ける必要があった。また、設備を特別な保全計画に移行す

る場合には点検計画の備考欄にその旨を記載することとしていたが、

記載内容を誤った。 

②改訂根本原因分析報告書に基づく取組（別表２の45を参照。） 

改訂根本原因分析報告書において抽出した要因に対し、次の取組を行

った。 

➢平成25年11月、保全計画に記載した全ての情報を管理し、点検期限

が近づいた場合の警告機能や点検機器の検索機能を持った保守管理

業務支援システムの運用を開始した。 

また、直接要因への対策として、点検実績の入力に際してはダブル

チェックを行うことを「保全計画作業実績管理要領」に明記した。 

➢平成26年度に、次の改善等を行った。 

・特別な保全計画の実績管理機能の追加 

・点検実績確定時における確定操作者の限定化機能の追加 
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・保守管理業務支援システムの運用方法について、限られた者以外

が保全計画の書換えをできないようにパスワード管理する改善 

・保守管理業務支援システムにおいて、点検計画から特別な保全計

画に移行した機器を識別できるように改善 

なお、A1次補助系予熱制御盤2の点検のうち電解コンデンサ交換につ

いて、結果として保全計画に定めた点検期限である平成28年5月末まで

に点検を行ったものの、平成27年度に行うことが望ましかった点検が

遅れたことについて不適合管理を行った。これまでの要因分析におい

て、保守管理業務支援システムの点検期限が近づいたことを知らせる

警告の担当者別検索に手間がかかることを要因の一つとしており、よ

り確実に点検を実施できるようにするため、保守管理業務支援システ

ムの警告に関し、既に管理のルール化を行い、今後、長期的に検索機

能の拡充等の改善を行っていく。 

 

（６）メーカー等との協力体制の整備 

①課題 

もんじゅは、複数のプラントメーカーによって建設されているため、

メーカー間の調整や契約手続が複雑化していた。また、プラントの保全

を支える協力会社も電力会社と比較して未成熟であった。 

②「もんじゅ」改革による取組 

契約手続が煩雑であったために、プラントや機器等を継続的かつ安定

的に保守するための体制の維持に労を要していたが、もんじゅの安全を

何よりも 優先とする観点から、「もんじゅ」改革による取組として、随

意契約を可能とする場合の判断基準（「特命クライテリア」）の見直しを

行った。これに基づき、平成26年8月までに特定の4メーカーと随意契約

によって複数年契約を締結した。さらに、平成26年9月、もんじゅのユー

ティリティ施設等について保守管理等を一元的に行うことができるよう

に育成・強化して技術力を向上させる協力会社を選定した。 

 

（７）保守担当者の技術力の強化 

①課題 

改訂根本原因分析報告書において、次の旨の要因を抽出した。 

➢設備の点検期限の一時的な延長を行う場合には不適合管理の下で健

全性評価を行う必要があったが、機械保修課では保安規定において

認められていない「準じた確認」を用いた。 



44 

 

➢プラント保全部においては、教育内容が保守管理のＰＤＣＡサイク

ルを回すために必要な点検期限の管理等の基礎的知識の付与や動機

付けのために十分なものとなっていなかった。 

➢プラント保全部では、プラントの長期停止によって豊富な経験を持

つ保守員が不足し、継続的かつ組織的に技術を蓄積・継承していけ

る体制が整っていなかった。 

また、プラント保全部では、「常に問いかける姿勢」を確実にし、自

らプラントを保守管理していくマイプラント意識の醸成につながる

ような効果的なＯＪＴ等の教育となされていなかった。 

また、追加根本原因分析報告書においては、次の旨の要因を抽出した。 

➢保修計画課（現保全管理課）の課長及びチームリーダーは、担当者

に対して保修票の重要性及び保修票等の処理に関する注意事項を教

育するべきであった。 

➢異常に伴う措置が予定外作業であることについて、課員に周知、理

解させるためのＯＪＴ等を行い教育して作業管理を行うべきであっ

た。 

②改訂根本原因分析報告書に基づく取組（別表２の43、44、49、55、56、

57、58、59、60及び61を参照。） 

改訂根本原因分析報告書において抽出した要因に対し、次の取組を行

った。 

➢保守担当者に対し、「点検間隔／頻度」や「点検期限」に関する考え

方、保守管理の重要性や保守管理に係る不適合管理について理解さ

せるため、実例を用いた反復教育を行った。 

➢「原子力発電所の保守管理規程（ＪＥＡＣ4209）」等の改正内容等の

情報を収集するとともに、プラント保全部内教育においてその改正

状況の周知・教育を行った。 

➢保守管理に関する技術力を継続的かつ計画的に向上させていく仕組

みとして、保守担当者個人ごとの育成シートを策定して履行すると

ともに、育成シートに設定した教育訓練項目の実施状況や育成目標

の到達状況等を評価している。この際、保守担当者としてのマイプ

ラント意識の醸成、常に問いかける姿勢等を技術的能力養成のため

の教育訓練のポイントとする「実務教育（ＯＪＴ）の手引き」を作

成し、育成シートを作成する際の参考としている。 

また、電力会社の原子力発電所における保守管理業務等の現地調査

を行って知見や情報を収集するとともに、もんじゅのプロパー職員
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（技術職）6名を電力会社へ派遣して電力会社の発電所の運営管理経

験を積ませ、発電所運営管理能力の習得及び向上を図った。 

③追加根本原因分析報告書に基づく取組（別表３の６－Ａ及び７－Ｆを参

照。） 

追加根本原因分析報告書において抽出した要因に対し、次の取組を行

う。 

➢プラント保全部は、新入職員等の保守管理業務経験のない転入者を

主な対象として、実施時期ごとに教育訓練内容を整理して実施する。 

➢プラント保全部の各課長は、課内教育の一環として、作業管理にお

ける基本事項を理解させる目的で、3Ｈ作業に関すること、異常に伴

う措置が予定外作業になること、予定外作業の禁止、異常時訓練等

をＯＪＴ等を交えながら、教育する。 

 

（８）保守担当者に対する評価の改善 

①課題 

保守管理業務を担当する職員を組織内で適正に評価する必要がある。 

②「もんじゅ」改革による取組 

地道に保守管理業務に従事して成果を上げている職員を組織内で適正

に評価するため、評価者（管理職）に対し、人事評価制度の適正な運用

を図ることを目的に、職務設定の考え方やその重要性、適正な評価の視

点等を再認識させるための評価者研修を行った。また、研究者に適用さ

れてきた抜擢登用を技術者にも適用できるように制度を見直した。 

 

 

３．３．２ 計画（Ｐ）段階における対策 

保守管理のＰＤＣＡサイクルが有効に機能するよう、計画（Ｐ）段階すなわ

ち保全計画の見直しについて次の対策を行った。 

①課題 

改訂根本原因分析報告書において、次の旨の要因を抽出した。 

➢プラント保全部では、プラント状態に合った保全プログラムの導入、

保守経験を踏まえた改善及び高速炉の保全プログラムの確立に向け、

継続的かつ組織的に技術を蓄積・継承していける体制が整っていな

かった。また、保守技術蓄積の基礎となる保全計画の見直しもなさ

れていなかった。  
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➢現場照合や設備仕様と整合した保全計画に仕上げるための計画（作

業期間の確保や知識付与）でなく、適切な点検計画とする段取りが

不足していた。 

➢新たな知見や保守経験を蓄積して保全計画や要領書に反映するべき

であったが、改善につなげる仕組みが機能していなかった。 

②改訂根本原因分析報告書に基づく取組（別表２の13、42、43、46及び47

を参照。） 

改訂根本原因分析報告書において抽出した要因に対し、次の取組を行

った。 

➢保全計画について、「保全計画改善作業計画書」を制定して「２．４

（２）平成25年11月以降、平成26年12月までの保全計画の見直し」

において前述したとおり保全計画の見直しを行った。 

➢高速炉の保全プログラムの確立に向けた保全計画の見直しについて

は、これを確実に行うために保全計画の確認作業や技術的検討を継

続的に専属で行う組織として保全計画課を新設し、その要員を確保

した。 

➢保全計画の見直し作業においては、電力会社からの支援者が技術的

専門家として参画することにより、作業の計画、結果の確認、評価

等に対して軽水炉の豊富な知見に基づく貴重な指導・助言を得た。 

③オールジャパン体制（短期集中チーム）による取組 

平成27年12月にオールジャパン体制による短期集中チームのうち保全

計画の見直しに関するチームを保全計画課に組織し、「２．４（３）②技

術根拠の整備及び現場照合に基づく保全計画の見直し」において前述し

た保全計画の改善を加速した。今後、短期集中チームによる取組を引き

継いだ通常のライン組織が、整備した標準仕様に基づく点検、安全機能

の重要度分類がクラス3以下の機器についての機器ごとの安全機能の重

要度分類の再整理、技術根拠の整備等を行って保全計画の改善等に反映

していく。 

 

 

３．３．３ 実施（Ｄ）段階における対策 

保守管理のＰＤＣＡサイクルが有効に機能するよう、実施（Ｄ）段階におけ

る次の対策を行ってきた。 

 

（１）保全計画と現地マスター工程表との整合性の確認 

①課題 
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改訂根本原因分析報告書において、次の旨の要因を抽出した。 

➢平成22年7月の炉心確認試験終了後の各ループのナトリウムドレン

等の主要な原子力施設のプラント状態や試験及び保守の計画をまと

め、単年度のクリティカル工程を定める工程表（以下「現地マスタ

ー工程表」という。）を、当時の運営管理室が炉心確認試験の起動遅

延を受けて策定したが、各々の立場でチェックを行う仕組みが機能

しておらず、遅延分だけを後送りした工程となっており、保全計画

との整合性について確認されなかった。 

②改訂根本原因分析報告書に基づく取組（別表２の38を参照。） 

改訂根本原因分析報告書において抽出した要因に対し、次の取組を行

った。 

➢現地マスター工程表の策定においては、保守担当課が、保守管理業

務支援システムから点検機器を抽出して作成する年度試験・保守工

程とプラント状態との整合性を現地マスター工程検討会議までに確

認し、その確認結果を踏まえて技術総括課が作成する現地マスター

工程表案を現地マスター工程検討会議において審議することを「工

程管理要領」に規定した。 

 

（２）適切な点検を確実に実施するための改善 

①課題 

改訂根本原因分析報告書において、次の旨の要因を抽出した。 

➢点検要領書が点検をメーカーに発注することで作成されてきている

ことから、担当者自らが保全計画の要求事項等を満足する点検要領

となるように作成する風土がなかった。また、保全技術の継続的な

維持・向上を図るために、新たな知見や保守経験を蓄積し、保全計

画や要領書に反映するべきであったが、そのような改善につなげる

仕組みが機能していなかった。 

➢設備点検の予定と実績の管理を確実にする必要があった。 

②改訂根本原因分析報告書に基づく取組（別表２の48を参照。） 

改訂根本原因分析報告書において抽出した要因に対し、次の取組を行

った。 

➢「２．４（３）②技術根拠の整備及び現場照合に基づく保全計画の

見直し」等において前述したとおり、安全機能の重要度分類がクラ

ス1及びクラス2の機器等の技術根拠の整備を行い、その結果に基づ

き、保全計画を改正するとともに、設備・機器ごとに点検における

要求事項を明確にして技術根拠に基づいて点検等を確実に行ってい
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くために発注仕様書に添付する点検内容に係る標準仕様の整備を行

った。これは、保全技術の維持や技術伝承にも有効である。 

➢保守管理業務支援システムによって保全計画から点検期限を迎える

点検項目を月ごとに抽出して点検期限、点検開始日及び点検終了日

を記載した保全計画作業実績管理表を策定し、点検期限の翌月に点

検実績を確認することを「保全計画作業実績管理要領」に規定した。 

なお、A1次補助系予熱制御盤2の点検のうち電解コンデンサ交換につ

いて、結果として保全計画に定めた点検期限である平成28年5月末ま

でに点検を行ったものの、平成27年度に行うことが望ましかった点

検が遅れたことについて不適合管理を行った。これまでの要因分析

において、点検計画に沿った年度計画データの作成や点検の発注等

の際に担当者が保全の有効性評価による点検間隔／頻度の変更を検

討していたこと、その後に当該担当者が異動した際に後任者に状況

を伝えなかったこと等が判明しており、今後、より確実に点検を実

施できるようにするため、点検に関する年度計画の作成及び発注並

びに業務引継についての組織的確認に関するルールの改善、長期的

には工程の整合性確認における人的ミスを少なくするための保守管

理業務支援システムの改善等を行っていく。  

③オールジャパン体制（短期集中チーム）による取組 

平成27年12月にオールジャパン体制による短期集中チームのうち保全

計画の見直しに関するチームを保全計画課に組織し、「２．４（３）②ⅰ．

技術根拠の整備に基づく保全計画の見直し」において前述した点検内容

に係る標準仕様の整備を加速した。今後、短期集中チームによる取組を

引き継いだ通常のライン組織が安全機能の重要度分類がクラス3の機器

とクラス外の機器との分類を行った上で安全機能の重要度分類がクラス

3の機器の標準仕様の整備等を行っていく。 

 

 

３．３．４ 評価（Ｃ）段階及び改善（Ａ）段階における対策 

保守管理のＰＤＣＡサイクルが有効に機能するよう、評価（Ｃ）段階及び改

善（Ａ）段階における次の対策を行った。 

 

（１）保守管理におけるＱＭＳの改善 

①課題 

改訂根本原因分析報告書において、次の旨の要因を抽出した。 
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➢平成24年11月の調査において作成した健全性確認要領書において点

検間隔／頻度を超過した機器の健全性を評価する方法として保守管

理要領に規定された「準じた確認」を用いたことにより、点検を行

う必要がないとした。 

②改訂根本原因分析報告書に基づく取組 

改訂根本原因分析報告書において抽出した要因に対し、次の取組を行

った。 

➢直接要因への対策として、保守管理要領において、規定していた保

安規定との整合性がない「準じた確認」を廃止し、点検期限を超過

する場合には不適合管理の仕組みで管理することを規定した。 

 

（２）理事長が定める保守管理の実施方針を遵守するための改善 

①課題 

改訂根本原因分析報告書において、次の旨の要因を抽出した。 

➢所長は、日常の保守管理業務を通して保全プログラムを充実・発展

させる必要があったが、保全に係る評価は各保全サイクル終了後に

行えばよいとし、理事長が定めた保守管理の実施方針である「保守

管理活動の定期的な評価を実施する」に基づいた適切な時期に定期

的に評価して継続的な改善を行うことを保守管理目標に定めて取り

組まなかった。 

②改訂根本原因分析報告書に基づく取組（別表２の1、2及び3を参照。） 

改訂根本原因分析報告書において抽出した要因に対し、次の取組を行

った。 

➢保守管理活動の定期的な改善を確実に実施するため、所長は、トッ

プマネジメントによる安全 優先の意識を基本とした「保守管理の

実施方針」の下で保守管理目標を年度ごとに定め、プラント保全部

長及びプラント管理部長は、保守管理目標に基づく活動状況を四半

期ごとの進捗状況を管理責任者（所長）に報告することを「保守管

理要領」に規定した。 

 

（３）保全の有効性評価の改善 

①課題 

改訂根本原因分析報告書において、次の旨の要因を抽出した。 

➢保全計画（点検計画）の管理等に係る部内の調整や総合的な工程管

理、教育・サポート体制が不足していたため、点検間隔／頻度を変
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更する場合に行う保全の有効性評価技術の充実等への計画的な取組

が十分でなく、適切な保全の有効性評価ができなかった。 

②改訂根本原因分析報告書に基づく取組（別表２の42を参照。） 

改訂根本原因分析報告書において抽出した要因に対し、次の取組を行

った。 

➢平成26年10月1日の組織改正において新設した保全管理課が、保全の

有効性評価に関する教育、技術支援等のサポートを行うこととし、

保全の有効性評価が困難な場合の課題を早期に共有して課題解決に

向けて対応することとした。 

➢過去に行った保全の有効性評価について技術的内容を精査して十分

でないものを無効とし、不適合とした上で点検又は特別採用を実施

した際に、電力会社からの支援者の協力を得た。 

➢保守担当者に対し、保全の有効性評価の参考となるよう、「保全の有

効性評価要領」に評価例を例示するとともに、それを用いた有効性

評価に関する教育を行った。 

③オールジャパン体制（短期集中チーム）による取組 

「保全の有効性評価要領」において、保全方式や点検間隔／頻度を変

更する場合等に行うこととしていた保全の有効性評価について、より広

範囲の変更に関する記録を保存するため、点検の方法を変更する場合に

おいても行うこととした。 

また、「保全の有効性評価要領」において、保全の有効性評価に用いる

情報のうち科学的知見には技術根拠の整備の結果である「保全内容根拠

書」も含まれることを明確化した。 

これらに従い、「２．４（３）②技術根拠の整備及び現場照合に基づく

保全計画の見直し」において前述した保全計画の改正を行った。 
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３．４ 品質保証体制の再構築 

 

原子力機構は、「３．２．１ 根本原因分析に基づく取組」において前述した

とおり、根本原因分析報告書に基づく対策を「もんじゅ」改革に取り込んで実

行に移し、その後の保安検査等において新たな問題が顕在化する等したため、

追加根本原因分析報告書に基づく取組を開始した。また、品質保証業務の原点

に立ち返り潜在する課題を抽出して対応することとし、オールジャパン体制（短

期集中チーム）によるプロセス総合チェックを行った。 

これまで原子力機構が品質保証体制の改善のために行ってきた主な取組の概

要を次に示す。 

 

（１）マネジメントレビューの改善 

①課題 

改訂根本原因分析報告書において、次の旨の要因を抽出した。 

➢安全統括部長（現安全・核セキュリティ統括部長）は、品質方針や

安全文化醸成活動の方針を見直すための視点を明確にしておらず、

トップマネジメントが適切に評価できるような情報のインプットが

行われていなかった。 

➢過去に発生したトラブルに対して根本原因分析を実施した結果に基

づいて対策を図ってきているが、対策の効果等について、現場の第

一線までの確認を十分に行っていない等、対策のフォローアップが

十分でなかった。 

また、追加根本原因分析報告書においては、次の旨の要因を抽出した。 

➢マネジメントレビューのインプット情報の決定及び収集に係る関係

者に視野狭窄（本社及び発電所の意思決定に問題）があった。 

②改訂根本原因分析報告書に基づく取組（別表２の3、14、71及び72を参照。） 

改訂根本原因分析報告書において抽出した要因に対し、次の取組を

行った。 

これらの結果として、平成25年11月、品質方針及び安全文化醸成等

に係る活動方針の見直しを行った。 

➢トップマネジメントが適時適切に機能するよう、マネジメントレ

ビューの頻度を原則年度ごと2回以上とするとともに、必要に応じ

て臨時のマネジメントレビューを実施することとした。 

➢重大な法令違反等が発生した場合、マネジメントレビュー及び理

事長レビューにおいて、その法令違反等の原因を確認し、必要な

場合にはそれまでの原子力安全に係る品質方針並びに原子力施設
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における安全文化の醸成及び法令等の遵守に係る活動方針の見直

しを行えるよう、必要な情報のインプットを確実に行うことを明

確にした。 

➢保守管理については、経営層がもんじゅの資源の状況を的確に把

握できるよう、年度末ごとに保守管理の有効性評価を行って資源

を含めた課題への対応状況を取りまとめ、マネジメントレビュー

のインプット情報とすることとした。 

➢「もんじゅ」改革の集中改革期間においては、根本原因分析の結

果に基づく対策の実施状況のフォローアップについて、不適合の

是正処置計画と予防処置計画の内容を「もんじゅ」改革の実施計

画に取りまとめて実施した。また、根本原因分析の結果に基づく

対策の進捗状況と課題について、定期的に「月間不適合管理委員

会」において報告し、「敦賀本部安全・品質推進会議」（平成26年

10月以降は「もんじゅ計画推進調整会議」）において確認し、マネ

ジメントレビューのインプット情報とした。 

③追加根本原因分析報告書に基づく取組（別表３の４－Ｋを参照。） 

追加根本原因分析報告書において抽出した要因に対し、次の取組を行

う。 

➢「もんじゅマネジメントレビュー対応要領」に、以下の主旨を確実

に実施できるような具体的実施事項を追加する。 

・マネジメントレビューのインプット情報の決定及び収集に係る関

係者は、保安規定に定めたインプット事項に不足等がないように

品質保証室及び対応各課室でダブルチェックを行った上でレビュ

ーを実施する。 

 

（２）もんじゅ内の品質保証体制の強化 

①課題 

改訂根本原因分析報告書において、次の旨の要因を抽出した。 

➢不適合が適切に処置されなかったことや、誤ったルールである「準

じた確認」を適用した要領類の承認を行ったこと等、品質保証室等

によるチェックの仕組みが機能していなかった。 

また、追加根本原因分析報告書において、次の旨の要因を抽出した。 

➢品質保証担当者の担当業務が限定されていた。 

②改訂根本原因分析報告書に基づく取組 

改訂根本原因分析報告書において抽出した要因に対し、次の取組を行

った。 
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➢管理責任者の変更（別表２の63を参照。） 

平成26年10月1日に施行した保安規定の変更において、もんじゅを理

事長直轄組織にしたことに伴い、もんじゅの管理責任者を従来の敦

賀本部長から所長に変更し、所長の下、ＱＭＳの確立、実施及び維

持を行い、それらの実施状況及び改善の必要性の有無について理事

長に直接報告し、組織全体にわたって、原子力安全についての認識

を高めることを確実に行う体制とした。 

➢品質保証担当副所長の配置（別表２の32を参照。） 

平成26年6月、原子力安全と品質保証に係る豊富な経験を有している

者を専任の副所長として配置した。 

➢品質保証室の改善（別表２の31を参照。） 

平成26年10月1日の組織改正において、品質保証室の業務内容を整理

し、品質保証活動に特化した組織に見直した。 

➢各課への品質保証担当者の配置（別表２の32、40、50、51及び62を

参照。） 

各課の作成した要領や手順等の確認、不適合の是正処置及び予防処

置の実施状況の確認等について、ＱＭＳの観点から課長を補佐する

品質保証担当者を各課に複数名配置した。 

③追加根本原因分析報告書に基づく取組（別表３の２－Ｅを参照。） 

追加根本原因分析報告書において抽出した要因に対し、次の取組を行

った。 

➢ルール遵守に係るチェック機能を強化するため、各課長の責任と権

限の下、課内に配置している品質保証担当者にＱＭＳに係る文書・

記録のチェック、文書の改正教育及び不適合管理の実施状況等の確

認を実施させることを文書で定めた。 

④オールジャパン体制（短期集中チーム）による取組（別表３の２－Ｅに

関連。） 

追加根本原因分析において抽出した要因に関連し、「３．２．３（１）

プロセス総合チェック」において前述したとおり、ＱＭＳ文書の合規性

確認及びプロセス・記録の合規性確認を行った。今後、短期集中チーム

によるプロセス総合チェックを引き継いだ通常のライン組織が改善事項

に対する取組状況の確認や継続的な改善のために自主内部監査を行って

いく。 

 

（３）ＱＭＳ文書類の制定及び改正 

①課題 
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改訂根本原因分析報告書において、次の要因を抽出した。 

➢保全計画等のプラントの安全に影響するような文書類を制定又は改

正する場合、必要な会議体を用いて複数の視点でチェックする仕組

みが欠けていた。 

➢新たに追加・規定したプロセスやルールをＱＭＳ文書に明文化しな

かったことや、文書と記録の定義が曖昧なものがあるなどＱＭＳの

維持管理に関する対応が不足していた。 

②改訂根本原因分析報告書に基づく取組（別表２の22、23、24及び41を参

照。） 

改訂根本原因分析報告書において抽出した要因に対し、次の取組を行

った。 

➢保安規定に規定する6業務に関するＱＭＳ文書類の制定又は改正の

内容を確認するために「保安管理専門委員会」において上位文書と

の整合性確認を行うこととした。 

➢保全計画の策定・見直しの際に実施する保全の有効性評価等につい

て、その結果の技術的妥当性を「プラント保全部安全技術検討会」

において確認することとした。 

➢保全計画の見直しについては、見直し箇所をまとめて「プラント保

全部安全技術検討会」や「保安管理専門委員会」で審議することと

した。 

➢各課室において、ルールを変更する場合、上位文書との整合性を確

認することとした。 

➢「保全計画検討要領」と「もんじゅ文書管理要領」において文書と

記録の区分が不明確であったため、各要領書において文書と記録の

区分の明確化を図った。 

③オールジャパン（短期集中チーム）体制による取組 

「３．２．３（１）プロセス総合チェック」において前述したとおり、

ＱＭＳ文書の合規性確認を行った。今後、短期集中チームによるプロセ

ス総合チェックを引き継いだ通常のライン組織が改善事項に対する取組

状況の確認や継続的な改善のために自主内部監査を行っていく。 

 

（４）是正処置プログラム（ＣＡＰ）の導入等による不適合管理の徹底 

①課題 

改訂根本原因分析報告書において、次の旨の要因を抽出した。 

➢もんじゅのライン職及び会議体のメンバーは、不適合については、

発生の都度原因を究明して再発防止に努める必要があるが、適切な
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保安活動や設備の健全性確認の観点から不適合管理を適用し、不適

合の改善を図ることを理解していなかった。 

➢もんじゅでは、保守管理上の不備に係る事象が明らかになった時点

で不適合管理へ移行しておらず、関係者との情報共有やもんじゅ内

外への対応が遅れる等、ルールを遵守する意識が徹底されていなか

った。 

➢もんじゅの幹部、敦賀本部安全品質推進部長（現敦賀事業本部安全

品質推進室長）及び本部安全統括部長（現安全・核セキュリティ統

括部長）は、根本原因分析の結果に基づく対策の効果等について現

場の第一線までの確認を十分に行っていない等、対策のフォローア

ップが十分なものとなっていなかった。 

➢「もんじゅ不適合管理要領」において「業務品質に影響を与えるも

のであっても影響が及ぶ前に文書／記録の改正／訂正を実施する

（した）場合は、不適合管理は不要」とするなど誤った判断を招く

ような記載となっていた。 

➢機器の点検期限の一時的な延長を行う場合には、不適合管理の下で

延長する時期までの設備の健全性評価を行う必要があったが、不適

合管理を行っていなかった。 

また、追加根本原因分析報告書において、次の旨の要因を抽出した。 

➢保守管理不備の根本原因分析の結果に基づく対策の実行箇所及び取

りまとめ箇所において、対策の実施を確実にすべきであったが、進

捗管理が十分でなく、対策の実施状況のフォローアップ（評価）が

できていない。 

➢安全・核セキュリティ統括部においては、ＱＭＳを理解している要

員が不足しており、頻発する根本原因分析対象事案への対応のため

に根本原因分析の結果に基づく対策のフォローアップが十分にでき

ていない。 

➢問題解決の目途がついてから不適合管理を開始する風潮があった。 

➢安全機能の重要度分類の再整理作業を実施した各課は、他業務等（保

修票の不備対応や未点検機器の点検、発注作業や技術評価作成等）

に多忙のため、不適合管理が適切に行われていない。 

②改訂根本原因分析報告書に基づく取組（別表２の25、33、34、35、36、

73、75、76及び77を参照。） 

改訂根本原因分析報告書において抽出した要因に対し、次の取組を行

った。 
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➢発生した不適合に関する情報等を多くの管理職の間で迅速に共有し

てその重要性や是正処置について検討するための手段としてＣＡＰ

を導入することとし、平成26年8月から運用を開始した。課室長は保

修票を含む不適合の発生状況と対応案を直近の「ＣＡＰ情報連絡会」

で報告・共有するとともに、「不適合管理委員会」における確認及び

審議の後に、不適合の識別及び処置並びに発生原因に対する是正処

置を適切に行っていることを再度「ＣＡＰ情報連絡会」に報告する

ことにより、不適合処置状況を共有できる仕組みを構築した。また、

是正処置の内容を確認する「是正処置確認会」を設置し、不適合管

理委員会における確認及び審議の後にＣＡＰ情報連絡会に概要を説

明する仕組みとした。 

➢「もんじゅ」改革の集中改革期間であった平成26年度においては、

10月に定期マネジメントレビューを実施し、従来のインプット情報

に加え、「もんじゅ」改革計画の平成26年9月時点における実施状況

及びその評価並びにそれ以降の「もんじゅ」改革計画（以下「「もん

じゅ」改革計画（第2ステージ）」という。）についての報告をインプ

ット情報とし、さらに、11月に実施した臨時マネジメントレビュー

において、根本原因分析報告書を受けて対策の見直しを行った「も

んじゅ」改革計画（第2ステージ）をインプット情報とした。 

また、「もんじゅ」改革の集中改革期間が終了した後においても、「も

んじゅ不適合管理要領」に従って改訂根本原因分析報告書に基づく

対策を是正処置計画書に反映して管理し、対策の実施状況について

不適合への対応の観点からマネジメントレビューへのインプット情

報とした。 

さらに、安全・核セキュリティ統括部は、根本原因分析の結果に基

づく対策の有効性の評価をフォローアップするため、平成28年2月に

もんじゅに対する現地調査を行い、是正処置の遅れや当初の効果が

見込めない事項を抽出し、もんじゅにおいては、再発防止対策の見

直し、改善を図る取組を実施した。 

➢「もんじゅ不適合管理要領」について、不適合区分の考え方や文書

等の誤りに対する不適合の考え方等に関し、適切でない記載部分を

改正するとともに、不適合に関する教育を実施した。 

また、「もんじゅ不適合管理要領」を改正する場合や決定事項を見直

す場合には「不適合管理委員会」で審議することとした。 

➢点検期限の超過が発生する場合には、不適合管理の仕組みで管理す

ることを「保守管理要領」に規定した。 
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③追加根本原因分析報告書に基づく取組（別表３の４－Ｏ、４－Ｐ、４－

Ｒ、４－Ｓ及び７－Ｌを参照。） 

追加根本原因分析報告書において抽出した要因に対し、次の取組を行

う。 

➢根本原因分析結果に基づく対策のもんじゅにおける実施状況を確実

にフォローアップするため、不適合管理の是正処置及び予防処置の

報告後の有効性評価を適切に実施するよう、「もんじゅ不適合管理要

領」を改正する。また、根本原因分析に基づく対策の提言の反映に

より、複数の是正処置計画に複数課にまたがる対策が策定されて実

施される場合は、必要に応じて対策の進捗確認することとし、その

手順について「もんじゅ不適合管理要領」等を改正する。 

➢安全・核セキュリティ統括部は、対策の実施状況のフォローアップ

の充実を含めて根本原因分析の実施体制を検討し、その結果に応じ

て仕組の見直しを行う。 

➢ルール遵守意識向上を目的とし、安全機能の重要度分類に関する不

適合事象を含む不適合事例に関する教育、及び、ＣＡＰ情報連絡会

の目的である不適合関連の情報を周知することによってルール遵守

意識の向上を図る教育を実施する。 

➢品質保証室長は、迅速かつ適切に不適合管理を実施するために不適

合事象の認知後、速やかに不適合報告書を起案する旨を「もんじゅ

不適合管理要領」に規定する。 

 

（５）業務管理の強化 

①課題 

改訂根本原因分析報告書において、次の旨の要因を抽出した。 

➢もんじゅの幹部やプラント保全部の管理・監督者は、自らの役割と

責任の自覚が不足し、また、自らがプレーヤーとなっていたため、

保守管理業務を担当者等へ委ねて進捗管理や実施結果の確認を自ら

行えていなかった。 

➢保全プログラム導入における準備期間の確保や事前の教育、現場照

合や設備仕様と整合した保全計画に仕上げる取組（段取り）、平成25

年に行った所大チェック（点検計画の確認作業）においては抽出し

た疑義の処理を適切に行っていることを第三者的な審議体等で確認

する仕組みを設ける等の取組が不足していた。また、プラント保全

部や品質保証室長、運営管理室長は、保全計画の作成や点検期限超

過の調査計画にあたり、保安規定第3条の「７．１ 業務の計画」の
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理解や意識の不足により、要求事項等を明確にして共有しておらず、

「段取り八分」が整っていなかった。 

また、追加根本原因分析報告書においては、次の旨の要因を抽出した。 

➢「もんじゅ業務の計画に係る作成要領」に従った計画について、要

件を満たしていることを確認する仕組みの不足や、部署間の仕事に

対してラインを通さないやり方の常態化があった。 

    ➢文書の合議・審査等について、部室課としてチェックする体制を整

えておらず、部室課長のみでのチェックが慣例化している。 

➢プラント保全部では出向者が多いために異動が多いことから、業務

引継について、年度初めに計画して十分な期間を確保するとともに、

作業内容の把握を確実にしておくべきであった。 

➢契約部及び調達課は、ＪＥＡＣ4111、保安規定、品質保証計画書（以

下「ＱＡＰ」という。）、「調達先の評価・選定管理要領」等に基づく

調達プロセスについて系統立った教育を行っていなかった。 

②改訂根本原因分析報告書に基づく取組（別表２の4、5、6、7、8、9、10、

11、12、17、18、19、20、28、67及び68を参照。） 

改訂根本原因分析報告書において抽出した要因に対し、次の取組を行

った。 

これらの取組のうち、「もんじゅ業務の計画に係る作成要領」に従った

計画書の作成の例として、燃料池水の水質改善作業がある。この例にお

いては、平成27年11月19日に燃料池の水質劣化等を検知する燃料池水冷

却浄化装置の「循環水電導度高」警報（管理値が3.0μＳ／ｃｍ以下であ

ることに対し、警報設定値は、1.2μＳ／ｃｍ。）が発報した事象に対し、

平成28年4月19日に不適合報告書を発行し、対応措置について、発電課、

安全管理課及び燃料環境課の業務が相互に関与し、かつ、非定常の個別

業務に相当することから、業務管理体制、要求事項等を明確化してホー

ルドポイントを定めた「燃料池水の水質改善作業に係る業務計画書」を

平成28年4月25日に制定した。この業務計画書に従って適切に業務運営を

進め、平成28年5月31日、電導度が約0.3μＳ／ｃｍで安定していること

を確認し、水質改善作業を完了した。 

➢保全計画の確認作業等の非定常業務に対し、十分な作業準備をする

ために、「もんじゅ業務の計画に係る作成要領」を適用し、要求事項

を明確にした計画書を作成することとした。 

具体的には、平成26年に行った保全計画の全面的な確認作業におい

ては、「保全計画改善作業計画書」等をプラント保全部安全技術検討

会において審査し、品質保証室の確認を受けて制定した。また、必
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要に応じて試作業を行って作業内容を確認させた後に作業を行った。

さらに、確認作業の結果については、もんじゅの所長代理や副所長

等によって編成した「保全計画改善タスクフォース」において確認

した。 

また、保全計画の全面的な確認作業の後に行った「安全機能の重要

度分類の再整理の結果等に基づく保全計画の見直し」や「技術根拠

の整備及び現場照合の結果に基づく保全計画の見直し」等において

も、「実施状況確認会」による確認のプロセス等を定めた実施計画書

を作成した上で、作業を行って確認した。 

➢もんじゅの課室長は、課室ごと又はチームごとに業務内容と業務ス

ケジュールを明確にする「業務管理表」を作成するとともに、関連

する品質目標の管理番号及び保守管理目標の管理番号を記載するこ

ととした。この「業務管理表」を活用して、課室内又は各チーム内

において業務の進捗状況を日々管理し、課題等については、課室内

においてその都度協議して解決に向けた検討・対応を行うとともに、

定期的又は必要の都度、部長や所長に報告を行うなど、業務マネジ

メントの強化を図っている。 

③追加根本原因分析報告書に基づく取組（別表３の３－Ｄ、４－Ａ、４－

Ｂ、４－Ｄ、４－Ｍ、７－Ｄ、７－Ｇ及び７－Ｈを参照。） 

追加根本原因分析報告書において抽出した要因に対し、次の取組を行

う。 

➢「もんじゅ業務の計画に係る作成要領」において、次の旨を規定す

る。 

・策定された計画のとおりのアウトプットが得られることをあらか

じめ確認し、途中で課題が発生した場合は、要領書等に反映・確

認する。 

・複数の課が関係する業務における、組織部署の相互チェック等に

関して、責任範囲と業務分担を「業務の計画」で明確にする。 

また、「業務管理表等運用要領」において、次の事項を規定する。 

・他課に業務展開する必要がある場合、依頼業務を依頼先の課任せ

にせず、適切な確認、フォローを行うこと。 

・責任の所在が曖昧とならないよう、複数の課が関係する業務にお

ける、組織部署の相互チェックや改善の確認の実施について「業

務管理表」で明確にすること。 

➢もんじゅにおけるＱＭＳ文書の合議・審査に関し、課室内の合議審

査の体制やフロー等について必要性を含めて検討して整備する。 
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➢事前に予定される出向者の引継に当たっては、以下の対応を図る旨

を「引継書作成・管理マニュアル」に規定する。 

・早い段階で引継に関する必要事項（引継書作成・管理マニュアル

等の記載事項）を明確にすること。 

・できるだけ前後担当者が線接触を行えるようにする等の引継の工

程を業務管理表等で明確にすること。 

・関係者間で共有を図ること。 

・写真等の画像により理解しやすい工夫をすること。 

・作業中のノウハウ等の重要ポイント等を記載すること。 

➢契約部及び調達課は、系統教育及び実務教育を各々年1回以上実施し、

意見交換等によって理解されていることを確認する。 

 

（６）コミュニケーションの強化及びモチベーションの向上 

①課題 

改訂根本原因分析報告書において、次の旨の要因を抽出した。 

➢電気保修課では、課員が抱える業務上の課題を把握・共有する手段

や機会が不足しており、課題解決に向けた指導や支援の取組、及び、

保守管理業務の改善につなげるように動機付けしてモチベーション

を高めるような取組が十分になされていなかった。 

また、追加根本原因分析報告書において、次の旨の要因を抽出した。 

➢管理職が作業を担当者に任せきりにしてフォローやチェックができ

ていなかった。 

②改訂根本原因分析報告書に基づく取組（別表２の9、26、27、29及び30を

参照。） 

改訂根本原因分析報告書において抽出した要因に対し、次の取組を

行った。 

➢管理職やチームリーダー等は、各課室内において実施するモーニ

ングミーティング（以下「ＭＭ」という。）やチームミーティング

等を通じ、週ごとや日ごとの業務予定、実施結果及び課題への対

応について、「業務管理表」や「作業要領書」を活用したフェイス

トゥフェイスによる確認を行うことにより、情報の共有を図って

いる。 

➢プラント保全部内では、部長・課長ＭＭにおいて各課が実施して

いる業務実績、業務予定、課題への対応の状況等を共有すること

により、各課間のコミュニケーションの強化を図る。また、直接

要因への対策として、課ごとに業務に対する問題点、課題を話し
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合える場を設けて課題を取りまとめ、部長及び品質保証室長の確

認を受け、品質保証室長が所長に報告することを「保守管理要領」

に規定した。 

➢課員に対し、自らの業務の中でＱＭＳプロセスを定着させるため、

自己アセスメントシートを作成させ、各課において実施結果の評

価を行って意見交換等を実施することにより、ＱＭＳプロセスの

意識付け、モチベーション向上やコミュニケーション改善の取組

につなげている。 

➢課長級及び課長代理級の管理職に対し、部下に報告・連絡・相談

の重要性を認識させるための実践研修を実施し、習得した内容を

自らの組織において展開させることにより、報告・連絡・相談の

定着を図っている。 

③追加根本原因分析報告書に基づく取組（別表３の３－Ｆ、５－Ｃ、６－

Ｃ及び７－Ｃを参照。） 

追加根本原因分析報告書において抽出した要因に対し、次の取組を行

う。 

➢「業務管理表等運用要領」において、次の事項を規定する。 

・管理職とチームリーダー、チームリーダーと担当者の間のフェイ

ストゥフェイスでの指導・支援を週ごととする。 

 

（７）内部監査の改善 

①課題 

改訂根本原因分析報告書において、次の旨の要因を抽出した。 

➢監査内容に応じた監査の対象施設を熟知した専門家を監査部門に招

へいする必要があるが、そのような専門家を必要時に招へいできる

ような環境が整備されていなかった。 

②改訂根本原因分析報告書に基づく取組（別表２の78を参照。） 

改訂根本原因分析報告書において抽出した要因に対し、次の取組を行

った。 

➢保安規定に定める内部監査（原子力安全監査）に関しては、事業に

係る知識の付与や監査能力を確保するため、監査対象の原子力施設

の運転や保守業務等の経験者による監査員への教育を行った。 

 

（８）保守管理上の不備及び品質保証に関する教育 

①課題 

改訂根本原因分析報告書において、次の旨の要因を抽出した。 
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➢もんじゅでは、ＱＭＳの理解不足により、保守管理業務の中で発生

した不適合が適切に処置されておらず、保守管理に係る他プラント

の不適合事象の水平展開が教育に活かされていない等、不適合管理

に係る教育が十分でなかった。 

➢もんじゅでは、新たに追加・規定したプロセスやルールをＱＭＳ文

書に明文化しなかったことや、文書と記録の定義が曖昧なものがあ

る等ＱＭＳの維持管理に関する対応が不足していた。 

また、追加根本原因分析報告書においては、次の旨の要因を抽出した。 

➢次の事項についての理解等が不足している。 

・ＪＥＡＣ4111の「７．１ 業務の計画」における要求事項 

・自ら国と約束した事項等に対する実施部署の当事者意識 

・保修票等の処理業務についてのＱＭＳの維持管理 

②改訂根本原因分析報告書に基づく取組（別表２の16、21、52、53、54及

び79を参照。） 

改訂根本原因分析報告書において抽出した要因に対し、次の取組を行

った。 

➢保守管理上の不備等を事例とする適切な不適合管理に関する教育 

や「文書管理要領」に基づく文書レビューに関する教育を実施した。 

➢ＱＭＳに関する理解促進を図るため、ＩＳＯ9000審査員研修を、ま

ずは管理職層に対して、その後、チームリーダー等にも受講させた。 

➢管理職に対するＱＭＳの維持管理を着実に行うための教育を教育計

画に定めた。 

➢他プラントの不適合情報について、原因と対策が不明なものについ

ても、もんじゅが水平展開の必要性を調査して予防処置を行うこと

ができるよう、当該情報を収集してもんじゅに提供するセンターが

所管する「センター 新技術情報の反映に係る管理要領」を改正し

た。 

③追加根本原因分析報告書に基づく取組（別表３の４－Ｉ、４－Ｌ、５－

Ｂ、６－Ｅ、７－Ｇ、７－Ｉ及び７－Ｊを参照。） 

追加根本原因分析報告書において抽出した要因に対し、次の取組を行

う。 

➢「もんじゅ業務の計画に係る作成要領」及び「業務管理表等運用要

領」の教育を実施する。また、文書レビューの実施方法、視点の教

育を含めたＱＭＳ文書、保安規定、ＱＡＰ及びＪＥＡＣ4111に関す

る教育を実施する。 
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➢自ら国と約束した事項等について適切に管理できるようにするため、

「もんじゅコミュニケーション要領」、「もんじゅ対外約束事項管理

要領」等についての教育を行う。 

➢保守担当者に対して「保修票運用手順書」を含む保安規定における

主要6業務（運転管理、燃料管理、放射性廃棄物管理、放射線管理、

保守管理及び非常時の措置）以外のＱＭＳについても教育を行う。 

➢実際に担当する要領等を教材に用い、文書レビューのやり方及び視

点について重点的に文書レビューの教育を行う。 

➢ルール遵守意識向上を目的として調達管理の不備を含め不適合事例

に関する教育を行うとともに、ＣＡＰ情報連絡会の目的（ＣＡＰに

おいて不適合関連の情報を周知することによってルール遵守意識の

向上を図る）についても教育する。 

➢契約部及び調達課は、ＪＥＡＣ4111、保安規定、ＱＡＰ、「調達先の

評価・選定管理要領」等の調達プロセスについて系統立った教育及

び実務教育を各々年1回以上行う。 

 

（９）本質に立ち返って審議・検討を行うプロセスの検討 

①課題 

追加根本原因分析報告書において、次の旨の要因を抽出した。 

➢月間不適合管理委員会の委員は、会議体の責任と権限が明確でなく、

実施義務を認識していなかった。 

➢不適合管理において、適切な判断に必要な情報の伝達や検討結果の

妥当性の確認が十分に行われていなかった。 

➢配管支持構造物の保安検査の指摘事項を踏まえ、不適合の再発防止

を確実にするための措置として、課題の原点まで立ち返って改善に

つなげる仕組み（不適合管理、是正処置）が機能していなかった。 

②追加根本原因分析報告書に基づく取組（別表３の１－Ｈ、１－Ｌ、３－

Ａ、３－Ｂ、４－Ｆ及び４－Ｇを参照。） 

追加根本原因分析報告書において抽出した要因に対し、次の取組を行

う。 

➢施設の保安管理に必要な議論を行う会議体を優先するよう、会議体

の在り方を整理する。 

➢不適合管理委員会においては、審議・確認事項のポイントを明確に

する。 

➢課題発生時や不適合に対する検討・審査を行う職制及び会議体にお

いて、それが発生した起点（原因・意図）を明確（分析）にし、そ
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れを解決するための要求事項が検討され、それの対処方法が整理さ

れているか等、本質に立ち返って審査・検討を行うステップ等を設

ける。 

➢課題や問題の本質に立ち返り審査・検討を行う意識を醸成すること

を目的として、根本原因分析等の分析手法の理解・習得についての

教育を実施し、確実に身についていることを確認する。 

 

（１０）保安規定に対するＱＭＳ文書及び記録の合規性確認等 

①課題 

追加根本原因分析報告書において、次の旨の要因を抽出した。 

➢保修票等の処理業務について保守担当課に引き渡す前の前処理であ

るとして当該手順書や部内マニュアルの制定等の見直しを行ってい

なかった。 

➢安全・核セキュリティ統括部が契約部でのＱＭＳの実施状況のチェ

ックを行い、必要に応じて指導する取組が十分でなかった。 

②追加根本原因分析報告書に基づく取組（別表３の６－Ｄ及び７－Ｈを参

照。） 

追加根本原因分析報告書において抽出した要因に対し、次の取組を行

う。 

➢保安規定の保守管理で規定している要求事項について、保安規定に

対するＱＭＳ文書の合規性確認を行う。さらに、保安規定とＱＭＳ

文書を基に実施した活動の記録を調査し、それらの合規性について

も確認を行う。 

➢安全・核セキュリティ統括部は、契約部及び調達課におけるＱＭＳ

の実施状況（定期の文書レビュー、ＱＭＳ教育）を確認する。 

③オールジャパン体制（短期集中チーム）による取組 

「３．２．３（１）プロセス総合チェック」において前述したとおり、

ＱＭＳ文書の合規性確認を行った。今後、短期集中チームによるプロセ

ス総合チェックを引き継いだ通常のライン組織が改善事項に対する取組

状況の確認や継続的な改善のために自主内部監査を行っていく。 

 

（１１）構成管理の導入の検討 

①課題 

追加根本原因分析報告書において、次の旨の要因を抽出した。 

➢点検計画を管理するにあたり、構成管理（Configuration Management）

のできる環境・仕組みを整えておくべきであったが、平成25年1月に
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機器レベルの安全機能の重要度分類結果等をまとめたテクニカルメ

モのデータはトレーサビリティの取れるタスクＩＤがなく、点検計

画に関わる構成管理が整っていなかった。 

②追加根本原因分析報告書に基づく取組（別表３の４－Ｑを参照。） 

追加根本原因分析報告書において抽出した要因に対し、次の取組を行

う。 

➢保全計画に関連する各設備のデータ（技術根拠等）について識別及

びトレーサビリティを確保できるようにするため、管理すべき関連

する文書・データ等を調査・リストアップし、それらの管理に対し

て構成管理の手法を導入することにより管理方法が改善されるかを

検討し、効果があると認められた場合は要領等の見直し等を実施す

る。 

 

（１２）受注者管理の強化 

①課題 

追加根本原因分析報告書において、次の旨の要因を抽出した。 

➢もんじゅでは、受注者に対し、受注者が製作管理を行うこと、予定

外（計画外）の作業方法に基づく作業は禁止とすること等を規定す

べきであった。 

➢もんじゅは、受注者の作業員の力量が前年度と同じであると期待す

ることなく、受注者との間のコミュニケーションの場の充実を図る

べきであった。 

②追加根本原因分析報告書に基づく取組（別表３の７－Ａ及び７－Ｂを参

照。） 

追加根本原因分析報告書において抽出した要因に対し、次の取組を行

う。 

➢「もんじゅ文書管理要領」を改正し、ＱＭＳ文書のレビューや見直

しにあたり、次の視点で実施することを追加する。 

・必要な事項が明記されているか（記載がないことにより実施され

ないことに起因して問題が生じないか（保守点検に伴う治具等の

製作管理、異常時の初動対応を要求事項として明確化する等）） 

➢次の主旨について、「作業要領書等確認マニュアル」に規定する。 

・受注者との間のコミュニケーションの場を充実させ、実施体制、3

Ｈ作業等の有無等についてチェックリストにより確認する。 
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３．５ 安全文化の醸成並びに関係法令及び規定の遵守に関する取組 

 

保守管理上の不備に対し、安全文化の醸成並びに関係法令及び規定の遵守に

関し、次の活動の強化に取り組んだ。 

また、自ら課題を抽出して対応できるＰＤＣＡサイクルの構築を目指し、「３．

２．３（１）プロセス総合チェック」において前述したとおり、プロセス総合

チェックや自主内部監査に取り組んでいる。 

 

（１）安全を 優先とする意識の浸透 

①課題 

改訂根本原因分析報告書において、次の旨の要因を抽出した。 

➢トップマネジメントは、もんじゅにおける試験工程を優先するとい

う認識を把握しておらず、点検に必要な予算や工程を確保して安全

を 優先とするメッセージをもんじゅ幹部を含む現場の業務にまで

浸透できていなかった。 

②改訂根本原因分析報告書に基づく取組（別表２の66及び70を参照。） 

改訂根本原因分析報告書において抽出した要因に対し、次の取組を行

った。 

➢理事長は、安全文化に関して職員一人一人の意識向上を図るため、

安全を 優先とする組織への変革を目指した「松浦宣言」を平成25

年9月に公表し、平成26年度までの間、ほぼ毎週もんじゅにおいて理

事長と関係する職員との直接対話（41回、291人）を実施し、安全

優先の意識の浸透、現場の抱える課題の把握等を図った。 

また、原子力施設における安全文化の醸成並びに関係法令及び規定

の遵守のための活動に対する理事長レビューを原則年度ごと2回以

上行うこととし、各拠点が活動状況の評価結果を理事長に報告する

こととした。 

➢もんじゅに「安全文化醸成改革推進チーム」を設置して安全文化の

醸成や関係法令及び規定の遵守に係る小集団活動を実施することに

より、自らの業務について見直し、改善を図ることに重点を置いた

活動を推進した。平成26年3月から7月に、約30の小集団活動チーム

を立ち上げ、それぞれ「保守管理上の不備のような事案を再発させ

ないために何をすべきか」、「ルールや業務の進め方等において改善

すべき事項はないか」等の観点からテーマを選定して議論を重ね、

具体的な業務の改善に取り組んだ。 
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➢平成26年11月に外部講師を招き、もんじゅ幹部等9名に対して安全

優先の意識を徹底するためのＣＳＲ（企業の社会的責任）に係る教

育として、ＣＳＲやリスク等に関する講義及び事例検討を実施した。

その結果、ＣＳＲに対する認識が深まった。 

 

（２）課題を吸い上げ組織の意思決定に反映する取組 

①課題 

改訂根本原因分析報告書において、次の旨の要因を抽出した。 

➢もんじゅでは、組織として正しい判断を行うために課題等の情報を

共有し相談する風土が十分に醸成されていなかった。 

また、追加根本原因分析においては、次の旨の要因を抽出した。 

➢もんじゅでは、未点検機器を出さないことに傾注していたことが電

気保修課の判断に影響し、未点検機器の調査に係る意思決定が適切

に行われていなかった。 

②改訂根本原因分析報告書に基づく取組（別表２の74を参照。） 

改訂根本原因分析報告書において抽出した要因に対し、次の取組を行

った。 

➢もんじゅ幹部からの問いかけを習慣化して職員が業務の課題を告げ

られる雰囲気を醸成するため、もんじゅ幹部は、定期的に現場巡視

（作業状況の確認）や居室巡回等により、現場の第一線に従事して

いる職員との情報の共有やコミュニケーションの強化を図った。 

 

③追加根本原因分析報告書に基づく取組（別表３の１－Ｍを参照。） 

追加根本原因分析報告書において抽出した要因に対し、次の取組を行

う。 

➢所長や所幹部による巡視についての業務の計画を作成する。 

 

（３）理事長の主導によるその他の取組 

「もんじゅ」改革の集中改革期間における取組に加え、更なる改善活

動の一環として、新たな視点でＱＭＳの改革やライン業務の強化等に取

り組み、もんじゅの自立的な改善活動の促進と効率化を図り、目に見え

る成果をあげることを目的として、平成27年6月、理事長の主導で、次の

取組を含む「もんじゅ再生イニシアティブ」を開始した。 

➢もんじゅのＭＶＳ／ＢＳＣの設定 

もんじゅ職員の進むべき道や課題を共通認識とするため、もんじ

ゅのＭＶＳ（Mission, Vision and Strategy）／ＢＳＣ（Balanced 
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Score Card）を設定し、建物内に掲示した。さらに、これを踏まえ

もんじゅの各部署のＭＶＳ／ＢＳＣを策定し、自分たちの責務を改

めて認識するようにした。 

➢理事長メッセージ配信 

理事長からのメッセージをもんじゅの職員全員等に配信し、語り

かけた。これまでに9回配信し、もんじゅ内の掲示板に掲示した。 

➢理事長との階層別ミーティング 

各部課の果たすべき役割に関する講話指導として、平成27年6月か

ら7月に課長級の職員、部長級の職員及び電力会社からの支援者に対

して理事長と職員との階層別ミーティングを行い、平成27年11月に

はライン管理職への訓示と意見交換を行った。 

➢見える化推進 

改革の進捗及び定着状況を把握し、適切にフォローするため、重

要評価指標（Key Performance Indicator）を用いた進捗の見える化

を図った。 

例としては、「２．３（３）平成26年12月以降の点検」において前

述した特別採用とした機器の点検の進捗等について、定期的に更新

し、機構内外に対する説明や打合せにおいて活用するとともに、適

宜公開した。 

➢保全計画見直し専従チーム組織再編等 

保全計画見直し専従チームを再編・強化し、技術根拠の整備を促

進させるとともに、プロパー職員に技術継承する。平成27年6月に電

力会社からの支援者6名を含む16名の体制に再編し、その後、平成27

年12月からは「３．２．３（２）保全計画の見直しの加速等」にお

いて前述したオールジャパン体制（短期集中チーム）による取組に

展開した。 

また、保守・保全業務のＩＴ化についても取組を検討し、同様に

「３．２．３（３）保守管理業務のＩＴ化・システム化の推進」に

おいて前述した取組に展開した。 
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３．６ 保守管理体制及び品質保証体制の再構築に関するまとめ 

 

保守管理体制及び品質保証体制について、根本原因分析に基づく対策等によ

る取組及び「もんじゅ」改革による取組を行うとともに、平成27年12月からは

オールジャパン体制（短期集中チーム）による取組を加えて行った。 

 

これらの根本原因分析に基づく取組やオールジャパン体制（短期集中チーム）

による取組等により、人材、設備（保守管理業務支援システム）及び予算を確

保・整備し、これまでのところ、保全計画の見直しによって点検期限が変更と

なった場合を除き、点検期限を超過した機器を発生させていないとともに、こ

れらの点検等の通常の保守管理業務を行いつつ、並行して「２．４ 保全計画

の見直し」において前述した保全計画の見直し等を行うことができたと考える。 

なお、人材については、一時的な補強に留まることなく継続的に確保すると

ともに、長期にわたる保守管理等の経験を有する者を計画的に育成していく。 

 

また、「保守管理業務を担当する職員を組織内で適正に評価すること」につい

ても、「もんじゅ」改革による人事評価制度に関する対策を行った。 

 

 さらに、自ら課題を抽出して対応できるＰＤＣＡサイクルの構築を目指して

プロセス総合チェックを行い、業務をより確実なものにしていくための改善事

項等を抽出した。 

今後、ＱＭＳ文書の合規性確認及びプロセス・記録の合規性確認を継続する

とともに、自主内部監査において、改善事項等への対策のフォローを行い、ま

た、各課室に固有の業務のプロセスについて有効性の確認を行っていく。 

 

加えて、保守管理業務に係る計算機システムの連携化について、優先的に整

備するべきシステムの候補を抽出した。今後、短期集中チームによる取組を引

き継いだ通常のライン組織において具体化を進めていく。 

 

安全文化の醸成並びに関係法令及び規定の遵守に関しては、安全を 優先と

する意識の浸透や課題を吸い上げ組織の意思決定に反映する取組を行い、また、

自ら課題を抽出して対応できるＰＤＣＡサイクルの構築を目指し、前述のプロ

セス総合チェックや自主内部監査に取り組んでいる。 
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４．保安規定の変更 

 

４．１ 保安規定の変更に係る経緯 

 

原子力機構は、保安規定変更命令に対し、保守管理上の不備に係る根本原因

分析を行い、平成25年12月に保安規定の変更認可申請を行ったが、認可までに

時日を要する状況となったことから、原子力機構全体の組織改正を確実に実施

するため、平成26年3月に同申請を取り下げた。 

その後、「３．２．１（１）根本原因分析に関する経緯」において前述したと

おり根本原因分析をやり直しつつ抽出した要因への対策を行うとともに、もん

じゅの組織を保守管理上の不備への対応を含む原子炉施設の運転・保守業務に

専念できる組織に改正するため、平成26年8月に保安規定の変更認可申請を行っ

て平成26年9月に認可を受け、平成26年10月に保安規定を変更した。 

そして、平成26年12月、根本原因分析報告書に基づく対策を反映した保安規

定の変更認可申請を行った。なお、根本原因分析報告書に基づく対策として、

保安規定の変更認可申請以前から行うことができるＱＭＳ文書の改正を先行し

て進めている。 
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４．２ 保安規定の変更にあたっての考え方 

 

原子力機構は、保安措置命令及び保安規定変更命令に対し、根本原因分析報

告書に基づく再発防止対策等を定着させてもんじゅの保安活動を適切かつ確実

なものとするため、これらの対策を規定するとともに、組織内における役割分

担並びに責任及び権限を明確にするため、保安規定を変更することとした。そ

の際、「１．１ 保安措置命令への対応等の経緯」において前述した保安規定変

更命令における4項目への対応が十分に図られるようにした。 

 

根本原因分析報告書に基づく対策については、主要な対策、保安規定に規定

した保安管理組織を変更する必要がある対策等を規定する保安規定の変更認可

申請を行った。ただし、ＰＤＣＡサイクルを回すこと等によって適切に改善活

動を推進するために常に見直しが求められる対策については、改善活動の柔軟

性を確保するため、保安規定の二次文書において規定した。 

また、保安規定変更命令への対応については、安全 優先、法令遵守の徹底、

安全文化醸成活動の強化、責任の明確化、情報の共有等に関する規定を追加す

る保安規定の変更認可申請を行った。この際には、既に平成26年10月の組織改

正を中心に実施した内容についても考慮した。 

なお、今後も、必要に応じた保安規定の変更を検討していく。 
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４．３ 保安規定の主な変更内容 

 

保安規定の主な変更内容は、次のとおり。 

 

（１）保守管理体制の再構築 

①理事長直轄組織とすることによる保守管理のガバナンスの強化 

→第3条、第4条、第5条等に規定（平成26年10月に変更済み） 

②保守管理業務支援システムの導入及び運用 

→第103条に規定 

③点検工程とプラント工程との整合性の確認 

→第103条に規定 

 

（２）品質保証体制の再構築 

①マネジメントレビューの改善 

→第3条に規定 

②もんじゅ内の品質保証体制の強化 

→第5条に規定（「管理責任者の変更」について第3条を、「品質保証室の

改善」について第5条を平成26年10月に変更済み） 

③是正処置プログラム（ＣＡＰ）の導入 

→第3条に規定 

④業務マネジメントの改善 

→第3条に規定 

 

（３）関連する対策（安全文化の醸成並びに関係法令及び規定の遵守） 

①「原子力安全が 優先であること」等を明確化 

→第2条の2、第3条、第103条等に規定 

②「関係法令及び規定の遵守が保安活動の基本であること」等を明確化 

→第2条の2、第2条の3、第3条及び第103条に規定 

③「常に学び、常に改善し、常に問いかける姿勢が重要であること」を明

確化 

→第2条の3に規定 

 

（４）その他 

①「研究開発段階発電用原子炉に係る発電用原子炉設置者の設計及び工事

に係る品質管理の方法及びその検査のための組織の技術基準に関する規

則」の反映 
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②ガスサンプリング型ナトリウム漏えい検出器に関する運転上の制限の明

確化 

→第34条別表３４－１に規定 
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４．４ 保安規定変更命令への対応 

 

保安規定変更命令において踏まえることとされた4項目への対応については、

保安規定の関係する条文を検討し、次のとおり対応した。 

 

（１）「１ 経営層は、もんじゅの運営に当たり、安全を 優先とすることを改

めて認識した上で活動方針を定め、組織内に周知し、当該方針に基づく活

動を実施させること。」を踏まえた変更 

①関係法令及び規定の遵守について、「原子力安全が 優先であること」を

明確化（第2条の2） 

②品質保証活動について、「原子力安全が 優先であること」を明確化（第

3条） 

③保守管理について、「原子炉施設の安全確保が 優先であること」を明確

化（第103条） 

④もんじゅ所長が毎年度、原子炉施設の安全確保を 優先とした保守管理

目標を設定することを規定（第103条１．） 

⑤プラント保全部長等が四半期ごとに保守管理目標に基づく活動状況を確

認し、所長に報告することを規定（第103条１．） 

⑥マネジメントレビュー及び理事長レビューの頻度を増加、活動方針や活

動の施策をレビューする機会を増加（第2条の3第2項及び第3条５．６．

１） 

⑦もんじゅ所長等が、理事長の定める活動の方針及び活動の施策を踏まえ

た自らの組織の活動の評価を理事長レビューにおいて報告することを規

定（第2条の3第4項から第6項） 

また、マネジメントレビューのインプットに品質目標の達成状況等が含

まれていることを規定（第3条５．６．２） 等 

 

（２）「２ コンプライアンスを徹底し、安全文化醸成活動の取組を強化するこ

と。」を踏まえた変更 

①関係法令及び規定の遵守について、「関係法令及び規定の遵守が保安活動

の基本であること」を明確化（第2条の2第1項） 

②安全文化の醸成について、「常に学び、常に改善し、常に問いかける姿勢

が重要であること」を明確化（第2条の3第1項） 

③安全・核セキュリティ統括部長がもんじゅ所長等に理事長が定める活動

の方針及び活動の施策を通知することを規定（第2条の3第3項） 
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④品質保証活動について、「関係法令及び規定の遵守並びに安全文化の醸成

を図る」ことを明確化（第3条） 

⑤保守管理活動について、「関係法令及び規定の遵守が重要であること」を

明確化（第103条） 

⑥理事長のコミットメントとして、「安全文化を醸成するための活動を促進

する」ことを追加（第3条５．１） 

⑦関係法令及び規定の遵守並びに安全文化の醸成を図るための活動につい

て、理事長が方針に加え、施策を定めることを規定（第2条の2第2項及び

第2条の3第2項） 

⑧上記（１）⑥及び⑦のとおり、理事長レビューを改善 

⑨関係法令及び規定の遵守並びに安全文化の醸成の活動を推進する品質保

証室の独立性を強化（第5条第2項、平成26年10月に変更済み） 等 

 

（３）「３ 経営層及び発電所幹部の責任を明確にし、その履行状況の確認を強

化すること。」を踏まえた変更 

①もんじゅを理事長直轄組織とし、もんじゅに関する管理責任者を敦賀本

部長からもんじゅ所長に変更し、理事長ともんじゅ所長との間の責任関

係を明確化（第3条５．５．２及び第4条第1項、平成26年10月に変更済み） 

②各条において、規定している業務の実施者を明確化（例えば、従来「組

織」と表現していた実施者を「プラント保全部長」等に明確化）（第103

条等） 

③もんじゅの組織内において、業務の管理方法と所長等へ報告することを

明確化（第3条７．５） 

④プラント保全部長等が毎年度末に「保守管理の有効性評価」を行い、保

守管理が有効に機能していることを確認することを規定（第103条１１．） 

⑤上記（１）⑥及び⑦のとおり、マネジメントレビューを改善 等 

 

（４）「４ 経営層から現場に至るまで意識の共有化を図ることができる組織を

構築すること。」を踏まえた変更 

①もんじゅを理事長直轄組織とし、もんじゅに関する管理責任者を敦賀本

部長からもんじゅ所長に変更し、理事長ともんじゅ所長との間の意識の

共有化を強化（第3条５．５．２及び第4条第1項、平成26年10月に変更済

み） 

②もんじゅとセンターとの間においては、「もんじゅ計画推進調整会議」の

設置を規定（第4条第6項、平成26年10月に変更済み） 
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③もんじゅの組織内においては、管理職の間で特に不適合に関する迅速な

情報共有等のためのコミュニケーションを図る方法を明確化して実施す

ることを規定（第3条８．３） 

④もんじゅの組織内において、各課室から部長等を経て所長に至る業務の

進捗及び課題を報告するラインを規定（第3条７．５） 

⑤（３）④において前述したとおり、毎年度末に保守管理が有効に機能し

ていることを確認することを規定 

⑥（１）⑥及び⑦において前述したとおり、マネジメントレビューを改善 等 
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５．まとめ 

 

保安措置命令のうち「点検時期を超過している未点検機器について、原子炉

施設の安全性への影響に留意しつつ、早急に点検を行うこと。」に対しては、点

検期限を超過している機器を新たに発生させないようにしつつ、平成25年9月ま

でに点検期限を超過している機器を特定して所要の点検等を行った。その後、

これらに関する保安検査における指摘等を踏まえ、保全計画の全面的な確認作

業によって直近の点検が十分でなかった機器、十分でない保全の有効性評価を

無効にして点検期限を超過した機器、保全方式を事後保全又は状態基準保全か

ら時間基準保全に変更した機器及び保全計画に追加する機器を特定して平成26

年12月までに点検又は特別採用を行った。特別採用とした機器については、特

別採用に関する不適合報告書の見直しを行い、平成28年4月までに所要の点検を

行った。 

今後、後述する保守管理業務支援システムの改善を含む保守管理体制及び品

質保証体制の改善を継続し、保全計画において定めた点検等を確実に行ってい

く。 

 

保安措置命令のうち「保安規定に基づく原子炉施設の保全の有効性評価を行

い、その結果を踏まえ、点検計画表を含む保全計画の見直しを行うこと。」に対

しては、平成25年10月までに点検計画表に点検実績と次回点検期限を明記する

等の改善を行い、また、平成26年12月までに前述の保全計画の全面的な確認作

業や保安規定において低温停止時に機能要求がある機器の技術根拠の整備の結

果を反映する等の改善を行った。さらに、平成26年12月の結果報告提出後にお

いて保安規定違反の判定を受けたこと等から保安措置命令への対応を抜本的に

見直し、安全機能の重要度分類がクラス1及びクラス2の機器について、機器ご

との安全機能の重要度分類の再整理、オールジャパン体制（短期集中チーム）

による取組において行った技術根拠の整備及び現場照合の結果を反映する等の

保全計画の改正を平成28年3月及び6月に行い、また、設備・機器ごとの点検に

おける要求事項を明確にして技術根拠に基づいて点検等を確実に行っていくた

め、点検内容に係る標準仕様の整備を行った。これらの取組により、安全機能

の重要度分類がクラス1及びクラス2の機器等について技術根拠に基づいて定め

た保全計画に従って確実に点検等を行っていくための、また、保全計画の継続

的な改善等を行っていくための基盤が整ったと考える。 

今後、この基盤の上に、整備した標準仕様に基づく点検を確実に行って保全

計画の改善に反映するとともに、安全機能の重要度分類がクラス3以下の機器に
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ついても計画的に機器ごとの安全機能の重要度分類の再整理等を行って保全計

画の改善等に反映していく。 

 

保安措置命令のうち 

「以下の事項を含め、保守管理体制及び品質保証体制を再構築すること。 

・経営層は、もんじゅの保守管理業務が確実に実施でき、かつ、新たに点

検時期の超過を発生させないよう人材、設備等及び予算を適切に配分す

るとともに、保守管理業務を担当する職員を組織内で適正に評価するこ

と。 

・組織として、保全計画の対象となる全ての機器の点検状況を正確に把握

し、管理できるシステムを構築すること。」 

に対しては、平成25年11月までに保守管理業務支援システムの運用を開始する

等、平成26年12月までに保安規定違反の判定を受けた不適合事象等に対する根

本原因分析報告書に基づく対策や「もんじゅ」改革による対策を実行に移した。

なお、これらの対策のうち主要な対策、保安規定に規定した保安管理組織を変

更する必要がある対策等を規定する保安規定の変更認可申請を平成26年12月に

行った。 

また、平成26年12月の結果報告提出後の保安検査において保安規定違反の判

定を受けたこと等から保安措置命令への対応を抜本的に見直し、保安検査等で

具体的に受けた指摘に対する追加根本原因分析報告書に基づく対策を追加した

のみならず、受けた指摘以外にも課題がないかを確認するためにもんじゅの保

守管理業務全般についてオールジャパン体制（短期集中チーム）によるプロセ

ス総合チェック等を行い、そこで抽出した改善事項に対する対応方針に基づく

対策を進めている。 

これらの結果、人材、設備（保守管理業務支援システム）及び予算を確保・

整備し、これまでのところ、保全計画の見直しによって点検期限が変更となっ

た場合を除き、点検期限を超過した機器を発生させていないとともに、これら

の点検等の通常の保守管理業務を行いつつ、並行して前述した保全計画の見直

し等を行うことができたと考える。 

今後、根本原因分析、特に追加根本原因分析報告書に基づく対策を確実に行

っていく。また、短期集中チームによる取組を引き継いだ通常のライン組織に

おいて、プロセス総合チェックや自主内部監査により、継続的な保守管理業務

の改善を行っていく。 

また、保守管理業務に係る計算機システムの連携化について、優先的に整備

するべきシステムの候補を抽出したところであり、今後、短期集中チームによ

る取組を引き継いだ通常のライン組織において具体化を進めていく。 
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以上のことから、原子力機構としては、保守管理活動及び品質保証活動を計

画的に行うことによって継続的な保守管理の改善を行っていく基盤を整備した

と考えており、もんじゅが保守管理の面においても将来我が国が建設する高速

増殖炉に向けての原型炉としての役割を果たせるよう、安全確保を 優先に、

もんじゅの早期運転再開を目指していく。 
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別表１ 保全重要度を変更した機器数 

注：（ ）内の機器数は、保全重要度の変更がなかった機器数。 

保全計画（第20次改正、平成27年3月31日施行）に基づく機器数。 

 

別表１－１ 保全重要度を変更した全ての機器数 

   変更後  

  
保全重要度Ａ 

(時間基準保全)

保全重要度Ｂ 

(時間基準保全)

保全重要度Ｃ 

（事後保全） 

 
保全重要度Ａ 

(時間基準保全) 
（６，００６） ０ ０ 

変更前 
保全重要度Ｂ 

(時間基準保全) 
７７１ (３３，８５８) ０ 

 
保全重要度Ｃ 

（事後保全） 
８６ ０ （８，７９３）

 

別表１－２ 安全機能の重要度分類の変更に伴って保全重要度を変更した機器数 

   変更後  

  
保全重要度Ａ 

(時間基準保全)

保全重要度Ｂ 

(時間基準保全)

保全重要度Ｃ 

（事後保全） 

 
保全重要度Ａ 

(時間基準保全) 
（７３４） ０ ０ 

変更前 
保全重要度Ｂ 

(時間基準保全) 
４６４ （９９） ０ 

 
保全重要度Ｃ 

（事後保全） 
８３ ０ （７） 
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別表２ 改訂根本原因分析報告書に基づく組織要因への対策 

注：（ ）内の番号は、改訂根本原因分析報告書における番号。 

 

別表２－１ 「組織要因の候補①」への対策 

「組織要因の候補①」：保守管理活動の評価の仕組みが不十分 

トラブル等で保全サイクルが長期化したことにより、「保守管理の実施方針」に則って行うべき保守管理

活動の定期的な評価と改善がなされていない 

 

「組織の要素を含む背後要因」 

➢所長は、日常の保守管理業務を通して保全プログラムを充実・発展させる必要があったが、保全に係る

評価は各保全サイクル終了時に行えばよいとして、理事長が定めた保守管理の実施方針である「保守管

理活動の定期的な評価を実施する」に基づいた適切な時期に定期的に評価し継続的な改善を行うことを

保守管理目標に定めて取り組まなかった（1-⑩）〈保守管理活動を定期的に評価する仕組み〉 

 

番
号 

対策の提言 具体的な対策 

1 所長は、「保守管理の実施方針」の下で、保守管
理目標を年度毎に定めて毎年度保守管理の有効性
の評価を行うこと。また、その活動状況を四半期
毎に評価して課題の摘出を行い、資源運用の適正
化や確保のための活動につなげること（(1)①ⅰ）

所長は、トップマネジメントによる安全 優先
の意識を基本とした「保守管理の実施方針」の下
で保守管理目標を年度ごとに定め保守管理活動の
継続的改善につなげる。 

2 プラント保全部長及びプラント管理部長は、「保
守管理の実施方針」により策定した保守管理目標
に基づく活動状況を四半期ごとに確認するととも
に、活動に係る部内業務等の問題点及び業務上の
改善等に努める。これらの状況を管理責任者（所
長）に報告する。このことを「保守管理要領」に
規定する。 

3 プラント保全部長及びプラント管理部長は、保
守管理目標の実施状況及び保守管理の改善内容
（要員の確保、保全体制、力量等を含む）等につ
いて年度締めで評価し、取りまとめ、マネジメン
トレビューのインプット情報とすることを「保守
管理の有効性評価要領」に規定する。 
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別表２－２ 「組織要因の候補②」への対策 

「組織要因の候補②」：役割と責任が不明確 

もんじゅの幹部やプラント保全部の管理・監督者は、自らの役割と責任の自覚が不足し、重要度分類等

の保全計画の根拠整備等に係る「業務の計画」や進捗管理が確実になされておらず、また、管理者自らが

プレーヤーとなっていたため保守管理業務を担当者等へ委ねて進捗管理や実施結果の確認を自ら行えてい

ない等、管理・監督者としての役割と責任が果たされていない。また、トラブル対応に追われ、管理者の

過大な業務範囲を適正化するフォローアップがなされていない 

 

「組織の要素を含む背後要因」 

➢もんじゅ幹部やプラント保全部のライン職は、保守管理業務の内容を自ら確認して業務を確実に実施す

べきであったが、自ら行うべき役割、職務と責任の自覚が不足しており、担当者等に業務を任せっきり

にしてその計画や実施結果を自ら確認しておらず、ラインとしてのフォローやチェックができていなか

った（1-⑱）〈管理者層による保守管理業務のフォローやチェック〉 

➢電気保修課や機械保修課のライン職は、保全計画（点検計画）及び実績管理に必要なデータを担当課員

以外でも確認できるように管理を統一しておくべきであったが、自ら行うべき役割、職務と責任の自覚

が不足しており、自営の点検管理や保全計画（点検計画）のデータ処理を担当者に任せているなど、保

全計画（点検計画）から点検報告書、記録までの一元管理ができていなかった（2-③）〈管理者層による

保守管理情報の一元的な管理〉 

➢プラント保全部長は、「保守管理の有効性評価」結果から適切な人員配置を行っていくことと改善指示を

受けていたにも関わらず、業務量に比して保守要員が不足していたことについて、組織として業務範囲

の適正化や管理者及び保守担当者の増員等をフォローアップせず適切な資源の管理を行わなかった（1-

⑪）〈組織として業務範囲の適正化へのフォローアップ〉 

 

番
号 

対策の提言 具体的な対策 

4 業務を行う場合、業務担当職位に応じた責任範
囲と業務分担を「業務の計画」で明確にし、「報
連相」の励行によって個々の業務を管理職層が確
実にマネジメントできるようにすること。また、
管理職層に対して、自らの役割と責任を認識させ
るためにマネジメント研修を実施すること（(1)
②ⅰ） 

非定常業務を行う場合にも、定常業務用に定め
た「もんじゅ業務の計画に係る作成要領」を適用
し計画を作成できるように改正する。 

5 非定常業務についても「もんじゅ業務の計画に
係る作成要領」に従って業務分担を定めてマネジ
メントを実施する。 

6 課長、課長代理クラスの管理職は、「報・連・
相」を励行し業務のマネジメントができるように
研修を受講する。 
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番
号 

対策の提言 具体的な対策 

7 管理・監督者は、業務連絡の場として実施して
いるモーニング・ミーティングやイブニング・ミ
ーティングについて、週毎、日毎の「業務の計画」
や進捗管理のＰＤＣＡサイクルを回すためのツ
ールとしても活用していくこと。また、課題発生
時における部署間の横通しと迅速な対処に結び
つけるため、管理者間コミュニケーションを強化
すること（(1)②ⅱ） 

各課室長は、各課室の主たる業務について、原
子力安全に係る品質目標との関係、担当者、スケ
ジュール等を明記した「業務管理表」を定め、管
理する。このことを拠点規則等に規定する。 

8 各課室長又はチームリーダー等は、毎日のモー
ニング・ミーティング、イブニングミーティング
等において、「業務管理表」等により、業務の予
定、結果、課題等を確認し、課題の早期把握・共
有とその改善に努める（課・チーム単位、毎日の
確認）。 

9 プラント保全部は、部長及び課長によるモーニ
ング・ミーティングを行い、「業務管理表」を用
いて各課が実施している課題等への取組み状況
等を共有し、各課間の業務調整等を行う（プラン
ト保全部大、部内共有）。 

10 各課室長とチームリーダー等によって、定期的
にミーティング等を行い、週単位、月単位等にお
ける業務の進捗状況、課題等を確認し、課題の早
期把握・共有とその改善に努める（課単位、定期
的（週、月等）確認）。 

11 業務を指示した上位職者は、管理者がプレーヤ
ーに留まることなく管理者として、業務が職務ラ
インでマネジメントされていることやその実施
結果を確認すること（(1)②ⅲ） 

各副所長及び部長は業務を確実にマネジメン
トするため、毎月の各部課室の業務実施状況報告
等により、業務における課題の把握と改善に努め
る。このことを拠点規則等に規定する（副所長・
部長の関与）。 

12 業務のマネジメントを強化・徹底するため、保
守担当課長は、保守管理目標における活動項目を
「業務管理表」に明記するとともに、課内におい
て、業務の進捗状況を日々管理し、課題等につい
ては適宜解決に向けた検討・対応を図り、定期的
（又は必要に応じ随時）に、担当副所長及び部長
への報告を行う。このことを拠点規則等に規定す
る（副所長・部長への報告）。 

13 経営層及びもんじゅ幹部は、業務量に比して管
理者層が少ない部署については、管理者層を増強
する、当該部署を業務特性から分割する等、管理
者の所掌範囲の適正化を図ること（(1)②ⅳ） 

保守担当課長は、業務内容を勘案して、適切な
グループやチームに区分するなどして業務を分
掌し、課長が保守管理のマネジメントや課業務を
総括できる体制を整える。 

14 保守担当課における保守管理のマネジメント
（管理スパンなど）については、年度ごとに実施
する「保守管理の有効性評価」にて評価する。 

15 経営層及びもんじゅ幹部は、法令改正対応や改
造工事等が発生した場合の変更許可等の技術支
援を行う体制を整備し、当該案件に係る計画を適
切に構築できるようにすること（(1)②ⅴ） 

経営層は、「もんじゅ」を運転・保守業務に専
念する組織とするため、新規制基準等の法令改正
に対する許認可対応等の技術支援、性能試験計画
の策定、外部対応等を行う組織として、もんじゅ
運営計画・研究開発センターを新設する。 
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別表２－３ 「組織要因の候補③」への対策 

「組織要因の候補③」：業務の計画（段取り八分）の管理が不十分 

保全プログラム導入にあたり、保全計画策定のための準備期間の確保や事前の教育が十分でなく、現場

照合や設備仕様と整合した保全計画に仕上げる取組み（段取り）が不足していた。また、プラント保全部

や品質保証室長、運営管理室長は、保全計画の作成や点検期限超過の調査計画にあたり、「7.1業務の計画」

の理解や意識の不足により要求事項や調査に必要な条件を明確にしてそれを共有しておらず、「段取り八分」

が整っていない 

 

「組織の要素を含む背後要因」 

➢保修計画課長は、点検期限超過に係る保全計画（点検計画）の各項目の記載内容のチェックを行うにあ

たってチームリーダーと調査の視点を確実に共有すべきであったが、保守担当課での本格的調査への参

考程度と考え、保守担当課へ例示できる修正箇所を摘出するための調査の視点を計画してチームリーダ

ーと共有する取り組みが十分でなかった（1-⑳）〈点検期限超過の調査の段取り〉 

➢点検計画から特別な保全計画へ移行する作業において、設備担当課と保修計画課間にて十分に協議して

計画した上で改正作業を確実にする必要があったが、電気保修課計装チームリーダーと保修計画課担当

者間で特別な保全計画へ移行するための手続きを共有する取組みが十分でなかった（1-㉕）〈保全計画の

作成方法の共有（段取り）〉 

➢プラント保全部長は、点検期限超過の調査を指示するにあたり、各課の状況によるものとして、直近の

点検実績だけでなく保全プログラム導入時までに遡って確認する等の調査条件を明確にせず共有化を図

らなかった（2-①）〈点検期限超過の調査の条件の共有（段取り）〉 

➢電気保修課長は、課内で作成した説明資料がエビデンスに基づき正確に作成されていることを確認すべ

きであったが、ＳＩＤの類似調査や点検実績入力は電気保修課内で行うものと考え、業務量や作成資料

の重要性の観点から部レベルで取り組む課題との認識がなかった（2-⑤）〈点検期限超過の調査の体制整

備（段取り）〉 

➢保全プログラムを策定した所大のワーキンググループは、保安規定に基づく保全計画の重要性を考慮し

て保全プログラムの策定や導入のために十分な期間を確保するとともに、設備毎の機能要求や点検内容

を教育しておく必要があったが、現場照合や設備仕様と整合した保全計画に仕上げるための計画（作業

期間の確保や知識付与）の検討が十分でなく、段取りが不足していた（1-㉗）〈保全プログラム導入時の

作業期間の確保や教育（段取り）〉 

➢もんじゅの幹部やプラント保全部の管理職は、所大チェックで抽出した疑義の処理や未点検機器確認デ

ータベースの入力を設備所管課が適切に実施していることを確認する仕組みを構築すべきであったが、

設備所管課長が判断した処理内容や担当者が入力したデータの妥当性を所大チェック班あるいは第三者

的な審議体等で確認する仕組みを設ける等の取り組みが十分でなかった（2-⑧）〈点検期限超過の調査に

係る第三者チェックの仕組み（段取り）〉 

➢運営管理室長や所大チェック事務局は、点検期限超過の調査の実施計画において、（「課題発生時対応要

領」や「業務の計画に係る作成要領」に定められた）調査に必要な条件や内容を明確にする必要があっ
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たが、調査を実施するための要求事項など「7.1業務の計画」を理解して計画を作成する取組みが不足し

ていた（2-②）〈「業務の計画」に則った点検期限超過の調査計画の検討〉 

 

番
号 

対策の提言 具体的な対策 

16 「業務の計画」を始めとしたＱＭＳの知識を確
実にして管理業務に適用できるよう、技術系管理
職によるＩＳＯ9000外部研修受講（監査員補申請
資格取得）を促進すること（(1)③ⅰ） 

従前より実施しているＩＳＯ9000審査員研修
の受講対象者を拡大し、品質マネジメントシステ
ムに関する管理職及びチームリーダー等の理解
促進を図る。また、今後も継続的に教育を実施す
る。 

17 業務の実施にあたっては、業務の要求事項を明
確にし、業務に特有なプロセス、資源の必要性、
妥当性確認、監視・測定、合否判定基準、記録等
が適切に検討された計画を策定し、関係者間で共
有を図り「段取り八分」を整えること（(1)③ⅱ）

各課長は、定常業務又は非定常業務の実施に当
たって計画書を策定する際には、業務の担当者に
「もんじゅ業務の計画に係る作成要領」に従って
計画を作成させ、ライン管理職による確認を行
う。また、各課内の品質保証担当者は、これを補
佐する。 

18 課室長が「もんじゅ業務の計画に係る作成要
領」に基づき業務の計画を策定する場合には、関
係部署間での周知及び共有を図る。このことを
「もんじゅ文書管理要領」に規定する。 

19 適切な保全計画を確実に実施するため、計画に
要求される事項を明らかにし、その業務の検証、
妥当性評価、監視・測定、検査及び試験活動、並
びにこれらの合否判定、記録等が明確化された計
画を作成して、工程に縛られることなく、また必
要な資源が確保されることを確実にすること
（(1)③ⅲ） 

非定常業務等についても「もんじゅ業務の計画
に係る作成要領」に基づき、計画を策定する際に
要求事項、資源の提供の必要性、監視・測定、検
証等を考慮することを明確にする。 

20 ＱＭＳと保守管理に係る実際の業務プロセス
の不整合の修正や保守管理業務の要求事項のレ
ビューに対し、業務計画に反映した結果を確認す
る体制として作成箇所以外によるチェックを導
入すること（類似事象からの反映事項）（(1)③ⅳ）

保守担当部長や保守担当課長は、保守管理に係
る実際の業務プロセスの不整合の修正や保守管
理に係る業務計画の要求事項のレビューに当た
り、他課又は品質保証室の確認を受けて策定する
ことを「文書及び記録管理マニュアル」に規定す
る。 
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別表２－４ 「組織要因の候補④」への対策 

「組織要因の候補④」：ＱＭＳの管理の定着化が不十分 

もんじゅでは、新たに追加・規定したプロセスやルールをＱＭＳ文書に明文化しなかったことや、文書

と記録の定義があいまいなものがある等ＱＭＳの維持管理に関する対応が不足していた 

 

「組織の要素を含む背後要因」 

➢プラント保全部長や保修計画課長及び安全品質管理室長（現品質保証室長）は、（点検周期Ｎサイクルの

導入など）ＱＭＳのプロセスを修正・追加等する場合には要領類を見直す必要があったが、保全計画の

運用に関することは保全計画のみに記載したり、業務連絡書や口頭説明で対処すればよいとして要領や

保全計画（点検計画）の見直しを行っておらず、ＱＭＳの維持管理に関する理解が不足していた（1-⑦）

〈保守管理に係る要領類の維持管理〉 

➢品質保証室長は、不適合管理要領に新たな区分を導入する際に文書に不整合がないかという確認、及び

ルールを変更した際に明文化すべきだったが、不適合管理要領の確認が不十分であること、現場が遵守

している運用のルールを明文化しなかった等、ＱＭＳの維持管理に関する対応が不足していた（3-⑨）〈不

適合要領の維持管理〉 

➢管理課及びプラント保全部は、文書及び記録の定義とその扱いについて明確にすべきだったが、文書と

記録の定義があいまいに読み取れる等、ＱＭＳの維持管理に関する理解が不足していた（3-⑪）〈ＱＭＳ

に係る文書と記録の定義〉 

 

番
号 

対策の提言 具体的な対策 

21 文書レビューのやり方、視点を教育する。また、
教育には具体的に何を確認したのかを確認者に
問いかける等、チェックの仕方を含めること（(1)
④ⅰ） 

「もんじゅ文書管理要領」の文書レビューの教
育を行う際には、要領類における文書レビューの
視点について具体的事例を示した実践的な教育
とする。 

22 保安規定に整合したルールの遵守を徹底する
ために、ルールを変更した場合は文書に明確にす
ること（(1)④ⅱ） 

各課室において、ルールを変更する場合、上位
文書との整合性を確認するとともに、品質保証担
当者は、変更箇所が分かりやすい文書となるよ
う、課室長を補佐する。 

23 プラント保全部や管理課で所管している要領
類の文書・記録一覧表の表記（文書としての扱い、
記録としての扱い）を解り易くすること（(1)④
ⅲ） 

保全計画課所掌の「保全計画検討要領」の「文
書・記録一覧表」を見直し、文書・記録の分類に
ついて、明確化を図る。 

24 管理課所掌の「もんじゅ文書管理要領」の「文
書・記録一覧表」を見直し、文書・記録の分類に
ついて、明確化を図る。 
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別表２－５ 「組織要因の候補⑤」への対策 

「組織要因の候補⑤」：組織判断のための情報管理や対応が不十分 

もんじゅの幹部は、保全計画修正等の不適合対応において適切な判断に必要な情報の伝達や検討結果の妥

当性の確認が十分になされておらず、組織判断のための情報管理や対応が不足していた 

 

「組織要因の要素を含む背後要因」 

➢所長代理及び運営管理室長は、ＱＭＳのルールに則って保守管理の不備に係る不適合管理を適切に行い、

未点検状態を解消することを議論し、適切な情報を提示すべきであったが、適切な判断に必要な情報の

伝達や検討結果の妥当性の確認が十分に行われていなかった（1-㉚）〈不適合管理の判断に係る検討や情

報共有〉 

➢所長、所長代理は、品質保証室長から不適合区分の変更に関する説明があった際に、適切な判断を行う

ための情報（変更することによるデメリット等）を確認し判断すべきだったが、品質保証室長の検討結

果にゆだねており（属人主義的な意思決定）、区分を変更することの妥当性を確認する意識が不足してい

た（3-⑤）〈保全計画修正時の不適合区分の変更に係る妥当性の確認〉 

➢プラント保全部では、島根発電所での不適合事象を受けて発出されたＮＩＳＡ指示文書への報告におい

て、類似事象の発生防止に努めていくとしているが、島根発電所の不適合事象を受けて入手した「保守

管理の実施状況の確認フロー」は保安検査のみで使用するものと考え、またその後に発生した他電力で

の類似事象についてはニューシア情報が 終報告となっていないとして、水平展開や教育に活かさなか

った（3-③）〈他プラントの不適合事象の水平展開〉 

➢品質保証室長は、所長代理の指示に対して適切な判断を行うための正しい情報を伝達すべきだったが、

様々な視点での検討（変更することによるデメリット等）を行い意見具申しなかった（3-⑧）〈保全計画

修正の判断に必要な情報の検討〉 

➢プラント保全部長、プラント管理部長及び各課長は、不適合管理に関して自らがＰＤＣＡを展開してい

るという意識を持って業務を行うべきだったが、不適合管理に関しては品質保証室の所管であり、その

判断に従えばよいと考え、自ら検討していなかった（3-⑩）保全計画修正時の不適合区分の変更に係る

管理職層自らの確認検討〉 

➢プラント保全部は、保全計画に関する不適合管理の情報をもんじゅ幹部に対して正確に伝達すべきだっ

たが、不適合管理の実施状況を正確に説明しておらず、組織判断のためのコミュニケーションが不足し

ていた（3-⑥）〈保全計画修正の不適合管理に係る情報共有〉 

➢所長代理は、品質保証室長への指示の際に、適切な判断を行うための情報提供（変更することによるデ

メリット等）を含めた不適合区分の変更に関する計画を検討するよう指示すべきだったが、一方的（視

野狭窄的）な指示となり、品質保証室長の誤った対応を招いた（3-⑦）〈保全計画修正時の検討指示〉 
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番
号 対策の提言 具体的な対策 

25 もんじゅの幹部は、不適合につながる情報等に
ついて是正処置プログラム（ＣＡＰ：Corrective 
Action Program）に係る会合を活用して必要な情
報の共有化を図り、不適合の処置など検討結果の
妥当性を確認し、適切に対処すること（(1)⑤ⅰ）

ＣＡＰにおいて不適合につながる事象が報告
された場合には、「もんじゅ」幹部が従来の不適
合や類似事象の扱い、外部への影響等の情報を共
有した上で、事象の処置に係る適切な指導及び助
言を行う。 

79 もんじゅは、他プラントの不適合情報につい
て、水平展開の必要性を吟味し保守管理のＰＤＣ
Ａの取組みに活かすことができるように、情報の
管理を行う仕組みを見直すこと（(1)⑤ⅱ） 

他プラントの不適合情報の抽出方法について
原因と対策が不明なものについても不適合情報
の内容を確認して水平展開の必要性を調査でき
るよう「センター 新技術情報の反映に係る管理
要領」を改正する。 
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別表２－６ 「組織要因の候補⑥」への対策 

「組織要因の候補⑥」：コミュニケーションが不足 

電気保修課では、課員が抱える業務上の課題を把握・共有する手段や機会が不足しており、課題解決に

向けた指導や支援の取組みや、課員の経験・知見を伸ばして保守管理業務の改善につなげるように動機付

けしモチベーションを高めるような取組みが十分になされていない 

 

「組織の要素を含む背後要因」 

➢電気保修課長は、設備の維持管理に必要な能力と責任感を課員に与えて業務の改善に取り組むべきであ

ったが、点検データ等を用いて劣化特性を評価する等の保守員としての技能が十分でないことを把握し

ておらず、常に問いかける等して課員の経験・知見を伸ばして業務改善に活かすような取組みが十分で

なかった（1-⑭）〈課員の経験・知見を伸ばして業務改善に活かす取組み〉 

➢電気保修課の管理職は、課員が自ら解決できない課題に直面した場合、課員との情報共有を図り課題解

決に取り組むべきであったが、課員の満足度や職務遂行意欲及び作業ストレスを評価するような方法を

持っておらず、課員のモチベーション高揚やストレス低減に係るフォローを行っていなかった（1-⑮）〈課

題解決を支援し課員のモチベーションを高める取組み〉 

➢電気保修課長、課長代理及び電気チームリーダーは、課員が抱える業務上の課題を共有して課題解決に

向けた指導や支援を行う必要があったが、保守管理の不備への対応で忙しく、点検管理に係る情報・状

況や点検実績確認の重要性を保守担当と共有しておらず、点検の計画・管理や未点検機器の調査を正し

く仕上げるための取組みが十分でなかった（1-㉔）〈課員の課題を共有し指導・支援を行う取組み〉 

番
号 

対策の提言 具体的な対策 

26 管理職とチームリーダー、チームリーダーと担
当者間の報告・連絡・相談の徹底によって、各課
室の年間業務計画に基づく業務進捗や課題を把
握・管理し、フェイストゥフェイスでの指導・支
援を強化すること（(1)⑥ⅰ） 

モーニング・ミーティングやチーム内ミーティ
ング等においては、進行役を当番制で行う等、職
員一人一人がミーティングに対する参加意識、緊
張感及び責任感を持たせた運用を行うとともに、
そのミーティングの長は、評価者となり、説明の
不足や注意事項を指摘する場として活用するこ
とにより、意識やモチベーションの向上につなげ
る。 

27 業務管理表等に基づき、点検等業務の進捗状況
について確認や指導等を行う場合には、フェイ
ス・トゥ・フェイスによる対応を基本とするとと
もに、作業手順書等の現場業務を具体的に把握で
きる要領類や週間工程表等、スケジュールを把握
できる書類を用いて実施する。 

28 管理職は、担当者へ業務を指示する際に業務の
必要性、重要性を理解させ、業務への取組み意欲
を持たせることの徹底化を図ること（(1)⑥ⅱ）

管理職は、業務を指示する際に業務の必要性及
び重要性を理解させ、業務への取組意欲を持たせ
ることの徹底を図るために、業務管理表等を積極
的に活用する。 
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番
号 

対策の提言 具体的な対策 

29 保守のチーム毎等に「業務報告会」等を義務付
け、チーム員に発表の場を与えることによって自
らの業務を振り返り、また意見交換によって改善
につなげるようなモチベーションを向上させる
取組みを行うこと（(1)⑥ⅲ） 

プラント保全部は、課員に対し自らの業務の中
でＱＭＳプロセスを定着させるために自己アセ
スメントシートを作成させ、ＱＭＳプロセスの意
識付けの取り組みを実施する。また、各課にて実
施結果の評価を行い、意見交換等を実施すること
によりモチベーション向上やコミュニケーショ
ン改善の取組みに繋げる。 

30 チーム会合等で、現在行っている自らの業務に
ついて保守担当者に説明させることにより品質
マネジメントシステムのプロセスを職場内で確
認する等、業務の品質マネジメントシステムへの
適合性を認識させ、改善につながるような意識の
醸成を図る。この取組に際して各課の品質保証担
当者は課長を補佐して、保守担当者に助言を行
い、モチベーションの向上につなげていく。 
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別表２－７ 「組織要因の候補⑦」への対策 

「組織要因の候補⑦」：ルール遵守の定着化（横串機能）が不十分 

もんじゅでは、要領類等の審査・承認を行う際に品質保証室等によるチェックの仕組みが機能していな

いことや、保全の有効性評価に「準じた確認」等を保守管理に適用する等、ルールが遵守されていない。

また、保守管理や不適合管理に関する重要事項について、必要な会議体を用いて複数の視点でチェックす

る仕組みが欠けている 

 

「組織の要素を含む背後要因」 

➢要領、報告や記録類の審査・承認等を行う職位は、（アウトオブサービスの考え方等について機器毎の点

検期限を管理する等）目的に沿った要領類等となっていることを確実にしておくべきであったが、自ら

行うべき役割、職務と責任の自覚が不足しており、品質保証室においては保安規定との整合性確認等の

品質保証や人的過誤の観点から、運営管理室においては工程の観点から等の各々の立場でチェックを行

う仕組みが機能していなかった（1-⑤）〈要領類等の審査・承認において各職位の立場でチェックを行う

仕組み〉 

➢プラント保全部長や品質保証室長は、（アウトオブサービス等の点検期限管理の仕組みを保全計画や月間

レビュー等で明らかにする等）保安規定で要求される保守管理や不適合管理に関する重要事項について

は、各種会議体でチェックする仕組みとするべきであったが、ライン職等の一部の関係者だけで処理さ

れる案件もあり、組織として複数の視点でチェックする機会を設けていなかった（1-⑥）〈保守管理の重

要事項について各種会議体でチェックする仕組み〉 

➢保守管理要領の改正を確認・承認したライン職及び各会議体メンバーは、品質マネジメントシステムの

要領類の制定・改正を行う場合には保安規定との整合を確実にする必要があるが、規制法下では許認可

等の手続き事項のみが実施可能な行為であることの理解が不足し、これらを是正する役目を担う品質保

証室の介入が不足していたため、保安規定に明記されていないことは別にルールを制定すれば対処でき

ると誤認していた（1-⑰）〈別にルールを制定すれば対処できると誤認〉 

➢もんじゅのライン職及び会議体のメンバーは、不適合については、発生の都度原因を究明しその再発防

止に努める必要があるが、不適合の発生理由によって不適合の程度（区分）や特別採用についての扱い

を決めるものではないにも関わらず、予算、工程等の理由によって不適合の程度（区分）や特別採用の

適用を決めており、適切な保安活動や設備の健全性確認の観点から不適合管理を適用し、不適合の改善

を図ることが理解されていなかった（3-①）〈不適合管理による改善（ルール遵守）〉 

➢品質保証室長は、保安検査での指摘事項などの不適合が発生した場合、迅速に不適合管理委員会へ報告

されるよう指導・助言すべきであったが、電気保修課（処置担当課）に任せっきりにし、その実施状況

を自ら確認しておらず、品質保証の観点から適切な指導・助言を行う仕組みが機能していなかった（3-

④）〈不適合を管理する仕組み〉 
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番
号 

対策の提言 具体的な対策 

31 ＱＭＳ活動の推進を行う品質保証室を強化し、
ルール遵守に係るチェック機能を強化する仕組
みに改善すること。また、品質保証専任の幹部を
配置する等品質保証部門の人員を充実すること
（(2)①ⅰ） 

品質保証室を品質保証活動に専念させるため、
業務内容を整理し、許認可事項に関わる手続業務
や使用前検査事務局業務等を分離し、品質保証の
推進活動に特化した組織に見直すとともに、品質
保証室の横断機能を確実に実施できる要員を確
保する。 

32 「もんじゅ」における品質保証の横断機能を強
化するため、品質保証を担当とする副所長を配置
する。また、品質マネジメントシステムの理解度
を向上させ確実な品質保証活動を推進するため
に品質保証担当者を各課室に配置し、課長の品質
保証活動を補佐させるとともに品質保証室との
連携を強化する。 

33 ルールに準拠した不適合管理を徹底するため
に、是正処置プログラム（ＣＡＰ）を導入するこ
と（(2)①ⅱ） 

日常的に発生する不適合情報等を多くの管理
職で迅速に共有し、問題を相互確認することを目
的として、「ＣＡＰ情報連絡会」を導入する。 

34 是正処置計画書を検討する「是正処置確認会」
を新たに設置し、是正処置の内容を確認した後、
不適合管理委員会における確認及び審議の実施
後にＣＡＰ情報連絡会に概要説明を行う仕組み
を構築する。 

35 原則、平日毎日、不適合報告書・是正処置計画
書の報告などを行うＣＡＰ情報連絡会を実施す
る。 

36 「ＣＡＰ情報連絡会」では、各課室長から不適
合報告及び是正処置計画書を説明することで、早
急かつ責任を持った対応を促すこととする。 

37 運営管理室が担っていたもんじゅの運転再開
や将来計画の検討等の事業推進機能をもんじゅ
から軽減してもんじゅの運営に必要な機能のみ
を残し、点検工程の確保を主体としたプラント工
程となるようにチェックできることや、保全プロ
グラムの充実等の進捗状況をチェックできる組
織とすること（(2)①ⅲ） 

「もんじゅ」における安全確保を 優先とする
観点から運転・保守業務に特化した組織とする改
正を行うため、新規制への対応、性能試験計画の
策定、将来計画の検討等の推進業務については、
「もんじゅ」から分離した支援組織（高速炉研究
開発部門もんじゅ運営計画・研究開発センター）
が実施する。 

38 点検工程及び試験工程（支援組織が策定）を含
めたプラント工程は、保全計画に整合するよう運
営管理部が策定し、所長の承認を得ることを「工
程管理要領」に規定する。 

39 「もんじゅ計画推進調整会議規則」において、
保全プログラムの充実など中長期に対応する業
務については、所管部署で業務計画を策定し、そ
の計画と実施の進捗状況を、適宜、もんじゅ計画
推進調整会議で確認することを規定する。 
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番
号 

対策の提言 具体的な対策 

40 もんじゅは、保守管理で重要な計画や要領類等
の制改定の際に、ライン職によるチェックや品質
保証部門による横串チェックに加え、部や所に設
置された会議体で要求事項や規格・基準類との整
合が保たれていることを審議内容として確認す
る仕組みにすること（(2)①ⅳ） 

課内で作成する計画や要領類について、各ライ
ンが規格・基準類や他の要領類との整合性のチェ
ックを行い、品質保証担当者は、そのチェックが
確実に行われている確認について課長を補佐す
る。 

41 保全計画や要領類等の制定・改正の際に、プラ
ント保全部安全技術検討会や「もんじゅ」の保安
管理専門委員会において、上位文書との整合性確
認を受ける。 

 

  



94 

 

別表２－８ 「組織要因の候補⑧」への対策 

「組織要因の候補⑧」：計画的な設備保全の取組みが不足 

経営層及びもんじゅの幹部では、保全計画（点検計画）の管理等に係る部内の調整や総合的な工程管理、

教育・サポート体制が不足していたため、保全の有効性評価技術の充実、プラント状態に合った保全計画

への改善や高速炉用の保全プログラム開発等への計画的な取組みが十分でない 

 

「組織の要素を含む背後要因」 

➢経営層及びもんじゅの幹部は、安全 優先を確実にするための高速炉に相応しい保全プログラムに向け

て具体性、実効性を持って取り組む必要があったが、高速炉用の保全プログラムの開発のためのサポー

ト体制や戦略をもって取り組まなかった（1-⑧）〈高速炉用保全プログラム開発への計画的取組み〉 

➢保修計画課長は、原子炉施設の保修の計画及び管理に関する業務の履行を確実にすべきであったが、島

根発電所の保守管理の不備等で得られた教訓から、保全プログラムの定着化を図るためには、保全計画

（点検計画）の管理を各保守担当課で行うべきであると誤認し、保全関係各課との調整や総合的な工程

管理が不足していた（1-⑫）〈保修計画課による部内の調整や総合的な工程管理〉 

➢プラント保全部では、設備の点検は保全計画（点検計画）の間隔／頻度を遵守して期限までに点検を行

うべきであるが、長期使用可能な機器であってもメーカーからは1年毎の点検を推奨されている事例を経

験しており、技術的な評価に基づくことなく、メーカーの推奨値には安全裕度が加味されているもので

あると誤認してメーカー推奨値を用いて設定した期限を延長させた（1-㉓）〈点検間隔／頻度の理解や点

検期限管理に係る教育・サポート〉 

番
号 

対策の提言 具体的な対策 

15 
 
再
掲 

経営層及びもんじゅ幹部は、法令改正対応や改
造工事等が発生した場合の変更許可等の技術支
援を行う体制を整備し、当該案件に係る計画を適
切に構築できるようにすること（(2)②ⅰ）【再掲】

経営層は、「もんじゅ」を運転・保守業務に専
念する組織とするため、新規制基準等の法令改正
に対する許認可対応等の技術支援、性能試験計画
の策定、外部対応等を行う組織として、もんじゅ
運営計画・研究開発センターを新設する。【再掲】

42 プラント保全部では、保全計画の改善等に向け
た計画管理、保守担当課間における点検工程の横
通し調整や保全計画（点検計画）の確実な履行の
ための技術支援、教育等のサポートを行えるよう
に、保修計画課へ経験者を優先配置して管理調整
の機能を強化すること（(2)②ⅱ） 

保全に関する管理調整業務を確実に実施でき
るよう旧保修計画課に経験者を配置するととも
に、保全計画課と保全管理課に分割し、以下の役
割分担の下、業務を行う。 

①保全計画の改善等に向けた計画管理と確実
な進捗管理（保全計画課） 

②保守担当課間における点検工程に関する各
課間の調整や保全計画の確実な進捗管理
（保全管理課） 

③保全計画を履行するために必要な技術支援
や教育の実施（保全管理課） 
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別表２－９ 「組織要因の候補⑨」への対策 

「組織要因の候補⑨」：技術蓄積・継承への取組みが不十分 

プラント保全部では、プラントの長期停止による保全への意識の低下により保守担当者に長期的観点に

立ったプロパーの配置がなされていないため、豊富な経験を持つ保守員が不足し、点検管理システムの整

備やプラント状態に合った保全プログラムの導入、保守経験を踏まえた改善並びに高速炉の保全プログラ

ムの確立に向けて継続的かつ組織的に技術を蓄積・継承していける体制が整っていない。また、保守技術

蓄積の基礎となる保全計画（点検計画）の見直しや技術継承のための点検要領標準化への取組みやＯＪＴ

等の教育もなされていない 

 

「組織の要素を含む背後要因」 

➢プラント保全部では、保全技術の継続的な維持・向上を図るために保守管理技術者を適切に配置した体

制を敷くべきであったが、プラントの長期停止によって定常的に点検が必要な設備に係る保守要員を

低限確保すればよいとしており、長期的観点に立ったプロパーの配置がなされていないため豊富な経験

を持つ保守員が不足し、点検管理システムやプラント状態に合った保全プログラム、高速炉の保全プロ

グラムの確立に向けて、継続的かつ組織的に技術を蓄積・継承し反映していけるような体制ではなかっ

た（1-③）〈保全技術の蓄積・継承のための体制整備〉 

➢プラント保全部では、点検方法の継承のために、点検要領書の整備や標準化を進めるべきであったが、

設備保全に必要な点検要領書が、点検をメーカーに発注することで作成されてきていることから、点検

担当者自らが保全計画（点検計画）の要求事項等を満足する点検要領書となるように作成する風土がな

く、そのためのＯＪＴなどの教育も行われていなかった（1-④）〈保全技術の伝承の仕組み〉 

➢保全技術の継続的な維持・向上を図るために、新たな知見や保守経験を蓄積し、保全計画（点検計画）

や要領書に反映するべきであったが、そのような改善につなげる仕組みが機能していなかった（1-㉘）〈保

全技術の蓄積の仕組み〉 

➢保全プログラムを策定した所大のワーキンググループは、保安規定に基づく保全計画の重要性を考慮し

て保全プログラムの策定や導入のために十分な期間を確保するとともに、設備毎の機能要求や点検内容

を教育しておく必要があったが、現場照合や設備仕様と整合した保全計画に仕上げるための計画（作業

期間の確保や知識付与）の検討が十分でなく、段取りが不足していた（1-㉗再掲）〈保全プログラム導入

時の作業期間の確保や教育（段取り）〉 
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番
号 

対策の提言 具体的な対策 

43 技能職員の異動、キャリア採用、電力・メーカ
ー等からの派遣受入れと保守の要員計画に基づ
く計画的人材育成等により、経験を有する保守員
を確保し保全技術を継続的に維持・向上できる体
制を構築すること（(3)①ⅰ） 

機構内の技術系職員の異動、「もんじゅ」での
業務経験者や他事業所の経験を有する技術者の
キャリア採用及び電力会社・メーカー等からの派
遣者受入れを行うことにより、保守経験を有する
技術者を確保し、保守管理を確実に実施できる体
制を整える。また、職員を各電力会社等に派遣す
ることで、職員の技術力の向上を図る。 

44 保守経験技術者を確保しつつ、保全技術の継続
的な維持・向上を図るため、個人ごとの育成計画
を作成し、人材育成を図るとともに、長期的な要
員計画を定め、保守管理を確実に行う体制を継続
する。 

45 誤入力防止機能向上等の保守管理業務支援シ
ステムの充実を図ること（(3)①ⅱ） 

保守管理業務支援システムの改善等を継続的
に実施していく。 

46 点検頻度や点検項目等の見直し等現行の保全
計画（点検計画）の問題点を解消するとともに、
技術根拠に基づくプラント状態に見合った保全
計画への改善見直しを継続的・計画的に実施して
いくこと（(3)①ⅲ） 

保全計画（Rev.15）は、点検頻度や点検項目に
十分でない箇所があることが判明していること
から、点検計画や特別な保全計画などの記載内容
を再確認し、必要箇所の修正を行う。 

47 高速炉の保全プログラムの確立に向け、これま
での設備・機器の運転状況や点検実績を踏まえ、
技術根拠を整備し、保安規定において低温停止時
に機能要求がある機器の保全計画の策定を行う。
引き続き、試運転を見据えた保全計画を検討し、
性能試験前までに整備するよう体制を整え、計画
的な見直しを行う。 

48 誤作業や見落とし等を防止し保全技術を継承
していけるよう、点検要領書の標準化・整備を計
画的に進めること（(3)①ⅳ） 

保全技術の伝承及び技術力維持を行う仕組み
として、設備・機器ごとに要求事項を明確にした
標準点検仕様書を計画的に作成していくことと
する。実際の作業を行う際には、標準点検仕様書
を基にレビューを行い、実際に行う作業内容の作
業要領書を作成して確実な点検を実施していく
ことで保全技術を継続的に維持する。 

49 技術を継承し自らプラントを保守管理してい
くマイプラント意識や「常に問いかける姿勢」を
醸成するため、ライン職による直営の点検や点検
の発注管理を中心としたＯＪＴプログラムを策
定し実施していくこと（(3)①ⅴ） 

技術を継承し自らプラントを保守管理してい
くマイプラント意識を醸成するため、保守管理に
係るプロセス（設計管理、調達管理、工事管理、
検査及び試験管理、記録管理、不適合管理 等）
について、現場の実務を通じて保守管理業務を習
得させるＯＪＴプログラムを構築する。このＯＪ
Ｔプログラムは、個人ごとの育成計画（育成シー
ト）に反映し、実施する。 
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別表２－１０ 「組織要因の候補⑩」への対策 

「組織要因の候補⑩」：ＱＭＳの理解に係る教育が不十分 

もんじゅでは、ＱＭＳの理解不足により保守管理業務の中で発生した不適合が適切に処理されておらず、

保守管理に係る他プラントの不適合事象の水平展開が教育に活かされていない等、不適合管理に係る教育

が十分でない 

 

「組織の要素を含む背後要因」 

➢もんじゅでは、不適合が発生した場合、要求事項に適合しない状況が放置されることを防ぐために、不

適合を迅速に識別して機器の健全性を評価して適切な処置を行うべきであったが、不適合管理が正しく

理解されておらず、ＱＭＳの教育が十分でなかった（1-㉙）〈不適合管理の教育〉 

➢プラント保全部では、ＱＭＳ文書に規定された事項の不履行について、保守管理要領に記載された不適

合のみでなく不適合管理要領の下で処置する必要があるが、点検期限の超過が発生した場合でも保全の

有効性評価をすれば不適合として扱わない等、保守管理で発生した不適合事象の扱いについて保守管理

要領と不適合管理要領の関係を理解しておらず、品質マネジメントシステムの教育が十分でなかった（3-

②）〈不適合に係るＱＭＳの教育管理〉 

➢プラント保全部では、島根発電所での不適合事象を受けて発出されたＮＩＳＡ指示文書への報告におい

て、類似事象の発生防止に努めていくとしているが、島根発電所の不適合事象を受けて入手した「保守

管理の実施状況の確認フロー」は保安検査のみで使用するものと考え、またその後に発生した他電力で

の類似事象についてはニューシア情報が 終報告となっていないとして、水平展開や教育に活かさなか

った（3-③再掲）〈他プラントの不適合事象の水平展開〉 

番
号 

対策の提言 具体的な対策 

50 各課室に品質保証室を兼務する品質保証担当
者（ＪＥＡＣ4111又はＩＳＯ9000の内部監査員研
修を修了し合格した者相当）を配置し、作業単位
毎に承認レベルでのチェック機能を確実にする。
また、担当者を輪番制として、「常に問いかける
姿勢」を定着させることやＱＭＳに係る意識の底
上げを図ること（(3)②ⅰ） 

各課における品質マネジメントシステムの理
解度を向上させ確実な品質マネジメントシステ
ム活動を推進するために、品質保証担当者を各課
に複数名配置し、課長を補佐して実施する業務内
容（課内の品質マネジメントシステム文書に基づ
く作成資料のチェック、品質マネジメントシステ
ム文書の施行前の改正教育、不適合管理の是正処
置・予防処置の実施状況の確認、業務の計画の作
成確認など）を明確にする。 

51 品質保証担当者を定期的に交代し、品質マネジ
メントシステムの推進活動を多くの担当者に経
験させることで、品質マネジメントシステムに係
る意識の底上げを図る。 
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番
号 

対策の提言 具体的な対策 

52 管理職にＱＭＳの維持管理を着実にするため
の教育を行うこと。また、もんじゅ所員に対して
保守管理に係る他プラントの不適合事象からの
水平展開の具体策及び今般の保守管理の不備に
関する事例（点検期限超過、調査の不備、誤った
ルールの適用等）教育の追加等により不適合管理
を的確に適用するための教育を徹底すること
（(3)②ⅱ） 

管理職に対するＱＭＳの維持管理を着実に行
うための教育、及び、小集団による教育を基本と
した、保守管理上の不備等を事例とする適切な不
適合管理に関する教育（点検期限超過に関する事
項及び誤ったルールの適用を題材とした不適合
管理の適正な運用に関する教育）を年度ごとに策
定する教育計画に定め、実施する。 

53 小集団による教育では、テーマごとにリーダー
を定め問題提示及び回答を討議する等「自ら考え
る」教育を実施する。 
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別表２－１１ 「組織要因の候補⑪」への対策 

「組織要因の候補⑪」：保守員の力量向上への取組みが不足 

プラント保全部では、教育内容が保守管理のＰＤＣＡを回すために必要な点検期限の管理等の基礎的知

識の付与や動機づけのために十分なものとなっておらず、保守管理に必要な力量が十分に付与されていな

い。また、教育計画の設定が適切でなく、要領類の施行前に保守員全員が受講する教育の仕組みが成立し

ていない 

 

「組織の要素を含む背後要因」 

➢保修計画課が保全計画（点検計画）策定後に行った教育では、点検周期の起点の考え方等の保全計画（点

検計画）策定に直接関連する点検期限に係る教育であるにも関わらず、当該保全計画（点検計画）策定

のために変更された要領類の施行前に教育が行われていないことや教育の受講率の設定が適切でなく、

プラント保全部全員に事前受講を課すような教育の仕組みがなかった（1-②）〈保守管理のための教育の

仕組み〉 

➢保修計画課長は、保守管理のＰＤＣＡを回すために必要な知識についての教育を徹底すべきであったが、

保全の有効性評価について、他プラントの事例を踏まえることの教示が不足している等、保守管理に必

要な評価方法や手続き（保全の有効性評価方法や特別な保全計画への移行手続き、アウトオブサービス

の適用方法）が理解できる教育としていなかった（1-⑯）〈保守管理のＰＤＣＡのために必要な教育〉 

➢電気保修課長は、保全計画（点検計画）を保安規定に基づくＱＭＳ文書として遵守すること、その点検

計画（点検内容や点検間隔／頻度等）に従って機器の点検を実施することについて、課員が理解して確

実にできるような教育が不足し、保全計画（点検計画）を遵守する意識の共有が図られていなかった（1-

㉖）〈保全計画（点検計画）遵守に係る教育〉 

➢電気保修課長は、所掌する設備の点検項目と点検内容を課員に周知・理解させておく必要があったが、

課内マニュアルの教育が設備の概要を紹介する程度であり、設備点検の実施項目と実施内容についての

教育が十分でなく、課員の一部では保全に係る基礎的な知識が不足していた（2-④）〈点検の管理や業務

計画に係る教育内容〉 

番
号 

対策の提言 具体的な対策 

54 ＱＭＳのステップに則って保守管理業務が実
施され、ＱＭＳが遵守されていることを確認し業
務改善に活かしていくため、保守担当者自らが監
査員となって直接関係しない保守管理業務の内
部監査を行う制度をもんじゅに導入すること
（(3)③ⅰ） 

職員一人一人が品質マネジメントシステムを
遵守することの重要性について理解促進を図る
ため、各課からの品質保証室兼務者を内部監査員
の有資格者とすることを目標とする。 

55 ＩＳＯ教育で得た知識を確実なものとするた
め、プラント保全部内の各課で、実施している業
務について、品質マネジメントシステム文書に従
っていることを互いに確認する部内診断を実施
し、課題や改善点を指摘し合い、品質保証活動の
推進を図る。 
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番
号 

対策の提言 具体的な対策 

56 保守管理のための保守管理要領等とＪＥＡＧ
4210の理解促進に係る教育を実施すること（(3)
③ⅱ） 

保守担当課は、外部講師又は保全部内担当者に
よる保守担当者へのＪＥＡＣ4209及びＪＥＡＧ
4210の教育を行う。 

57 プラント保全部は、原子力規格委員会の保守管
理検討会から情報を収集し、また、ＪＥＡＣ4209
及びＪＥＡＧ4210の改正状況を保守担当課チー
ムリーダークラス以上に対して周知・教育等を行
う。 

58 保守管理に必要な設備機器に係る基礎的知識
や保守管理技術習得のための教育プログラムを
研修部門と連携して策定し、教育を実施していく
こと（(3)③ⅲ） 

プラント保全部の保守担当者への教育に関す
る教育管理者を定める。教育管理者は基礎的知識
や保守管理技術習得のための研修プログラムを
策定し、それを実施する。さらに、実施結果に基
づき研修プログラムの評価及び見直しを行い、保
守担当者の継続的な技術力の向上を図る。 

59 保守担当課長は、個人ごとの育成計画（年度ご
との「育成シート」を含む。）を設定し、履行す
るとともに、育成シートに設定した教育訓練項目
の実施状況や育成目標の到達状況等を評価し、次
年度計画に反映する。 

60 管理者により保守員の力量に応じた育成計画
を策定し、ＯＪＴ等を通して年度単位で実行管理
し評価を行うこと。また、保守管理の意味や重要
性が理解できるよう、動機づけを図ること（(3)
③ⅳ） 

保守担当課長は、保守担当者の技術力の向上を
目的として、クラスごとに設定した技術要件を計
画的に達成できるよう育成計画を作成する。 

61 保守担当課長は、個人の年度ごとの育成計画に
基づいて教育を実施し、実施項目を評価した上
で、不足している場合は、ＯＪＴ、外部講習会及
び研修会を含めた技術力向上の方法を検討し、次
年度育成計画に反映する。 

62 ＱＭＳ文書（所長、部課長承認の要領類）の制
改定時には、各課室の品質保証担当者から施行前
に担当者全員に制改定の内容を教育するよう教
育計画に定め実施していくこと（(3)③ⅴ） 

各課の品質保証担当者は、業務に関係する品質
マネジメントシステム文書改正の施行前に改正
の程度に応じた教育方法により、関係する課員全
員に対して改正内容の教育を実施する。 
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別表２－１２ 「組織要因の候補⑫」への対策 

「組織要因の候補⑫」：設備の保全意識醸成への取組みが不十分 

プラント保全部では、保守管理の手続きを誤解したまま下位者に指導したり、月間レビューを実績記入

だけのやらされ感で業務実施する等、「常に問いかける姿勢」を確実にし、自らプラントを保守管理してい

くマイプラント意識の醸成につながるような効果的なＯＪＴ等の教育となっていない 

 

「組織の要素を含む背後要因」 

➢保全計画（点検計画）における点検間隔／頻度等を変更する場合には、保全の有効性評価によって設備

の安全性を確認した上で保全計画を変更する手続きが必要であるが、燃料環境課のチームリーダーは、

保守管理の手続きの理解不足により保修計画課が行った保全計画見直しの説明会での内容について、点

検計画の備考欄に次回点検実施時期が判るように記載すれば変更手続きをしたことになると思い込み、

誤解した手続き方法を課員に指導した（1-⑲）〈保守管理意識を常に問いかける姿勢〉 

➢プラント保全部（電気保修課）では、月間レビューを用いて設備の点検予定と実績の管理を確実にする

必要があったが、月間レビューは管理マニュアルに記載された「保全計画を確実に実施する」ために行

うものであることを理解しておらず、月間レビューで設備管理する意識がなく、実績記入だけのやらさ

れ感があった（1-㉒）〈やらされ感での保守管理業務〉 

番
号 

対策の提言 具体的な対策 

49 
 
再
掲 

技術を継承し自らプラントを保守管理してい
くマイプラント意識や「常に問いかける姿勢」を
醸成するため、ライン職による直営の点検や点検
の発注管理を中心としたＯＪＴプログラムを策
定し実施していくこと（(3)①ⅴ）【再掲】 

技術を継承し自らプラントを保守管理してい
くマイプラント意識を醸成するため、保守管理に
係るプロセス（設計管理、調達管理、工事管理、
検査及び試験管理、記録管理、不適合管理 等）
について、現場の実務を通じて保守管理業務を習
得させるＯＪＴプログラムを構築する。このＯＪ
Ｔプログラムは、個人ごとの育成計画（育成シー
ト）に反映し、実施する。【再掲】 

50 
 
再
掲 

各課室に品質保証室を兼務する品質保証担当
者（ＪＥＡＣ4111又はＩＳＯ9000の内部監査員研
修を修了し合格した者相当）を配置し、作業単位
毎に承認レベルでのチェック機能を確実にする。
また、担当者を輪番制として、「常に問いかける
姿勢」を定着させることやＱＭＳに係る意識の底
上げを図ること（(3)②ⅰ）【再掲】 

各課における品質マネジメントシステムの理
解度を向上させ確実な品質マネジメントシステ
ム活動を推進するために、品質保証担当者を各課
に複数名配置し、課長を補佐して実施する業務内
容（課内の品質マネジメントシステム文書に基づ
く作成資料のチェック、品質マネジメントシステ
ム文書の施行前の改正教育、不適合管理の是正処
置・予防処置の実施状況の確認、業務の計画の作
成確認など）を明確にする。【再掲】 

51 
 
再
掲 

品質保証担当者を定期的に交代し、品質マネジ
メントシステムの推進活動を多くの担当者に経
験させることで、品質マネジメントシステムに係
る意識の底上げを図る。【再掲】 

   



102 

 

番
号 

対策の提言 具体的な対策 

54 
 
再
掲 

ＱＭＳのステップに則って保守管理業務が実
施され、ＱＭＳが遵守されていることを確認し業
務改善に活かしていくため、保守担当者自らが監
査員となって直接関係しない保守管理業務の内
部監査を行う制度をもんじゅに導入すること
（(3)③ⅰ）【再掲】 

職員一人一人が品質マネジメントシステムを
遵守することの重要性について理解促進を図る
ため、各課からの品質保証室兼務者を内部監査員
の有資格者とすることを目標とする。【再掲】 

55 
 
再
掲 

ＩＳＯ教育で得た知識を確実なものとするた
め、プラント保全部内の各課で、実施している業
務について、品質マネジメントシステム文書に従
っていることを互いに確認する部内診断を実施
し、課題や改善点を指摘し合い、品質保証活動の
推進を図る。【再掲】 
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別表２－１３ 「組織要因の候補⑬」への対策 

「組織要因の候補⑬」：保守管理のガバナンスが有効に機能していない 

経営層、敦賀本部における経営支援組織やもんじゅの幹部は、組織部署及び会議体が点検工程確保に係

る実態を把握し課題を解決するために果たすべき責任と権限を明確にしていないこと、また、もんじゅは

会議体に試験工程等の課題解決を依存する風土があり、保守管理のガバナンスが有効に機能していない 

 

「組織の要因を含む背後要因」 

➢経営層、敦賀本部における経営支援組織やもんじゅでは、保全計画（点検計画）に係る課題を経営に上

げるという役割を認識した上でその実施義務を果たす必要があったが、組織部署及び会議体の相互関係

における責任と権限が明確でなく、実施義務が認識されておらず、点検工程確保に係る課題を解決する

ために其々が果たすべき現場の実態把握や連携が不足し、「保守管理のガバナンス（経営層やもんじゅの

各組織部署及び会議体の長が、点検工程確保に係る課題について、現場の実態を把握して課題解決に係

る意思決定を行って適切に処置すること）」が機能していなかった（1-⑨）〈部署や会議体の責任・権限

と保守管理のガバナンス機能〉 

➢もんじゅでは、経営が現場の状況を把握する仕組みとして「もんじゅ特別チーム」等が設置されていた

ため、当該会議体に試験工程を諮問すれば時期が示され、もんじゅとしてのプラント工程を引くことが

できるとして、当該会議等に課題の解決を依存する風土があった（1-⑬）〈試験工程の課題解決を会議体

に依存する風土〉 

番
号 

対策の提言 具体的な対策 

63 施設の安全確保に係る保守管理を正常化させ
るため、もんじゅの 保守に関わる状況が経営に
直接的に伝わるように可能な限りトップマネジ
メントともんじゅが直結するような組織構成と
し、保守管理のガバナンス強化を図ること（(4)
①ⅰ） 

保守管理のガバナンスを強化するため、「もん
じゅ」の組織を理事長直轄とすることにより、保
守にかかわる経営資源をはじめとした現場の課
題を経営層が直接把握し、的確な資源投入などの
課題対応を適時、的確に実施し、確実に保守管理
できる体制とする。 

64 会議体は、責任の所在が曖昧となるような合議
制的なものはなくし、施設の保安に必要なものの
みとするようルール化（チェックや改善の確認も
行うことを含む。）すること。また、プラント工
程等のもんじゅ運営業務は、責任と権限を明確に
したライン組織で決定がなされることを原則と
した体制とすること（(4)①ⅱ） 

「もんじゅ」運営に関係する課題解決を会議体
に依存する体質を排除するため、会議体の会議規
則に責任、権限及び審議事項を明記し、ライン組
織の責任と権限との違いを明確にした上で、合議
制的な会議体を整理する。 

65 新しい制度等を保守管理業務等に導入する場
合は、もんじゅ大で情報を共有して検討を行い、
課題となる可能性のある情報を抽出・把握し、経
営資源の配分を含めて改善につなげるようにす
ること（類似事象からの反映事項）（(4)①ⅲ） 

新しい制度等の導入に当たっては、「もんじゅ」
及びセンターで必要な検討事項や課題（経営資源
を含む）について情報共有し、協議する場として
もんじゅ計画推進調整会議を活用する。 
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別表２－１４ 「組織要因の候補⑭」への対策 

「組織要因の候補⑭」：安全 優先のメッセージの浸透が不十分 

トップマネジメントは、もんじゅにおける試験工程を優先するとの認識を把握しておらず、点検に必要

な予算や工程を確保して安全を 優先とするメッセージをもんじゅの幹部を含む現場の業務まで意識とし

て浸透できていない 

 

「組織の要素を含む背後要因」 

➢トップマネジメントは、必要な経営資源を投入して保安規定に定められた保全計画に基づき設備の点検

を確実に行うことによって、品質方針に定めた安全を 優先とするメッセージを確実に実施すべきであ

ったが、もんじゅの幹部が、保全計画（点検計画）に基づく点検の実施よりもプラント起動のための工

程を優先する認識であることを把握できておらず、点検に必要な予算や工程を確保して安全を 優先す

るというトップマネジメントのメッセージが、もんじゅの幹部を含む現場の業務にまで浸透できていな

かった（1-①）〈安全 優先のメッセージの現場業務への浸透〉 

番
号 

対策の提言 具体的な対策 

66 経営と現場が直接的に対話をする場や現場か
らのインプット情報を受けるマネジメントレビ
ュー等において、経営資源を始めとした現場の課
題を経営が把握し、点検工程を確実に確保するた
めに的確に資源投入を行うこと（(4)②ⅰ） 

経営層と現場の第一線の職員との直接対話を
行い、トップマネジメントの安全 優先の意思の
職員への浸透及びトップマネジメントの現場の
状況や課題等の把握につなげる。 

63 
 
再
掲 

保守管理のガバナンスを強化するため、「もん
じゅ」の組織を理事長直轄とすることにより、保
守にかかわる経営資源をはじめとした現場の課
題を経営層が直接把握し、的確な資源投入などの
課題対応を適時、的確に実施し、確実に保守管理
できる体制とする。【再掲】 

67 各部、室、課が作成する年間業務計画において、
「原子力安全に係る品質方針」に示される安全を
優先とするための視点（点検にあたり必要な工

程を確保する等）を特記する欄を設け、また、そ
の実施状況をレビューすることにより、もんじゅ
の幹部から現場の第一線まで安全 優先を意識
して業務を遂行できるようにすること（(4)②ⅱ）

原子力安全に係る品質目標に関する事項を「業
務管理表」に明記し、安全を 優先する認識を現
場の第一線にまで徹底する。 

68 「もんじゅ」幹部、部長及び室長は品質マネジ
メントシステムで目標管理している業務以外の
課題とその解決案を「業務管理表」で進捗確認し
た上で、所長に報告し、「もんじゅ」内の責任部
署を具体的に定めて対応していくことを拠点規
則等に規定する。 

69 安全 優先の意識を徹底するため、現場担当者
等を対象とした安全文化醸成に係る教育訓練や、
幹部級職員等に対する企業の社会的責任（ＣＳ
Ｒ）に係る教育を行うこと（(4)②ⅲ） 

安全文化の醸成活動を活性化させるため、課ご
と、課内のチームごとなどの単位を基本とした安
全文化醸成活動を展開する。 

70 企業の社会的責任（ＣＳＲ）に関する理解徹底
を図るため、幹部級職員に対するＣＳＲ研修を実
施する。 
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別表２－１５ 「組織要因の候補⑮」への対策 

「組織要因の候補⑮」：品質方針等の決定プロセスの整備が不十分 

安全統括部長は、品質方針や安全文化醸成活動の方針を見直すための視点を明確にしておらず、トップ

マネジメントが適切に評価できるような情報のインプットが行われていない 

 

「組織の要素を含む背後要因」 

➢安全統括部長は、もんじゅの保守管理上の不備を踏まえて品質方針を見直すことをインプットすべきで

あったが、品質方針の見直しはトップマネジメントが判断するものとして、見直すためのインプットす

る具体的な視点を整理していなかった（4-①）〈品質方針の見直しの視点〉 

➢安全統括部長は、もんじゅの保守管理上の不備を踏まえて安全文化醸成等の活動方針を見直すことをイ

ンプットすべきであったが、活動方針の見直しは理事長が判断するものとして、原子炉等規制法や保安

規定の違反等、原子力安全に重大な影響を及ぼす事案等に対して、内外情勢を踏まえて柔軟に活動方針

を見直すための視点を明確にしていなかった（4-②）〈安全文化醸成等の活動方針の見直しの視点〉 

番
号 

対策の提言 具体的な対策 

71 安全・核セキュリティ統括部長は、品質方針や
安全文化醸成に係る活動方針の見直しの視点を
トップマネジメントによるレビューの実施計画
や運営要領類で明確にしてレビューのためのイ
ンプット情報の一部とし、理事長が方針の見直し
を的確に判断できるようにすること（(4)③ⅰ）

重大な法令違反等が発生した場合は、マネジメ
ントレビューにおいて、その原因を確認する。ま
た、品質方針及び安全文化醸成に係る活動方針の
見直しをマネジメントレビューの実施計画で明
確にする。 

72 トップマネジメントによるレビューを必要に
応じて開催（原則として年度中期及び年度末）で
きるようにすること（(4)③ⅱ） 

定期のマネジメントレビューの実施回数を年
度ごと2回とする。また、必要に応じ臨時のマネ
ジメントレビューを実施することをマネジメン
トレビュー実施要領に記載する。 
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別表２－１６ 「組織要因の候補⑯」への対策 

「組織要因の候補⑯」：ルール遵守の意識醸成が不十分 

もんじゅでは、保守管理上の不備に係る事象が明らかになった時点で不適合管理へ移行しておらず、関

係者との情報共有やもんじゅ内外への対応が遅れる等、ルールを遵守する意識が徹底されていない 

 

「組織の要素を含む背後要因」 

➢プラント保全部長や電気保修課長は、不適合が発生した場合、積極的かつ迅速に対応すべきであったが、

過去の経験から件数の扱いは慎重にするべきと捉えて数の確定に傾注していたためもんじゅ内外への対

応が遅れた（2-⑥）〈保守管理の不備に係るもんじゅ内外への対応ルール〉 

番

号 
対策の提言 具体的な対策 

73 是正処置プログラム（ＣＡＰ）を導入し、ルー

ルに準拠した不適合管理を徹底すること。また、

ＣＡＰの運用を通じてルール遵守の重要性を認

識させ意識醸成を図ること（(4)④ⅰ） 

不適合管理やルール遵守の意識向上策として、

ＣＡＰの導入を行うことにより、日常的に発生す

る不適合に関する情報等を多くの管理職が迅速

に共有するとともに、是正処置確認会を設置し、

確実な是正を行うように改善する。 
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別表２－１７ 「組織要因の候補⑰」への対策 

「組織要因の候補⑰」：課題を吸い上げ組織の意思決定に反映する取組みが不十分 

もんじゅでは、保守管理活動において未点検機器を出さないことに傾注するあまり、組織として正しい

判断を行うために課題等の情報を共有し相談できる風土が十分に醸成されていない 

 

「組織の要素を含む背後要因」 

➢保安検査対象部署は、保安検査官からの指摘を自らの安全の考え方に照らして、内包する課題を検討し

た上で適切に処置すべきであったが、不適合の的確な処置と改善に繋げるための有効なアクションがで

きていなかった（1-㉛）〈規制側の指摘への検討や処置に係る対応〉 

➢保守担当課長は、「保全の有効性評価」や「表現の適正化」にて未点検の解消ができない場合には、「不

適合」を発行した上で、解消できない状況であることを表明すべきであったが、もんじゅでは未点検機

器を出さないことに傾注していたことが保守担当課の判断に影響し、未点検機器の調査に係る意思決定

が適切に行われていなかった（2-⑦）〈保守管理の課題を吸い上げ組織の意思決定に反映する取組み〉 

番
号 

対策の提言 具体的な対策 

74 もんじゅの幹部からの業務の課題の有無につ
いて問いかけを習慣化し、不利益となる情報ほど
速やかに共有化できるように風土の改善を図る
こと（(4)⑤ⅰ） 

「もんじゅ」幹部からの問いかけにより職員か
ら課題を吸い上げることの重要性を所幹部が認
識し、「もんじゅ」幹部からの問いかけを習慣化
する。職員との会話の機会を通じて常に問いかけ
を行い、職員が業務の課題を告げられる雰囲気を
醸成する。 

75 もんじゅは、日々の保守管理活動上の改善情報
等について、保安検査官からの指摘等で新たに顕
在化した課題となる情報は速やかに所内で共有
化し、改善に繋げる仕組みを構築すること（(4)
⑤ⅱ） 

技術総括課長は、従前より実施している保修票
や不適合管理に係る日常の改善活動に関する現
地の保安検査官への情報提供を継続し、保安検査
官からの指摘事項やコメント等については、「も
んじゅ」内の管理職ＭＭやＣＡＰ情報連絡会の活
動の中で共有して対応を検討することで、保守管
理活動の改善に反映する。 
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別表２－１８ 「組織要因の候補⑱」への対策 

「組織要因の候補⑱」：対策の有効性のフォローアップが不十分 

もんじゅの幹部、敦賀本部安全品質推進部長（現敦賀事業本部安全品質推進室長）及び本部安全統括部

長は、ＲＣＡの結果に基づく対策の効果がどうか等について、現場の第一線までの確認を十分に行ってい

ない等、対策のフォローアップが「組織要因」を解決するための対処として十分なものとなっていない 

 

「組織の要素を含む背後要因」 

➢過去のトラブルに対して、その都度ＲＣＡを行い、その結果に基づき対策を図ってきているが、この対

策によっても過去の要因が解決されずに残っている原因として、対策の仕組みは作ったがその原因とな

った組織要因に対する効果がどうか等について、現場の第一線までの確認が必ずしも十分でなかったこ

と、対策の定着が不十分であったことから対策のフォローアップが組織要因を解決するための対処とし

て十分なものでなかった（過去ＲＣＡ 全般）〈ＲＣＡ対策の効果等に係るフォローアップ〉 

番

号 
対策の提言 具体的な対策 

76 安全・核セキュリティ統括部は、ＲＣＡ結果に

対する再発防止対策の実施状況や浸透度合いに

ついて、現場の第一線へのインタビュー等を活用

して確認し、対策の有効性を評価して実施内容を

フォローアップする。また、対策の実施状況を確

認した結果、当初の効果が見込めない等、再発防

止対策の見直しが必要と判断される場合には、更

なる対策について現場と協議・立案し、再発防止

対策の実効性を向上させること（(4)⑥ⅰ） 

根本原因分析結果に基づく対策のフォローア

ップについては、安全・核セキュリティ統括部長

が対策の実施状況及び対策の有効性の評価につ

いて報告を求め、必要な場合には現場調査（第一

線へのインタビュー等）を行い、対策の有効性を

評価して実施内容を確認する。また、当初の効果

が見込めない場合、再発防止対策の実効性を向上

させることを「不適合等の根本原因分析に係る手

順」に定める。 

77 根本原因分析結果に基づく対策の「もんじゅ」

での実施状況を確実にフォローアップするため、

不適合管理の是正処置報告後、予防処置報告後の

有効性評価を適切に実施するよう、不適合管理要

領を改正する。 

30 

 

再

掲 

もんじゅの各課に品質保証室を兼務する品質

保証担当者を配置し、各課室における文書レビュ

ーや教育等のＱＭＳの推進、ＱＡ自主診断等の業

務を行わせること。 

また、担当者及びチームリーダーは、作成する

資料等をチーム内で発表させる等して、作成資料

等のレビューと情報の共有化を図ること（(4)③

ⅱ） 

チーム会合等で、現在行っている自らの業務に

ついて保守担当者に説明させることにより品質

マネジメントシステムのプロセスを職場内で確

認する等、業務の品質マネジメントシステムへの

適合性を認識させ、改善につながるような意識の

醸成を図る。この取組に際して各課の品質保証担

当者は課長を補佐して、保守担当者に助言を行

い、モチベーションの向上につなげていく。【再

掲】 
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番

号 
対策の提言 具体的な対策 

50 

 

再

掲 

各課における品質マネジメントシステムの理

解度を向上させ確実な品質マネジメントシステ

ム活動を推進するために、品質保証担当者を各課

に複数名配置し、課長を補佐して実施する業務内

容（課内の品質マネジメントシステム文書に基づ

く作成資料のチェック、品質マネジメントシステ

ム文書の施行前の改正教育、不適合管理の是正処

置・予防処置の実施状況の確認、業務の計画の作

成確認など）を明確にする。【再掲】 
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別表２－１９ 「組織要因の候補⑲」への対策 

「組織要因の候補⑲」：原子力安全監査の仕組みが不十分 

原子力安全監査にあたり、必要時に監査対象施設を熟知した専門家の招へいを要請し、監査に必要な対

象施設の情報を獲得できる環境が整備されていない 

 

「組織の要素を含む背後要因」 

➢もんじゅの保守管理活動を原子力安全監査する場合には、保全プログラムの運用方法を熟知しておく必

要がある等、監査内容に応じた監査の対象施設を熟知した専門家を監査部門に招へいする必要があるが、

対象施設を熟知した専門家は当該施設でも有用な人材なため、当該人材を必要時に招へいできるような

環境が整備されておらず、安全監査室長は要請しても要員確保は困難と認識していた（1-㉑）〈原子力安

全監査の対象施設の情報を取得する仕組み〉 

番
号 

対策の提言 具体的な対策 

78 統括監査の職は、監査にあたり、事前の情報収
集のために監査対象施設から専門家を招へいで
きるようにすること 

事業に係る知識の付与や監査能力を確保する
ため、監査対象の原子力施設の運転や保守業務等
の経験者による監査員への教育を行う。 
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別表３ 追加根本原因分析報告書に基づく組織要因への対策 

注：括弧内の番号は、改訂根本原因分析報告書における番号。 

 

別表３－１ 「ナトリウム漏えい監視用ＩＴＶ設備の保守管理の不備等に係る根本原因分析の報告書」に

基づく組織要因への追加対策 

番
号 

組織の要素を 
含む背後要因 

対策の提言 具体的な対策 

１
－ 
Ａ 

もんじゅの職員は、ＩＴＶ設
備がナトリウム漏えい事故対策
の一環として、運転員が状況を
リアルタイムで把握し、現場へ
の入室の判断等を速やかに行え
ることを目的とする重要な役割
を持った設備であると認識し、
経年化を考慮したＩＴＶカメラ
の交換等適切な点検計画を策定
すべきであったが、保安規定に
定める漏えい監視装置ではない
ことから、設置当初から、当該
設備がなくとも安全上の問題は
ないと考え、設備機器の機能と
整合した点検内容とする検討が
十分でなく、適切な点検計画と
する段取りが不足していた（1-
㉗に準ずる） 

適切な保全計画を確実に実施
するため、計画に要求される事
項を明らかにし、その業務の検
証、妥当性評価、監視・測定、
検査及び試験活動、並びにこれ
らの合否判定、記録等が明確化
された計画を作成して、工程に
縛られることなく、また必要な
資源が確保されることを確実に
すること 

【(1)③ⅲと同様】 

 品質保証室は、業務を確実に実
施するために非定常業務等も含め
て計画を策定・改訂する際には要
求事項、資源の提供の必要性、監
視・測定、検証等の項目を明確に
することを「もんじゅ業務の計画
に係る作成要領」に規定する。 
 
 保全管理課、電気保修課、技術
総括課長、発電課及び品質保証室
は、「もんじゅ業務の計画に係る作
成要領」に基づき、計画を策定・
改訂する際に要求事項、資源の提
供の必要性、監視・測定、検証等
を考慮する必要があることについ
て課室員へ周知教育を行う。 

発電課管理職は、ＩＴＶ設備
がナトリウム漏えい事故対策の
一環として、中央制御室の運転
員が漏えい事故の状況をリアル
タイムで把握し、運転員入室の
判断等を速やかに行うことを目
的とする重要な役割を持った設
備であることを認識し、ＩＴＶ
設備の故障に対して健全性確認
の頻度を上げるなどの運転管理
を行うべきであったが、保安規
定に定める漏えい監視装置では
ないことから、設置当初から運
転する上ではあった方が良い
が、なくても安全上の問題はな
いと考え、設備機器の機能と整
合した運転管理の手法を行うた
めの検討が十分でなく段取りが
不足していた（1-㉗に準ずる） 

 運転管理を確実に実施するた
め、運転管理に要求される事項
を明らかにし、その業務の検証、
妥当性評価、監視・測定、検査
及び試験活動、並びにこれらの
合否判定、記録等が明確化され
た計画を作成して、工程に縛ら
れることなく、また必要な資源
が確保されることを確実にする
こと 

【(1)③ⅲと同様】 
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番
号 

組織の要素を 
含む背後要因 

対策の提言 具体的な対策 

１
－
Ｂ 

電気保修課ライン職は、課員
が抱える業務上の課題を共有し
課題解決に向けた指導や支援を
行う必要があったが、保守管理
不備の対応で忙しく、ＩＴＶ設
備の点検管理に係る状況や過去
の保修票発行実績について保守
担当と共有しておらず、ＩＴＶ
設備の代替品手配などの機能回
復に向けた取組みが十分でなか
った（1-㉔に準ずる） 

 管理職とチームリーダー、チ
ームリーダーと担当者間の報
告・連絡・相談の徹底によって、
各課室の年間業務計画に基づく
業務進捗や課題を把握・管理し、
フェイストゥフェイスでの指
導・支援を強化すること 

【(1)⑥ⅰと同様】 

 電気保修課は、モーニング・ミ
ーティングやチーム内ミーティン
グ等においては、進行役を当番制
で行う等、職員一人一人がミーテ
ィングに対する参加意識、緊張感
及び責任感を持たせた運用を行う
とともに、そのミーティングの長
は、評価者となり、説明の不足や
注意事項を指摘する場として活用
することにより、意識やモチベー
ションの向上につなげる。 
 
 電気保修課は、業務管理表等に
基づき、点検等業務の進捗状況に
ついて確認や指導等を行う場合に
は、フェイス・トゥ・フェイスに
よる対応を基本とするとともに、
作業手順書等の現場業務を具体的
に把握できる要領類や週間工程表
等、スケジュールを把握できる書
類を用いて実施する。 
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番
号 

組織の要素を 
含む背後要因 

対策の提言 具体的な対策 

１
－
Ｃ 

プラント保全部は、保全技術
の継続的な維持・向上を図るた
めに、新たな知見や様式-3に記
載されている「提案・推奨・改
善内容」などの保守経験に基づ
き、保全計画（点検計画）や要
領書に反映するべきであった
が、そのような改善につなげる
仕組みが機能していなかった
（1-㉘に準ずる） 
 
プラント保全部は、保全技術

の継続的な維持・向上を図るた
めに、新たな知見や保守経験を
蓄積し、保全計画（点検計画）
や要領書に反映するべきであっ
たが、そのような改善につなげ
る仕組みが機能していなかった
（1-㉘に準ずる） 

 点検頻度や点検項目等の見直
しなど現行の保全計画（点検計
画）の問題点を解消するととも
に、技術根拠に基づくプラント
状態に見合った保全計画への改
善見直しを継続的・計画的に実
施していくこと 

【(3)①ⅲと同様】 
 

 技術を継承し自らプラントを
保守管理していくマイプラント
意識や「常に問いかける姿勢」
を醸成するため、ライン職によ
る直営の点検や点検の発注管理
を中心としたＯＪＴプログラム
を策定し実施していくこと 

【(3)①ⅴと同様】 

※ 下に記載 

※ １－Ｃの「具体的な対策」 
 
 保全管理課は、「保全計画の点検頻度や点検項目等を適切にするための調査や整理作業結果（安全機
能の重要度分類の再整理実施計画書（改正2）に基づく作業の実施結果）を踏まえて、点検計画や特別
な保全計画などの記載内容を再確認し、必要箇所の修正を行うこと」を保全計画課へ依頼し、結果を
確認する。  
 電気保修課は、保全計画の点検頻度や点検項目等を適切にするための調査や整理作業結果を踏まえ
て、点検計画や特別な保全計画などの記載内容を再確認し、必要箇所の修正を行うことを保全計画課
へ依頼し、結果を確認する。 

 保全管理課は、「高速炉の保全プログラムの確立に向け、これまでの設備・機器の運転状況や点検実
績を踏まえ、技術根拠を整備し、技術根拠に基づき保安規定において低温停止時に機能要求がある機
器に対応した保全計画の見直しを行うこと」を保全計画課へ依頼し結果を確認する。 
 また、「引き続き、試運転を見据えた保全計画を検討し、性能試験前までに整備できるよう保全プロ
グラムの長期改善計画を策定し、計画的な見直しを行える体制を整えること」を保全計画課へ依頼し、
結果を確認する。  
 電気保修課においては、高速炉の保全プログラムの確立に向けた技術根拠の整備に対し、チームリ
ーダークラスを「保全計画作成専従チーム」に移動させ、継続的、計画的な保全計画の見直しに体制
を整えて取り組む。 

 保全管理課は、技術を継承し自らプラントを保守管理していくマイプラント意識や「常に問いかけ
る姿勢」を醸成するため、保守管理に係るプロセス（設計管理、調達管理、工事管理、検査及び試験
管理、記録管理、不適合管理 等）について、現場の実務を通じて保守管理業務を習得させるＯＪＴ
プログラムを構築する。 
このＯＪＴプログラムは、個人ごとの育成計画（育成シート）に反映し、実施する。 

 また、プラント保全部各課へこのＯＪＴプログラムを個人ごとの育成計画（育成シート）へ必要に
応じて反映することを依頼し、その結果を確認する。 
 電気保修課は、技術を継承し自らプラントを保守管理していくマイプラント意識や「常に問いかけ
る姿勢」を醸成するため、保守管理に係るプロセス（設計管理、調達管理、工事管理、検査及び試験
管理、記録管理、不適合管理 等）について、現場の実務を通じて保守管理業務を習得させるＯＪＴ
プログラムを構築するよう保全管理課に依頼し、確認する。このＯＪＴプログラムは、個人ごとの育
成計画（育成シート）に反映し、実施する。 
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番
号 

組織の要素を 
含む背後要因 

対策の提言 具体的な対策 

１
－ 
Ｄ 

電気保修課長及び保修計画課
長は、保守管理業務の内容を自
ら確認して業務を確実にすべき
であったが、自ら行うべき役割、
職務と責任の自覚が不足してお
り、担当者に業務を任せっきり
にして、その計画や実施結果を
自ら確認しておらず、ラインと
してのフォローやチェックがで
きていなかった（1-⑱に準ずる） 

 業務を行う場合、業務担当職位
に応じた責任範囲と業務分担を
「業務の計画」で明確にし、「報
連相」の励行によって個々の業
務を管理職層が確実にマネジメ
ントできるようにすること。ま
た、管理職層に対して、自らの
役割と責任を認識させるため
に、マネジメント研修を実施す
ること 

【(1)②ⅰと同様】 
 

 業務を指示した上位職者は、管
理者がプレーヤーに留まること
なく管理者として、業務が職務
ラインでマネジメントされてい
ることやその実施結果を確認す
ること 

【(1)②ⅲと同様】 

 品質保証室は、非定常業務を行
う場合にも、定常業務用に定めた
「もんじゅ業務の計画に係る作成
要領」を適用し、責任範囲と業務
分担を明確にして「業務の計画」
を作成できるように改正する 
 
※ 下に続く 

※ １－Ｄの「具体的な対策」の続き 
 保全管理課、安全管理課及び品質保証室は、業務を行う場合には、各職位（部長、課長、課長代理、
副主幹、ＴＬ、担当）における職務と責任を明らかにした「業務の計画」を策定し、業務管理表に展
開し、それに基づいて日々適時の報連相を確実にし、業務の進捗報告、情報共有のための連絡を行う
とともに、懸案事項があれば必要に応じて課室内で相談し、方針を明確にした上で対応するなど業務
が管理されない状態にならないようにマネジメントを実施する。 
 電気保修課の業務を行う場合には、各職位（課長、課長代理、副主幹、ＴＬ、担当）における職務
と責任を明らかにした業務管理表を策定し、それに基づいて日々適時の報連相を確実にし、業務が管
理されない状態にならないようにマネジメントを実施する。また、全体昼会を毎日実施し、問題点、
課題の摘出に努めていく。 

 保全管理課、安全管理課及び品質保証室の管理職は、朝のミーティング等で担当者との「報・連・
相」を徹底するとともに、業務のマネジメントができるようにマネジメント能力向上に係る研修を受
講する。 
 電気保修課の課長、課長代理クラスの管理職は、「報・連・相」を励行し業務のマネジメントができ
るように研修を受講する。 
 
 各副所長及び部長は業務を確実にマネジメントするため、毎月の各部課室の業務実施状況報告等に
より、業務における課題の把握と改善に努める。品質保証室は、これをＱＭＳ文書に規定することを
技術総括課に依頼し確認する。保全管理課、安全管理課及び品質保証室は、制定されたＱＭＳ文書に
基づき実施することを課室員に教育する。 
 電気保修課は、業務管理表等運用要領により、各副所長及び部長が業務を確実にマネジメントする
ため、毎月の各部課室の業務実施状況報告等により、業務における課題の把握と改善に努める（副所
長・部長の関与）。 

 業務のマネジメントを強化・徹底するため保守担当課長は、保守管理目標における活動項目を「業
務管理表」に明記するとともに、課内において、業務の進捗状況を日々管理し、課題等については適
宜解決に向けた検討・対応を図り、定期的（又は必要に応じ随時）に、担当副所長及び部長への報告
を行う。品質保証室は、このことをＱＭＳ文書に規定することを技術総括課に依頼し確認する。保全
管理課、安全管理課は、制定されたＱＭＳ文書に基づき実施することを課員に教育する。 
 業務のマネジメントを強化・徹底するため、電気保修課長は、保守管理目標における活動項目を「業
務管理表」に明記するとともに、課内において、業務の進捗状況を日々管理し、課題等については適
宜解決に向けた検討・対応を図り、定期的（又は必要に応じ随時）に、担当副所長及び部長への報告
を行う。このことを拠点規則等に規定するよう技術総括課に依頼し、確認する（副所長・部長への報
告）。 
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番
号 

組織の要素を 
含む背後要因 

対策の提言 具体的な対策 

１
－
Ｅ 

電気保修課長は、所掌する設
備の点検項目と点検内容を課員
に周知・理解させておく必要が
あったが、課内マニュアルの教
育が概要を紹介する程度であ
り、設備点検の実施項目と実施
内容についての教育が十分でな
く、課員の一部では保全に係る
基礎的な知識が不足していた
（2-④） 

 保守管理に必要な設備機器に
係る基礎的知識や保守管理技術
習得のための教育プログラムを
研修部門と連携して策定し、教
育を実施していくこと 

【(3)③ⅲと同様】 
 

 管理者により保守員の力量に
応じた育成計画を策定し、ＯＪ
Ｔ等を通して年度単位で実行管
理し評価を行うこと。また、保
守管理の意味や重要性が理解で
きるよう、動機づけを図ること。

【(3)③ⅳと同様】 

※ 下に記載 

※ １－Ｅの「具体的な対策」 
 
電気保修課は保全管理課に次のことを依頼し、保守担当者の継続的な技術力の向上を図る。 

プラント保全部の保守担当者への教育に関する教育管理者を定め、教育管理者は基礎的知識や保守管
理技術習得のための研修プログラムを策定し、それを実施する。さらに、実施結果に基づき研修プロ
グラムの評価及び見直しを行い、保守担当者の継続的な技術力の向上を図る。 

 電気保修課長は、個人ごとの育成計画（年度ごとの「育成シート」を含む。）を設定し、履行すると
ともに、育成シートに設定した教育訓練項目の実施状況や育成目標の到達状況等を評価し、次年度計
画に反映する。 

 電気保修課長は、保守担当者の技術力の向上を目的として、クラスごとに設定した技術要件を計画
的に達成できるよう育成計画を作成する。 

 電気保修課長は、個人の年度ごとの育成計画に基づいて教育を実施し、実施項目を評価した上で、
不足している場合は、ＯＪＴ、外部講習会及び研修会を含めた技術力向上の方法を検討し、次年度育
成計画に反映する。また、ＯＪＴ等を通じて保守管理の意味や重要性が理解できるよう動機づけを図
る。  

 電気保修課長は、実施する業務が何に基づいているのかについて、関係ＱＭＳ文書やその条項を明
確にし「業務管理表」中に記載するとともに、ラインの管理職は、課会やＴＬ会議等で業務管理表等
を積極的に活用しルールを意識させる。また、ラインの管理職は部下に対し、実施している業務が何
に基づいて実施しているのかを問いかけてプロセスを確認する。  
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番
号 

組織の要素を 
含む背後要因 

対策の提言 具体的な対策 

１
－ 
Ｆ 

電気保修課では、不適合が発
生した場合、要求事項に適合し
ない状況が放置されることを防
ぐために不適合を迅速に識別
し、機器の健全性を評価して適
切な処置を行うべきであった
が、不適合管理が正しく理解さ
れておらず、ＱＭＳの教育が十
分でなかった（1-㉙に準ずる） 

 各課室に品質保証室を兼務す
る品質保証担当者（ＪＥＡＣ
4111又はＩＳＯ9000の内部監査
員研修を終了し、合格した者相
当）を配置し、作業単位毎に承
認レベルでのチェック機能を確
実にする。また担当者を輪番制
として、「常に問いかける姿勢」
を定着させることやＱＭＳに係
る意識の底上げを図ること 

【(3)②ⅰと同様】 
 

 管理職にＱＭＳの維持管理を
着実にするための教育を行うこ
と。また、もんじゅ所員に対し
て保守管理に係る他プラントの
不適合事象からの水平展開の具
体策及び今般の保守管理の不備
に関する事例（点検期限超過、
調査の不備、誤ったルールの適
用、多数故障、点検計画不履行、
故障の放置等）教育の追加等に
より不適合管理を的確に適用す
るための教育を徹底すること 

【(3)②ⅱと同様】 

※ 下に記載 

※ １－Ｆの「具体的な対策」 

 品質保証室は、各課における品質マネジメントシステムの理解度を向上させ確実な品質マネジメン
トシステム活動を推進するために、各課に品質保証担当者（うち１名は品質保証室兼務者でＪＥＡＣ
4111又はＩＳＯ9000の内部監査員研修を終了し、合格した者相当）を複数名配置し、課長を補佐して
実施する業務内容（課内の品質マネジメントシステム文書に基づく作成資料のチェック、品質マネジ
メントシステム文書の施行前の改正教育、不適合管理の是正処置・予防処置の実施状況の確認、業務
の計画の作成確認など）を明確にした業務決定文書を作成し、運用を開始する。 
 技術総括課長は、品質保証室との連携を強化するため品質保証担当者を複数名配置する。品質保証
担当者は、上記対策で明確にした役割、業務に関し課長を補佐する。 
 発電課、電気保修課は、品質保証室が作成する業務決定文書に基づき、品質保証担当者を2名（正・
副）を選任し、課内におけるＱＭＳ文書のチェック、施行前の改正教育、不適合管理の実施状況確認
等を実施する。 
 電気保修課における品質マネジメントシステムの理解度を向上させ確実な品質マネジメントシステ
ム活動を推進するために、次のことを品質保証室に依頼し、確認する。 

・品質保証担当者（うち１名は品質保証室兼務者でＪＥＡＣ4111又はＩＳＯ9000の内部監査員研修
を終了し、合格した者相当）を各課に複数名配置し、課長を補佐して実施する業務内容（課内の
品質マネジメントシステム文書に基づく作成資料のチェック、品質マネジメントシステム文書の
施行前の改正教育、不適合管理の是正処置・予防処置の実施状況の確認、業務の計画の作成確認
など）を明確にする体制を構築し、課内の品質保証に係る意識向上につなげる。 

 
※ 次ページに続く 
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番
号 

組織の要素を 
含む背後要因 

対策の提言 具体的な対策 

※ 前ページ １－Ｆの「具体的な対策」の続き 

 品質保証室は、各課の品質保証担当者の任期を明確にし、定期的に交代させ、品質マネジメントシ
ステムの推進活動を多くの担当者に経験させることで、「常に問いかける姿勢」を定着させることや品
質マネジメントシステムに係る意識の底上げを図ることを各課に依頼する。 
 発電課、電気保修課は、品質保証室が作成する業務決定文書に基づき選任した品質保証担当者2名
（正・副）を、定期的に交代させ、品質マネジメントシステムの推進活動を多くの課員に経験させる
ことで、品質マネジメントシステムに係る意識の底上げを図る。 
 技術総括課長は、品質保証担当者を定期的に交代し、品質マネジメントシステムの推進活動を多く
の担当者に経験させることで、「常に問いかける姿勢」を定着させることや品質マネジメントシステム
に係る意識の底上げを図る。 

 電気保修課、品質保証室は、小集団による教育を基本に、保守管理に係る他プラントの不適合事象
からの水平展開の具体策及び保守管理上の不備等を事例とする適切な不適合管理に関する教育（点検
期限超過、調査の不備、誤ったルールの適用、点検計画不履行等）を年度ごとに策定する一般教育訓
練実施計画に定めて実施することを技術総括課に依頼し確認する。 
 発電課、電気保修課及び品質保証室は、技術総括課が実施する小集団による保守管理に係る他プラ
ントの不適合事象からの水平展開の具体策及び保守管理上の不備等を事例とする適切な不適合管理に
関する教育を受講する。 
 技術総括課長は、もんじゅの一般教育訓練計画実施計画に、保守管理に係る他プラントの不適合事
象からの水平展開の具体策及び「保守管理の不備に関する事例（点検期限超過、調査の不備、誤った
ルールの適用、点検計画不履行等）教育」を追加し、不適合管理を的確に運用するための教育を徹底
する。 
電気保修課は、ＩＴＶ設備の保守管理に関する問題事象を題材に、「保守管理の不備に関する事例（多

数故障、点検計画不履行、故障の放置、不適合の処理状況等）教育」を実施する。 
 
 発電課、電気保修課、技術総括課及び品質保証室は、小集団による教育において、与えられたテー
マごとにリーダーを定め、問題提示及び回答を討議する等「自ら考える」教育を実施する。  
 
 発電課、電気保修課、技術総括課及び品質保証室の管理職は、規格要求やＱＭＳを遵守することの
重要性を理解するために、ＩＳＯ9000審査員や内部監査員の研修を受講する。 
 発電課長、電気保修課長、技術総括課長及び品質保証室長は、業務に係る要領類について理解し、
押印する資料に対して責任を持つために自ら「常に問いかける姿勢」を定着させ、ＱＭＳに係る意識
の底上げを図る必要があることから、「もんじゅにおけるＱＭＳ理解活動に係る計画書」に基づき活動
を実施する。 
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番
号 

組織の要素を 
含む背後要因 

対策の提言 具体的な対策 

１
－ 
Ｇ 

電気保修課のライン職及び不
適合管理委員会のメンバーは、
不適合については、発生の都度
原因を究明し、その再発防止に
努める必要があるが、補修が困
難であることや実際に機能回復
が図れない状況を是正が必要と
認識しておらず、適切な保安活
動や設備の健全性確認の観点か
ら不適合管理を適用し、不適合
の改善を図ることが理解されて
いない（3-①に準ずる） 

 ルールに準拠した不適合管理
を徹底するために、是正処置プ
ログラム（ＣＡＰ：Corrective 
Action Program）を導入するこ
と。 

【(2)①ⅱと同様】 

 品質保証室は、日常的に発生す
る不適合情報等を多くの管理職で
迅速に共有し、問題を相互確認す
ることを目的として、「ＣＡＰ情報
連絡会」を導入することを「もん
じゅ不適合管理要領」に定め、運
用を開始する。 
 電気保修課の管理職は「ＣＡＰ
情報連絡会に出席し、日常的に発
生する不適合情報等を多くの管理
職で迅速に共有し、問題を相互確
認する。これらの情報は、昼会等
を通じて課内周知を図る。 
 
 品質保証室は、是正処置計画書
を検討する「是正処置確認会」を
新たに設置し、是正処置の内容を
確認した後、不適合管理委員会に
おける確認及び審議の実施後にＣ
ＡＰ情報連絡会に概要説明を行う
仕組みを「もんじゅ不適合管理要
領」に定め、運用を開始する。 
 電気保修課は、是正処置計画書
の内容を「是正処置確認会」で検
討した後、不適合管理委員会にお
ける確認及び審議の実施後にＣＡ
Ｐ情報連絡会に概要説明を行う仕
組みに則り、ルールに従った不適
合管理を徹底する 

 品質保証室は、原則、平日毎日、
不適合報告書・是正処置計画書の
報告などを行うＣＡＰ情報連絡会
を実施するために、「もんじゅ不適
合管理要領」に定め、運用を開始
する。 
 電気保修課長は、ＣＡＰ情報連
絡会に出席し不適合報告書・是正
処置計画書の報告などを行い、ル
ールに準拠した不適合管理を徹底
する。 
 
 品質保証室は、管理職ＭＭに引
き続き「ＣＡＰ情報連絡会」を実
施し、早急かつ責任を持った対応
をするよう促すために、各課長か
ら不適合報告及び是正処置計画書
の説明をさせる。 
 電気保修課長は早急かつ責任を
持った対応を図るため、「ＣＡＰ情
報連絡会」で不適合報告及び是正
処置計画書を説明する 
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番
号 

組織の要素を 
含む背後要因 

対策の提言 具体的な対策 

１
－
Ｈ 

月間不適合管理委員会の委員
であるもんじゅ幹部は、未処理
の保修票の存在が、もんじゅの
課題として認識した上でその措
置について適切に保守担当課へ
指示する必要があったが、会議
体の責任と権限が明確でなく、
実施義務を認識しておらず現場
との連携が不足し保守管理のガ
バナンスが機能していない（1-
⑨に準ずる） 

 会議体は、責任の所在が曖昧
となるような合議制的なものは
なくし、施設の保安管理に必要
なもののみとするようルール化
（チェックや改善の確認も行う
ことを含む。）すること。また、
プラント工程等のもんじゅ運営
業務は責任と権限を明確にした
ライン組織で決定がなされるこ
とを原則とした体制とすること

【(4)①ⅱと同様】 

 品質保証室は、「もんじゅ」運営
に関係する課題解決を会議体に依
存する体質を排除するため、会議
体の会議規則に責任、権限及び審
議事項を明記し、ライン組織の責
任と権限との違いを明確にした上
で、合議制的な会議体を整理や施
設の保安管理に必要なもの以外の
会議体は設置しないような仕組み
を構築することを技術総括課に依
頼し確認する。 
 品質保証室は、作成された実施
計画に基づき対応する。  

１
－
Ｉ 

もんじゅは、発行された保修
票の処置状況等について管理
し、確実に処置を行って設備の
安全を確保すべきであったが、
保修票について保修方針、進捗、
機器毎の故障履歴の蓄積と故障
傾向等を管理する仕組みがなか
った（1-㉘に準ずる） 

 誤作業や見落とし等を防止し
保全技術を継承していけるよ
う、点検要領書の標準化・整備
を計画的に進めること 

【(3)①ⅳと同様】 

 品質保証室は、保全技術の伝承
及び技術力維持を行う仕組みとし
て、設備・機器ごとに要求事項を
明確にした標準点検（作業）仕様
書を計画的に作成することを保全
計画課に依頼し確認する。 
 保全管理課及び安全管理課は、
保全技術の伝承及び技術力維持を
行うため、これまで実施してきた
メーカによる設備・機器ごとの標
準点検（作業）仕様書を計画的に
作成する。また、作業時には標準
点検（作業）仕様書を基にレビュ
ーを行い、実際に行う作業内容の
作業要領書を作成して確実な点検
を実施していくことで保全技術を
継続的に維持する。 

１
－
Ｊ 

電気保修課長は、設備の維持
管理に必要な能力と責任感を課
員に与えて業務の改善に取り組
むように動機付けすべきであっ
たが、点検データ等を用いて劣
化特性を評価する等の保守員と
しての技能が十分でないことを
把握しておらず、常に問いかけ
るなどして課員の経験・知見を
伸ばして業務改善に活かすよう
な取組みが十分でなかった（1-
⑭） 

 管理職とチームリーダー、チ
ームリーダーと担当者間の報
告・連絡・相談の徹底によって、
各課室の年間業務計画に基づく
業務進捗や課題を把握・管理し、
フェイストゥフェイスでの指
導・支援を強化すること 
【(1)⑥ⅰと同様】 
 
 管理職は、担当者へ業務を指
示する際に業務の必要性、重要
性を理解させ、業務への取組み
意欲を持たせることの徹底化を
図ること 
【(1)⑥ⅱと同様】 
 
 保守のチーム毎等に「業務報
告会」等を義務付け、チーム員
に発表の場を与えることによっ
て自らの業務を振り返り、また
意見交換によって改善につなげ
るようなモチベーションを向上
させる取り組みを行うこと 
【(1)⑥ⅲと同様】 

※ 下に記載 



120 

 

番
号 

組織の要素を 
含む背後要因 

対策の提言 具体的な対策 

※ １－Ｊの「具体的な対策」  
 
 電気保修課は、モーニング・ミーティングやチーム内ミーティングなどにおいては、進行役を当番
制で行う等、課員一人一人がミーティングに対する参加意識、緊張感及び責任感を持たせた運用を行
うとともに、そのミーティングの長は、評価者となり、説明の不足や注意事項を指摘する場として活
用することにより、意識やモチベーションの向上につなげる。 

 電気保修課は、業務管理表等に基づき、点検等業務の進捗状況について確認や指導等を行う場合に
は、フェイス・トゥ・フェイスによる対応を基本とするとともに、作業手順書等の現場業務を具体的
に把握できる要領類や週間工程表等、スケジュールを把握できる書類を用いて実施する 
 
 電気保修課管理職は、業務を指示する際に業務の必要性を理解させ、業務への取組意欲を持たせる
ことの徹底を図るために、業務管理表を積極的に活用する 
 
 電気保修課長は、課員に対し自らの業務の中でＱＭＳプロセスを定着させるために、部内マニュア
ル「合規性及び有効性確認マニュアル（ＭＱ－保全ｰ36）」に基づき自己アセスメントシートを作成さ
せ、ＱＭＳプロセスの意識付けの取り組みを実施する。また、課内にて実施結果の評価を行い、意見
交換等を実施することによりモチベーション向上やコミュニケーション改善の取組みに繋げる。 
 
 電気保修課のチーム会合等で、現在行っている自らの業務について保守担当者に説明させることに
より品質マネジメントシステムのプロセスを職場内で確認する等、業務の品質マネジメントシステム
への適合性を認識させ、改善につながるような意識の醸成を図る。この取組に際して電気保修課の品
質保証担当者は課長を補佐して、保守担当者に助言を行い、モチベーションの向上につなげていく。

１
－
Ｋ 

保修計画課長は、原子炉施設
の保修の計画及び管理に関する
業務の履行を確実にすべきであ
ったが、島根発電所の保守管理
の不備等で得られた教訓から、
保全プログラムの定着化を図る
ためには、保全計画（点検計画）
の管理を各保守担当課で行うべ
きであると誤認し、保全関係各
課との調整や総合的な工程管理
が不足していた（1-⑫） 

 プラント保全部では、保全計
画の改善等に向けた計画管理、
保守担当課間における点検工程
の横通し調整や保全計画（点検
計画）の確実な履行のための技
術支援、教育等のサポートを行
えるように、保修計画課へ経験
者を優先配置して管理調整の機
能を強化すること 

【(2)②ⅱと同様】 

 電気保修課は、以下の対策内容
について保全管理課及び保全計画
課に対応を依頼し、確認する。 

①保全計画の改善などに向けた
計画管理と確実な進捗管理
（保全計画課） 

②保守担当課間における点検工
程に関する各課間の調整や保
全計画の確実な進捗管理（保
全管理課） 

③保全計画を履行するために必
要な技術支援や教育の実施
（保全管理課） 
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番
号 

組織の要素を 
含む背後要因 

対策の提言 具体的な対策 

１
－ 
Ｌ 

電気保修課長は、ＱＭＳのル
ールに則って保守管理の不備に
係る不適合管理を適切に行い、
未点検状態を解消することを議
論し、適切な情報を提示すべき
であったが、適切な判断に必要
な情報の伝達や検討結果の妥当
性の確認が十分に行われていな
かった（1-㉚に準ずる） 
 
ＴＦメンバーは、ＩＴＶ設備

の故障が頻発している状況を踏
まえて有効性評価の再評価を指
示するべきであったが、当初の
有効性評価の妥当性を確認する
ことに固執するという集団的視
野狭窄に陥り、チェック及びレ
ビュー機能等が十分に機能して
おらず、故障の頻発という現状
を考慮した確認ができていなか
った（1-㉚に準ずる） 

 もんじゅの幹部は、不適合に
つながる情報等について是正処
置プログラム（ＣＡＰ：
Corrective Action Program）に
係る会合を活用して必要な情報
の共有化を図り、不適合の処理
など検討結果の妥当性を確認
し、適切に対処すること 

【(1)⑤ⅰと同様】 

 電気保修課は、ＣＡＰ情報連絡
会において不適合につながる事象
を報告する場合には、「もんじゅ」
幹部と従来の不適合や類似事象の
扱い、外部への影響等の情報を共
有した上で、事象の処置に係る適
切な指導及び助言を受ける。また
不適合報告書、是正処置計画書等
を審議する不適合管理委員会にお
いては審議・確認事項のポイント
を明確にし適切に判断できるよう
にする。 

 電気保修課、保全管理課は以下
の内容を品質保証室に依頼し、結
果を確認する。 

・ＣＡＰ情報連絡会を開催し、
不適合につながる事象が報告
された場合には、「もんじゅ」
幹部が従来の不適合や類似事
象の扱い、外部への影響等の
情報を共有した上で、事象の
処置に係る適切な指導及び助
言を行う。また不適合報告書、
是正処置計画書等を審議する
不適合管理委員会においては
審議・確認事項のポイントを
明確にし適切に判断できるよ
うにする。  

１
－
Ｍ 

電気保修課長は、「保全の有効
性評価」や「表現の適正化」に
て未点検の解消ができない場合
には、不適合報告書を発行した
上で、解消できない状況である
ことを表明すべきであったが、
もんじゅでは未点検機器を出さ
ないことに傾注していたことが
電気保修課の判断に影響し、未
点検機器の調査に係る意思決定
が適切に行われていなかった
（2-⑦に準ずる） 

 もんじゅの幹部からの業務の
課題の有無について問いかけを
習慣化し、不利益となる情報ほ
ど速やかに共有化できるように
風土の改善を図ること 

【(4)⑤ⅰと同様】 

 電気保修課は、「もんじゅ」幹部
からの問いかけの機会を通じて常
に課員が業務の課題を告げられる
雰囲気を醸成する。 
 電気保修課は、次のことを技術
総括課に依頼する。 

・所長や所幹部による巡視につ
いての業務の計画を作成す
る。なお、当該巡視では、も
んじゅ幹部からの問いかけに
より職員から課題を吸い上げ
ることの重要性を所幹部が認
識し、「もんじゅ」幹部からの
問いかけを習慣化すること及
び職員との会話の機会を通じ
て常に問いかけを行い、職員
が業務の課題を告げられる雰
囲気を醸成することを目的と
する。 
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番
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組織の要素を 
含む背後要因 

対策の提言 具体的な対策 

１
－
Ｎ 

発電課長は、設備の故障が起
点となって一時的な運転管理及
び運転手順の妥当性を確認し、
措置が必要な場合は運転員に周
知する仕組みを作るべきだった
が、ナトリウム漏えい事故時に
運転員の判断を支援し早期対応
を可能とする対策の設備のよう
な、必ずしも重要度が高くない
設備にかかる故障時対応等の運
転管理のルールが明確になって
おらず、ＱＭＳの維持管理に関
する対応が不足していた（3-⑨
に準ずる） 

 文書レビューのやり方、視点
を教育する。また、教育には具
体的に何を確認したのかを確認
者に問いかける等、チェックの
仕方を含めること 

【(1)④ⅰと同様】 

発電課は、「もんじゅ文書管理
要領」の文書レビューの教育を行
う際には、要領書における文書レ
ビューの観点について具体的事
例を示した実践的な教育を実施
するよう技術総括課へ依頼する。
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別表３－２ 「「もんじゅ」に係る保安措置命令に対する報告書の不適合処置を実施した機器の集計誤りに

関する根本原因分析報告書」に基づく組織要因への対策 

番
号 

組織の要素を 
含む背後要因 

対策の提言 具体的な対策 

２
－
Ａ 

集計取りまとめ責任者（プラ
ント保全部次長）は「もんじゅ
業務の計画に係る作成要領」に
定められた作業に必要な条件や
内容を明確にする必要があった
が、「7.1業務の計画」の要求事
項を理解し作業を実施するため
の要求事項を明確にした計画を
作成する取組みが不足していた
ことや、定めたルールを遵守す
る意識の共有が図られていなか
った 
【組織の要素を含む背後要因

2-②、1-㉖に準ずる】 

プラント保全部は、業務の実
施に当たって、業務の要求事項
を明確にし、計画に要求される
事項、業務に特有なプロセス（イ
ンプット、アウトプットの明確
化、定義の明確化）、資源の必要
性、妥当性確認、監視・測定、
記録などが適切に検討された計
画を策定し、関係者間で共有を
図り「段取り八分」を整えるこ
と 
【対策の提言(1)③ⅱに準ず

る】 
 
ラインの管理職は、部下に対

して、その業務が何に基づいて
実施しているかを常に問いかけ
る（「常に問いかける姿勢」の定
着）等、ルール遵守の重要性が
理解できるよう、動機づけを図
ること（縦の確認の強化） 
【対策の提言(3)③ⅳに準ず

る】 

プラント保全部の各課長は、定
常業務又は非定常業務の実施に当
たって計画書を策定する際には、
業務の担当者に「もんじゅ業務の
計画に係る作成要領」に従って計
画を作成させ、ライン管理職は「業
務の計画」の制定及び改正時にお
けるチェックシートを用いたレビ
ュー及び他の文書等との整合性確
認を行う。また、課内の品質保証
担当者は、これを補佐する。 

管理課は、課室長が「もんじゅ
業務の計画に係る作成要領」に基
づき業務の計画を策定する場合に
は、関係部署間での周知及び共有
を図ることを「もんじゅ文書管理
要領」に規定する。 
 
保全管理課長は、保守担当者の

技術力の向上を目的として、保守
担当者毎に設定する育成目標を計
画的に達成できるような育成計画
の仕組みを構築するとともに、本
内容を保守担当課に教育する。 
保守担当課の各課長は、上記を

受け、クラスごとに設定した技術
要件を計画的に達成できるよう育
成計画を作成する。 

 
※ 下に続く 

旧運営管理室長代理は、定め
たルールの意味を正しく理解
し、業務を適切に実行するため
に定めたルールを遵守すべきだ
ったが、旧36条報告書の再提出
が確定した際、旧36条報告書作
成業務について課題発生時対応
要領に基づき、旧36条報告書実
施計画書を改訂していない等、
「7.1 業務の計画」を理解して
計画を作成する取組みが不足し
ていた 
【組織の要素を含む背後要因

2-②に準ずる】 

運営管理部は、業務の実施に
当たって、業務の要求事項を明
確にし、計画に要求される事項、
業務に特有なプロセス（インプ
ット、アウトプットの明確化、
定義の明確化）、資源の必要性、
妥当性確認、監視測定、記録な
どが適切に検討された計画を策
定し、関係者間で共有を図り「段
取り八分」を整えること 
【対策の提言(1)③ⅱに準ず

る】 

※ ２－Ａの「具体的な対策」の続き 
 保全管理課長は、保守担当者の技術力の向上を目的として、保守担当者毎に設定する育成目標を計
画的に達成できるような育成計画の仕組みを構築するとともに、本内容を保守担当課に教育する。 
また、ＯＪＴ項目設定の際のガイドとして「実務教育（ＯＪＴ）の手引き」を作成する。 
保守担当課の各課長は、上記を受け、個人の年度ごとの育成計画に基づいて教育を実施し、実施

項目を評価した上で、不足している場合は、ＯＪＴ、外部講習会及び研修会を含めた技術力向上の
方法を検討し、次年度育成計画に反映する。また、ＯＪＴ等を通じて保守管理の意味や重要性が理
解できるよう動機づけを図る。 

 
 各課長は、課及び各チームにて作成する「業務管理表」に関連ＱＭＳ文書やその条項を明確にする。
また、課内のライン管理職に対して課会やＴＬ会議等で業務管理表等を積極的に活用しルールを意識
させるとともに、部下に対し、実施している業務が何に基づいて実施しているのかを問いかけてプロ
セスを確認する。 
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番
号 

組織の要素を 
含む背後要因 

対策の提言 具体的な対策 

２
－
Ｂ 

集計取りまとめ責任者（プラ
ント保全部次長）は、機械保修
課に要求事項の変更に伴う追加
作業を依頼する際に機械保修課
の手順の変更、検証等を行うた
めの作業期間を適切に設定でき
るようセンターと工程を調整の
うえ、適切な工程を設定すべき
であったが、センターとの調整
や総合的な工程管理や集計作業
を仕上げるための計画（作業期
間の確保（変更を含む））の検討
が十分でない等、「7.1業務の計
画」を理解して計画を作成する
取組みが不足していた 
【組織の要素を含む背後要因

2-②に準ずる】 
 
集計取りまとめ責任者（プラ

ント保全部次長）及び課内取り
まとめ責任者の電気保修課長代
理は、作業の実施に当たって明
確な作業等を見積り、作業計画
を立案すべきだったが、関係者
間との調整や総合的な工程管理
や集計作業を仕上げるための計
画（作業期間の確保（変更を含
む））の検討が十分でない等、
「7.1業務の計画」を理解して計
画を作成する取組みが不足して
いた 
【組織の要素を含む背後要因

2-②に準ずる】 
 
電気保修課の集計フラグ入力

者に集計フラグ入力作業を指示
した電気保修課のデータ処理担
当者は、集計フラグを入力する
作業について作業の変更の都
度、資料の内容を更新し作業員
が理解し作業ができるよう適切
に対応すべきであったが、資料
の更新等、集計作業を仕上げる
ための計画（作業内容の変更を
含む）の検討が十分でなく、「7.1
業務の計画」を理解して計画を
作成する取組みが不足していた 
【組織の要素を含む背後要因

2-②に準ずる】 

プラント保全部は、作業の実
施に当たって、作業結果が要求
事項を満足していることの確認
（検証）が行えるような作業期
間が適切に設けられていること
を確認すること及び要求事項が
変更された場合に対する作業へ
の影響評価を確認し、検証する
等して作業計画へ適切に反映す
ること等、業務の要求事項を明
確にし、業務に特有なプロセス、
資源の必要性、妥当性確認、監
視・測定、合否判定基準、記録
などが適切に検討された計画を
策定し、関係者間で共有を図り
「段取り八分」を整えること 
【対策の提言(1)③ⅱに準ず

る】 

 プラント保全部の各課長は、定
常業務又は非定常業務の実施に当
たって計画書を策定する際には、
業務の担当者に「もんじゅ業務の
計画に係る作成要領」に従って計
画を作成させ、ライン管理職は「業
務の計画」の制定及び改正時にお
けるチェックシートを用いたレビ
ュー及び他の文書等との整合性確
認を行う。また、課内の品質保証
担当者は、これを補佐する。 
 
 管理課は、課室長が「もんじゅ
業務の計画に係る作成要領」に基
づき業務の計画を策定する場合に
は、関係部署間での周知及び共有
を図ることを「もんじゅ文書管理
要領」に規定する。 
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番
号 

組織の要素を 
含む背後要因 

対策の提言 具体的な対策 

２
－
Ｃ 

集計取りまとめ責任者（プラ
ント保全部次長）は、部内の取
りまとめ責任者として作業管理
を行うべきだったが、作業管理
のための事務局を置かず自ら作
業を行う等、ラインとしてのフ
ォローやチェックができていな
かった 
【組織の要素を含む背後要因

1-⑱に準ずる】 
 
課内取りまとめ責任者の機械

保修課長代理は、機械保修課入
力担当者が実施している内容を
自ら確認し、業務を確実にすべ
きであったが、自ら行うべき役
割、職務と責任の自覚が不足し
ており、担当者等に業務を任せ
っきりにしてその計画や実施結
果を自ら確認しておらず、ライ
ンとしてのチェックやフォロー
ができていなかった 
【組織の要素を含む背後要因

1-⑱に準ずる】 
 
 
保全計画課長は、課員が実施

している内容を自ら確認し、業
務を確実にすべきであったが、
自ら行うべき役割、職務と責任
の自覚が不足しており、担当者
等に業務を任せっきりにしてそ
の計画や実施結果を自ら確認し
ておらず、ラインとしてのチェ
ックやフォローができていなか
った 
【組織の要素を含む背後要因

1-⑱に準ずる】 
 
課内取りまとめ責任者の電気

保修課長代理は、電気保修課入
力担当者が実施している内容を
自ら確認し、業務を確実にすべ
きであったが、自ら行うべき役
割、職務と責任の自覚が不足し
ており、担当者等に業務を任せ
っきりにしてその計画や実施結
果を自ら確認しておらず、ライ
ンとしてのチェックやフォロー
ができていなかった 
【組織の要素を含む背後要因

1-⑱に準ずる】 

プラント保全部管理職は、管
理者がプレーヤに留まることな
く管理者として、業務が職務ラ
インでマネジメントされている
こと（作業内容が要求事項に沿
ったものであることを監視し、
その実施結果を確認することを
含む。）やその実施結果を確認す
ること 
【対策の提言(1)②ⅲに準ず

る】 

 各副所長及び部長は業務を確実
にマネジメントするため、毎月の
各部課室の業務実施状況報告等に
より、業務における課題の把握と
改善に努める。 
技術総括課長は、このことを「業
務管理表等運用要領」に規定する。
 
 業務のマネジメントを強化・徹
底するため、室課長は、関連する
品質目標の管理番号及び保守管理
目標の管理番号を「業務管理表」
に明記するとともに、課内におい
て、業務の進捗状況を日々管理し、
課題等については適宜解決に向け
た検討・対応を図り、定期的（又
は必要に応じ随時）に、担当副所
長及び部長への報告を行う。 
技術総括課長は、このことを「業
務管理表等運用要領」に規定する。
 保守担当課長は、上記「業務管
理表等運用要領」に基づき、業務
管理表に保守管理目標における活
動項目を明記すること、定期的（又
は必要に応じ随時）に業務の進捗
状況、課題等について部長への報
告を行うことを課内へ教育する。
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番
号 

組織の要素を 
含む背後要因 

対策の提言 具体的な対策 

２
－
Ｄ 

「もんじゅ業務の計画に係る
作成要領」の教育を担当する品
質保証室は、共通するＱＭＳ文
書である「もんじゅ業務の計画
に係る作成要領」を定着させる
ための繰り返し教育を行ってお
らず、ＱＭＳを定着させるため
の教育の仕組みが構築されてい
なかった 
【組織の要素を含む背後要因

1-②に準ずる】 
 
技術管理課長は、組織改編に

よって移行した旧36条報告書作
成業務について「センター業務
の計画に係る作成要領」に基づ
き、旧36条報告書作成実施計画
書を作成すべきであったが、業
務の計画の作成手順に関して正
しく理解しておらず、ＱＭＳを
定着させるための教育の仕組み
が構築されていなかった 
【組織の要素を含む背後要因

1-②に準ずる】 

もんじゅでは、もんじゅの従
業員に対して、「もんじゅ業務の
計画作成要領」を含む、6業務以
外のＱＭＳに関する要領につい
ても、実施する教育内容は実効
的な教育となるよう工夫すると
ともに、実施した教育内容を実
行できるよう繰り返し意識付け
する等、理解促進に係る教育を
実施すること 
【対策の提言(3)③ⅱに準ず

る】 
 
センターでは、センターの従

業員に対して、「センター業務の
計画作成要領」を含む、6業務以
外のＱＭＳに関する要領につい
ても、実施する教育内容が実効
的な教育となるよう工夫すると
ともに、実施した教育内容を実
行できるよう繰り返し意識付け
する等、理解促進に係る教育を
実施すること 
【対策の提言(3)③ⅱに準ず

る】 

 保全管理課長は、プラント保全
部の部内教育にＪＥＡＣ4209及び
ＪＥＡＧ4210について、外部講師
による教育を計画する。 
 
 保全管理課長は、プラント保全
部の部内教育に、原子力規格委員
会の保守管理検討会におけるＪＥ
ＡＣ4209及びＪＥＡＧ4210の改正
状況についての教育を計画する 
 
※ 下に続く 

※ ２－Ｄの「具体的な対策」の続き 
 
技術総括課は、ＱＭＳの改正教育の実施については、一般教育訓練実施計画に定める。教育の対象

者、教育方法は「もんじゅ教育訓練実施要領」様式14「所長承認文書制定・改正時の教育方法につい
て」で明確にする。 
技術総括課は、各課室が「所長承認文書制定・改正教育」を実施する際の注意点として、以下を周

知する。 
・教育は改正部分のみならずその要領の重要部分についても触れ、実効的な教育となるようにする
こと。 

・要領の制定、改正が不適合に起因するものであった場合はその不適合の内容を含め、再発防止に
向けた意識付けを行うこと。 

・新規配属者の業務に必要な要領のフォローを行うこと。 
・ライン管理職の指導やＴＬ等によるＯＪＴの中で、反復教育・指導を行うこと。 
技術総括課は、受講者及び理解度の状況について半期毎の「一般教育訓練実績報告書」にて確認す

る。 
各課長は、要領の制定、改正が不適合に起因するものであった場合はその不適合の内容を含め、再

発防止に向けた意識づけを行うとともに、ライン管理職の指導やＴＬ等によるＯＪＴの中で反復教
育・指導を行う。 

 
技術総括課長から以下の内容について、運研センター品質保証課長（取りまとめ）へ依頼する。 
①品質保証課は、各課が「センター長承認文書制定・改正教育」を実施する際の注意点として、以

下を周知する。 
・教育は改正部分のみならずその要領の重要部分についても触れ、実効的な教育となるように
すること。 

・要領の制定、改正が不適合に起因するものであった場合はその不適合の内容を含め、再発防
止に向けた意識付けを行うこと。 

・新規配属者の業務に必要な要領のフォローを行うこと。 
・ライン管理職の指導やＴＬ等によるＯＪＴの中で、反復教育・指導を行うこと。 

②品質保証課はＩＳＯ9000、ＪＥＡＣ4111に関する教育の各課の受講をメールの周知により推進す
る。 
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番
号 

組織の要素を 
含む背後要因 

対策の提言 具体的な対策 

２
－
Ｅ 

品質保証室長は、部署内でＱ
ＭＳ活動を確実に展開させるた
め、配置した品質保証担当者に
業務がＱＭＳに沿って実施され
ているかを確認させるべきだっ
たが、担当業務が限定されてい
たことから、品質保証の視点で
チェックを行う仕組みが機能し
ていなかった 
【組織の要素を含む背後要因

1-⑤に準ずる】 
 
 

もんじゅでは、ルール遵守に
係るチェック機能を強化するた
めに、各部署に配置された品質
保証担当者がＱＭＳに基づき業
務の実施状況を確認することを
明確にすること及び組織内で業
務がＱＭＳに基づき実施されて
いることを定期的に監査する
等、ルール遵守に係るチェック
機能を強化する仕組みに改善す
ること（横の確認の充実） 
【対策の提言(2)①ⅰに準ず

る】 

 もんじゅでは、品質保証室を品
質保証活動に専念させるため、業
務内容を整理し、許認可事項に関
わる手続業務や使用前検査事務局
業務等を分離し、品質保証の推進
活動に特化した組織に見直すとと
もに、品質保証室の横断機能を確
実に実施できる要員を確保する。
 
 もんじゅでは、品質保証の横断
機能を強化するため、品質保証を
担当とする副所長を配置する。 
 品質保証室は、品質マネジメン
トシステムの理解度を向上させ確
実な品質保証活動を推進するため
に品質保証担当者を各課室に配置
し、課長の品質保証活動を補佐さ
せるとともに品質保証室との連携
を強化することを文書で定める。
 
 各課長は、課員から品質保証担
当者を選任し、「品質保証担当者の
業務の計画（その１）について」
及び「品質保証担当者の業務の計
画（その２）について」に基づき
業務を行う体制を構築する。 

 
※ 下に続く 

品質保証課長は、部署内でＱ
ＭＳ活動を確実に展開させるた
め、配置した品質保証担当者に
業務がＱＭＳに沿って実施され
ているかを確認させるべきだっ
たが、担当業務が限定されてい
たことから、品質保証の視点で
チェックを行う仕組みが機能し
ていなかった 
【組織の要素を含む背後要因

1-⑤に準ずる】 

センターでは、ルール遵守に
係るチェック機能を強化するた
めに、各部署に配置された品質
保証担当者がＱＭＳに基づき業
務の実施状況を確認することを
明確にすること及び組織内で業
務がＱＭＳに基づき実施されて
いることを定期的に監査する
等、ルール遵守に係るチェック
機能を強化する仕組みに改善す
ること（横の確認の充実） 
【対策の提言(2)①ⅰに準ず

る】 

※ ２－Ｅの「具体的な対策」の続き 
 
品質保証室は、ルール遵守に係るチェック機能を強化するために、各課長の責任と権限の下、課内

に配置している品質保証担当者にＱＭＳに係る文書・記録のチェック、文書の改正教育及び不適合管
理の実施状況等の確認などを実施させることを文書で定める。 

 
各課長は、課員から品質保証担当者を選任し、「品質保証担当者の業務の計画（その１）について」

及び「品質保証担当者の業務の計画（その２）について」に基づき業務を行う体制を構築する。各課
長は、「品質保証担当者の業務の計画（その１）について」及び「品質保証担当者の業務の計画（その
２）について」に基づき、品質保証担当者がその活動を実施した都度、報告させ、実施されている業
務が必要なルールに基づいていることを把握する。 

 
※ 次ページに続く 
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番
号 

組織の要素を 
含む背後要因 

対策の提言 具体的な対策 

※ 前ページ２－Ｅの「具体的な対策」の続き 
 
 品質保証室は、各課室においてＱＭＳに基づき業務を実施していることを定期的に確認するために、
自主監査として品質保証室及び各課の品質保証担当者並びに診断対象と同様な業務に関わっている関
係者もメンバーに加えて「ＱＡ自主診断」を実施する。その際、自主診断を行う際にも業務計画を作
成し実施することにより、慣習ではなくルールに基づき業務を行うことを再確認させる。 
保全管理課長は、「合規性及び有効性評価マニュアル」に基づきプラント保全部各課に対して合規性

及び有効性確認の計画を行う。また、「合規性及び有効性評価マニュアル」に合規性及び有効性確認を
実施するメンバーとして診断対象と同様な業務に関わっているプラント保全部の課員を加えて、業務
計画を作成し実施することにより、慣習ではなく、ルールに基づき業務を行うことを再確認させ、業
務内容の自覚や間違いに気づかせる仕組みを構築する。 
 各課は、ＱＭＳに基づき業務を実施していることを定期的に確認するために、自主監査として品質
保証室及び各課の品質保証担当者並びに診断対象と同様な業務に関わっている関係者もメンバーに加
えて「ＱＡ自主診断」を実施する。その際、慣習ではなくルールに基づき業務を行うことを再確認さ
せ、業務内容の自覚や間違いに気づかせる。 
 
技術総括課長から以下の内容について、運研センター品質保証課長（取りまとめ）へ依頼する。 
①計画管理部は、品質マネジメントシステムの理解度を向上させ確実な品質保証活動を推進するた
めに品質保証担当者を各課に配置し、各課長の品質保証活動を補佐させるとともに品質保証課と
の連携を強化することを文書に定める。 

②品質保証課は、ルール遵守に係るチェック機能を強化するために、各課長の責任と権限の下、課
内に配置している品質保証担当者にＱＭＳに係る文書・記録のチェック、文書の改正教育及び不
適合管理の実施状況等の確認などを実施させることを文書で定める。 

③品質保証課は各課においてＱＭＳに基づき業務を実施していることを定期的に確認するために、
自主監査として品質保証課及び各課の品質保証担当者並びに診断対象と同様な業務に係ってい
る関係者もメンバーに加えて「ＱＡ自主診断」を実施する。自主診断を行う際は業務計画を作成
し実施することにより、慣習ではなくルールに基づき業務を行うことを再確認させる。 
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番
号 

組織の要素を 
含む背後要因 

対策の提言 具体的な対策 

２
－
Ｆ 

保全計画課長は、 新の機器
数を算出するという要求事項の
重要性について課員が正しく理
解していることを確認せず、正
確に集計作業を実施するための
重要性を課員と共有しておら
ず、作業を正しく仕上げるため
の取組みが十分ではなかった 
【組織の要素を含む背後要因

1-㉔に準ずる】 
 
電気保修課では、タスクＩＤ

等の集計に必要な情報等につい
て明確にし、集計表の加工作業
を依頼すべきだったが、正確に
集計作業を実施するための重要
性を関係者と共有しておらず、
作業を正しく仕上げるための取
組みが十分ではなかった 
【組織の要素を含む背後要因

1-㉔に準ずる】 
 
電気保修課の集計フラグ入力

者からフラグ確認を引き継いだ
電気保修課のフラグ確認者（2
名）は、チェック作業に際し、
指示元である電気保修課のデー
タ処理担当者にチェック方法を
確認すべきであったが、正確に
集計作業を実施するための重要
性を課員と共有しておらず、作
業を正しく仕上げるための取組
みが十分ではなかった 
【組織の要素を含む背後要因

1-㉔に準ずる】 

プラント保全部管理職は、管
理職、主査及び担当者間の報
告・連絡・相談の徹底（関係者
間でのコミュニケーションの強
化）等して、担当者等へ業務を
指示する際に業務の必要性、重
要性を理解させ業務への取組み
意欲を持たせることを徹底する
こと 
【対策の提言(1)⑥ⅰ、(1)⑥

ⅱに準ずる】 

 各課長は、モーニング・ミーテ
ィングやチーム内ミーティング等
においては、進行役を当番制で行
う等、職員一人一人がミーティン
グに対する参加意識（関係者間で
のコミュニケーションの強化）、緊
張感及び責任感を持たせた運用を
指導する。 
 
 各課長は、業務管理表等に基づ
き、点検等業務の進捗状況につい
て確認や指導等を行う場合には、
フェイス・トゥ・フェイスによる
対応を基本とするとともに、作業
手順書等の現場業務を具体的に把
握できる要領類や週間工程表等、
スケジュールを把握できる書類を
用いて実施する。 
 
 各課長は、課会やＴＬ会議等で
業務管理表等を積極的に活用し、
ルールを意識させるとともに、業
務を指示する際には、業務の必要
性及び重要性を理解させ、業務へ
の取組意欲を持たせることの徹底
を図る。 
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番
号 

組織の要素を 
含む背後要因 

対策の提言 具体的な対策 

２
－
Ｇ 

計画管理部長（旧運営管理室
長）は、旧36条報告書作成に関
する実施計画を作成し業務を確
実に実施すべきだったが、当該
計画書の作成を担当者に指示せ
ず、旧36条報告書に関する対応
を任せっきりにしている等、旧
36条報告書作成に関するライン
としてのフォローやチェックが
できていなかった 
【組織の要素を含む背後要因

１－⑱に準ずる】 

もんじゅ及びセンターにおい
て、業務のとりまとめを行う管
理職は、業務担当職位に応じた
責任範囲と業務分担を「業務の
計画」で明確にし、「報連相」の
励行や、業務が要求事項に沿っ
たものであることを監視し、そ
の実施結果を確認する場合は、
定めたルールの確実な遵守を認
識させるため、その業務が何に
基づいて実施しているかを常に
問いかける（「常に問いかける姿
勢」の定着）等、実施する業務
を確実にマネジメントできるよ
うにすること 
【対策の提言(1)②ⅰに準ず

る】 

 品質保証室は、非定常業務を行
う場合にも、定常業務用に定めた
「もんじゅ業務の計画に係る作成
要領」を適用し、責任範囲と業務
分担を明確にして計画を作成でき
るように改正する。 
 
 業務を行う場合には、各職位（部
長、課長、課長代理、副主幹、Ｔ
Ｌ、担当）における職務と責任を
明らかにした「業務の計画」を策
定し、業務管理表に展開し、それ
に基づいて日々適時の報連相を確
実にし、業務の進捗報告、情報共
有のための連絡を行うとともに、
懸案事項があれば必要に応じて課
室内で相談し、方針を明確にした
上で対応するなど業務が管理され
ない状態にならないようにマネジ
メントを実施する。 
 
 課長、課長代理クラスの管理職
は、「報・連・相」を励行し業務の
マネジメントができるように研修
を受講する。 

 
 技術総括課長から以下の内容に
ついて、運研センター品質保証課
長（取りまとめ）へ依頼する。 

・品質保証課は、非定常業務を
行う場合にも、定常業務用に
定めた「センター業務の計画
に係る作成要領」を適用し、
責任範囲と業務分担を明確に
して計画を作成できるように
改正、各課へ教育を行う。 
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別表３－３ 「点検計画の実績部の十分でない確認作業（配管外観検査の視認不可部の不適切な識別等）

に関する根本原因分析の報告書」に基づく組織要因への対策 

番
号 

組織の要素を含む背後要因 対策の提言 具体的な対策 

３
－
Ａ 

もんじゅは、配管支持構造物
の保安検査の指摘事項を踏ま
え、不適合の再発防止を確実に
するための措置として、課題の
原点まで立ち返って改善につな
げる仕組み（不適合管理、是正
処置）が機能していなかった 
 
機械保修課、燃料環境課、施

設保全課は配管支持構造物で指
摘された視認不可部の問題を踏
まえ、配管の視認不可部につい
て識別し、健全性評価を行って
点検方法を定めるべきであった
が、配管は連続性のある一機器
であり、可視可能範囲を点検す
れば、視認不可部についても健
全性が確認できると考えていた
ことから問題はないと考え、課
題の原点まで立ち返って改善に
つなげる仕組み（不適合管理、
是正処置）が機能していなかっ
た 
【組織の要素を含む背後要因

1-㉘に準ずる】 

課題発生時や不適合に対する
検討・審査を行う職制及び会議
体では、その課題や問題だけで
なく、それが発生した起点（原
因・意図）を明確（分析）にし、
それを解決するための要求事項
が検討され、それの対処方法が
整理されているか等、本質に立
ち返って審査・検討を行うよう
に取組むステップ等を設けるこ
と。また、もんじゅ職員に対し、
教育等により課題や問題の本質
に立ち返り審査・検討を行う意
識を醸成させるようにＲＣＡ等
の分析手法（課題解決のための
論理的手法）の理解・習得に努
めること 

品質保証室長は、以下の主旨に
ついて反映すべき会議体及び規定
類の調査を実施し、該当する規
定・要領等を改正または所管箇所
に対する改正依頼を行う。 

・課題発生時や不適合に対する
検討・審査を行う職制及び会
議体において、対処療法的な
対応に留まらず、それが発生
した起点（原因・意図）を明
確（分析）にし、それを解決
するための要求事項が検討さ
れ、それの対処方法が整理さ
れているか等、本質に立ち返
って審査・検討を行うステッ
プ等を設ける。 

 

要領類の検討・審査・承認等
を行う職位は、要領書の内容に
あいまいな記載がないことを確
実に確認すべきであったが、会
議体での説明者の考え方が当然
であると、出席者が一様に受け
止め、要領書のあいまいな記載
を各々の立場でチェックを行う
仕組みが機能していなかった 
【組織の要素を含む背後要因

1-⑤に準ずる】 

もんじゅは、保守管理で重要
な計画や要領類等の制改定の際
に、ライン職によるチェックや
品質保証部門による横串チェッ
ク、部や所に設置された会議体
で要求事項（課題の対応に際し
ては、原点まで立ち返った検討
の有無）や規格・基準類との整
合が保たれていることを確認す
ること 
【対策の提言(2)①ⅳに準ず

る】 
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番
号 

組織の要素を含む背後要因 対策の提言 具体的な対策 

３
－
Ｂ 

もんじゅは、配管支持構造物
の保安検査の指摘事項を踏ま
え、不適合の再発防止を確実に
するための措置として、課題の
原点まで立ち返って改善につな
げる仕組み（不適合管理、是正
処置）が機能していなかった 
 
機械保修課、燃料環境課、施

設保全課は配管支持構造物で指
摘された視認不可部の問題を踏
まえ、配管の視認不可部につい
て識別し、健全性評価を行って
点検方法を定めるべきであった
が、配管は連続性のある一機器
であり、可視可能範囲を点検す
れば、視認不可部についても健
全性が確認できると考えていた
ことから問題はないと考え、課
題の原点まで立ち返って改善に
つなげる仕組み（不適合管理、
是正処置）が機能していなかっ
た 
【組織の要素を含む背後要因

1-㉘に準ずる】 

課題発生時や不適合に対する
検討・審査を行う職制及び会議
体では、その課題や問題だけで
なく、それが発生した起点（原
因・意図）を明確（分析）にし、
それを解決するための要求事項
が検討され、それの対処方法が
整理されているか等、本質に立
ち返って審査・検討を行うよう
に取組むステップ等を設けるこ
と。また、もんじゅ職員に対し、
教育等により課題や問題の本質
に立ち返り審査・検討を行う意
識を醸成させるようにＲＣＡ等
の分析手法（課題解決のための
論理的手法）の理解・習得に努
めること 

品質保証室長は、課題や問題の
本質に立ち返り審査・検討を行う
意識を醸成することを目的とし
て、ＲＣＡ等の分析手法の理解・
習得についてのもんじゅ職員への
教育を実施し、確実に身について
いることを確認する。また、同教
育を教育計画に盛り込む。 
 

３
－
Ｃ 

要領類の検討・審査・承認等
を行う職位は、要領書の内容に
あいまいな記載がないことを確
実に確認すべきであったが、会
議体での説明者の考え方が当然
であると、出席者が一様に受け
止め、要領書のあいまいな記載
を各々の立場でチェックを行う
仕組みが機能していなかった 
【組織の要素を含む背後要因

1-⑤に準ずる】 

もんじゅは、保守管理で重要
な計画や要領類等の制改定の際
に、ライン職によるチェックや
品質保証部門による横串チェッ
ク、部や所に設置された会議体
で要求事項（課題の対応に際し
ては、原点まで立ち返った検討
の有無）や規格・基準類との整
合が保たれていることを確認す
ること 
【対策の提言(2)①ⅳに準ず

る】 

（是正処置計画原課）長は、課
内で作成する計画や要領類につい
て、各ラインが規格・基準類や他
の要領類との整合性のチェックを
行い、品質保証担当者は、そのチ
ェックが確実に行われている確認
について課長を補佐する。 
 
（是正処置計画原課）長は、保

全計画や要領類等の制定・改正の
際に、プラント保全部安全技術検
討会や「もんじゅ」の保安管理専
門委員会において、上位文書との
整合性確認を受ける。 
 

もんじゅは、配管の肉厚測定
の実施の判断について、「外面劣
化機器・設備の肉厚測定マニュ
アル」を適用する際は、配管の
内外面、保温材の内側での「腐
食・減肉の進行状況」の管理の
適用性を検討すべきであった
が、これが行われておらず、Ｑ
ＭＳの維持管理に関する対応が
不足していた 
【組織の要素を含む背後要因

3-⑨に準ずる】 
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番
号 

組織の要素を含む背後要因 対策の提言 具体的な対策 

３
－
Ｄ 

改善作業チーム事務局は、実
績部の確認作業要領書におい
て、業務プロセスの妥当性を確
認するべきであったが、試作業
では作業時間の確認に留まり、
要領書にあいまいな記載がな
く、要件を満たしていることを
確認するための仕組みが不足し
ていた 
【組織の要素を含む背後要因

2-⑧に準ずる】 

業務の実施にあたっては、業
務の要求事項を明確にし、業務
に特有なプロセス、資源の必要
性、妥当性確認、監視、測定、
合否判定基準、記録等が適切に
検討された計画を策定し、予め
計画どおりのアウトプットが得
られることを確認し、業務実施
途中で新たに課題が発生した場
合は、その都度、要領書等に反
映・確認した上で、関係者間で
共有を図り「段取り八分」を整
えること 
【対策の提言(1)③ⅱに準ず

る】 

品質保証室長は、以下の主旨に
ついて「もんじゅ業務の計画に係
る作成要領」に規定する。 

・業務の実施に当たっては、策
定された計画どおりのアウト
プットが得られることを予め
確認し、業務実施途中で新た
に課題が発生した場合は、そ
の都度、要領書等に反映・確
認する。 

 
（是正処置計画原課）長は、定

常業務又は非定常業務の実施に当
たって計画書を策定する際には、
業務の担当者に「もんじゅ業務の
計画に係る作成要領」に従って計
画を作成させ、ライン管理職によ
る確認を行う。また、各課内の品
質保証担当者は、これを補佐する。
 
管理課長は「もんじゅ文書管理

要領」に、各課室長が「もんじゅ
業務の計画に係る作成要領」に基
づき業務の計画を策定する場合に
は、関係部署間での周知及び共有
を図ることを規定する。 
 

３
－
Ｅ 

もんじゅは、措置命令の解除
を早期達成しようとしたため、
実績部の確認作業に係る作業時
間の確保が十分でなく段取りが
不足していた 
【組織の要素を含む背後要因

1-㉗に準ずる】 

適切な保全計画を確実に実施
するため、計画に要求される事
項を明らかにし、その業務の検
証、妥当性評価、監視・測定、
検査及び試験活動、並びにこれ
らの合否判定、記録等が明確化
された計画を作成して、工程に
縛られることなく、また必要な
資源が確保されることを確実に
すること 
【対策の提言(1)③ⅲに準ず

る】 

品質保証室長は、以下の主旨に
ついて「もんじゅ業務の計画に係
る作成要領」に規定する。 

・非定常業務等についても、計
画を策定する際に要求事項、
資源の提供の必要性、監視・
測定、検証等を考慮すること
を明確にする。 

 

３
－
Ｆ 

設備担当課のライン職は、確
認作業を設備担当者に任せっき
りにし、その実施状況を自ら確
認しておらず、要領書の手順ど
おりに実施されているかの観点
からラインとしてのフォローや
チェックができていない 
【組織の要素を含む背後要因

1-⑱に準ずる】 

管理職とチームリーダー、チ
ームリーダーと担当者間の報
告・連絡・相談の徹底によって、
各課室が取り組む課題に係る対
応の進捗や課題を把握・管理し、
週毎にフェイストゥフェイスで
の指導・支援を強化すること 
【対策の提言(1)⑥ⅰに準ず

る】 

技術総括課長は以下の主旨につ
いて、業務管理表等運用要領に規
定する。 

・管理職とチームリーダー、チ
ームリーダーと担当者間の報
告・連絡・相談の徹底によっ
て、各課室が取り組む課題に
係る対応の進捗や課題を把
握・管理し、週毎にフェイス
トゥフェイスでの指導・支援
を実施する。 

 
（是正処置計画原課）長は、業

務管理表を用いて、課題に係る対
応の進捗や課題を把握・管理し、
週毎のフェイストゥフェイスでの
指導・支援を強化する。 
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番
号 

組織の要素を含む背後要因 対策の提言 具体的な対策 

３
－
Ｇ 

プラント保全部は、配管につ
いても配管支持構造物と同様の
指摘を受ける可能性があるとの
情報を所幹部に対し伝達するべ
きであったが、措置命令の解除
に向けた面前の課題を解決する
ための作業時間を優先し、配管
の問題を説明しておらず、組織
判断のためのコミュニケーショ
ンが不足していた 
【組織の要素を含む背後要因

3-⑥に準ずる】 

もんじゅの幹部は、不適合に
つながる情報等については、も
んじゅの幹部も参画するＣＡＰ
にかかる会合を活用して、必要
な情報の共有化を図り適切な判
断が行えるよう慎重な対応を行
うこと 
【対策の提言(1)⑤ⅰに準ず

る】 

ＣＡＰにおいて不適合につなが
る事象が報告された場合には、「も
んじゅ」幹部が従来の不適合や類
似事象の扱い、外部への影響等の
情報を共有した上で、事象の処置
に係る適切な指導及び助言を行
う。 
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別表３－４ 「高速増殖原型炉もんじゅにおける安全機能の重要度分類に係る不適合に関する根本原因分

析の報告書」に基づく組織要因への対策 

番
号 

組織の要素を含む背後要因 対策の提言 具体的な対策 

４
－
Ａ 

もんじゅの保安及び保安に関
する品質保証活動は、保安規定
に記載した保安管理組織で対応
すべきであるが、一時的に設置
した体制で行ったため、責任と
権限があいまいになった 
 

もんじゅの保安及び保安に関
する品質保証活動は、責任の所
在が曖昧となるような一時的に
設置した会議体及び実施体制で
行わず、責任と権限を明確にし
たライン組織で実施することを
原則とした体制とすること 
【対策の提言(4)①ⅱに準ず

る】 

責任と権限を明確にしたライン
組織で業務を実施することを目的
として、業務管理表の運用改善を
継続して実施する。 
（是正処置計画原課）長は、管

理職、監督職が自らの責任と上下
とのコミュニケーション義務を認
識し、怠りなく果たすことを含め、
業務管理表の運用改善について検
討する。 
技術総括課長は、各課の改善内

容を取りまとめ、「業務管理表等運
用要領」へ反映する。 
 

保全計画改善検討委員会及び
タスクフォースは、機器レベル
の安全機能の重要度分類の再整
理を行ったうえで、保全重要度
を確認する作業ステップとする
よう指示すべきであったが、作
業ステップの妥当性の確認を行
うためのチェック組織として機
能しなかった 

会議体は、責任の所在が曖昧
となるような一時的なものはな
くし、責任と権限を明確にした
ライン組織で決定がなされるこ
とを原則とした体制とすること
【対策の提言(4)①ⅱに準ず

る】 

各部室課長は、自らの部署に
おいて、責任者としてのマネジ
メントを行い、業務の実施を確
実にすべきであったが、自らが
プレイヤーとなっており、役割
を分担し、業務を確実に遂行さ
せるマネジメント力が不足して
いた 
 
 

業務を行う場合、業務担当職
位に応じた責任範囲と業務分担
を「業務の計画」で明確にし、
管理者がプレーヤーとなること
なく、「報連相」を励行し、個々
の業務について部下と情報共有
を図ることによって、管理職層
が確実にマネジメントできるよ
うにすること。また、管理職層
に対して、自らの役割と責任を
認識させるために、マネジメン
ト研修を実施すること 
業務を指示した上位職者は、

管理者がプレーヤーに留まるこ
となく、業務が職務ラインでマ
ネジメントされていることやそ
の実施結果を確認すること 
【対策の提言(1)②ⅰ,ⅲに準

ずる】 
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番
号 

組織の要素を含む背後要因 対策の提言 具体的な対策 

４
－
Ｂ 

テクニカルメモのＱＭＳ化を
担当した管理職（プラント保全
部主幹、運営管理室室長代理）
は、他課に依頼した作業に対し
てフォローを行うべきであった
が、依頼先の課任せにしており、
業務を確実に実施・管理してい
くという意識が欠けていた 
 
 

他課に業務を依頼する場合、
当該業務を依頼先の課任せにせ
ず、責任範囲と業務分担を「業
務の計画」で明確にし、「報連相」
の励行によって業務を管理職層
が確実にマネジメントできるよ
うにすること。また、管理職層
に対して、自らの役割と責任を
認識させること 
【対策の提言(1)②ⅰに準ず

る】 
 

品質保証室長は、以下の主旨に
ついて「もんじゅ業務の計画に係
る作成要領」に規定する。 

・業務の責任範囲と業務分担を
「業務の計画」で明確にする
こと。 

 
技術総括課長は、以下の主旨に

ついて「業務管理表等運用要領」
に規定する。 

・他課に業務展開する必要があ
る場合、依頼業務を依頼先の
課任せにせず、適切な確認、
フォローを行うこと。 

・報連相の励行によって業務を
管理職層が確実にマネジメ
ントができるようにするこ
と。 

４
－
Ｃ 

テクニカルメモのＱＭＳ化を
担当した管理職（プラント保全
部主幹、運営管理室室長代理）
は、他課に依頼した作業に対し
てフォローを行うべきであった
が、依頼先の課任せにしており、
業務を確実に実施・管理してい
くという意識が欠けていた 
 
 

他課に業務を依頼する場合、
当該業務を依頼先の課任せにせ
ず、責任範囲と業務分担を「業
務の計画」で明確にし、「報連相」
の励行によって業務を管理職層
が確実にマネジメントできるよ
うにすること。また、管理職層
に対して、自らの役割と責任を
認識させること 
【対策の提言(1)②ⅰに準ず

る】 

課長、課長代理クラスの管理職
は、「報・連・相」を励行し業務の
マネジメントができるように、人
事部が行うマネジメント実践研修
等を受講する。 
 
 

 

各部室課長は、自らの部署に
おいて、責任者としてのマネジ
メントを行い、業務の実施を確
実にすべきであったが、自らが
プレイヤーとなっており、役割
を分担し、業務を確実に遂行さ
せるマネジメント力が不足して
いた 
 
 

業務を行う場合、業務担当職
位に応じた責任範囲と業務分担
を「業務の計画」で明確にし、
管理者がプレーヤーとなること
なく、「報連相」を励行し、個々
の業務について部下と情報共有
を図ることによって、管理職層
が確実にマネジメントできるよ
うにすること。また、管理職層
に対して、自らの役割と責任を
認識させるために、マネジメン
ト研修を実施すること 
業務を指示した上位職者は、

管理者がプレーヤーに留まるこ
となく、業務が職務ラインでマ
ネジメントされていることやそ
の実施結果を確認すること 
【対策の提言(1)②ⅰ,ⅲに準

ずる】 
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番
号 

組織の要素を含む背後要因 対策の提言 具体的な対策 

４
－
Ｄ 

運営管理室室長代理は、他部
署からの依頼事項に対する問い
合わせはライン（職制）を通じ
て行うべきであったが、依頼元
担当者への連絡のみに留めてお
り、部署間の仕事に対してライ
ン（職制）を通さないやり方が
常態化していた 
 

複数の課が関係する業務にお
いては、責任の所在が曖昧とな
らないよう組織部署の相互チェ
ックや改善の確認を責任と権限
を明確にしたライン組織で行う
ことを原則とした体制とするこ
と 
【対策の提言(4)①ⅱの「また

書き」の部分に準ずる】 

品質保証室長は、以下の主旨に
ついて「もんじゅ業務の計画に係
る作成要領」に規定する。 

・複数の課が関係する業務にお
ける、組織部署の相互チェッ
クや改善の確認に関して、責
任範囲と業務分担を「業務の
計画」で明確にすること。 

 
技術総括課長は、以下の主旨に

ついて「業務管理表等運用要領」
に規定する。 

・責任の所在が曖昧とならない
よう、複数の課が関係する業
務における、組織部署の相互
チェックや改善の確認の実施
について「業務管理表」で明
確にすること。 

４
－
Ｅ 

もんじゅでは、プラントの長
期停止により、安全審査対応や
設工認申請書作成等の保全の経
験が十分で無い状態を踏まえ、
保全に関わる人材の適正配置を
行うべきであったが、適正化す
るための教育・訓練や経験者の
適正な配置等、人的資源管理が
できていなかった 
 

①プラント長期停止による保全
技術の低下を回復するため、
技能職員の異動、キャリア採
用、電力・メーカー等からの
派遣受け入れと保守の要員計
画に基づく計画的人材育成等
により、経験を有する保守員
を確保し保全技術を継続的に
維持・向上できる体制を構築
すること 

②技術を継承し自らプラントを
保守管理していくマイプラン
ト意識や「常に問いかける姿
勢」を醸成するため、ライン
職による直営の点検や点検の
発注管理、メーカー技術者と
の協議のよるＱＣ基準の習得
を中心としたＯＪＴプログラ
ムを策定し実施していくこと
【対策の提言(3)①ⅰ、ⅴに準

ずる】 

もんじゅは技能職員の異動、キ
ャリア採用、電力・メーカー等か
らの派遣受け入れと保守の要員計
画に基づく計画的人材育成等によ
り、経験を有する保守員を継続的
に確保する。 
 
保全管理課長は、保守経験技術

者を確保しつつ、保全技術の継続
的な維持・向上を図るため、個人
ごとの育成計画を作成し、人材育
成を図るとともに、長期的な要員
計画を定め、保守管理を確実に行
う体制を継続する。 
 
保全管理課長は、技術を継承し

自らプラントを保守管理していく
マイプラント意識を醸成するた
め、保守管理に係るプロセス（設
計管理、調達管理、工事管理、検
査及び試験管理、記録管理、不適
合管理 等）について、現場の実
務を通じて保守管理業務を習得さ
せるＯＪＴプログラムを構築す
る。このＯＪＴプログラムは、個
人ごとの育成計画（育成シート）
に反映し実施する。また、メーカ
ー技術者との協議のよるＱＣ基準
の習得も含まれる検討を進めてい
く。 
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番
号 

組織の要素を含む背後要因 対策の提言 具体的な対策 

４
－
Ｆ 

もんじゅでは、課題が発生し
た際に課題の本質（原点）に戻
って対策を講じるべきであった
が、課題の本質に立ち返るとい
う意識（問いかける姿勢）が不
足し、対処療法的な対応に終始
した。 
 

課題発生時や不適合に対する
検討・審査を行う職制及び会議
体では、対処療法的な対応に留
まらず、それが発生した起点（原
因・意図）を明確（分析）にし、
それを解決するための要求事項
が検討され、それの対処方法が
整理されているか等、本質に立
ち返って審査・検討を行うよう
に取組むステップ等を設けるこ
と。また、もんじゅ職員に対し、
教育等により課題や問題の本質
に立ち返り審査・検討を行う意
識を醸成させるように、ＲＣＡ
等の分析手法の理解・習得に努
めること 

品質保証室長は、以下の主旨に
ついて反映すべき会議体及び規定
類の調査を実施し、該当する規
定・要領等を改正または所管箇所
に対する改正依頼を行う。 

・課題発生時や不適合に対する
検討・審査を行う職制及び会
議体において、対処療法的な
対応に留まらず、それが発生
した起点（原因・意図）を明
確（分析）にし、それを解決
するための要求事項が検討さ
れ、それの対処方法が整理さ
れているか等、本質に立ち返
って審査・検討を行うステッ
プ等を設ける。 

 

プラント保全部では、安全機
能の重要度分類はプラント設備
管理にあたり基礎となるもので
あるにも関わらず、その整理に
係る「安全機能の重要度分類実
施要領」を重要な文書として扱
っておらず、組織として複数の
視点でチェックする機会を設け
ていなかった 
 

プラント保全部は、保守管理
で重要な計画や要領類等の制改
定の際に、ライン職によるチェ
ックに加え、部に設置された会
議体で要求事項や規格・基準類
との整合が保たれていることを
審議内容として確認する仕組み
にすること 
【対策の提言(2)①ⅳに準ず

る】 

４
－
Ｇ 

もんじゅでは、課題が発生し
た際に課題の本質（原点）に戻
って対策を講じるべきであった
が、課題の本質に立ち返るとい
う意識（問いかける姿勢）が不
足し、対処療法的な対応に終始
した。 
 

課題発生時や不適合に対する
検討・審査を行う職制及び会議
体では、対処療法的な対応に留
まらず、それが発生した起点（原
因・意図）を明確（分析）にし、
それを解決するための要求事項
が検討され、それの対処方法が
整理されているか等、本質に立
ち返って審査・検討を行うよう
に取組むステップ等を設けるこ
と。また、もんじゅ職員に対し、
教育等により課題や問題の本質
に立ち返り審査・検討を行う意
識を醸成させるように、ＲＣＡ
等の分析手法の理解・習得に努
めること 

品質保証室長は、課題や問題の
本質に立ち返り審査・検討を行う
意識を醸成することを目的とし
て、ＲＣＡ等の分析手法の理解・
習得についてのもんじゅ職員への
教育を実施し、確実に身について
いることを確認する。また、同教
育を教育計画に盛り込む。 
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番
号 

組織の要素を含む背後要因 対策の提言 具体的な対策 

４
－
Ｈ 

もんじゅは、平成25年1月に作
成したテクニカルメモが検証さ
れていないものであることか
ら、当該テクニカルメモを安全
機能の重要度分類の設定に使用
すべきではなかったが、未検証
のまま使用しており、検証の必
要性、重要性を理解しておらず、
ＱＭＳのルールが遵守されてい
ない 
 

保守管理のための「ＭＱ
423-01 もんじゅ業務の計画に
係る作成要領」等とＪＥＡＣ
4111の理解促進に係る教育を実
施すること 
【対策の提言(3)③ⅱに準ず

る】 

保全管理課長は、プラント保全
部の保守担当者への教育に関する
教育管理者を定める。教育管理者
は基礎的知識や保守管理技術習得
のための研修プログラムを策定
し、それを実施する。さらに、実
施結果に基づき研修プログラムの
評価及び見直しを行い、保守担当
者の継続的な技術力の向上を図
る。 
研修プログラムに「「ＭＱ423-01

もんじゅ業務の計画に係る作成要
領 」等とＪＥＡＣ4111等の理解促
進に係る教育」を含めるものとす
る。 

４
－
Ｉ 

ＪＥＡＣ4111の「7.1業務の計
画」での要求事項（プロセス及
び文書の確立の必要性、資源の
提供の必要性、監視・測定、検
査及び試験活動、検証、妥当性
確認、合否判定基準、記録等）
の理解が不足し、段取り八分が
できていない。 
 

①「業務の計画」を始めとした
ＱＭＳの知識を確実にして管
理業務に適用できるよう、技
術系管理職によるＩＳＯ9000
外部研修受講（監査員補申請
資格取得）を促進すること 

従前より実施しているＩＳＯ
9000審査員研修の受講対象者を拡
大し、品質マネジメントシステム
に関する管理職及びチームリーダ
ー等の理解促進を図る。また、今
後も継続的に教育を実施する。 

②業務の計画策定に当たって
は、業務の要求事項を明確に
し、業務に特有なプロセス、
資源の必要性、妥当性確認、
監視・測定、合否判定基準、
記録などが適切に検討された
計画を策定することを習慣化
し、関係者間で共有を図り「段
取り八分」を整えること 
【対策の提言(1)③ⅰ,ⅱに準

ずる】 
 

（是正処置計画原課）長は、定
常業務又は非定常業務の実施に当
たって計画書を策定する際には、
業務の担当者に「もんじゅ業務の
計画に係る作成要領」に従って計
画を作成させ、ライン管理職によ
る確認を行う。また、各課内の品
質保証担当者は、これを補佐する。
 
管理課長は「もんじゅ文書管理

要領」に、各課室長が「もんじゅ
業務の計画に係る作成要領」に基
づき業務の計画を策定する場合に
は、関係部署間での周知及び共有
を図ることを規定する。 
 
品質保証室長は適切に検討され

た計画を策定することを習慣化す
ることを目的として、「もんじゅ業
務の計画に係る作成要領」の教育
を実施し、確実に身についている
ことを確認する。 
技術総括課長は、「業務管理表等

運用要領」に従って業務管理表を
作成しライン管理職による確認を
するとともに、定期的な進捗確認、
課題等が発生した際に報告を行う
こと等を習慣づけるために、同要
領の定期的な教育を実施する。 
技術総括課長は、上記教育を教

育計画に盛り込む。 
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番
号 

組織の要素を含む背後要因 対策の提言 具体的な対策 

４
－
Ｊ 

保全計画改善作業関係者は、
業務を進める上での課題等につ
いて適宜相談しながら進めるべ
きであったが、報連相が徹底し
ておらず、コミュニケーション
が不十分であった 
 

保全計画改善作業関係者は、
業務を進める上で、上司への報
告・連絡・相談を徹底すること。
また、上位者は業務計画を用い
る等して業務進捗や課題を把
握・管理し、フェイストゥフェ
イスでの指導・支援を強化する
こと 
【対策の提言(1)⑥ⅰに準ず

る】 

技術総括課長は以下の主旨につ
いて、業務管理表等運用要領に規
定する。 

・業務を進めるに当たっては、
担当者は業務管理表を用いて
上司への報告・連絡・相談を
徹底する。 

・上位者は業務管理表を用いて
進捗や課題を把握・管理し、
フェイストゥフェイスでの指
導・支援を実施するとともに
報連相の励行による確実なマ
ネジメントを実施する。 

 

保全計画改善作業に関わった
ライン管理職は、部下の業務の
進捗状況を適宜確認し、指導を
行うべきであったが、部下の業
務に対するマネジメントが不十
分だった 
 

保全計画改善作業に係ったラ
イン管理職は、部下に業務を指
示した場合、業務管理表を用い
る等して業務の進捗や課題を管
理し、「報連相」の励行によって
個々の業務を確実にマネジメン
トすること 
【対策の提言(1)②ⅰに準ず

る】 

４
－
Ｋ 

ＭＲのインプット情報の決定
及び収集に係る関係者は、保安
規定に定めたＭＲへのインプッ
ト事項を正しく把握し、情報の
不足等があれば是正する立場に
あるが、視野狭窄（本社及び発
電所の意思決定に問題）があっ
た 
 

ＭＲのインプット情報の決定
及び収集に係る関係者は、保安
規定に定められたＭＲインプッ
ト事項に不足等が無いようレビ
ューし、理事長が方針を的確に
判断できるようにすること 
【対策の提言(4)③ⅰに準ず

る】 

品質保証室長は、「もんじゅマネ
ジメントレビュー対応要領」に以
下の主旨を確実に実施できるよう
な具体的内容を追加、改正する。

・ＭＲのインプット情報の決定
及び収集に係る関係者は、保
安規定に定められたＭＲイン
プット事項に不足等が無いよ
う品質保証室、対応各課室で
ダブルチェックを行った上で
レビューを実施する。 

４
－
Ｌ 

もんじゅは、自ら国と約束し
た事項等に対しては適切に管理
し、計画を立案、実施すべきで
あったが、ライン、会議体での
フォローを含めた処置体制があ
いまいで責任と権限が明確でな
く、約束事項の実施部署に当事
者意識がなかった 
 

経営層及びもんじゅ幹部は、
自ら国と約束した事項等に対し
ては適切に管理し、当該案件に
係る計画を適切に構築できるよ
うにすること 
【対策の提言(2)②ⅰに準ず

る】 

技術総括課長は、自ら国と約束
した事項等について適切に管理で
きるようにするため、もんじゅ職
員に対しての「もんじゅコミュニ
ケーション要領」と「もんじゅ対
外約束事項管理要領 」、「業務管理
表等運用要領」についての教育を
実施し、確実に身についているこ
とを確認する。 
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番
号 

組織の要素を含む背後要因 対策の提言 具体的な対策 

４
－
Ｍ 

文書の承認・合議・審査に関
係する部室課長は、所管分野の
チェックを確実にする必要があ
るが、部室課としてチェックす
る体制を整えておらず、部室課
長の不十分なチェックのみでの
決裁が慣例化している 

文書類の承認・合議・審査に
関係する各部室課長は、各部室
課として確認すべき文書類の審
査等が確実に実行されるよう、
各部室課内での審査体制を整
え、当該体制に従い、当該部署
が所掌する分野の審査等が責任
を持って行える仕組みを構築す
るとともに、この仕組みが機能
するようマネジメントすること

各室課内で作成したＱＭＳ文書
の審査については、ライン組織に
よる対応を確実に実施する。また、
「品質保証担当者の業務の計画に
ついて」に基づき品質保証担当者
による確認を実施する。 
 
品質保証室長は、ＱＭＳ文書の

合議・審査に関して、もんじゅに
おける室課内の合議審査の仕組み
を検討し整備する。検討・整備に
当たっては以下について必要性を
含めて検討することとし、計画的
に進める。 

・室課内の合議審査の体制、フ
ロー 

・審査の記録、チェックシート
・仕組みの要領化 

４
－
Ｎ 

各部室課長は、自らの部署に
おいて、責任者としてのマネジ
メントを行い、業務の実施を確
実にすべきであったが、自らが
プレイヤーとなっており、役割
を分担し、業務を確実に遂行さ
せるマネジメント力が不足して
いた 
 

業務を行う場合、業務担当職
位に応じた責任範囲と業務分担
を「業務の計画」で明確にし、
管理者がプレーヤーとなること
なく、「報連相」を励行し、個々
の業務について部下と情報共有
を図ることによって、管理職層
が確実にマネジメントできるよ
うにすること。また、管理職層
に対して、自らの役割と責任を
認識させるために、マネジメン
ト研修を実施すること 
業務を指示した上位職者は、

管理者がプレーヤーに留まるこ
となく、業務が職務ラインでマ
ネジメントされていることやそ
の実施結果を確認すること 
【対策の提言(1)②ⅰ,ⅲに準

ずる】 

品質保証室長は、以下の主旨に
ついて「もんじゅ業務の計画に係
る作成要領」に規定する。 

・業務の実施にあたっては、業
務担当職位に応じた責任範囲
と業務分担を「業務の計画」
で明確にする。 

 
 
 

４
－
Ｏ 

もんじゅでは、保守管理不備
のＲＣＡ結果に基づく対策の実
行箇所及び取りまとめ箇所にお
いて、対策の実施を確実にすべ
きであったが、進捗管理が十分
でなく、対策の実施状況のフォ
ローアップ（評価）ができてい
ない 

もんじゅでは、ＲＣＡ結果に
対する再発防止対策の実施状況
や浸透度合いについて、現場の
第一線へのインタビュー等を活
用して確認し、対策の有効性を
評価して実施内容をフォローア
ップする。また、対策の実施状
況を確認した結果、当初の効果
が見込めない等、再発防止対策
の見直しが必要と判断される場
合には、更なる対策について現
場と協議・立案し、再発防止対
策の実効性を向上させること 

品質保証室長は、根本原因分析
結果に基づく対策の「もんじゅ」
での実施状況を確実にフォローア
ップするため、不適合管理の是正
処置報告後、予防処置報告後の有
効性評価を適切に実施するよう、
不適合管理要領を改正する。 
また、ＲＣＡに基づく対策提言

の反映により、複数の是正処置計
画に複数課にまたがる対策が策定
されて実施される場合は、必要に
応じて対策の進捗確認すること
し、その手順について不適合管理
要領等を改正する。 
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番
号 

組織の要素を含む背後要因 対策の提言 具体的な対策 

４
－
Ｐ 

安全・核セキュリティ統括部
では、ＲＣＡ結果に基づく再発
防止策の実施状況をフォローア
ップする必要があるが、機構の
ＱＡ活動を推進する部署であり
ながらＱＭＳを理解している要
員が不足しており、頻発するＲ
ＣＡ事案対応の事務局と対策フ
ォローアップが十分にできてい
ない 

安全・核セキュリティ統括部
では、ＲＣＡ結果に基づく対策
の実施状況のフォローアップを
するために、ＱＭＳ及びＲＣＡ
手法を理解した人を確保するこ
と、あるいは各拠点で人材を育
成し、必要時に召集できる体制
と仕組みを構築することととも
に、頻発しているＲＣＡを必要
とされる不適合に対処できるよ
う必要な場合には組織化するこ
と 

根本原因分析の実施体制等を平
成28年9月目途で検討し、その結果
に応じて仕組の見直しを行うこと
とする。 

①機構大の根本原因分析の実施
体制の検討 

②対策の有効性フォローアップ
の充実（国への約束事項等の
確認） 

③ＱＭＳ及びＲＣＡ手法の理解
教育の継続実施 

４
－
Ｑ 

プラント保全部では、点検計
画を管理するにあたり、構成管
理（ＣＭ：Configuration 
Management）の出来る環境・仕
組みを整えておくべきであった
が、平成25年1月のテクニカルメ
モのデータはトレーサビリティ
の取れるタスクＩＤがなく、点
検計画に関わる構成管理が整っ
ていなかった 

もんじゅにおいて、点検計画
のような多くの設備・データを
管理する場合には、各設備・デ
ータに対して識別及びトレーサ
ビリティを確保できるよう構成
管理（ＣＭ：Configuration 
Management）するような環境・
仕組みを整えること 

保全計画課長は、保全計画に関
連する各設備のデータ（保全内容
根拠書等）について識別及びトレ
ーサビリティを確保できるように
するため、管理すべき関連する文
書・データ等を調査・リストアッ
プし、それらの管理に対して構成
管理の手法を導入することにより
管理方法が改善されるかを検討
し、効果があると認められた場合
は要領等の見直し等を実施する。
以上について計画的に進める。 

４
－
Ｒ 

もんじゅでは、不適合管理の
下で問題の解決を図るべきであ
ったが、問題解決の目途がつい
てから不適合管理を開始する風
潮があった 
 
もんじゅでは、不適合報告書

を各課が速やかに発行すること
を確実に指導すべきであった
が、不適合管理に係る業務の遂
行について各課を適切にマネジ
メントしていない 
 

「不適合又は通常と異なる事
象」は不適合管理委員会前にＣ
ＡＰ情報連絡会に報告するよ
う、ルールに準拠した不適合管
理を徹底すること。 
また、ＣＡＰの運用を通じて

ルール遵守の重要性を認識させ
意識醸成を図ること 
【対策の提言(4)④ⅰに準ず

る】 

品質保証室長は、ルール遵守意
識向上を目的として本不適合事象
を含め不適合事例に関する教育を
実施する。また、ＣＡＰ情報連絡
会の目的（ＣＡＰにおいて不適合
関連の情報を周知することにより
ルール遵守意識の向上を図る）に
ついても合わせて教育する。 
 
品質保証室長は、不適合管理や

ルール遵守の意識向上策として、
ＣＡＰの導入を行うことにより、
日常的に発生する不適合に関する
情報等を多くの管理職が迅速に共
有するとともに、是正処置確認会
を設置し、確実な是正を行うよう
に改善する。 
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番
号 

組織の要素を含む背後要因 対策の提言 具体的な対策 

４
－
Ｓ 

安全機能の重要度分類の再整
理作業を実施した各課は、不適
合に対する是正処置及び予防処
置を確実に実施すべきであった
が、他業務等（保修票の不備対
応や未点検機器の点検、発注作
業や技術評価作成等）により多
忙だとして、不適合管理が適切
に行われていない 
 

不適合の再発防止及び未然防
止を的確に図る観点から是正処
置及び予防処置を実施するよ
う、ルールに準拠した不適合管
理を徹底すること 
【対策の提言(4)④ⅰに準ず

る】 

品質保証室長は、以下の主旨に
ついて「不適合管理要領」に規定
する。 

・迅速かつ適切に不適合管理を
実施するため、不適合認知後
は速やかに不適合報告書を起
案する。 

 
品質保証室長は、不適合管理や

ルール遵守の意識向上策として、
ＣＡＰの導入を行うことにより、
日常的に発生する不適合に関する
情報等を多くの管理職が迅速に共
有するとともに、是正処置確認会
を設置し、確実な是正を行うよう
に改善する。 

４
－
Ｔ 

不適合管理に係る教育を実施
する各課の管理職は、不適合の
再発を防止するために、課員と
不適合内容の情報共有を図り、
課員が自主的に教育内容の抽出
に取り組むよう指導すべきであ
ったが、課員の満足度や職務遂
行意欲に係る動機付けが十分で
なく、課員のモチベーション高
揚に係るフォローを行っていな
かった 

管理職は、担当者へ業務を指
示する際に業務の必要性、重要
性を理解させ、動機付けを行う
ことにより、業務への取組み意
欲を持たせることの徹底化を図
ること 
【対策の提言(1)⑥ⅱに準ず

る】 

プラント保全部は、課員に対し
自らの業務の中でＱＭＳプロセス
を定着させるために自己アセスメ
ントシートを作成させ、ＱＭＳプ
ロセスの意識付けの取り組みを実
施する。また、各課にて実施結果
の評価を行い、意見交換等を実施
することによりモチベーション向
上やコミュニケーション改善の取
組みに繋げる。 

４
－
Ｕ 

プラント保全部では、安全機
能の重要度分類はプラント設備
管理にあたり基礎となるもので
あるにも関わらず、その整理に
係る「安全機能の重要度分類実
施要領」を重要な文書として扱
っておらず、組織として複数の
視点でチェックする機会を設け
ていなかった 
 

プラント保全部は、保守管理
で重要な計画や要領類等の制改
定の際に、ライン職によるチェ
ックに加え、部に設置された会
議体で要求事項や規格・基準類
との整合が保たれていることを
審議内容として確認する仕組み
にすること 
【対策の提言(2)①ⅳに準ず

る】 

（是正処置計画原課）長は、課
内で作成する計画や要領類につい
て、各ラインが規格・基準類や他
の要領類との整合性のチェックを
行い、品質保証担当者は、そのチ
ェックが確実に行われている確認
について課長を補佐する。 
 
（是正処置計画原課）長は、保

全計画や要領類等の制定・改正の
際に、プラント保全部安全技術検
討会や「もんじゅ」の保安管理専
門委員会において、上位文書との
整合性確認を受ける。 
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別表３－５ 「高速増殖原型炉もんじゅにおける未点検機器を特別採用する際の技術的評価の不備に関す

る根本原因分析の報告書」に基づく組織要因への対策 

番
号 

組織の要素を含む背後要因 対策の提言 具体的な対策 

５
－
Ａ 

※１ 下に記載 ラインの管理職は、部下に対
して、その業務が何に基づいて
実施しているかを常に問いかけ
る（「常に問いかける姿勢」の定
着）等、ルール遵守の重要性が
理解できるよう動機づけを図り
ＱＭＳに係る意識の底上げを図
ること 
【対策の提言(3)②ⅰに準ず

る】 

プラント保全部は、課員に対し
自らの業務の中でＱＭＳプロセス
を定着させるために自己アセスメ
ントシートを作成させ、ＱＭＳプ
ロセスの意識付けの取り組みを実
施する。また、各課にて実施結果
の評価を行い、意見交換等を実施
することによりモチベーション向
上やコミュニケーション改善の取
組みに繋げる。 
 

※２ 下に記載 ラインの管理職は、部下に対
して、その業務が何に基づいて
実施しているかを常に問いかけ
る（「常に問いかける姿勢」の定
着）等、ルール遵守の重要性が
理解できるよう動機づけを図る
こと 
【対策の提言(3)③ⅳに準ず

る】 

※１ 1つ目の「組織の要素を含む背後要因」 
プラント保全部は、部マニュアルである「点検間隔／頻度を超える可能性がある場合の不適合管理

対応手順（ＭＱ-保全-35）」が適用できるよう改正した上で対応すべきだったが、関係者は当該手順の
適用範囲を正しく理解していない等、ルールを遵守する意識が徹底されてなく、不適合管理が正しく
理解されておらず、ＱＭＳの教育が十分でなかった 

【組織の要因1-㉙に準ずる】
プラント保全部では、不適合が発生した場合、要求事項に適合しない状況が放置されることを防ぐ

ために不適合を迅速に識別し、機器の健全性を評価して適切な処置を行うべきであったが、不適合管
理が正しく理解されておらず、ＱＭＳの教育が十分でなかった 

【組織の要因1-㉙に準ずる】
プラント保全部は、未点検機器について特別採用を行う場合の技術評価において、対象となる機器

と実施した技術評価の関連を明確にすべきだったが、不適合報告の中でそれらの関連を明確にしない
等、不適合管理が正しく理解されておらず、ＱＭＳの理解が十分ではなかったことから、定めたルー
ルを遵守する意識の共有が図られていなかった 

【組織の要因1-㉙に準ずる】
もんじゅでは、不適合が発生した場合、要求事項に適合しない状況が適切に処置されるよう不適合

を迅速に識別し、機器の健全性を評価して適切な処置を行うべきだったが、技術評価の実施をプラン
ト保全部安全技術検討会に任せ、不適合管理委員会で審議の状況や結果を確認しない（不適合報告書
の構成が適切であることを確認していない）等、不適合管理が正しく理解されておらず、ＱＭＳの教
育が十分でなかったことから、定めたルールを遵守する意識の共有が図られていなかった 

【組織の要因1-㉙に準ずる】

※２ 2つ目の「組織の要素を含む背後要因」 
プラント保全部は、技術評価を行うために必要な条件や対象となる機器の識別管理、技術評価の整

合や妥当性を確認する審査プロセス等を明確にする必要があったが、「保安規定第3条7.1業務の計画」
の要求事項を理解し作業を実施するための要求事項を明確にした計画を作成する取組みが不足してい
たことから、定めたルールを遵守する意識の共有が図られていなかった 

【組織の要因2-②、1-㉖に準ずる】
プラント保全部は、プラント保全部安全技術検討会の記録として適切に審議資料を保管すべきであ

ったが、事務局として行う記録の確認や一部の記録について審査資料や修正した資料を保管していな
い等、定めたマニュアルを遵守する意識の共有が図られていなかった 

【組織の要因1-㉖に準ずる】
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番
号 

組織の要素を含む背後要因 対策の提言 具体的な対策 

５
－
Ｂ 

プラント保全部は、技術評価
を行うために必要な条件や対象
となる機器の識別管理、技術評
価の整合や妥当性を確認する審
査プロセス等を明確にする必要
があったが、「保安規定第3条7.1
業務の計画」の要求事項を理解
し作業を実施するための要求事
項を明確にした計画を作成する
取組みが不足していたことか
ら、定めたルールを遵守する意
識の共有が図られていなかった 
【組織の要因2-②、1-㉖に準

ずる】 
 
プラント保全部は、プラント

保全部安全技術検討会の記録と
して適切に審議資料を保管すべ
きであったが、事務局として行
う記録の確認や一部の記録につ
いて審査資料や修正した資料を
保管していない等、定めたマニ
ュアルを遵守する意識の共有が
図られていなかった 
【組織の要因1-㉖に準ずる】 

プラント保全部は、技術評価
の実施に当たって、業務の要求
事項を明確にし、業務に特有な
プロセス、資源の必要性、妥当
性の確認、監視・測定、合否判
定基準、記録等が適切に検討さ
れた計画（要領）を策定し関係
者間で共有を図り「段取り八分」
を整えること 
【対策の提言(1)③ⅱに準ず

る】 

（是正処置計画原課）長は、技
術評価等の保守管理上重要な業務
の実施にあたって「もんじゅ業務
の計画に係る作成要領」に従い適
切な計画（作業要領）を策定し、
関係者間で確実に共有を図ること
を目的として、同要領の教育を実
施する。教育にあたり、業務の計
画の記載内容及び策定後の共有に
重点を置き実施する。 
 
（是正処置計画原課）長は、定

常業務又は非定常業務の実施に当
たって計画書を策定する際には、
業務の担当者に「もんじゅ業務の
計画に係る作成要領」に従って計
画を作成させ、ライン管理職によ
る確認を行う。また、各課内の品
質保証担当者は、これを補佐する。
 
 
管理課長は「もんじゅ文書管理

要領」に、各課室長が「もんじゅ
業務の計画に係る作成要領」に基
づき業務の計画を策定する場合に
は、関係部署間での周知及び共有
を図ることを規定する。 
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番
号 

組織の要素を含む背後要因 対策の提言 具体的な対策 

５
－
Ｃ 

プラント保全部の管理職は、
対象となった機器の技術評価に
ついてラインの責任者として技
術評価の実施状況やもれなく技
術評価を実施していること、対
象となる機器と技術評価の関連
が明確になっていること、記録
の管理が適切に行われているこ
と等の確認をすべきだったが、
当該確認を担当者に任せっきり
にしており、ラインとしての的
確な指示、実施状況のチェック
やフォローができていなかった 
【組織の要因1-⑱に準ずる】 
 
プラント保全部管理職は、プ

ラント保全部安全技術検討会の
記録として保管すべき資料が確
実に保管したことを確認をすべ
きだったが、当該確認を担当者
に任せっきりにしており、ライ
ンとしての適切な指示、実施状
況のチェックやフォローができ
ていなかった 
【組織の要因1-⑱に準ずる】 

プラント保全部管理職は、業
務担当職位に応じた責任範囲と
業務分担を「業務の計画」で、
明確にし「報連相」の励行によ
って個々の業務を管理職層が確
実にマネジメントできるように
すること 
【対策の提言(1)②ⅰに準ず

る】 

品質保証室長は、以下の主旨に
ついて「もんじゅ業務の計画に係
る作成要領」に規定する。 

・業務の実施にあたっては、業
務担当職位に応じた責任範囲
と業務分担を「業務の計画」
で明確にする。 

 
技術総括課長は以下の主旨につ

いて、業務管理表等運用要領に規
定する。 

・管理職とチームリーダー、チ
ームリーダーと担当者間の報
告・連絡・相談の徹底によっ
て、各課室が取り組む課題に
係る対応の進捗や課題を把
握・管理し、週毎にフェイス
トゥフェイスでの指導・支援
を実施する。 

 
（是正処置計画原課）長は、 業

務管理表を用いて、課題に係る対
応の進捗や課題を把握・管理し、
週毎のフェイストゥフェイスでの
指導・支援を強化する。 
 
課長、課長代理クラスの管理職

は、「報・連・相」を励行し業務の
マネジメントができるように、人
事部が行うマネジメント実践研修
等を受講する。 
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別表３－６ 「高速増殖原型炉もんじゅにおける保修票等の処理手順の不履行に関する根本原因分析の報

告書」に基づく組織要因への対策 

番
号 

組織の要素を含む背後要因 対策の提言 具体的な対策 

６
－
Ａ 

保修計画課（現保全管理課）
ＴＬ、課長は、担当者に対して
保修票の重要性及び保修票等の
処理に関する注意事項を教育す
べきであったが、ルーチン業務
であり、処理をこなせばよいと
考え、業務の重要性や速やかな
処理を理解して確実にできるよ
うな教育を実施していなかった 
【組織の要素を含む背後要因

1-㉖に準ずる】 

プラント保全部は、ルーチン
業務であっても業務の重要性や
遵守すべき事項を的確にまとめ
た教育資料もしくはＯＪＴによ
って確実に自覚教育を実施する
こと 
ＯＪＴ等を通じて年度単位で

理解度を評価する仕組みを構築
すること 
保守管理の意味や重要性が理

解できるよう動機づけを図るこ
と 
【対策の提言(3)③ⅳに準ずる】

プラント保全部では、プラント
保全部長承認文書「実務教育（Ｏ
ＪＴ）の手引き」を作成しており、
新入職員等の保守管理業務経験の
ない初級の転入者を主な対象とし
て、実施時期ごとに教育訓練内容
を整理し実施する。 
 
プラント保全部長承認文書「実

務教育（ＯＪＴ）の手引き」では、
転入者の保守経験や技術力、担当
する職務に応じて実施するＯＪＴ
については、育成計画に基づく育
成シートにＯＪＴ計画を示して実
施し、ＯＪＴの履修実績について
育成シートへの実績を記載し評価
する仕組とする。 

６
－
Ｂ 

保修計画課（現保全管理課）
ＴＬ、課長は、担当者に対して
保修票の重要性及び保修票等の
処理に関する注意事項を教育す
べきであったが、ルーチン業務
であり、処理をこなせばよいと
考え、業務の重要性や速やかな
処理を理解して確実にできるよ
うな教育を実施していなかった 
【組織の要素を含む背後要因

1-㉖に準ずる】 

プラント保全部は、ルーチン
業務であっても業務の重要性や
遵守すべき事項を的確にまとめ
た教育資料もしくはＯＪＴによ
って確実に自覚教育を実施する
こと 
ＯＪＴ等を通じて年度単位で

理解度を評価する仕組みを構築
すること 
保守管理の意味や重要性が理

解できるよう動機づけを図るこ
と 
【対策の提言(3)③ⅳに準ずる】

プラント保全部は、課員に対し
自らの業務の中でＱＭＳプロセス
を定着させるために自己アセスメ
ントシートを作成させ、ＱＭＳプ
ロセスの意識付けの取り組みを実
施する。また、各課にて実施結果
の評価を行い、意見交換等を実施
することによりモチベーション向
上やコミュニケーション改善の取
組みに繋げる。 

プラント保全部の各課、安全
管理課及び発電課は、保修票等
に関連する業務について、保修
票運用手順書に従い保修票等の
処理を実施すべきであったが、
慣例で保修計画課（現保全管理
課）が実施するものと考えてお
り、定めたマニュアルを遵守す
る意識の共有が図られていなか
った 
【組織の要素を含む背後要因

1-㉖に準ずる】 
 
運営管理室（現運営管理部）

では、保修票等に関連する業務
について、保修票運用手順書に
従い保修票等の手続きを実施す
べきであったが、関係者が理解
して確実にできるような教育が
不足し、保修票等の手続きを遵
守する意識の共有が図られてい
なかった 

ラインの管理職は、部下に対
して、その業務が何に基づいて
実施しているかを常に問いかけ
る（「常に問いかける姿勢」の定
着）等、ルール遵守の重要性が
理解できるよう動機づけを図る
こと 
【対策の提言(3)③ⅳに準ずる】
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番
号 

組織の要素を含む背後要因 対策の提言 具体的な対策 

６
－
Ｃ 

保修計画課（現保全管理課）
ＴＬ、課長は、保修票等の処理
作業を確実に実施するよう担当
者をフォローすべきであった
が、保修票等の処理状況を確認
しない等、保修票等の作業を担
当者に任せっきりにしており、
保修票等の処理に関するライン
としてのフォローやチェックが
できていなかった 

【組織の要素を含む背後要
因1-⑱に準ずる】 
 
プラント保全部保守担当課長

及び安全管理課長は、保修票等
に関連する業務については、保
修票運用手順書等に従い記録の
保管部署として記録の確認を確
実に実施すべきであったが、記
録の確認及び保管を担当者に任
せっきりにしており、保修票等
の処理に関するラインとしての
フォローやチェックができてい
なかった 
 
※ 下に続く 

プラント保全部管理職は、ル
ーチン業務であっても業務担当
職位に応じた責任範囲と業務分
担を「業務の計画」で明確にし、
「報連相」の励行によって個々
の業務を管理職層が確実にマネ
ジメントできるようにすること
【対策の提言(1)②ⅰに準ず

る】 

品質保証室長は、以下の主旨に
ついて「もんじゅ業務の計画に係
る作成要領」に規定する。 
 業務の実施にあたっては、業務
担当職位に応じた責任範囲と業務
分担を「業務の計画」で明確にす
る。 
 
技術総括課長は以下の主旨につ

いて、業務管理表等運用要領に規
定する。 

・管理職とチームリーダー、チ
ームリーダーと担当者間の報
告・連絡・相談の徹底によっ
て、各課室が取り組む課題に
係る対応の進捗や課題を把
握・管理し、週毎にフェイス
トゥフェイスでの指導・支援
を実施する。 

 
（是正処置計画原課）長は、 業

務管理表を用いて、課題に係る対
応の進捗や課題を把握・管理し、
週毎のフェイストゥフェイスでの
指導・支援を強化する。 
 
課長、課長代理クラスの管理職

は、「報・連・相」を励行し業務の
マネジメントができるように、人
事部が行うマネジメント実践研修
等を受講する。 

※ ６－Ｃの「組織の要素を含む要因」の続き 
プラント保全部の保守担当課長は、「保修票に関する水平展開・懸案事項管理マニュアル」に従い、

記録の保管部署として必要な確認を確実に実施すべきであったが、記録の確認を担当者に任せっきり
にしており、保修票等の処理に関するラインとしてのフォローやチェックができていなかった 
 
プラント保全部保守担当課長及び安全管理課長は、保修票運用手順書に従い、記録の保管部署とし

て必要な確認を実施すべきであったが、記録の確認及び保管を担当者に任せっきりにしており、保修
票等の処理に関するラインとしてのフォローやチェックができていなかった 
 
保修計画課長（現保全管理課長）及びＴＬは、保修票等の処理作業を確実に実施するよう担当者を

フォローすべきであったが、保修票等の処理状況を確認しない等、保修票等の作業を担当者に任せっ
きりにしており、保修票等の処理に関するラインとしてのフォローやチェックができていなかった 
 
発電課長及び保修票発行元課長は、保修票運用手順書に従い、記録の保管部署として必要な確認を

実施すべきであったが、記録の保管を担当者に任せっきりにしており、保修票等の処理に関するライ
ンとしてのフォローやチェックができていなかった 
 
運営管理室長（現運営管理部長）は、保管する記録の上覧が確実になされたことを確認すべきであ

ったが、記録の確認を担当者に任せっきりにしており、保修票等の処理に関するラインとしてのフォ
ローやチェックができていなかった 
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番
号 

組織の要素を含む背後要因 対策の提言 具体的な対策 

６
－
Ｄ 

プラント保全部は、定めた手
順を遵守した上で、保修計画課
（現保全管理課）が窓口業務を
行うこと及び保修票管理システ
ム利用について、手順を変更す
る場合は、保修票運用手順書又
はプラント保全部内のマニュア
ル等で見直す必要があったが、
保修票等の処理業務について保
守担当課に引き渡す前の前処理
でありプラント保全部の計画及
び管理を行う保修計画課（現保
全管理課）の業務の一つである
として当該手順書や部内マニュ
アルの制定等の見直しを行って
おらず、ＱＭＳの維持管理に関
する理解が不足していた 
【組織の要素を含む背後要因

1-⑦に準ずる】 
 
プラント保全部は、組織改編

等により保修票等の手続きに関
する手順を検討した際に実態に
即した手順を明文化すべきであ
ったが、手順を見直し明文化し
なかった等、ＱＭＳの維持管理
に関する対応が不足していた 
【組織の要素を含む背後要因

3-⑨に準ずる】 

もんじゅは、現在運用してい
る保守管理上の手順について仕
組みが実態と整合しているかを
再確認すること 
文書レビューのやり方、視点

を改めて教育する。また、教育
には具体的に何を確認したのか
を確認者に問いかける等、チェ
ックの仕方を含めること 
ルールを変更する場合は、文

書により明確にし組織決定する
ことを徹底すること 
【対策の提言(1)④ⅰ、ⅱに準

ずる】 

品質保証室長は、保安規定の保
守管理で規定している要求事項に
ついて、その条項のみで完結して
いること又はＱＭＳ文書に展開し
ていることを調査し、保安規定に
対するＱＭＳ文書の合規性確認を
行う。更に、保安規定とＱＭＳ文
書を基に実施した活動の記録を調
査し、それらの合規性についても
確認を行い、保守管理上の手順に
ついて仕組みが実態と整合してい
るか再確認する。 
 
（是正処置計画原課）長は文書

レビューの教育を課員に対して実
施する。教育にあたっては、文書
レビューのやり方、視点について
重点的に実施する。実際に担当す
る要領等を教材に用い、確認の視
点等を明確にして教育する。 
 
ルールを変更する場合に、文書

により明確にし組織決定すること
が確実に実施されるよう、（是正処
置計画原課）長は文書の改訂に関
する教育を課員に対して実施す
る。 

６
－
Ｅ 

プラント保全部の各課、安全
管理課及び発電課では、保修票
等に関連する業務について、保
修票運用手順書に従い保修票等
の手続きを実施すべきであった
が、関係者が理解して確実にで
きるような教育が不足し、保修
票等の手続きを遵守する意識の
共有が図られていなかった 
【組織の要素を含む背後要因

1-㉖に準ずる】 

もんじゅでは、もんじゅの従
業員に対して、保修票運用手順
書を含む6業務以外のＱＭＳに
関する要領についても、実施す
る教育内容は実効的な教育とな
るよう工夫するとともに、実施
した教育内容を実行できるよう
繰り返し意識付けする等、理解
促進に係る教育を実施すること
【対策の提言(3)③ⅱに準ず

る】 

（是正処置計画原課）長は、外
部講師又は保全部内担当者による
保守担当者への「保修票運用手順
書」を含む6業務以外のＱＭＳに関
する要領についても教育を行う。
実効的な教育となるよう工夫する
とともに、実施した教育内容を実
行できるよう繰り返し意識づけす
る。 
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別表３－７ 「高速増殖原型炉もんじゅ非常用ディーゼル発電機Ｂ号機シリンダヘッドインジケータコッ

クの変形に関する根本原因分析報告書」に基づく組織要因への対策 

番
号 

組織の要素を含む背後要因 対策の提言 具体的な対策 

７
－
Ａ 

もんじゅでは「もんじゅ物品
等調達管理要領（請負契約にか
かわる一般仕様書、請負契約仕
様書記載要領）」において、保守
点検に伴い揚重作業で使用する
治具をもんじゅ専用として新た
に製作する場合等を考慮し、受
注者から製作する旨の連絡が必
要であること及び受注者が製作
管理を行うことを引合仕様書に
明記するよう規定すべきであっ
たが、製作管理を想定した要求
事項が不足していた等、ＱＭＳ
文書の定期レビューや見直しに
よって要領類を維持管理する意
識が不足していた 
【組織の要素を含む背後要因

1-⑦に準ずる】 
 
もんじゅの「作業要領書標準

記載要領」において、工事計画
認可の対象機器を取り扱う揚重
作業で使用する治具をもんじゅ
専用として新たに製作する場
合、製作する旨を原子力機構担
当者に連絡し、受注者として製
作管理を行うことを明記して引
合仕様書に記載させるようにす
べきであったが、調達先が3Ｈ作
業を理解できないことを想定す
る等、ＱＭＳ文書の定期レビュ
ーや見直しによって要領類を維
持管理する意識が不足していた 
【組織の要素を含む背後要因

1-⑦に準ずる】 
 
もんじゅは、「もんじゅ物品等

調達管理要領（請負契約にかか
わる一般仕様書）」において、受
注者に対して、異常時の初動対
応（“予定外（計画外）の作業方
法に基づく作業は禁止とする”
こと等）を規定すべきであった
が、安全統一ルールとの整合性
等のＱＭＳ文書の定期レビュー
や見直し、要領類の維持管理が
不足していた 
【組織の要素を含む背後要因

1-⑦に準ずる】 

「もんじゅ物品等調達管理要
領（請負契約にかかわる一般仕
様書、請負契約仕様書記載要
領）」、「作業要領書標準記載要
領」の要領類について、保守点
検に伴う治具等の製作管理、異
常時の初動対応を要求事項とし
て明確化する等、ＱＭＳ文書の
定期レビューや見直しによって
要領類の維持管理を行うこと 
【対策の提言(1)④ⅰに準ず

る】 

管理課長は、もんじゅ文書管理
要領を改正し、ＱＭＳ文書のレビ
ューや見直しにあたり、以下の視
点で実施することを追加する。 

・必要な事項が明記されている
か（記載がないことにより実
施されないことに起因して問
題が生じないか（保守点検に
伴う治具等の製作管理、異常
時の初動対応を要求事項とし
て明確化する等）） 
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番
号 

組織の要素を含む背後要因 対策の提言 具体的な対策 

７
－
Ｂ 

もんじゅは、過去の非常用Ｄ
ＧＣ号機シリンダライナーのひ
び割れに係るＲＣＡ結果を踏ま
えた対策の提言「請負業者及び
協力会社の作業員の力量が前年
度と同じであると期待すること
なく、「常に問いかける姿勢」に
関する取り組みを推進するとと
もに、もんじゅ、請負業者、協
力会社間のコミュニケーション
の場を充実させ、情報共有や要
求事項の伝達を適切に行ってい
く」に従い受注者とのコミュニ
ケーションを図るべきであった
が、その対策が実行されておら
ず、機械保修課は、作業要領書
の文書レビューや承認が形式的
であり、その妥当性確認が不十
分であった 
【組織の要素を含む背後要因 

過去非発に準ずる】 
 
もんじゅは、過去の非常用Ｄ

ＧＣ号機シリンダライナーのひ
び割れに係るＲＣＡ結果を踏ま
えた対策の提言「作業上の些細
なことであっても、報告、連絡、
相談する仕組みを作り、習慣化
することが必要である。」に対す
る対策（安全管理強化としての
メーカとの一体化の意識強化）
が有効に機能していなかった 
【組織の要素を含む背後要因 

過去非発に準ずる】 

もんじゅは、過去の非常用Ｄ
ＧＣ号機シリンダライナーのひ
び割れ対策（安全管理強化）が
有効に機能していないことを考
慮し、もんじゅ、請負業者、協
力会社間のコミュニケーション
の場を充実させ、情報共有や要
求事項の伝達を適切に行うた
め、実施体制、3Ｈ作業等の有無
等確認すべきポイントについて
抜け落ちなくチェックリストに
する等して、受注者とのコミュ
ニケーションを確実にすること
【対策の提言 過去非発に準

ずる】 

保全管理課長は以下の主旨につ
いて、作業要領書等確認マニュア
ルに規定する。 

・もんじゅ、請負業者、協力会
社間のコミニュケーションの
場を充実させ、情報共有や要
求事項の伝達を適切に行うた
め、実施体制、3Ｈ作業等の有
無等についてチェックリスト
により確認する。確認に当た
っては、フェイストゥフェイ
スで実施する。 

７
－
Ｃ 

機械保修課管理職は、機械2チ
ームのチームリーダーの課題
（多忙でチーム内を統率できな
い）を確認して、適切にフォロ
ーをすべきであったが、担当者
等に業務を任せっきりにしてチ
ームの計画や実施結果を自ら確
認しておらず、ラインとしての
フォローやチェックができてい
なかった 
【組織の要素を含む背後要因

1-⑱に準ずる】 

機械保修課は、管理職とチー
ムリーダー、チームリーダーと
担当者間の報告・連絡・相談の
徹底によって、課及び各チーム
の業務管理表に基づく業務進捗
や課題を把握・管理し、フェイ
ストゥフェイスでの指導・支援
を強化すること 
【対策の提言(1)⑥ⅰに準ず

る】 

技術総括課長は以下の主旨につ
いて、業務管理表等運用要領に規
定する。 

・管理職とチームリーダー、チ
ームリーダーと担当者間の報
告・連絡・相談の徹底によっ
て、各課室が取り組む課題に
係る対応の進捗や課題を把
握・管理し、週毎にフェイス
トゥフェイスでの指導・支援
を実施する。 

 
機械保修課長は、業務管理表を

用いて、課題に係る対応の進捗や
課題を把握・管理し、週毎のフェ
イストゥフェイスでの指導・支援
を強化する。 
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番
号 

組織の要素を含む背後要因 対策の提言 具体的な対策 

７
－
Ｄ 

プラント保全部では、出向者
が多く頻繁に人が入れ替わるこ
とを考慮して、業務の着実な伝
承ができるように、年度の初め
に業務の引継ぎを計画して、十
分な期間を確保するとともに、
作業内容の把握を確実にしてお
くべきであったが、引継ぎ計画
がなく不十分な引継ぎになり段
取りが不足していた 
【組織の要素を含む背後要因

1-㉗に準ずる】 

プラント保全部の各課長は、
事前に予定される出向者の引継
ぎにあたっては、早い段階で引
継ぎに関する必要事項（引継書
作成・管理マニュアル等の記載
事項）を明確にし、前後担当者
が線接触を行える等適切に検討
された引継ぎ計画を策定し、関
係者間で引継ぎに関する情報の
共有を図る仕組みを整えるこ
と。 
【対策の提言(1)③ⅱに準ず

る】 

保全管理課長は以下の主旨につ
いて、引継書作成・管理マニュア
ルに規定する。 
事前に予定される出向者の引継

に当たっては、以下の対応を図る。
・早い段階で引継に関する必要
事項(引継書作成・管理マニュ
アル等の記載事項） を明確に
すること 

・出来るだけ前後担当者が線接
触を行えるようにするなど、
引継の工程を業務管理表等で
明確にすること 

・関係者間で共有を図ること 
・写真等の画像により理解しや
すい工夫をすること 

・作業中のノウハウ等の重要ポ
イント等を記載すること 

機械保修課は、毎年度実施さ
れる点検作業の継続的な維持・
向上を図るために、受注者から
の報告書を活用して、新たな知
見や点検経験を蓄積するととも
に、それを引継書に反映するべ
きであったが、そのような改善
につなげる取組みがなかった 
【組織の要素を含む背後要因

1-㉘に準ずる】 

プラント保全部の各課長は、
短期間に出向者が交代する「も
んじゅ」の事情に対応して、誤
作業や見落とし等を防止し保全
技術を継承していけるよう、点
検要領書の標準化・整備を計画
的に進めること。また後継者に
円滑な引継ができるよう、受注
者による作業状況や作業の重要
ポイント等を写真等を活用して
分かり易くまとめた引継書を策
定し引き継ぎを行うこと。 
【対策の提言(3)①ⅳに準ず

る】 

７
－
Ｅ 

機械保修課は、毎年度実施さ
れる点検作業の継続的な維持・
向上を図るために、受注者から
の報告書を活用して、新たな知
見や点検経験を蓄積するととも
に、それを引継書に反映するべ
きであったが、そのような改善
につなげる取組みがなかった 
【組織の要素を含む背後要因

1-㉘に準ずる】 

プラント保全部の各課長は、
短期間に出向者が交代する「も
んじゅ」の事情に対応して、誤
作業や見落とし等を防止し保全
技術を継承していけるよう、点
検要領書の標準化・整備を計画
的に進めること。また後継者に
円滑な引継ができるよう、受注
者による作業状況や作業の重要
ポイント等を写真等を活用して
分かり易くまとめた引継書を策
定し引き継ぎを行うこと。 
【対策の提言(3)①ⅳに準ず

る】 

保守担当課長は、保全技術の伝
承及び技術力維持を行う仕組みと
して、設備・機器ごとに要求事項
を明確にした標準点検仕様書を計
画的に作成していくこととする。
実際の作業を行う際には、標準点
検仕様書を基にレビューを行い、
実際に行う作業内容の作業要領書
を作成して確実な点検を実施して
いくことで保全技術を継続的に維
持する。 
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番
号 

組織の要素を含む背後要因 対策の提言 具体的な対策 

７
－
Ｆ 

機械保修課長は、3Ｈ作業につ
いて、現場作業の経験に基づき
理解できるよう、ＯＪＴ等を行
い課員に周知、理解させる教育
をすべきであるが、設備担当者
Ａが点検作業における3Ｈ作業
は受注者から報告があるものと
誤認しており、作業管理におけ
る3Ｈ作業等基本事項を担当者
に十分理解させる取組みを行っ
ていなかった 
【組織の要素を含む背後要因

2-④に準ずる】 
 
機械保修課長は、異常に伴う

措置が予定外作業であることに
ついて、課員に周知、理解させ
るためのＯＪＴ等を行い教育し
て作業管理を行うべきであった
が、設備担当者Ａは、予定外作
業は受注者が報告するものと誤
認している等、作業立会者の職
務や作業管理における留意事項
が明確になっていない 
【組織の要素を含む背後要因

2-④に準ずる】 
 
プラント保全部は、保守管理

における異常時対応訓練を行う
べきであったが、「もんじゅ教育
訓練要領」には運転管理におけ
る異常時対応しか明記されてお
らず、保修担当課で独自に異常
時訓練を行う仕組みがなかった 
【組織の要素を含む背後要因

1-②に準ずる】 

プラント保全部の各課長は、
課内教育の一環として、作業管
理における基本事項を理解させ
る目的で、3Ｈ作業に関するこ
と、異常に伴う措置が予定外作
業になること、予定外作業の禁
止、異常発生時の作業停止等の
訓練をＯＪＴ等により、教育す
ること。 
【対策の提言(3)③ⅳに準ず

る】 

プラント保全部の各課長は、課
内教育の一環として、作業管理に
おける基本事項を理解させる目的
で、3Ｈ作業に関すること、異常に
伴う措置が予定外作業になるこ
と、予定外作業の禁止、異常時訓
練等をＯＪＴ等を交えながら、教
育する 

７
－
Ｇ 

契約部及び調達課はＱＭＳの
教育として、ＪＥＡＣ4111、保
安規定、ＱＡＰ、「調達先の評
価・選定管理要領」等に基づく
調達プロセスについて、系統立
った教育を行って、文書レビュ
ーのやり方を含めＱＭＳの理解
を深めさせるべきであったが、
ＪＥＡＣ4111の概要教育等の個
別の教育のみであり、ＱＭＳを
理解するための教育を実施して
いなかった。 
【組織の要素を含む背後要因

1-⑯に準ずる】 

契約部及び調達課はＱＭＳに
ついての教育として、人員が短
期間で交代することを踏まえ
て、ＪＥＡＣ4111、保安規定、
ＱＡＰ、「調達先の評価・選定管
理要領」等の調達プロセスにつ
いて系統立った教育を実施す
る。 
【対策の提言(3)③ⅱに準ず

る】 
 
また、文書レビューのやり方、

調達先の評価・選定の実施方法
等の実際に必要となる活動内容
を教育すること。教育後には確
実に理解されていることを確認
すること。 
【対策の提言(1)④ⅰに準ず

る】 

契約部及び調達課は、系統教育
及び実務教育を各々年1回以上実
施し、意見交換等により理解され
ていることを確認する。 
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番
号 

組織の要素を含む背後要因 対策の提言 具体的な対策 

７
－
Ｈ 

安全・核セキュリティ統括部
は、管理責任者の下で契約部で
のＱＭＳの実施状況のチェック
を行い必要に応じて契約部を指
導することが望ましかったが、
その取組みが十分でなかった。 
【組織の要素を含む背後要因

1-⑤に準ずる】 

安全・核セキュリティ統括部
は、契約部からの質問、協力依
頼があった場合、契約部からの
依頼内容に応じた必要な指導を
実施すると共に管理責任者の下
で契約部のＱＭＳ実施状況を把
握し、規格・規準類との整合が
保たれていること等、必要な指
導を行うこと。 
【対策の提言(2)①ⅳに準ず

る】 

安全・核セキュリティ統括部長
は本部の管理責任者であり、ＱＭ
Ｓに必要なプロセスの確立、実施
及び維持を確実にする責任と権限
を有することを踏まえ、安全・核
セキュリティ統括部から契約部及
び敦質事業本部業務管理部調達課
に対して必要な支援・指導を行っ
ていく。また、契約部及び敦賀事
業本部業務管理部調達課における
ＱＭＳの実施状況（定期の文書レ
ビュー、ＱＭＳ教育）を平成28年9
月目途に確認する。 

７
－
Ｉ 

管理課長は、「もんじゅ物品等
調達管理要領」の改正前に「も
んじゅ文書管理要領」様式5に基
づき、保安規定及びＱＡＰとの
整合性確認を確実に実施すべき
であったが、管理課は契約の実
務に携わっていないことから、
「もんじゅ物品等調達管理要
領」を管理する姿勢が不足して
いた 
【組織の要素を含む背後要因

1-⑱に準ずる】 

 管理課長は、業務が職務ライ
ンでマネジメントされているこ
とやその実施結果を確認するこ
と。 
【対策の提言(1)②ⅲと同じ】
 

 管理課に品質保証室を兼務す
る品質保証担当者（ＪＥＡＣ
4111又はＩＳＯ9000の内部監査
員研修を修了し合格した者相
当）を配置し、作業単位毎に承
認レベルでのチェック機能を確
実にする。また、担当者を輪番
制として、「常に問いかける姿
勢」を定着させることやＱＭＳ
に係る意識の底上げを図るこ
と。 
【対策の提言(3)②ⅰと同じ】

品質保証室長は、「一般教育訓練
実施計画書」に基づき実施してい
る「ＱＭＳ及び不適合管理に関す
る教育」において、文書レビュー
の実施方法、視点の教育を含めた
ＱＭＳ文書、保安規定、ＱＡＰ及
びＪＥＡＣ4111に関する教育を含
めて実施する。 

管理課長は、保安規定、ＱＡ
Ｐ及びＪＥＡＣ4111に関する教
育を徹底すべきであったが、「も
んじゅ物品等調達管理要領」等
のＱＭＳ文書と保安規定、ＱＡ
Ｐ及びＪＥＡＣ4111に関する内
容を理解できる教育をしていな
かった 
【組織の要素を含む背後要因

1-⑯に準ずる】 

 管理課長は、調達管理のため
の「もんじゅ物品等調達管理要
領」等のＱＭＳ文書と保安規定、
ＱＡＰ及びＪＥＡＣ4111の理解
促進に係る教育を実施する。 
【対策の提言(3)③ⅱ】 
 

 管理課長は、課会等の教育で、
文書レビューのやり方、視点を
教育する。また、教育には具体
的に管理課が文書所管となって
いる文書について、どのように
整合性確認を実施したかを確認
者に問いかける等、チェックの
仕方を含めること。 
【対策の提言(1)④ⅰに準ず

る】 
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番
号 

組織の要素を含む背後要因 対策の提言 具体的な対策 

７
－
Ｊ 

管理課長は、「もんじゅ物品等
調達管理要領」の改正前に「も
んじゅ文書管理要領」様式5に基
づき、保安規定及びＱＡＰとの
整合性確認を確実に実施すべき
であったが、管理課は契約の実
務に携わっていないことから、
「もんじゅ物品等調達管理要
領」を管理する姿勢が不足して
いた 
【組織の要素を含む背後要因

1-⑱に準ずる】 

 管理課長は、業務が職務ライ
ンでマネジメントされているこ
とやその実施結果を確認するこ
と。 
【対策の提言(1)②ⅲと同じ】
 

 管理課に品質保証室を兼務す
る品質保証担当者（ＪＥＡＣ
4111又はＩＳＯ9000の内部監査
員研修を修了し合格した者相
当）を配置し、作業単位毎に承
認レベルでのチェック機能を確
実にする。また、担当者を輪番
制として、「常に問いかける姿
勢」を定着させることやＱＭＳ
に係る意識の底上げを図るこ
と。 
【対策の提言(3)②ⅰと同じ】

各課室長は、各課室の主たる業
務について、原子力安全に係る品
質目標との関係、担当者、スケジ
ュール等を明記した「業務管理表」
を定め、管理する。このことを拠
点規則等に規定する。 
 
各課室長又はチームリーダー等

は、毎日のモーニング・ミーティ
ング、イブニングミーティング等
において、「業務管理表」等により、
業務の予定、結果、課題等を確認
し、課題の早期把握・共有とその
改善に努める（課・チーム単位、
毎日の確認）。 
 
各課室長とチームリーダー等に

よって、定期的にミーティング等
を行い、週単位、月単位等におけ
る業務の進捗状況、課題等を確認
し、課題の早期把握・共有とその
改善に努める（課単位、定期的（週、
月等）確認）。 
 
各課における品質マネジメント

システムの理解度を向上させ確実
な品質マネジメントシステム活動
を推進するために、品質保証担当
者を各課に複数名配置し、課長を
補佐して実施する業務内容（課内
の品質マネジメントシステム文書
に基づく作成資料のチェック、品
質マネジメントシステム文書の施
行前の改正教育、不適合管理の是
正処置・予防処置の実施状況の確
認、業務の計画の作成確認など）
を明確にする。 
 
品質保証担当者を定期的に交代

し、品質マネジメントシステムの
推進活動を多くの担当者に経験さ
せることで、品質マネジメントシ
ステムに係る意識の底上げを図
る。 
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番
号 

組織の要素を含む背後要因 対策の提言 具体的な対策 

７
－
Ｋ 

管理課長は、保安規定、ＱＡ
Ｐ及びＪＥＡＣ4111に関する教
育を徹底すべきであったが、「も
んじゅ物品等調達管理要領」等
のＱＭＳ文書と保安規定、ＱＡ
Ｐ及びＪＥＡＣ4111に関する内
容を理解できる教育をしていな
かった 
【組織の要素を含む背後要因

1-⑯に準ずる】 

 管理課長は、調達管理のため
の「もんじゅ物品等調達管理要
領」等のＱＭＳ文書と保安規定、
ＱＡＰ及びＪＥＡＣ4111の理解
促進に係る教育を実施する。 

【対策の提言(3)③ⅱ】 
 

 管理課長は、課会等の教育で、
文書レビューのやり方、視点を
教育する。また、教育には具体
的に管理課が文書所管となって
いる文書について、どのように
整合性確認を実施したかを確認
者に問いかける等、チェックの
仕方を含めること。 
【対策の提言(1)④ⅰに準ずる】

「もんじゅ文書管理要領」の文
書レビューの教育を行う際には、
要領類における文書レビューの視
点について具体的事例を示した実
践的な教育とする。 
 
各課室において、ルールを変更

する場合、上位文書との整合性を
確認するとともに、品質保証担当
者は、変更箇所が分かりやすい文
書となるよう、課室長を補佐する。

７
－
Ｌ 

管理課長は、ＱＭＳ文書に規
定された事項の不履行につい
て、不適合管理要領の下で処置
するべきであったが、不適合管
理要領の内容を十分に理解して
おらず処置しなかった 
【組織の要素を含む背後要因

3-②に準ずる】 

管理課長は自らも含め、不適
合管理を的確に適用するための
教育を徹底すること。 
【対策提言(3)②ⅱに準ずる】

品質保証室長は、所員に対して、
ルール遵守意識向上を目的として
本不適合事象を含め不適合事例に
関する教育を実施する。また、Ｃ
ＡＰ情報連絡会の目的（ＣＡＰに
おいて不適合関連の情報を周知す
ることによりルール遵守意識の向
上を図る）についても合わせて教
育する。 
 
管理職に対するＱＭＳの維持管

理を着実に行うための教育、及び、
小集団による教育を基本とした保
守管理上の不備等を事例とする適
切な不適合管理に関する教育（点
検期限超過に関する事項及び誤っ
たルールの適用を題材とした不適
合管理の適正な運用に関する教
育）を年度ごとに策定する教育計
画に定め、実施する。 
 
小集団による教育では、テーマ

ごとにリーダーを定め問題提示及
び回答を討議する等「自ら考える」
教育を実施する。 
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別表４ 保安規定第103条の要求事項に対するＱＭＳ文書の合規性確認 

 

保安規定 
2次文書 

（保守管理要領
（ＱＡＰ715））※1

3次文書等 
保安規定、ＱＭＳ文書に従い作成した 
文書・記録等（インプット情報を除く）

103条1 
保守管理の実施方
針及び保守管理目
標 

8条 
保守管理目標 

もんじゅマネジメ
ントレビュー対応
要領 
（ＭＱ560-07） 

●高速増殖原型炉もんじゅ品質保証計画書
（改正21） 

●平成27年度 高速増殖原型炉もんじゅ品
質目標 

●平成27年度 プラント保全部品質目標 
●平成27年度 保守担当課品質目標 
●業務連絡書（品質目標に係るもの） 

103条2 
保全プログラムの
策定 

9条 
保全プログラムの
策定 

－ ●保守管理要領（改正37） 
●保全活動管理指標監視要領（改正6） 
●保全計画検討要領（改正17） 
●点検・補修等の結果の確認・評価要領 

（改正10） 
●保全の有効性評価要領（改正8） 

103条3 
保全対象範囲の策
定 

10条 
保全対象範囲の策
定 

保全計画検討要領
（ＭＱ715-13） 

●高速増殖原型炉もんじゅ保全対象系統リ
スト（平成26年12月） 

103条4 
保全重要度の設定 

11条 
保全重要度の設定 

保全計画検討要領
（ＭＱ715-13） 

●高速増殖原型炉もんじゅ系統機能整理表
（平成27年10月） 

●高速増殖原型炉もんじゅ点検計画 
（保全計画（改正20、21）の添付） 

103条5 
保全活動管理指標
の設定、監視計画
の策定及び監視 

12条 
保全活動管理指標
の設定、監視計画
の策定及び監視 

保全活動管理指標
監視要領 
（ＭＱ715-14） 

●高速増殖原型炉もんじゅ保全活動管理指
標の設定及び監視計画 
（保全計画（改正21）の添付） 

●保全活動管理指標監視記録 
（平成27年12月） 

103条6 
保全計画の策定 

13条 
保全計画の策定及
び変更 
18条 
保安上重要な点検
等 

保全計画検討要領
（ＭＱ715-13） 

●高速増殖原型炉もんじゅ保全計画 
（改正22） 

●保守管理要領第18条に基づく、保安上重
要な点検等の計画（様式-2） 

●作業完了報告書（保安上重要な点検等に
係るもの） 

●保全計画（改正23）に関する変更点の確
認記録 

●高速増殖原型炉もんじゅ保全計画 
（改正23、添付を含む） 

103条6.1 
点検計画の策定 

14条 
点検計画の策定 

保全計画検討要領
（ＭＱ715-13） 

●高速増殖原型炉もんじゅ点検計画 
（保全計画（改正22、23）の添付、改正
資料を含む） 

103条6.2 
補修、取替え及び
改造計画の策定 

15条 
補修、取替え及び
改造計画の策定 
17条 
保安上重要な補
修、取替え及び改
造の計画 

保全計画検討要領
（ＭＱ715-13） 
もんじゅ設計管理
要領 
（ＱＡＰ730） 

●高速増殖原型炉もんじゅ補修、取替え及
び改造計画 
（保全計画（改正22、23）の添付） 

●保守管理要領第15条 法令に基づく必要
な手続きの要否の記録（様式-1） 



158 

 

保安規定 
2次文書 

（保守管理要領
（ＱＡＰ715））※1

3次文書等 
保安規定、ＱＭＳ文書に従い作成した 
文書・記録等（インプット情報を除く）

103条6.3 
特別な保全計画 

16条 
特別な保全計画の
策定 

保全計画検討要領
（ＭＱ715-13） 

●高速増殖原型炉もんじゅ特別な保全計画
（保全計画（改正22、23）の添付） 

103条7 
保全の実施 

19条 
保全の実施 
25条 
復旧状態確認 

建設段階における
重要な機能等の確
認管理要領 
（ＭＱ715-17） 
復旧状態確認要領
（ＭＱ715-16） 
【工事計画】 
工事計画作成マニ
ュアル 
（ＭＱ-保全-34）
【設計管理】 
もんじゅ設計管理
要領 
（ＱＡＰ730） 
設備変更管理要領
（ＭＱ730-01） 
【調達管理】 
もんじゅ物品等調
達管理要領 
（ＱＡＰ740） 
【工事管理】 
作業要領書標準記
載要領 
（ＭＱ715-05） 

【工事計画】 
●年度計画表（平成27年度作成分） 
●予算計画表（平成27年作成分） 
【設計管理】 
●設計計画書（平成27年度作成分） 
●エンジニアリングシート（設計計画書に

係るもの） 
【調達管理】 
●引合仕様書（平成27年度作成分から抜取

（保全計画に係わるもの）） 
【工事管理】 
●作業要領書（平成27年度作成分から抜取

（保全計画に係わるもの）） 
●復旧状態確認要領書、確認記録 
●建設段階における重要な機能等の確認要

領書 

103条8 
点検・補修等の結
果の確認・評価 

20条 
点検・補修等の結
果の確認・評価 

点検・補修等の結
果の確認・評価要
領 
（ＭＱ715-18） 

●点検・補修等の結果の確認・評価シート
（平成27年度に点検・補修を実施したも
のから抜取） 

103条9 
点検・補修等の不
適合管理、是正処
置及び予防処置 

21条 
点検・補修等の不
適合管理、是正処
置及び予防処置 

保修票運用手順書
（ＭＱ830-02） 
もんじゅ不適合管
理要領 
（ＱＡＰ830） 

●保修票関連書類 
（平成27年度に保守担当課が発行した
ものから抜取） 

●不適合関連書類 
（点検結果に関するもの） 

103条10 
保全の有効性評価 

22条 
保全の有効性評価 

保全の有効性評価
要領 
（ＭＱ715-15） 

●保全の有効性評価記録 
（平成27年度の点検後に評価したもの、
第1保全サイクル終了時の保全の有効性
評価） 

●高速増殖原型炉もんじゅ点検計画 
（保全計画（改正21）の添付） 

103条11 
保守管理の有効性
評価 

23条 
保守管理の有効性
評価 

保守管理の有効性
評価要領 
（ＭＱ715-20） 

●保守管理の有効性評価（平成26年度分）

103条12 
情報共有 

26条 
情報共有 

－ ― 

103条の2 
溶接事業者検査及
び定期事業者検査
の実施体制 

24条 
定期事業者検査 

溶接事業者検査要
領 
（ＭＱ824-07） 

●溶接事業者検査計画書 
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※1：保安規定第103条から直接結びつかない保守管理要領の次の事項は、確認対象外とした。 
・第1条（目的）、第2条（適用範囲）、第3条（用語の定義）、第4条（業務の計画）、第5条（業

務の品質目標）、第6条（プロセス及び文書）、第7条（資源の提供）及び第27条（文書・
記録の管理）  
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別表５ 保守管理業務に関して抽出した不適合事象を含む改善事項 

 

別表５－１ 保安規定第103条「１．保守管理の実施方針及び保守管理目標」について 

番
号 

不適合・改善事項 対応方針 

1 保守管理要領第8条では、所長が「もんじゅ保守管
理目標」を設定し、「もんじゅ保守管理目標」を
基にプラント保全部長及びプラント管理部長が
「部の保守管理目標」を設定し、「部の保守管理
目標」を基に保守担当課長が「課の保守管理目標」
を設定するとしている。 
しかし、プラント保全部の「部の保守管理目標」
の設定前にプラント保全部各課の「課の保守管理
目標」が設定されている。 
また、プラント保全部各課の「課の保守管理目標」
は、「もんじゅ保守管理目標」を基に設定されて
おり、「部の保守管理目標」との関係性が不明確
になっている。 

【不適合管理】 
平成28年度保守管理目標設定時に適切に実施す
る。 
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別表５－２ 保安規定第103条「２．保全プログラムの策定」について 

番
号 

不適合・改善事項 対応方針 

2 保守管理要領第9条では、「プラント保全部長は、
…、第10条から第22条までの規定に従い、保全プ
ログラムを策定する。」となっているが、第10条
から第22条との関係性を整理し、作成者、承認者
を明確にした方が良い。 

○第10条（保全対象範囲の策定）プラント保全
部長は、…保全対象系統リストを作成する。

○第11条（保全重要度の設定）プラント保全部
長は、…保全重要度を設定する。 

○第12条（保全活動管理指標の設定、監視計画
の策定及び監視）プラント保全部長は、…保
全活動管理指標を…設定する。 

○第13条（保全計画の策定及び変更）プラント
保全部長は、…保全計画を作成し、… 

○第14条（点検計画の策定）保守担当課長は、
…点検計画を作成し、所管部長の確認を得る。

○第15条（補修、取替え及び改造計画の策定）
保守担当課長は、…補修、取替え及び改造計
画を作成し、所管部長の確認を得る。 

○第16条（特別な保全計画）保守担当課長は、
…特別な保全計画を作成し、所管部長の確認
を得る。 

○第17条（保安上重要な補修、取替え及び改造
計画）保守担当課長は、…設計計画書を作成
し、所管部長…の確認を受け…。 

○第18条（保安上重要な点検等）保守担当課長
は、…設計計画書を作成し、所管部長…の確
認を受け…。 

○第19条（保全の実施）保守担当課長は、…保
全を実施する。 

○第20条（点検・補修等の結果の確認・評価）
保守担当課長は、…確認・評価し、記録を作
成し、所属部長の承認を受ける。 

○第21条（点検・補修等の不適合管理、是正処
置及び予防処置）保守担当課長は、…不適合
管理を実施し、記録する。 

○第22条（保全の有効性評価）保守担当課長は、
…記録を作成し、所属部長の承認後…。 

保全プログラムは組織で構築する保守管理の仕組
みであるため、保守管理要領を「所長は、…保全
プログラムを策定する。」に変更する。 

3 保守管理要領第9条では、「第10条から第22条まで
の規定に従い、保全プログラムを策定する。」と
あるが、第17条（保安上重要な補修、取替え及び
改造の計画）及び第18条（保安上重要な点検等）
については、保全プログラムと直接かかわりがな
いため、保守管理要領の記載を見直した方が良い。

第17条及び第18条は、第19条（保全の実施）の設
計管理に関することであり、第19条に取り込んだ
形で表現を見直す（内容は変更なし）。 
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別表５－３ 保安規定第103条「３．保全対象範囲の策定」について 

番
号 

不適合・改善事項 対応方針 

4 保全計画検討要領第4条に定める保全対象系統リ
ストと同要領第5条に定める系統機能整理表の記
載項目として、以下が重複しており、記載の必要
性について検討した方が良い。 

○安全機能の重要度分類 
○リスク重要度 
○通商産業省令62号 
○原子力規制委員会規則10号 

保全対象系統リストの「リスク重要度」は、「炉
心損傷又は格納容器機能喪失を防止するために必
要な機能を有する設備」のことであり、系統機能
整理表の「リスク上重要な機器」とは異なる。誤
解を招く表現を修正する。 
その他の重複項目については保全対象系統リスト
から削除し、それを規定している保全計画検討要
領第4条についても見直しを行う。 
なお、現行の保全対象系統リストは設備・機器の
全てを保全対象とする考えに基づき全ての系統の
機器を記載しており、左記項目を削除したとして
も保全対象に影響はない。 

5 保全計画検討要領第4条では、「プラント保全部長
は、…保全対象系統リストについて…発電用原子
炉施設をリストアップし、…策定する。」となっ
ているが、作成・承認者を明確にした方が良い。
また、保全対象系統リストの作成プロセスを明確
にするため、「…発電用原子炉施設から保全対象
系統をリストアップし、…」と修正することを検
討した方が良い。 

保全計画検討要領において、保全対象系統リスト
の作成者、承認者を現状に合わせ明示する。また、
保全計画検討要領第4条の記載を「…発電用原子炉
施設から保全対象系統をリストアップし、…」と
見直す。 

6 保守管理要領第10条に「プラント保全部長は、…
次の各号の設備を選定し、…保全対象系統リスト
を作成する。」としているが、以下の解釈につい
て明確化した方が良い。 

○原子力規制委員会第10号 
○炉心損傷又は格納容器機能喪失を防止するた
めに必要な機能を有する設備 

○その他自ら定める設備 
 
なお、「原子力規制委員会規則第10号」について
は、適合性を確認する使用前検査受検前であり、
対象設備となりえることの確認ができていないこ
とから、それらの解釈を明確にすることを検討し
た方が良い。 

左記の項目については、説明性を向上させるため
解釈について明示する。また、以下の項目は系統
機能整理表と重複しているため保全対象系統リス
トからは削除し、系統機能整理表で記載する。 
○原子力規制委員会第10号 
 
今後、系統機能整理表の根拠の充実を行い、仮に
現在の系統機能整理表の記載が変更になったとし
ても重要な系統機能としての考慮事項ではないた
め、保全重要度の設定に影響はない。 

7 保全計画検討要領第4条（２）において、保全対象
系統リストの系統名は「設備図書等管理要領」別
表-3を参考に記載するとしているが、別表-3と保
全対象系統リストの記載に若干の違いがあるた
め、修正した方が良い。（原子炉容器設備一般→
原子炉容器設備等、「一般」がない。） 

現状は保全対象系統リストの系統番号は1番単位
の系統を集約した代表系統単位（10番単位）とし
ており、運用上は問題ないが、要領に厳密に従う
ために「設備図書等管理要領」別表-3にあわせて
記載を見直す。 
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番
号 

不適合・改善事項 対応方針 

8 保守管理要領第10条の保全対象とする設備のう
ち、「炉心損傷又は格納容器機能喪失を防止する
ために必要な機能を有する設備」は、「「もんじ
ゅ」保全プログラム策定における保全重要度決定
のための予備的検討－ＡＭに係わる設備のリスク
重要度を考慮した保全重要度評価－（ＰＡＳ
-08-021）」により検討しているが、検討結果を保
安組織として承認しておいた方が良い。 
また、その抽出過程を明確にしておいた方が良い。

保全計画の制定時の審議にて、「「もんじゅ」保
全プログラム策定における保全重要度決定のため
の予備的検討－ＡＭに係わる設備のリスク重要度
を考慮した保全重要度評価－（ＰＡＳ-08-021）」
を審議し、保全重要度の承認を行っている。 
ただし、現状に合わせてＰＳＡ評価を行い、再検
討し、保全対象系統リストの記載項目の根拠の充
実を図ることを検討する。 
 
なお、保全対象は設備を含む全てを対象としてい
るため、左記懸念を受けて保全対象系統リストを
見直したとしても保全対象設備に影響が出ること
はない。 

9 保全計画検討要領第4条に定める保全対象系統リ
ストに記載する以下の項目は、保守管理要領第10
条にはなく、記載の必要性について検討した方が
良い。 

○通商産業省令62号 

Ｎｏ．4の対応方針と同様。なお、「原子力規制委
員会規則10号」の使用前検査が未受験であること
から保守管理要領第10条に「通商産業省令62号」
を記載することを検討する。 

10 保守管理要領及び保全計画検討要領の文書・記録
一覧表に、保全対象系統リストを記載し、保存責
任者や保存期間を明確にした方が良い。 

【不適合管理】 
「保全対象系統リスト」及び「系統機能整理表」
を、保全計画検討要領の文書・記録の一覧表に記
載する。 

11 保守管理要領第10条に「構築物、系統及び機器を
改造した又は保全活動管理指標を改定した等の場
合に保全対象系統リストを見直す。」としている
ことから、前述の場合に保全対象系統リストの見
直し要否について検討したエビデンスを残すこと
を検討した方が良い。 

構築物、系統及び機器を改造する場合には、設計
計画書にて検討がなされる。それによる系統機能
影響について確認した記録を残す方法について検
討する。また、保全活動管理指標の改正により保
全対象系統リストを見直すことはないため、記載
を見直す。 

12 保全計画検討要領第4条では、「保全対象系統リス
トを…策定する。」としているが、「策定」の定
義が不明確なため、保守管理要領に合わせて、「プ
ラント保全部長は…保全対象系統リストを作成す
る。」とすることを検討した方が良い。 

保全計画検討要領第4条を「プラント保全部長は…
保全対象系統リストについて、…作成する。」と
修正する。 
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別表５－４ 保安規定第103条「４．保全重要度の設定」について 

番
号 

不適合・改善事項 対応方針 

13 保全計画検討要領第5条に定める系統機能整理表
は、「供用開始までに策定する系統機能整理表に
適用」としているが、系統機能整理表の策定が終
了しているため、前述の記載を削除した方が良い。

建設段階であることから、試験結果等を踏まえて
系統が追加された場合には、系統機能整理表が変
更となる可能性がある。 
したがって、左記の表現は見直さないが、上記の
改正が生じる場合について追記する。 

14 保守管理要領第10条の保全対象とする設備のう
ち、「炉心損傷又は格納容器機能喪失を防止する
ために必要な機能を有する設備」は、「「もんじ
ゅ」保全プログラム策定における保全重要度決定
のための予備的検討－ＡＭに係わる設備のリスク
重要度を考慮した保全重要度評価－（ＰＡＳ
-08-021）」により検討しているが、検討結果を保
安組織として承認しておいた方が良い。 

（Ｎｏ．8の対応方針と同じ） 

15 保全計画検討要領第5条において「プラント保全部
長は、…系統機能整理表を…次の方法で作成す
る。」としているが、以下の解釈について明確化
した方が良い。 

○ナトリウム系及びカバーガス系等 
○リスク重要度が高いもの 
○通商産業省令62号 
○規制委員会規則10号 

 
なお、「規制委員会規則第10号」については、適
合性を確認する使用前検査受検前であり、対象設
備となりえることの確認ができていないことか
ら、それらの解釈を明確にすることを検討した方
が良い。また、リスク重要度が高いものは、抽出
過程を明確にしておいた方が良い。 

以下の項目については、説明性を向上させるため
解釈について明示する。 
○もんじゅ特有の系統機能（ナトリウム系及びカ

バーガス系等） 
○リスク重要度が高いもの 
○通商産業省令62号 
○規制委員会規則10号 

16 保全計画検討要領第5条に定める系統機能整理表
では、「ＬＣＯへの影響」があるものを重要な系
統機能として位置づけているが、同要領第10条（１
７）の添付-5保全重要度設定フローでは、重要な
系統機能として記載されていないため、整合させ
た方が良い。 

保全プログラム導入時は、保全重要度の設定フロ
ーを原子炉等安全審査委員会（平成20年12月25日）
にて審議し、左記の項目を考慮しないこととして
承認している。また、左記項目は保全重要度設定
フローの「②ＰＳ-1,2、ＭＳ-1,2、リスク重要度
高、もんじゅ特有の系統か」の判断（重要な系統
機能の判断）に必要な項目であり、安全機能の重
要度がクラス1,2の機器については影響がない。た
だし、今後クラス3以下の機器について保全重要度
を見直す場合には、左記の項目について考慮が必
要となるかを再検討し必要に応じて保全重要度設
定フローを見直し、保全重要度を再設定する。 
（Ｎｏ．22対応方針の一部） 

17 保全計画検討要領第5条（５）では、系統機能整理
表の「その他」欄に「系統バウンダリの定義・考
え方、重要な系統機能の整理及び系統機能喪失の
定義等の判断において考慮した事項、関連する系
統機能識別図等を記載する。」としているが、Ｊ
ＥＡＣ4209-2007の要求にはなく、備考の記載事項
を指定する必要性について検討した方が良い。な
お、系統機能識別図のその他欄には「もんじゅ特
有の系統機能の判断理由」を記載している。 

保全計画検討要領第5条（５）にて引用している添
付-2に記載した記載様式の「５．その他」の欄は、
現在の記載では左記の通り限定された事項のみ記
載するようにとれるので、各種の考慮事項が記載
できるよう以下の通り見直す。 
 
５．その他（２．の「もんじゅ特有の系統機能」
の判断理由） 
↓ 
５．その他 
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番
号 

不適合・改善事項 対応方針 

18 保全計画検討要領第6条において、系統機能識別図
は「供用開始までに策定する系統機能識別図に適
用」としているが、系統機能識別図を鋭意作成し
た方が良い。 

機器の安全機能の重要度分類の整理時に用いた系
統図を安全機能の重要度毎に色塗りした資料を基
に系統機能識別図を作成する方針を検討する。 
 
系統機能識別図は系統機能整理表に記載した機能
を扱いやすく図示したものであり、現状は作成さ
れていなくても問題ないが、今後、クラス3機器と
それ以下の機器を仕分けした段階で適切に作成す
る。 

19 保全計画検討要領第6条において、供用開始までに
策定する系統機能識別図の作成のため、以下を整
理しておいた方が良い。 

○クラス1、2、3機器の識別また、使い勝手やニ
ーズに応じて以下の項目についても取扱うこ
とができるとしているが、必要性の検討及び
解釈を明確化しておいた方が良い。 

○リスク重要度該当機器 
○系統機能の喪失に至らせない冗長性のある機
器 

○保全計画検討過程において発生した、個別判
断等の内容 

安全機能の重要度がクラス1、2の機器については
識別し、「高速増殖原型炉もんじゅ 装置単位の
重要度」を制定している。また、クラス3以下の機
器の整備方針については、保全重要度の設定作業
のインプットとなるため、クラス3機器とそれ以下
の機器を仕分けし、クラス3以下の機器の保全重要
度再設定を行う前に機器の整備方針を策定し、整
備していく。 
なお、以下については、必要性の検討を行う。 
○リスク重要度該当機器 
○系統機能の喪失に至らせない冗長性のある機器
○保全計画検討過程において発生した、個別判断
等の内容 

20 保全計画検討要領第6条の「系統機能の喪失に至ら
せない冗長性のある機器」の解釈を明確化した方
が良い。 
なお、同要領第10条（１７）の添付-5保全重要度
設定フローでは、冗長性を有する機器は、「冗長
性を要求される安全上重要な系統・機器を除き、
その機能を維持できる予備機（予備系）を有する
機器をいう。」としている。 

Ｎｏ．19の通り、系統機能の喪失に至らせない冗
長性のある機器」の記載の必要性を検討する。必
要と判断した場合にはＮｏ．21の内容を記載する。

21 保全計画検討要領第10条（１７）の添付-5保全重
要度設定フローにおいて、「故障により重要な系
統機能の喪失をもたらす機器」の解釈を明確にし
ておいた方が良い。 
なお、同要領第5条に定める系統機能整理表では、
系統機能喪失の定義を記載しており、その関係性
を明確にした方が良い。 

「系統機能喪失の定義」は、系統の機能が喪失す
る状態を記載しており、「故障により重要な系統
機能の喪失をもたらす機器」は、故障によって、
前述の状態になる機器を記載している。 
なお、系統機能の喪失に至らせない機器（冗長性
のある機器）の説明として、以下の考え方を明示
する。「ＰＳ-1通常時開であって、事故時に閉と
なることによって原子炉冷却材圧力バウンダリの
一部となる弁ＭＳ-1全ての機器ＰＳ-2要求なしＭ
Ｓ-2事故時のプラント状態の把握機能を果たすべ
き系統 等」 
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番
号 

不適合・改善事項 対応方針 

22 ＪＥＡＧ4210-2007添付-3保全重要度の設定フロ
ー（例）では、「重要な系統機能はあるか」の判
断として「安全上重要な機能」、「リスク上重要
な機能」の他に以下の必要事項を選択し、考慮す
るとしている。 

○ＬＣＯにおいて必要な機能 
○機能喪失により発電機出力に影響を与える機
能 

○機能喪失により作業員の安全に影響を与える
機能 

○機能喪失により環境に影響を与える機能 
○緊急操作手順書（ＥＯＰ）で要求される機能
○その他組織により重要と判断する機能 

 
なお、保全計画検討要領第10条（１７）の添付-5
保全重要度設定フローでは、上記のうち、「その
他組織により重要と判断する機能」として、「も
んじゅ特有の系統機能」を考慮することとしてい
るが、他の項目の採否についても検討した方が良
い。 

保全重要度の設定フローについては、平成21年の
保全プログラム導入時に原子炉等安全審査委員会
（平成20年12月25日）にて審議されており、審議
の結果左記の項目を設定フローに取り込まないも
のとして承認している。 
また、左記項目は保全重要度設定フローの「②Ｐ
Ｓ-1,2、ＭＳ-1,2、リスク重要度高、もんじゅ特
有の系統か」の判断（重要な系統機能の判断）に
必要な項目であり、安全機能の重要度がクラス1,2
の機器については影響がない。 
ただし、今後クラス3以下の機器について保全重要
度を見直す場合には、左記の項目について考慮が
必要となるかを再検討し必要に応じて保全重要度
設定フローを見直し、保全重要度を再設定する。

23 保守管理要領第11条では、「…系統機能整理表及
び系統機能識別図を作成し、…系統及び機器の保
全重要度を設定する。」としているが、系統機能
識別図は、系統機能整理表に記載した機能を扱い
やすく図示したものであり、保全重要度を設定す
るために必要となるのは、系統機能整理表である
ことを書き分けるよう記載することを検討した方
が良い。 

保守管理要領第11条の記載を以下の通り見直す。
「プラント保全部長は、…系統機能整理表を作成
し、…保全重要度を設定する。 
また、プラント保全部長は、…機能を発揮するた
めの範囲を図示した系統機能識別図を作成する。」
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別表５－５ 保安規定第103条「５．保全活動管理指標の設定、監視計画の策定及び監視」について 

番
号 

不適合・改善事項 対応方針 

24 保全活動管理指標監視要領第4条（保全活動管理指
標の設定及び監視計画の策定）において、「プラ
ント保全部長は・・・設定する」としているが、
作成者、承認者を明確にしておいた方が良い。 

保全計画の一部として所長の承認を得ていること
から、以下の通り記載する。 
 作成：保全計画課長 
 確認：プラント保全部長 
 協議：プラント管理部長 
 承認：所長 

25 ＪＥＡＧ4210-2007添付5-1.2.2目標値及び評価期
間の設定では、故障回数の目標値を安全機能の重
要度とリスク重要度のマトリクスで整理している
が、もんじゅのリスク重要度はアクシデントマネ
ジメント設備に限った評価となっているため、目
標値設定の考え方を明確にしておいた方が良い。

保全プログラム導入時に、保全活動管理指標の目
標値を原子炉等安全審査委員会（平成20年12月25
日）にて審議し、個々の系統に対するリスク評価
が終了していないことから、暫定的にＪＥＡＧ
4210の標準的な数値を採用し、今後見直していく
こととして承認している。（「もんじゅ」のリス
ク重要度は、Ｎｏ．8の通り、アクシデントマネジ
メント設備を対象に評価している。）今後の見直
しとしてリスク評価を充実させていき、 終的に
は供用開始までに保全活動管理指標の監視項目、
監視方法及び算出周期を具体的に定めた監視計画
を定めていく。 

26 保全活動管理指標監視要領第4条（２）では、安全
機能の重要度分類クラス1、2及びリスク重要度高
の系統機能に対して設定するとしている。 
安全機能の重要度の再整理作業によって、クラス
1、2の機器については、整理されたため、念のた
め、系統レベルで記載している保全活動管理指標
との整合を確認しておいた方が良い。 

保全活動管理指標は、系統単位で設定されており、
機器単位で安全機能の重要度を細分化した作業に
おいても安全機能の重要度管理要領にて系統単位
の安全機能は変更となっておらず、影響はないと
考えられる。 
安全機能と保全活動管理指標の確認作業を実施す
る。 

27 保全活動管理指標及び監視計画は、保全計画の添
付資料として承認されているが、保全活動管理指
標の承認様式を別途定め、承認行為を明確化する
ことを検討した方が良い。 

保全活動管理指標監視要領第4条（保全活動監視指
標の設定及び監視計画の策定）に現在実施してい
る以下の承認プロセスを明示する。 
・保全活動監視指標の設定については、現状の承
認プロセス（保全計画の承認プロセス）と同様
とする。 

・保全活動監視指標監視計画の承認プロセスは、
保全活動管理指標監視記録と同様とする。 

28 保全活動管理指標監視要領に保全活動管理指標の
改正に関する記載を追加することを検討した方が
良い。 

保全活動管理指標監視要領第4条（保全活動監視指
標の設定及び監視計画の策定）に改正に関する項
を追加する。 
なお、保全活動管理指標の改正は、系統機能整理
表の改正時となる。（新たな系統の追加や、系統
機能の変更等の場合） 

29 保全計画本文に保全計画の始期と終期に関する記
載をしているが、保全活動管理指標監視計画にも
始期と終期を明確に記載した方が良い。 

保全活動監視指標監視計画に始期と終期を記載す
る。なお、始期と終期は現状通り、保全計画と同
じとする。また、上記の改善は承認プロセスの明
示（Ｎｏ．27）と合わせて実施する。 
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番
号 

不適合・改善事項 対応方針 

30 保全活動管理指標監視計画は、保全計画の添付資
料として承認・管理されている。 
しかし、保全活動管理指標監視計画と保全計画は、
保管・管理が別になっており、一元的に保管・管
理できるよう記載の見直しを検討した方が良い。

○保全活動管理指標監視要領（文書・記録一覧
表）では、保全活動管理指標監視計画を保守
担当課長が保管し、保全計画検討要領（文書・
記録一覧表）では、保全計画（添付資料の保
全活動管理指標監視計画を含む）を保全計画
課長が保管することとなっている。 

保全活動管理指標監視計画は、保全計画と同様の
保管・管理とする。（保全計画課長が保管・管理）
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別表５－６ 保安規定第103条「６．保全計画の策定」について 

番
号 

不適合・改善事項 対応方針 

31 保安規定第103条６．（２）では、「保全の有効性
評価の結果を踏まえ保全計画の見直しを行う」と
しているが、保守管理要領13条2項（６）では、「保
全計画の作成に当たって、必要に応じて保全の有
効性評価結果を考慮する。」としている。保全の
有効性評価結果を踏まえるのが、保全計画の作成
時か見直し時かを混同した記載となっており、記
載を見直した方が良い。 

保安規定第103条６．（２）に合わせて、保守管理
要領13条2項（６）を「保全計画の作成に当たって、
次の事項を考慮する。また、保全の有効性評価結
果を踏まえ保全計画の見直しを行う。」とする。

32 保全計画検討要領第4条に定める保全対象系統リ
ストでは、燃料、しゃへい体及び制御棒集合体が
保全対象となっているが、燃料管理要領にて管理
されており、保全計画への記載について検討した
方がよい。 

保守管理要領以外で管理している機器についての
管理について検討する。 

33 保守管理要領第13条2項に規定する保全内容根拠
書を整備する際には、次の事項を考慮しておく必
要があり、保全内容根拠書（劣化メカニズム整理
表、保全定義書、保全テンプレート）との関係性
を整理しておいた方が良い。 

○運転実績、事故及び故障事例などの運転経験
○使用環境及び設置環境 
○劣化及び故障モード 
○機器の構造等の設計的知見 

現状においても左記の項目は、劣化メカニズム整
理表、保全テンプレート作成時に考慮している。
保全計画と保全内容根拠書との関係性について
「保全計画に係る技術的根拠の作成要領書」に明
示する。 

34 保守管理要領第13条2項にて「保全計画の作成に当
たって、…必要に応じて次の事項を考慮する。」
としているが、以下の点検・手入れ前後のデータ
の採取については、仕組みを構築しておいた方が
良い。 

○運転実績、事故及び故障事例などの運転経験
（運転経験には構築物、系統及び機器の点
検・手入れ前後のデータ並びに設備診断デー
タ等の保全データを含む。） 

点検・手入れ前後のデータの情報は、保全の有効
性評価において、供用開始後から活用し、保全計
画の見直しに用いることとしているが、採取の仕
組みについて検討する。 

35 保守管理要領第13条3項にある「安全機能に影響を
及ぼす可能性のある行為」の考え方及び、保守管
理要領第18条に定める「保安上重要な点検等」と
の関係を明確にしておいた方が良い。 

○あらかじめ計画し、必要な措置を講じた上で
前号の制限（保安規定に規定される運転上の
制限）を満足しない状態にて、点検等を実施
する場合 

○計画外の原子炉停止が必要な点検等 
○計画外の原子炉の出力制限が必要な点検等 

ＪＥＡＣ4209-2007【解説20】において、「安全機
能に影響を及ぼす可能性のある行為とは、「止め
る」「冷やす」「閉じ込める」に係る安全機能を
阻害する可能性のある作業等をいう。例えば、安
全機能を有する設備を許容される範囲で除外して
行う点検並びに検査及び試験のために、一時的に
系統、回路を構成する場合等をいう。」としてお
り、保守管理要領18条の項目が該当する。保守管
理要領にて上記を記載する。 
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番
号 

不適合・改善事項 対応方針 

36 保守管理要領第13条4項に「次の各号に該当する場
合に、…保全計画の見直しを行う。」としている
が、ＪＥＡＣ4209-2007の要求にはなく、必要性に
ついて検討した方が良い。 

○保守管理目標が変更になった場合 
○予算、組織、工程等の保守管理に影響する事
象が発生した場合 

○建設後の点検記録やトラブル事例を含む保全
活動で情報が得られた場合 

○保安規定第103条６．３に基づく地震、事故等
による長期停止を伴い、保全の実施を組織と
して決定した場合 

○定期的な保全計画の見直し（年に1回以上）
 
なお、「保守管理目標が変更になった場合」や「予
算、組織、工程等の保守管理に影響する事象が発
生した場合」については、その影響がなく、保全
計画を変更しない場合においても検討した結果を
残しておいた方が良い。 

保全計画の一部である点検計画に“至近点検実
績”、“次回点検期限”を記載していることから
定期的な見直しが必要である。「定期的な保全計
画の見直し（年に1回以上）」は必要な項目なため、
記載の項目を残すが、その他の項目については、
必要性について検討し、不要な場合には削除する。

37 保守管理要領第18条に定める「保守管理要領第18
条に基づく、保安上重要な点検等の計画」は、採
番し、台帳管理した方が良い。 

保守管理要領第18条の様式-2は管理番号を付番さ
れるよう様式を見直し、台帳管理されるよう記載
を見直す。 
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別表５－７ 保安規定第103条「６．１ 点検計画の策定」について 

番
号 

不適合・改善事項 対応方針 

38 保全計画の改正履歴で添付資料の点検計画の改正
履歴を管理しているが、点検計画にて改正履歴を
管理した方が良い。 

改正履歴を追加する。 

39 保全計画検討要領第10条（８）にて「…次の事項
を考慮し選定した保全方式を記載する。」として
おり、以下の項目の、抽出方法を明確にしておい
た方が良い。 

○適用法令、適用規定及び適用規格 
○使用環境や使用頻度 
○運転実績、事故や故障事例などの運転経験 
○劣化モード（腐食・摩耗等） 
○機器の構造等の設計的知見 
○各種科学的知見 
○関係法令等で時間基準保全が要求されている
もの 

○技術基準から機能要求される機器 

左記項目の詳細について明示する。なお、保全内
容根拠書においては、左記の内容を考慮している。
今後、クラス3以下の機器についても同様に保全内
容根拠書を作成する。 

40 撤去した設備の点検計画の取扱いが不明確なた
め、保全計画検討要領にて明確にした方が良い。

これまで保全サイクルが終了するまでの間は、点
検実績を管理する観点から撤去機器についても点
検計画に記載していた。 
保守管理業務支援システム導入後は、別途、過去
の点検実績を蓄積することが可能なため、点検計
画から撤去機器を削除することを検討する。 

41 保全対象系統リストの系統番号は代表系統（10ケ
タ単位）としているが、点検計画の系統番号に合
わせて（1ケタ単位）記載した方が良い。 

（Ｎｏ．7の対応方針と同じ） 

42 保全計画検討要領第10条（４）では、機器名称と
して、「設備を構成している機器又は装置単位で
…名称を記載する。」としているが、保全管理課
の点検計画には、各建屋に設置された塩分測定用
の試験片が登録されており、保全対象とすべきか
を含めて検討しておいた方が良い。 

設備・機器ではないもの（保全対象とならないも
の）は、点検計画から削除することを検討する。

43 保全計画検討要領第10条（５）の点検計画の機器
個数に一式との記載があるが、内訳を示す資料を
明確にしておいた方が良い。 

【不適合管理】 
機器個数の内訳が不明確なものについてはその内
訳を明確にする。 

44 点検計画に記載する以下の項目は、保全内容根拠
書に記載がないため、点検計画への反映方法を明
確にしておいた方が良い。 
○機器個数 
○至近点検実績 
○次回点検期限 

「保全計画に係る技術的根拠の作成要領書」に以
下の対応方針を記載する。 
○機器個数保全内容根拠書に添付する機器リス

トに記載する（クラス1・2は完了、クラス3は
今後作成）。 

○至近点検実績保全内容根拠書整備前後の点検
項目に変更がない場合には、至近点検実績に従
来の点検実績を記載する。 

○次回点検期限至近点検実績から算出する。 
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番
号 

不適合・改善事項 対応方針 

45 保守管理要領第14条では、「また、点検計画は…
承認を得る。」としているが、他の条項と合わせ
て「保守担当課長は、…承認を得る。」と修正す
ることを検討した方が良い。 

保守管理要領第14条を以下の通り見直す。 
「…。また、保守担当課長は、点検計画を保全計
画の一部として品質保証室長、運営管理部長及び
主任技術者等の確認を受け、所長の承認を得る。」

46 保全計画検討要領第10条では、「保守担当課長は、
…点検計画を…作成し、所管部長の確認を得る。」
としているが、保守管理要領第14条に合わせて承
認プロセスを記載することについて検討した方が
良い。 

保全計画検討要領第10条を以下の通り見直す。 
「保守担当課長は、点検計画を…作成し、保全計
画の一部として品質保証室長、運営管理部長及び
主任技術者等の確認を受け、所長の承認を得る。」

47 保全計画検討要領別表-3において、保全計画の保
存責任者は保全計画課長、点検計画の保存責任者
は保守担当課長としているが、点検計画は保全計
画の添付資料のため、保存責任者を統一すること
を検討した方が良い。 

保全計画とその添付資料（点検計画等）の保全責
任者を統一し、一元的に管理できるよう保全計画
検討要領別表-3を見直す。 
なお、保全計画の添付資料の保存責任者は保全計
画に合わせる。 

48 保全計画検討要領第8条では、「プラント保全部長
は、…保全内容根拠書を…策定する。」としてい
るが、作成者・承認者が不明確であるため、添付
-4の様式に合わせて明確にした方が良い。 

保全計画検討要領第8条を以下の通り見直す。 
「保守担当課長は、…保全内容根拠書を添付-4の
様式例を参考に次の方法で作成し、プラント保全
部長又はプラント管理部長の承認を得る。 

49 保全計画検討要領第10条3項では、「「保全内容根
拠」が整備されている機器は、…計画を策定する。」
としているが、計画の作成者が明確になるよう、
第10条10条1項同様に「保守担当課長は、「保全内
容根拠」が整備されている機器について、…所管
部長の確認を得る。」とした方が良い。 

保全計画検討要領第10条3項を以下の通り見直す。
「保守担当課長は、「保全内容根拠」が整備され
ている機器について、添付-14の様式例を参考に…
を明記した計画を作成し、所管部長の確認を得
る。」 
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別表５－８ 保安規定第103条「６．２ 補修、取替え及び改造計画の策定」について 

番
号 

不適合・改善事項 対応方針 

50 保全対象系統リストの系統番号は代表系統（10ケ
タ単位）としているが、点検計画の系統番号に合
わせて（1ケタ単位）記載した方が良い。 

（Ｎｏ．7、Ｎｏ．41の対応方針と同じ） 

51 保全計画検討要領第11条（５）の補修、取替え及
び改造計画の機器個数に「一式」との記載がある
が、内訳を明確にしておいた方が良い。 

【不適合管理】 
機器個数の内訳が不明確なものについてはその内
訳を明確にする。 

52 補修、取替え及び改造計画の記載項目のうち、以
下の項目は、JEAC4209-2007に記載要求がないた
め、必要性を検討しておいた方が良い。 

○監視対象機器 
○工事内容 
○管理基準の根拠 
○確認評価の方法 

なお、補修、取替え及び改造計画に上記の必要性
を勘案し、“監視対象機器”、“機器番号”欄は、
保全計画検討要領11条と整合を図った方が良い。

左記の内容については、「補修、取替え及び改造
計画」以外でも記載しているため、「補修、取替
え及び改造計画」からの削除を検討する。詳細は
以下の通り。 

○監視対象機器 
不要なため削除。 

○工事内容 
設計計画書にて具体化しているため削除。 

○管理基準の根拠 
作業要領書にて具体化しているため削除。 

○確認評価の方法 
作業要領書にて具体化しているため削除。 

53 保全計画検討要領 別表-3において、保全計画の
保存責任者は保全計画課長、補修、取替え及び改
造計画の保存責任者は保守担当課長としている
が、補修、取替え及び改造計画は保全計画の添付
資料のため、保存責任者を統一することを検討し
た方が良い。 

保全計画とその添付資料（補修、取替え及び改造
計画等）の保全責任者を統一し、一元的に管理で
きるよう保全計画検討要領 別表-3を見直す。 
なお、保全計画の添付資料の保存責任者は保全計
画に合わせる。 
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別表５－９ 保安規定第103条「６．３ 特別な保全計画の策定」について 

番
号 

不適合・改善事項 対応方針 

54 保全対象系統リストの系統番号は代表系統（10ケ
タ単位）としているが、点検計画の系統番号に合
わせて（1ケタ単位）記載した方が良い。 

（Ｎｏ．7、Ｎｏ．41、Ｎｏ．50の対応方針と同じ）

55 保全計画検討要領第12条（６）の特別な保全計画
の機器個数に「一式」との記載があるが、内訳を
明確にしておいた方が良い。 

【不適合管理】 
機器個数の内訳が不明確なものについてはその内
訳を明確にする。 

56 特別な保全計画の記載項目のうち、以下の項目は、
ＪＥＡＣ4209-2007に記載要求がないため、必要性
を検討しておいた方が良い。 

○保全重要度 
○主たる経年劣化事象 
○所定の機能を発揮しうる状態 

左記の内容については、「点検計画」に記載して
いるため、「特別な保全計画」から削除すること
を検討する。 

57 保全計画検討要領 別表-3において、保全計画の
保存責任者は保全計画課長、特別な保全計画の保
存責任者は保守担当課長としているが、特別な保
全計画は保全計画の添付資料のため、保存責任者
を統一することを検討した方が良い。 

保全計画とその添付資料（特別な保全計画等）の
保全責任者を統一し、一元的に管理できるよう保
全計画検討要領 別表-3を見直す。 
なお、保全計画の添付資料の保存責任者は保全計
画に合わせる。 

58 保全計画検討要領第12条3項では、「「保全内容根
拠」が整備されている機器は、…計画を策定する。」
としているが、計画の作成者が明確になるよう、
12条1項同様に「保守担当課長は、「保全内容根拠」
が整備されている機器について、…所管部長の確
認を得る。」とした方が良い。 

保全計画検討要領第12条3項を以下の通り見直す。
「保守担当課長は、「保全内容根拠」が整備され
ている機器について、「保守管理要領」第16条に
規定されている特別な保全計画を添付-9の様式例
を参考に次に示す方法で作成し、所管部長の確認
を得る。」 
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別表５－１０ 保安規定第103条「７．保全の実施」について 

番
号 

不適合・改善事項 対応方針 

59 保守管理要領第19条（１）工事の計画では、「…
別表-2又は別表-3により実施する。」としており、
保守管理に必要な全てのプロセスを紐付けてい
る。 
しかし、工事計画は保全の実施段階の行為であり、
保全のＰＤＣＡのうち、Ｐ・Ｃ・Ａに係わる項目
は見直した方が良い。 
なお、ＪＥＡＣ4209-2007【解説33】工事計画では、
「保全計画に基づく工事を実施するために必要な
一連の検討及び計画行為をいい、具体的には予算
措置、工程及び仕様の策定等を指す。」としてい
る。 

別表-2又は別表-3にＰＤＣＡを記載し、工事計画
と関連のあるプロセスを明示する。 

60 保守管理要領第6条の別表-3（保守管理業務に必要
なプロセスとそれを記述した文書）は、保守管理
要領第4条の別図-1（保守管理業務フロー）の各プ
ロセスとの関係が分かる記載に見直したほうが良
い。 

保守管理要領第6条の別表-3と保守管理要領第4条
の別図-1（保守管理業務フロー）関係が分かるよ
うに記載を見直す。 

61 工事計画作成マニュアル２．では、「…「点検計
画」、「補修、取替え及び改造計画」、「特別な
保全計画」を実施するための「予算」、「工程」、
「仕様」に関する一連の検討及び計画策定に適用
する。」としているが、概算要求時期に限定して
おり、「工程」や「予算」が変更となった場合の
対応が明確ではない。工程や予算が変更になった
場合の年度計画表、予算計画表の見直しの必要性
を含めて検討した方が良い。 

工事計画作成マニュアル4.3に従い、工程変更の場
合は、当該年度の現地マスター工程と照らし合わ
せて工程の妥当性を確認している。 
また、「工程管理要領」に基づく「課題別工程会
議」にて保全計画との整合性を確認している。本
内容と会議議事録を記録として残すことなどをマ
ニュアルへ記載することも併せて検討する。 

62 もんじゅ物品等調達管理要領第4条2項の別添1（請
負作業等仕様書標準様式記載要領）では、「保守
管理業務にて実施する保全計画に基づく発注作業
は、点検計画、補修、取替え及び改造計画、特別
な保全計画に規定する項目及び内容（点検期限を
含む。）が確実に受注者に伝わるようこれらの計
画の必要箇所を抜粋し、引合仕様書に添付するこ
と。」としているが、引合仕様書に点検計画等の
抜粋が添付されていることを確認する仕組みがな
いため、確認するための仕組みについて検討した
方が良い。 

契約起案時には、自主的にチェックシートを用い
て、保全計画に基づく契約の場合には、引合仕様
書に計画の必要箇所が添付されていることを確認
している。 
今後は、より確実に計画が添付されていることを
確認できるように保守管理業務支援システムを用
いて保全計画に基づく発注仕様書の添付資料が作
成されたことを識別することを検討する。 

63 もんじゅ物品等調達管理要領第4条2項の別添1解
説⑭（作業の範囲及び内容）では「対象範囲及び
内容の詳細は別途資料にして、内容が具体的に分
かるよう図面等を用いて記載する。」としている
が、点検範囲及び内容に記載している内容と添付
している点検計画等の内容が整合するよう、発注
単位の検討とそれに合わせた仕様書の標準化（作
業範囲及び内容（機器番号、機器名称、点検内容）、
安全機能の重要度分類、耐震クラス、機器等区分、
品質に係る重要度分類等を含む）に係わる検討を
進めた方が良い。 

保全内容根拠書を整備した機器については、それ
を活用し仕様書の標準化を検討する。 
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番
号 

不適合・改善事項 対応方針 

64 作業要領書標準記載要領解説⑦（作業範囲及び内
容）では、「保全計画に基づく作業の場合、その
旨が明確にわかるよう、保全計画と整合した系統
番号、系統名称、機器名称、機器番号、機器個数、
点検項目、点検内容が記載されていること。対象
となる機器が多数あり、記載が困難である場合は、
別途保全計画の該当部分を添付資料として添付
し、関連付けを記載する。」としている。作業要
領書は、現場銘板に記載している機器名称、機器
番号を記載しているが、保全計画に記載している
機器名称、機器番号は、設備図書のリスト類等か
ら記載しており、完全には一致していない。保全
計画の記載事項と現場銘板との違いについて、明
確にしたうえで、作業要領書の記載について検討
しておいた方が良い。 

現場照合作業により、機器銘板の機器番号、機器
名称は保全計画に記載している正式な機器名称、
機器番号を省略した記載になっており、また機器
の特定に影響がないことをクラス1,2機器に対し
ては確認した。 
今後、クラス3機器に対しても現場照合を実施し、
同様の処置を行い作業要領書及び機器銘板と点検
計画の記載を整理する。 

65 工事計画作成マニュアル４．３にて「工程変更の
場合にあっては、次の確認手順（２）の観点で確
認を実施すること」としているが、年度の現地マ
スター工程策定時と同じく、確認したエビデンス
（確認完了記録（様式-3））を残した方が良い。
【参考】 
工事計画作成マニュアル４．３（２）保守担当は、
…当該年度のマスター工程と照らし合わせて、次
の観点で工程の妥当性を確認する。 

○…必要なプラント状態が構成され点検が開始
できる工程となっているか。 

○…そのプラント状態で実施しなければならな
い作業の作業期間を満足しているか。 

○…次回点検期限までに点検を開始することと
なっているか。 

（Ｎｏ．61と同様）工事計画作成マニュアル４．
３に従い、工程変更の場合は、当該年度の現地マ
スター工程と照らし合わせて工程の妥当性を確認
している。 
また、「工程管理要領」に基づく「課題別工程会
議」にて保全計画との整合性を確認している。本
内容と会議議事録を記録として残すことなどをマ
ニュアルへ記載することも併せて検討する。 
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別表５－１１ 保安規定第103条「８．点検・補修等の結果の確認・評価」について 

番
号 

不適合・改善事項 対応方針 

66 点検・補修等の結果の確認・評価要領等5条に定め
る様式-3（点検・補修等の結果の確認評価シート）
のうち、下記の項目については、保全の有効性評
価要領4条（２）別表-3と重複するため、記載の必
要性について検討した方が良い。 

○機器等稼働状況・点検状況の結果 
○保全データの推移及び経年劣化の長期的な傾
向監視の実績 

○トラブルなどの運転経験 
 
なお、上記については、ＪＥＡＣ4209-2007に関す
る記載の要求がない。（ＪＥＡＣ4209（ＭＣ-13
【解説39】）では、所定の機能を発揮しうること
の確認・評価の方法として、「点検・補修等の実
施結果を基に管理基準を用いて行う方法がある」
としており、判定基準の合否を要求している。）

重複している項目については整理し、点検・補修
等の結果の確認・評価から削除することを「点検・
補修等の結果の確認・評価要領」の改正を含めて
検討する。 
また、様式を作成する保守管理業務支援システム
の改修を検討する。 

67 点検・補修等の結果の確認・評価要領等5条2項で
は、様式-3（点検・補修等の結果の確認評価シー
ト）について、所管部長の承認後に品質保証室長
及び運営管理部長の確認を得ることとしている
が、承認後に確認を受ける趣旨が不明確なため、
確認の必要性について検討した方が良い。 

Ｎｏ．66の通り、点検・補修等の結果の確認・評
価シート（様式-3）を点検結果の判定基準に照ら
した合否判定を主眼した項目とした場合には、品
質保証室長及び運営管理部長の確認は不要なこと
から、点検・補修等の結果の確認・評価要領等5
条2項を見直す。 
また、様式を作成する保守管理業務支援システム
の改修を検討する。 

68 点検・補修等の結果の確認・評価要領等5条（5）
に記載している関連保修票については、様式-3（点
検・補修等の結果の確認評価シート）の記載例に
説明がなく、どの範囲を記載するか明確にした方
が良い。 
（その点検中に発生した保修票、前回点検から今
回点検までに発行された保修票、それら全て 等）

点検・補修等の結果の確認・評価シート（様式-3）
にて点検結果の合否判定を行うことから、関連保
修票は、点検中に発生した保修票であることを点
検・補修等の結果の確認・評価要領（様式-3の記
載例）に記載する。 

69 点検・補修等の結果の確認・評価要領等5条の様式
-3「点検・補修等の結果の確認・評価シート（あ
らかじめ計画された保全の完了時の確認・評価の
記録）」は、突発的な故障等により、計画外の点
検を行った場合に評価するべきか等を明確にした
方が良い。 

現状は、点検・補修等の結果を点検・補修等の結
果の確認・評価シート（様式-3）に記載して記録
を保管している。 
保全情報を蓄積するため、突発的な故障等により、
計画外の点検を行った場合でも評価することを点
検・補修等の結果の確認・評価要領に記載する。

70 点検・補修等の結果の確認・評価要領等5条の様式
-3「点検・補修等の結果の確認・評価シート（あ
らかじめ計画された保全の完了時の確認・評価の
記録）」には、以下を記載することとなっており、
保守担当課にてその後の対応を行っているが、フ
ォローに関する仕組みを追加することを検討した
方が良い。 

○保全計画への反映事項（あり、なしを記載）
○保全の有効性評価（必要、不要を記載） 
○提案、推奨改善内容 
○保守担当課対応方針（提案、推奨改善内容に
対する保守担当課対応方針） 

現状、点検結果からの提案、推奨改善内容等につ
いて保守担当課にて次年度以降の点検に反映する
よう対応していることから、点検・補修等の結果
の確認・評価要領第5条4項に以下の内容を明示す
る。「保守担当課長は、保全計画への反映事項、
保全の有効性評価、提案・推奨改善内容に対する
保守担当課対応方針に対する進捗を管理し、保全
計画や引合仕様書への反映状況を確認する。」 
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番
号 

不適合・改善事項 対応方針 

71 点検・補修等の結果の確認・評価要領第4条2項は、
「保守担当課長は、…様式-1「点検・補修等の
結果の確認・評価シート」に次の事項を記載す
る。」としており、作成者、承認者が不明確で
あり、「様式-1」と整合させた方がよい。 

現状は、点検・補修等の結果の確認・評価シート
（様式-1）を用いて、承認行為を行っているが、
その内容を点検・補修等の結果の確認・評価要領
に記載する。 
さらに、様式を作成する保守管理業務支援システ
ムの改修を検討する。 
 
また、保守担当課長の承認後、所管部長へ報告し
ていたが、保全計画作業実績管理要領に従い、保
全計画作業実績管理月例報告書により、所管部長
へ報告していることから、プロセスが重複してお
り、記載を削除する。 

72 点検・補修等の結果の確認・評価要領第4条3項で
は、「点検・補修等の結果の確認・評価シート（試
運転等完了時の確認・評価の記録）」（様式-1）
を作業票のアイソレーションを解除時までに作成
するとしているが、作業票運用手順書第4条（５）
（アイソレーションの確認及び実施）添付資料-4
（アイソレ実施/キャンセル依頼票）を同時期に作
成することとしており、合理化することを検討し
た方が良い。 

現状は、「点検・補修等の結果の確認・評価シー
ト（試運転等完了時の確認・評価の記録）」（様
式-1）と「アイソレ実施/キャンセル依頼票」を運
転課へのリリース時に個別に作成している。必要
な記載事項を統合し、合理化することについて、
保存責任者、保存期間を含めて、「アイソレ実施/
キャンセル依頼票」に統一化することを検討する。
また、様式を作成する保守管理業務支援システム
及び作業票管理システムの改修を検討する。 
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別表５－１２ 保安規定第103条「１０．保全の有効性評価」について 

番
号 

不適合・改善事項 対応方針 

73 保守管理の有効性評価のインプットとして年度毎
に保全の有効性評価結果の取りまとめを行ってい
るが、その方法等について明確にした方が良い。

現状は、保守管理の有効性評価のインプット情報
として前回の評価の以降に実施した保全の有効性
評価結果を集約し、保全計画への反映状況を取り
まとめている。 
上記の内容を保全の有効性評価要領 別表-3に追
加することを検討する。 

74 特別な保全計画は、保守管理要領第16条に定める
通り、「地震、事故等により長期停止（おおむね1
年以上とする。）を伴った保全を実施する場合」
に作成する一時的な計画ではあるが、計画の見直
しが必要になった場合のルールが明確ではない。
特別な保全計画として定めた計画の変更時に保全
の有効性評価の必要性とルール化について検討し
た方が良い。 

保全の有効性評価要領第4条（１）③（点検計画の
変更時）を特別な保全計画を含めた表現とする。

75 保全の有効性評価要領第7条2項に定める添付-2
（保全サイクルごとの保全終了時期の保全の有効
性評価分類フロー）では、保全サイクル終了時の
保全の有効性評価は、保全サイクル内の点検実績
がなく、各種データの評価が無い場合には、有効
性評価不要としているが、保全サイクル中の機器
の稼働状況（運転中に劣化に係わる不具合がなか
ったことの確認）から機器の保全が有効性に機能
していることを評価するよう変更した方が良い。

保守経験が蓄積されてきたことから保全の有効性
評価要領添付-2のＧｒ5（保全サイクル内の点検実
績がなく、各種データが得られていない場合）も
有効性評価の対象とする。添付-2の別表-4のＧｒ5
は、「保全サイクル中の機器の稼働状況（運転中
に劣化に係わる不具合がなかったことの確認）か
ら機器の保全が有効性に機能していることの確認
が必要」とする。 

76 点検・補修等の結果の確認評価要領第5条に定める
「点検・補修等の結果の確認評価シート（様式-3）」
と保全の有効性評価要領第7条に定める「保全の有
効性評価記録（様式-1）」の記載項目を整理し、
点検・補修等の結果から有効性評価につながる仕
組みに改善した方が良い。 

「点検・補修等の結果の確認評価シート（様式-3）」
と「保全の有効性評価記録（様式-1）」の重複す
る項目は、「点検・補修等の結果の確認評価シー
ト（様式-3）」から削除する。 
なお、保全の有効性評価要領第5条4項に以下の内
容を追加する。「保守担当課長は、保全計画への
反映事項、保全の有効性評価、提案・推奨改善内
容に対する保守担当課対応方針に対する進捗を管
理し、保全計画や引合仕様書への反映状況を確認
する。」 
また、保守管理業務支援システムによるフォロー
についても検討する。（Ｎｏ．66、70と同じ） 

77 保全の有効性評価要領第4条（１）③では「③点検
計画の変更時（保全方式を変更する場合、点検間
隔又は頻度を変更する場合）」と限定しているが、
「ＪＥＡＣ4209-2007【解説23】では、「点検計画
を変更する場合に保全の有効性評価の結果を反映
する。」」となっており、「保全方式を変更する
場合若しくは点検間隔又は頻度を変更する場合」
の記載の必要性について検討した方が良い。 

保全の有効性評価要領第4条（１）③に記載してい
る「（保全方式を変更する場合、点検間隔又は頻
度を変更する場合）」の記載を削除する。 
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別表５－１３ 保安規定第103条「１１．保守管理の有効性評価」について 

番
号 

不適合・改善事項 対応方針 

78 保守管理の有効性評価要領第8条２（６） その他
必要な事項として、記載する以下については、保
全の有効性評価の記載事項である。保守管理の有
効性評価と保全の有効性評価の関係性を整理して
おいた方が良い。保全の有効性評価との関係は以
下の通り。 
①運転経験（運転実績、トラブル情報等) 
⇒保全の有効性評価「系統及び機器運転データ、

トラブルなど運転経験」 
② 経年劣化傾向 
⇒保全の有効性評価「経年劣化の長期的な傾向監

視の実績」 
③ リスク情報等の各種科学的知見 
⇒保全の有効性評価「リスク情報及び科学的知見」

現状は、左記の項目を保全の有効性評価として評
価し、保全の有効性評価結果を取りまとめ、保守
管理の有効性評価のインプット情報としている。
保全の有効性評価との重複を削除し、その他必要
な事項に記載するべき下記の事項を追記する。 
○保守管理に対する要員 
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別表５－１４ 保安規定第103条「１２．情報共有」について 

番
号 

不適合・改善事項 対応方針 

79 保守管理要領第26条に「運営管理部長は、保守点
検を行った事業者から得られた保安の向上に資す
るために必要な技術情報について、他の原子炉設
置者と情報共有を行い」としており、原子力情報
公開ライブラリー「ニューシア」を用いて情報発
信した方が良い。 

原子力施設情報公開ライブラリーについては、原
子力安全推進協会との覚書の締結が未完了であ
り、締結後「ニューシア」登録管理要領に従い情
報発信する。 
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別表６ 保安規定第2章の要求事項に対するＱＭＳ文書の合規性確認 

    （保安規定第２章 品質保証のうち、もんじゅ全体の品質保証の基盤となる項目） 

保安規定 2次文書 3次文書等 
保安規定、ＱＭＳ文書に従い作成した 

文書・記録等 

4.1 一般要求事項   ●調達先の評価・選定管理要領 
●もんじゅ物品等調達管理要領 

4.2.1 一般  もんじゅマネジメ
ントレビュー対応
要領（MQ560-07）

●原子力安全に係る品質方針 
（平成27年12月21日） 

●平成28年度高速増殖原型炉もんじゅ品質
目標 

4.2.2 品質マニュ
アル 

  ●高速増殖原型炉もんじゅ品質保証計画書
（第21次改正） 

5.1 経営者のコミ
ットメント 

  ●業務連絡書「平成28年度 安全関係の各
方針及び施策の周知について」 

●業務連絡書「原子力安全に係る品質方針
ポスターの配布について」 

●マネジメントレビュー実施要領 
●もんじゅマネジメントレビュー対応要領
●業務連絡書「平成28年度の原子力安全に

関する品質目標等の提出について」 
●平成27年度 定期（年度末）の理事長マ

ネジメントレビュー会議記録 並びに
安全文化の醸成及び法令等の遵守の活
動に係る理事長レビュー会議記録 

●平成27年度定期マネジメントレビューへ
のインプット情報報告書 

5.2 原子力安全の
重視 

  ●業務連絡書「平成28年度 安全関係の各
方針及び施策の周知について」 

●平成27年度 定期（年度末）の理事長マ
ネジメントレビュー会議記録 並びに
安全文化の醸成及び法令等の遵守の活
動に係る理事長レビュー会議記録 

5.3 品質方針  もんじゅマネジメ
ントレビュー対応
要領（MQ560-07）

●業務連絡書「平成28年度 安全関係の各
方針及び施策の周知について」 

 
●業務連絡書「原子力安全に係る品質方針

ポスターの配布について」 
●平成27年度定期マネジメントレビューへ

のインプット情報報告書 

5.4.1 品質目標   5.6.2と共通 

5.4.2 品質マネジ
メントシステムの
計画 

  ●高速増殖原型炉もんじゅ品質保証計画書
（第21次改正） 

●業務連絡書「高速増殖原型炉もんじゅ品
質保証計画書の第21次改訂案の改訂手
続きの依頼について」 
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保安規定 2次文書 3次文書等 
保安規定、ＱＭＳ文書に従い作成した 

文書・記録等 

5.5.3 内部コミュ
ニケーション 

もんじゅコミュニ
ケーション要領
（QAP550） 
 
マネジメントレビ
ュ ー 実 施 要 領
（QS-P02） 

保安管理専門委員
会規則（MQ550-1）
 
もんじゅマネジメ
ントレビュー対応
要領（MQ560-07）

●保安管理専門委員会議事録 第236回 
●別表118-3に定める記録のチェックシー

ト（台帳） 
●保安管理専門委員会審議申請書 16-保

専-015 
●上位文書と災害対策要領第29次改正との

整合表（緊急作業従事者に係る事項） 
●業務に対する要求事項及び文書のレビュ

ーに関する記録 
●保安管理専門委員会審議申請書 16-保

専-016 
●保安管理専門委員会審議申請書 16-保

専-017 審議資料一式 
●保安管理専門委員会審議申請書 16-保

専-013 
●電子メール 保安管理専門委員会審議資

料の代理諮問について 
●保安管理専門委員会委員長代行者の指名

書 
●保安管理専門委員会議事録 第231回 
●会議開催通知 保安管理専門委員会（第

240回） 
●ＱＭＳ文書専門部会答申書 15-保専

-031 
●「作業票運用手順書」の改正に係る審議

結果 （ＱＭＳ文書専門部会答申書別添
兼議事録） 

●保安管理専門委員会審議申請書 16-保
専-031 

●上位文書との整合確認表 （作業票運用
手順書） 

●関連文書との整合確認表 （作業運用手
順書） 

●業務に対する要求事項に関する記録
（作業票運用手順書） 

●業務に対する要求事項及び文書レビュー
に関する記録 （災害対策要領） 

●保安管理専門委員会答申書 16-保専
-017 

●保安管理専門委員会答申書 16-保専
-009 

●ＱＭＳ文書専門部会答申書 16-保専
-009 

●保安管理専門委員会審議申請書 16-保
専-009 

●電子メール 第222回保安管理専門委員
会の審議結果について 

●保安管理専門委員会答申書 15-保専
-021 

●保安管理専門委員会答申書 15-保専
-022 

●保安管理専門委員会議事録 第222回 
●ＱＭＳ文書専門部会答申書 15-保専

-022 
●保安管理専門委員会審議申請書 16-保

専-022 
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保安規定 2次文書 3次文書等 
保安規定、ＱＭＳ文書に従い作成した 

文書・記録等 

5.6.1 一般 マネジメントレビ
ュ ー 実 施 要 領
（QS-P02） 

もんじゅマネジメ
ントレビュー対応
要領（MQ560-07）

●平成27年度 定期（年度中期）の理事長
マネジメントレビュー会議記録 並び
に安全文化の醸成及び法令等の遵守の
活動に係る理事長レビュー会議記録 

●平成27年度 定期（年度末）の理事長マ
ネジメントレビュー会議記録 並びに
安全文化の醸成及び法令等の遵守の活
動に係る理事長レビュー会議記録 

●15安品(業)100802 平成27年度定期（年
度中期）の品質保証活動に係る理事長マ
ネジメントレビュー及び安全文化醸成
活動等に係る理事長レビューの実施に
ついて 

●16安品(業)021001 平成27年度定期（年
度末）の品質保証活動に係る理事長マネ
ジメントレビュー及び安全文化醸成活
動等に係る理事長レビューの実施につ
いて 

●品質保証及び安全文化醸成活動に係る理
事長レビュー 座席図 

●16安品(業)012101 平成27年度定期（年
度中期）の品質保証活動及び安全文化醸
成活動等に係る理事長レビューの結果
について 

●16安品(業)021501 平成27年度定期（年
度中期）の品質保証活動に係る理事長マ
ネジメントレビューに係る「品質保証活
動の実効に向けた取組み」の実施につい
て 

●16安品(業)033001 平成27年度定期（年
度末）の品質保証活動及び安全文化醸成
活動等に係る理事長レビューの結果に
ついて 

●品質マネジメントシステムに係る記録管
理リスト（安全・核セキュリティ統括部）
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保安規定 2次文書 3次文書等 
保安規定、ＱＭＳ文書に従い作成した 

文書・記録等 

5.6.2 マネジメン
トレビューへのイ
ンプット 

マネジメントレビ
ュ ー 実 施 要 領
（QS-P02） 

もんじゅマネジメ
ントレビュー対応
要領（MQ560-07）

●業務連絡書「平成27年度第1四半期管理責
任者報告用インプット情報の提出依頼
について」 

●業務連絡書「平成27年度定期（年度中期）
マネジメントレビューに向けた管理責
任者報告用インプット資料の作成依頼
について」 

●業務連絡書「平成27年度定期（年度末）
マネジメントレビューに向けた管理責
任者報告用インプット資料の作成依頼
について」 

●業務連絡書「平成27年度定期（年度末）
マネジメントレビューに向けた管理責
任者報告用インプット情報記載依頼に
係る対象期間の変更について」 

●業務連絡書「平成27年度第4四半期管理責
任者報告用インプット資料の作成依頼
について」 

●平成27年度第1四半期管理責任者報告 
●平成27年度第2四半期管理責任者報告 
●平成27年度第3四半期管理責任者報告 
●平成27年度第4四半期管理責任者報告 
●業務連絡書「平成27年度定期（年度末）

の品質保証活動に係る理事長マネジメ
ントレビューに係る資料の送付につい
て」 

●平成27年度定期マネジメントレビューへ
のインプット情報報告書（年度中期分）

●平成27年度定期マネジメントレビューへ
のインプット情報報告書（年度末分） 

●平成27年度第2四半期管理責任者報告議
事メモ 

●平成27年度第3四半期管理責任者報告議
事メモ 

●業務連絡書 15法安(業)102001「平成27
年度定期（年度中期）の品質保証活動に
係る理事長マネジメントレビューのイ
ンプット情報の提出について」別添様式
-1「平成27年度上期 定期マネジメント
レビューへのインプット情報報告書」 

●業務連絡書 16法安(業)031001「平成27
年度定期（年度末）の品質保証活動に係
る理事長マネジメントレビューのイン
プット情報の再提出について」別添様式
-1「平成27年度 定期マネジメントレビ
ューへのインプット情報報告書」 

●平成27 年度 定期（年度中期）理事長レ
ビュー品質保証活動（インプット情報報
告書） 

●平成27 年度 定期（年度末）理事長レビ
ュー 資料-1 品質保証活動（インプッ
ト情報報告書） 
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保安規定 2次文書 3次文書等 
保安規定、ＱＭＳ文書に従い作成した 

文書・記録等 

   ●15安品(業)100802 平成27年度定期（年
度中期）の品質保証活動に係る理事長マ
ネジメントレビュー及び安全文化醸成
活動等に係る理事長レビューの実施に
ついて 

●16安品(業)021001 平成27年度定期（年
度末）の品質保証活動に係る理事長マネ
ジメントレビュー及び安全文化醸成活
動等に係る理事長レビューの実施につ
いて 

●業務連絡書「平成28年度の原子力安全に
関する品質目標等の提出について（回
答）」の添付資料-４ 

●業務連絡書16法安(業)051101「平成28年
度の原子力安全に関する品質目標等の
提出について」別添③「平成27年度 定
期マネジメントレビューへのインプッ
ト情報報告書」の改訂版 
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保安規定 2次文書 3次文書等 
保安規定、ＱＭＳ文書に従い作成した 

文書・記録等 

5.6.3 マネジメン
トレビューからの
アウトプット 

マネジメントレビ
ュ ー 実 施 要 領
（QS-P02） 

もんじゅマネジメ
ントレビュー対応
要領（MQ560-07）

●業務連絡書「平成27年度 高速増殖原型
炉もんじゅ品質目標（制定）の各室課品
質目標への展開及び周知依頼について」

●品質保証室 品質目標の周知記録（制定
から第3次改正までの周知記録） 

●平成27年度 定期（年度中期）の理事長
マネジメントレビュー会議記録 並び
に安全文化の醸成及び法令等の遵守の
活動に係る理事長レビュー会議記録 

●平成27年度 定期（年度末）の理事長マ
ネジメントレビュー会議記録 並びに
安全文化の醸成及び法令等の遵守の活
動に係る理事長レビュー会議記録 

●16安品(業)012101 平成27年度定期（年
度中期）の品質保証活動及び安全文化醸
成活動等に係る理事長レビューの結果
について 

●16安品(業)033001 平成27年度定期（年
度末）の品質保証活動及び安全文化醸成
活動等に係る理事長レビューの結果に
ついて 

●業務連絡書「平成27年度定期（年度中期）
の品質保証活動及び安全文化醸成活動
等に係る理事長レビューの結果の報告
について」 

●業務連絡書「平成27年度定期（年度末）
の品質保証活動及び安全文化醸成活動
等に係る理事長レビューの結果の周知
について」 

●平成28年度 高速増殖原型炉もんじゅ品
質目標 

●業務連絡「平成27年度 高速増殖原型炉
もんじゅ品質目標（制定）の各室課品質
目標への展開及び周知依頼について」 

●平成27年度 高速増殖原型炉もんじゅ品
質目標（品質保証室） 

●マネジメントレビュー指示事項に基づく
調達管理の仕組みの改善について 

●もんじゅ文書管理要領 
●平成27年度第1四半期管理責任者報告 
●平成27年度第2四半期管理責任者報告 
●平成27年度第3四半期管理責任者報告 
●平成27年度第4四半期管理責任者報告 
●供覧書 平成27年度 原子力安全に係る

品質目標設定について 
●平成27 年度 定期（年度中期）理事長レ

ビュー品質保証活動（インプット情報報
告書） 

6.2.2 力量、教
育・訓練及び認識 

もんじゅ教育訓練
要領（QAP622） 

もんじゅ教育訓練
実施要領
（MQ622-01） 

●力量評価結果報告書（平成26年度） 
●原子力安全監査実施要領 
●平成28年度原子力安全監査員（一覧） 

6.4 作業環境 作業環境管理要領
（QAP640） 

 ●作業環境管理要領（第5次改正） 
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保安規定 2次文書 3次文書等 
保安規定、ＱＭＳ文書に従い作成した 

文書・記録等 

8.2.2 内部監査 原子力安全監査実
施要領（QS-P03） 

原子力安全監査実
施手順（QS-A02）

●監査プログラム（平成27年度原子力安全
監査 定期） 

●監査計画（平成27年度原子力安全監査
運研センター、もんじゅ、本部） 

●監査報告書（平成27年度原子力安全監査
運研センター、もんじゅ、本部） 

●業務連絡書 15法安(業)060202「監査プ
ログラム（平成27年度原子力安全監査）
（定期）の通知について」 

●監査チームの構成（平成27年度原子力安
全監査 定期） 

●監査員力量評価表 
●業務連絡書 15法安(業)102002「平成27

年度 定期原子力安全監査（もんじゅ運
営計画・研究開発センター）の実施につ
いて 

●業務連絡書 15法安(業)121001「平成27
年度原子力安全監査（高速増殖原型炉も
んじゅ）の実施について 

●業務連絡書 15法安(業)122501「平成27
年度 定期原子力安全監査（本部[安
全・核セキュリティ統括部・契約部（業
務管理部調達課含む）]） 

●所見メモ（運研センター） 
●所見メモ（もんじゅ） 
●所見メモ（本部） 
●供覧書 15法安(供)122201「もんじゅ運

営計画・研究開発センターにおける平成
27年度定期原子力安全監査結果につい
て（報告）」 

●供覧書 16法安(供)020901「高速増殖原
型炉もんじゅにおける平成27年度定期
原子力安全監査結果について（報告）」
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保安規定 2次文書 3次文書等 
保安規定、ＱＭＳ文書に従い作成した 

文書・記録等 

   ●供覧書 16法安(供)020902「本部［安全・
核セキュリティ統括部、契約部（業務管
理部調達課を含む）］における平成27年
度定期原子力安全監査結果について（報
告）」 

●業務連絡書 15法安(業)122202「もんじ
ゅ運営計画・研究開発センターの平成27
年度原子力安全監査（定期）の結果の通
知について」 

●業務連絡書 16法安(業)021501「高速増
殖原型炉もんじゅの平成27年度原子力
安全監査（定期）の結果の通知について」

●業務連絡書 16法安(業)020902「本部［安
全・核セキュリティ統括部、契約部（業
務管理部調達課を含む）］の平成27年度
原子力安全監査（定期）の結果の通知に
ついて」 

●業務連絡書 16も品(業)032402「高速増
殖原型炉もんじゅの平成27年度原子力
安全監査（定期）の結果に対する是正処
置計画及び処置計画の報告」 

●不適合の除去及び是正処置 計画書（平
成27年度 原子力安全監査）定期 

●業務連絡書 16法安(業)033101「高速増
殖原型炉もんじゅの平成27年度原子力
安全監査（定期）の結果に対する「不適
合の除去及び是正処置計画書」の再提出
について」 

8.3 不適合管理 もんじゅ不適合管
理要領（QAP830） 

 ●もんじゅ不適合管理要領（第35次改正）

8.4 データの分析 もんじゅ不適合管
理要領（QAP830） 

 ●高速増殖原型炉もんじゅ品質保証計画書
●平成27年度 定期マネジメントレビュー
へのインプット情報報告書 
●平成27年度不適合管理データ分析報告書
●報告書「平成27年度不適合管理データ分
析結果について」 
●平成27年度定期マネジメントレビューへ
のインプット情報報告書 

8.5.1 継続的改善   ●平成27年度 定期（年度末）の理事長マ
ネジメントレビュー会議記録 並びに安
全文化の醸成及び法令等の遵守の活動に
係る理事長レビュー会議記録 
●平成28年度 高速増殖原型炉もんじゅ品
質目標 

8.5.2 是正処置 もんじゅ不適合管
理要領（QAP830） 

 ●もんじゅ不適合管理要領（第35次改正）
●不適合管理委員会議事録（平成28年6月6

日） 
●報告書「平成27年度不適合管理データ分
析結果について」 
●別表118-2に定める記録のチェックシー
ト（台帳） 

8.5.3 予防処置 もんじゅ不適合管
理要領（QAP830） 

 ●もんじゅ不適合管理要領（第35次改正）
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別表７ 品質保証業務に関して抽出した不適合事象を含む改善事項 

 

番
号 

改善事項の内容 対応方針 

1 ＱＭＳ文書間での不整合 
（7.1「業務の計画」） 
「もんじゅ業務の計画に係る作成要領」では、6

業務の2次文書に相当する基本業務の計画書の中
で別表-3「業務の計画に必要な事項及び考え方」
で記載されている項目を明確にするよう規定され
ているが、「燃料管理要領」、「放射性廃棄物管理要
領」、「災害対策要領」において記載が明確ではな
かった。 

【不適合管理】 
不適合となったＱＭＳ文書（2次文書）を速や

かに改正する。 
具体的には「燃料管理要領」、「放射性廃棄物管

理要領」、「災害対策要領」、及びそれらに関連す
る3次文書（必要に応じて）を速やかに改正する。

2 ＱＭＳ文書で規定した業務の不履行 
（6.2.2「力量、教育・訓練及び認識」） 
「QAP622もんじゅ教育訓練要領」第8条5項では、

品質保証室長が毎年度末に力量評価を取りまとめ
所長に承認を受けるとあるが、それが年度末に適
切に実施されていないことが分かった。 

【不適合管理】 
・現時点で未実施である平成27年度の力量評価結
果表をとりまとめ、「力量評価結果報告書」を作
成する。 
・記録の保存期間である過去5年間の「力量評価
結果報告書」を確認し、不適切な場合は上記の
不適合の除去、及び引き渡し後の不適合の処置
対応を行う。 

3 5.5.3 内部コミュニケーション 
保安規定では5.5.3項「内部コミュニケーション」
の下位文書としてQAP550「もんじゅコミュニケー
ション要領」が紐付けられており、その中では、
内部コミュニケーションの情報交換として2つの
会議体（①保安管理専門委員会、②もんじゅ計画
推進調整会議）のみを記載しているが、もんじゅ
内には他に多くの会議体（不適合委員会、ヒュー
マンエラー防止検討会、ＣＡＰ情報連絡会、品質
保証診断等）がありこれらは内部コミュニケーシ
ョンには位置付けられないのか。 
また、QAP423「もんじゅ文書管理要領」別表-1

の文書体系では上記2つのＱＭＳ文書以外にも以
下の文書が下位文書として位置付けられている
が、それらはQAP550「もんじゅコミュニケーショ
ン要領」において内部コミュニケーションの情報
交換の方法として記載されていない。 
5.5.3「内部コミュニケーション」に関連する活

動としてどのような会議体があり、その会議体を
規定したＱＭＳ文書が漏れなく本文中にて関連付
けられるようＱＭＳ文書（QAP550「もんじゅコミ
ュニケーション要領」等）を見直し願う。また、
会議体でなくても内部コミュニケーションに該当
するのであればそれを本文に明示した方が良い。
 

＜QAP423「もんじゅ文書管理要領」別表-1「文書
体系」で関連付けられているＱＭＳ文書＞ 
・MQ550-01保安管理専門委員会規則 
・MQ550-02もんじゅ対外約束事項管理要領 
・MQ550-03保安検査対応要領 
・MQ550-04課題発生時対応要領 
・MQ550-05品質保証診断実施要領 
・MQ550-06業務管理表等運用要領 
・CQ550-01もんじゅ計画推進調整会議規則 
 
（原子力安全監査でも同様の気づき事項あり） 

もんじゅにおける「内部コミュニケーション」
に関連する活動に、どのような会議体や手段（以
下、「内部コミュニケーションのための会議体
等」）が用いられているか再整理に着手する。ま
た、内部コミュニケーションのための会議体等を
規定したＱＭＳ文書が漏れなく本文中にて関連
付けられるようＱＭＳ文書（ＱＡＰ550「もんじ
ゅコミュニケーション要領」等）を見直すことを
検討する。 
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番
号 

改善事項の内容 対応方針 

4 5.5.3 内部コミュニケーション 
MQ550-01「保安管理専門委員会規則」第3条で「審
議申請者は…補足資料『法令、保安規定を含む適
用される上位文書の条項及び整合性の確認結果』
への記載内容について」を参考に」とあるが、本
要領には補足資料が添付されていない。 

（ただし、品質保証室に提出された際に書類を
チェックし、不備があれば修正等適切な指示を
している。） 

次回改正時において補足資料を添付し、配付す
る。 

5 5.5.3 内部コミュニケーション 
MQ550-01「保安管理専門委員会規則」第3条-3で
“「保安管理専門委員会審議申請書」の作成方法は
図-2による。”とあるが、本要領には図-2がない。
（第14次改正において図-2は削除したが、本文上
の図の引用について削除し忘れたものである。）ま
た、図-3も同様である。 

次回改正時に本文で記載のある、図－2及び図
-3の引用を削除する。 

6 5.5.3 内部コミュニケーション 
MQ550-01「保安管理専門委員会規則」図-1のフ

ロー図では、「答申」のプロセスで委員長の承認前
に品質保証室長の確認行為があるが、現状、品質
保証室長は確認を実施しているけれどもそれを明
示できるエビデンスがない。 

次回改正時に本文の記載に合わせ、図-1より品
質保証室長の確認を削除する。 

7 5.5.3 内部コミュニケーション 
MQ550-01「保安管理専門委員会規則」別表-3「文
書・記録一覧表」では保安管理専門委員会議事録
が以下の記載になっており、誤記と思われる。 
“保安官理専門委員会議事録” 

次回改正時に保安管理専門委員会議事録に修
正する。 

8 6.2.2 力量、教育・訓練及び認識 
QAP622「もんじゅ教育訓練要領」では“品質保証
室長は、力量評価結果表を、毎年度末に取りまと
め、…所長の承認を受ける”とあるが、力量評価
の取り纏め結果を何に用いるのかが規定されてい
ない。力量評価の結果を取りまとめ、その結果で
リソースの充足の程度や教育・訓練の強化の必要
性等をもんじゅ大として評価し必要な対策を検討
するのではないか。次プロセスが何になるのかを
検討し、それを本要領に規定した方が良い。 
また、本プロセスは品質保証室が実施するのか、

技術総括課が実施するのかも整理した方が良い。

保安規定の要求事項は、第3条6.2.2に定められ
ている通りであり、力量評価の取り纏め結果の所
長報告まで求めていない。 
よって、ＱＡＰ622「もんじゅ教育訓練要領」

第8条第5項の必要性の有無を含め、今後同条項の
見直しを検討する。 
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番
号 

改善事項の内容 対応方針 

9 6.4 作業環境 
QAP640「作業環境管理要領」では、作業環境管理
の対象として「騒音」についてしか規定していな
いが、例えば労働安全衛生法や放射線作業関係等
は作業環境に含まれないのか。 
また、保安規定では「原子力安全の達成のため

に必要な作業環境を業務の計画（7.1参照）に係る
文書及び「作業環境管理要領」にて明確にし」と
あるが業務の計画では何を明確にして、作業環境
管理要領では何を明確にするのか、両者の棲み分
けを整理した方が良い。 

「もんじゅ業務の計画に係る作成要領」におい
ては、業務の計画を作成するにあたって必要な作
業環境を明確にすることとなっており、基本業務
の要領（「運転管理要領」、「放射性廃棄物管理要
領」、「燃料管理要領」等）には、「放射線管理要
領」及び「作業環境管理要領」の定めによる旨が
記載されているものの、「放射線管理要領」では
放射線管理業務、「作業環境管理要領」では騒音
に関する定めのみ規定されており、管理が必要な
作業環境、管理の範囲、管理方法等が明確になっ
ていない。従って、管理が必要な作業環境を特定
し、その範囲及び管理方法等を、「作業環境管理
要領」又は基本業務の要領で明確にする。その際、
両者の棲み分けも明確にする。 

10 8.2.2 内部監査 
QS-P03原子力安全監査実施要領では、「被監査部門
の長は、(1)の指示について、処置の実施に責任を
持つ管理者(以下「実施管理者」という。)に処置
を指示する」 
（ここでいう、被監査部門の長とはもんじゅで言
えば所長、実施管理者とは不適合の処置担当室課
を言う） 
とあるが、もんじゅでの監査の不適合対応推進部
門である品質保証室の活動において上記規定に対
するエビデンスが明示できなかった。 
 品質保証室マニュアル「原子力安全監査フォロ
ーマニュアル」にて、上記規定に対応できる活動
が明示できるようマニュアルの見直しを検討願
う。 
（ただし、統括監査の職から監査結果が示された
際、品質保証室から処置担当室課に情報の周知は
実施している） 

品質保証室マニュアル「原子力安全監査フォロ
ーマニュアル」にて、所内の対応箇所の取りまと
め結果を踏まえて、処置対応箇所に作業を指示す
る活動を明確にするようにマニュアルの見直し
を行う。 
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別表８ 保守管理業務及び品質保証業務以外に関して抽出した不適合事象 

 

別表８－１ ＱＭＳ文書の合規性確認において抽出した不適合事象 

番
号 

不適合事象の内容 不適合の処置 

1 保安規定とＱＭＳ文書間での不整合 
（保安規定第4章「運転管理」） 
保安規定第41条（崩壊熱及び他の残留熱の除去に係る系統－低温停

止及び燃料交換）第4項第4号において、運営管理部長が適用除外期間
を定めることを要求しているが、「高速増殖原型炉もんじゅ停止時運用
要領」では技術総括課長が適用除外期間を定めると規定されている。

不適合となったＱＭＳ文書
を速やかに改正する。 

2 保安規定とＱＭＳ文書間での不整合 
（保安規定第4章「運転管理」） 
保安規定第14条（運転計画）第1項において、運営管理部長は、プラ

ント管理部長及びプラント保全部長と協議の上、年度計画を作成する
ことが要求されているが、「工程管理要領」で定めるフロー図（図-1）
には技術総括課長が年度運転計画を作成し、運営管理部長は協議を行
うと規定されている。 

不適合となったＱＭＳ文書
を速やかに改正する。 

3 保安規定とＱＭＳ文書間での不整合 
（保安規定第4章「運転管理」） 
保安規定第24条（地震・火災等発生時の対応）第3項第5号において、

危機管理課長、管理課長、安全管理課長及び発電課長が点検結果を所
長、原子炉主任技術者、運営管理部長及びプラント管理部長に報告す
ることを要求しているが、「地震発生時対応要領」 別図-1「地震発生
時の対応フロー」では運営管理部長への報告が規定されていない。 

不適合となったＱＭＳ文書
を速やかに改正する。 

4 ＱＭＳ文書間での不整合 
（保安規定第6章「放射性廃棄物管理」） 
「放射性固体廃棄物管理要領」第10条において、使用済制御棒等の

うち、制御棒及び固定吸収体は缶詰缶へ封入した状態で貯蔵すること
が規定されている。一方「炉心構成要素等管理要領」第19条第1項で定
めるフロー図（別図-9）には、缶詰処理を行う判定基準として、「缶詰
処理する：中性子しゃへい体以外の炉心構成要素」と定めている。な
お、対象は、制御棒集合体、固定吸収体、中性子源集合体が対象とな
る。以上のことから、中性子源集合体の缶詰処理について不整合があ
る。 

中性子源集合体取出しまで
にその貯蔵方針を定め、不適
合となったＱＭＳ文書を改正
する。 

5 ＱＭＳ文書内での不整合 
（保安規定第4章「運転管理」） 
「地震発生時対応要領」第8条第1項で定めるフロー図（別図-1）に

は、発電課長が作成する報告書については、所長確認を得た後、技術
総括課長が保管することが定められている。また、管理課長、危機管
理課長及び安全管理課長が報告する「火災の有無」「放射線施設の点検
結果」についての保存責任者については不明確である。 
一方、同要領第12条で定める文書・記録一覧表（別表-4）において、

地震時点検報告書（震度4以上）は、所長が承認し、危機管理課長が保
管責任者であることが定められている。 
なお、保安規定第118条で定める別表118-3 第24条第2項の記録に関

しては、発電管理課長が保存責任者であることが定められている。 

不適合となったＱＭＳ文書
を速やかに改正する。 
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別表８－２ プロセス・記録の合規性確認において抽出された不適合事象 

番
号 

不適合事象の内容 不適合の処置 

1 ＱＭＳ文書で規定した業務の不履行 
（保安規定第6章「放射性廃棄物管理」） 
「放射性固体廃棄物管理要領」第7条には、プラスチック固化処理を

行う場合、発電課長が燃料環境課にその旨を通知し、通知を受けた燃
料環境課は固化条件を発電課に指示することを定めている。 
しかしながら、確認した固化処理条件指示書ではプラント第一課長

（現発電課長）は、環境保全課長（現燃料環境課）の指示を受ける前
にプラスチック固化処理を行っていた。 

指示を受ける前に実施され
たプラスチック固化処理の有
無を確認し、影響評価を行う。

2 ＱＭＳ文書で規定した業務の不履行 
（保安規定第4章「運転管理」） 
「運転管理要領」第39条には、電気保修課長は蓄電池の点検を1か月

に1回実施し、その結果を発電課長に通知することを定めている。 
しかしながら、点検結果を平成26年5月以降、電気保修課は発電課へ

通知していない。 

平成26年5月以降の点検結
果に不適合報告書を添付し
て、発電課に通知する。 

3 ＱＭＳ文書で規定した業務の不履行 
（保安規定第4章「運転管理」） 
「電源機能等喪失時の体制の整備要領」第9条第2項においては、電

源機能等喪失時の活動の全般に対して年1回評価し、評価の結果に基づ
き必要な措置を講じるとともに、発電用原子炉主任技術者（以下「炉
主任」という。）の確認を受け、所長に報告することが定められている。
しかしながら、危機管理課長は結果を平成26年度について、炉主任

の確認を受け、所長へ報告を実施していない。 

平成26年度について電源機
能等喪失時の活動の全般に対
しての評価結果を炉主任の確
認を受け、所長へ報告する。

4 ＱＭＳ文書で規定した業務の不履行 
（保安規定第4章「運転管理」） 
「消火活動要領」第2条において、危機管理課長は総合的な火災訓練

を実施するに当たっては、あらかじめ実施計画を作成し、所長の承認
をとることが定められている。 
所長の承認を得る際に、「保安規定に基づく承認手続き要領」に定める、
「様式1承認・通知書」を用いて所長承認を得たが、当該要領で定める
プロセス（書類確認、採番、台帳登録）の後に、主任技術者などの確
認。合議を得ることになっているが、採番及び台帳登録がなされなて
いなかった。 

危機管理課は、品質保証室
に採番及び台帳登録を業務連
絡書で依頼する。 
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